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編集方針
  編集方針

　積水化学グループ（以下、当社グループ）発行の「サステナビリティレポート」では、当社グループ
がサステナブルな社会と当社グループの持続的な成長のために実施する活動への理解を深めてい
ただくことを目的に、関連するさまざまな取り組みをステークホルダーの皆様にお伝えしています。
　2021年11月、国際会計基準（IFRS）財団により設立された国際サステナビリティ基準審議会

（ISSB）が示したESG情報開示に関する考え方をふまえ、本レポートでは、当社グループのサステナ
ビリティおよび環境（E）、社会（S）、ガバナンス（G）に対する当社グループの考え方や体制、取り組み
等を、「戦略（姿勢・考え方）、ガバナンス、リスク管理、指標・目標、主な取り組み」の5項目に分類し、報
告しています。
　掲載情報は、各種の報告書作成ガイドライン等を参考に、社内外のアンケートや第三者からのレ
ビュー等をふまえ、社会にとっての重要性と当社グループにとっての重要性の両方を考慮し、決定し
ています。
　「サステナビリティレポート」の読者として、ESG評価機関および投資家をはじめとした当社グルー
プにかかわるすべてのステークホルダーを想定して編集しています。
　当社グループは、サステナビリティに関するすべての情報を当社ウェブサイトに集約しています。
PDF版では第三者機関による保証を受けた2026年3月31日時点の情報を掲載し、ウェブサイトでは
2026年4月1日以降、必要に応じて情報を更新、追加していきます。
　報告している主要パフォーマンス指標の算定基準は、各パフォーマンス・データの後にまとめて記
載しています。
　「サステナビリティレポート2026（PDF版）」に掲載している環境・社会情報は、信頼性確保のため
第三者機関による保証を受けており、その対象となる情報については、 を記載しています。
　「サステナビリティレポート2026」の本文中の前中期経営計画は、2020年度から2022年度までの

「Drive 2022」を、現中期経営計画は、2023年度から2025年度までの「Drive 2.0」を、次期中期経営
計画は2026年度から2028年度までの「Accelerate 2028」を指します。

  参考にしたガイドライン
• GRIスタンダード
• SASBスタンダード
• 環境省「環境報告ガイドライン（2018年版）」
• ISO26000（社会的責任に関する手引き）
• 国連グローバル・コンパクトの10原則 
• 「気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）最終報告書」
• 「自然関連財務情報開示タスクフォース（TNFD）最終提言（v1.0）」
• 「環境会計ガイドライン（2005年版）」 

  積水化学グループの情報開示体系

　ESG経営やサステナビリティ活動
に関する詳細かつ網羅的な非財務情
報は「サステナビリティレポート」で
開示しています。

　「統合報告書」では企業価値創造に
向けた経営戦略や、財務・非財務の考
え方やデータ・施策を統合的に報告
しています。

　さらに「有価証券報告書」や「IR決
算説明会資料」等で財務実績や非財
務も含めた経営戦略の説明資料を継
続的に開示しています。

データ・施策

ストーリー

非
財
務

財
務

サステナビリティレポート
コーポレート・ガバナンス報告書
TCFD/TNFDレポート　等

有価証券報告書
IR決算説明会資料
決算短信　等

統合報告書
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報告対象範囲
  報告対象範囲

対象組織：
事業活動の主要をなす事業所を中心とした「積水化学工業株式会社とその子会社」（以下「積水化
学グループ」）の活動を基本としています。
対象期間：
2025年4月1日～2026年3月31日（活動内容は一部期間外のものも含みます） 
発  行  日：
2026年7月（前回報告書発行2025年7月/次回発行予定2027年7月）

  第三者保証対象範囲
　「サステナビリティレポート2026（PDF版）」に掲載している環境・社会情報については、第三者機
関による保証を受けており、 その対象となる情報については、 を記載しています。なお、「 独立業務
実施者の限定的保証報告書 」を第三者保証報告書のページに掲載しています。

  免責事項
　「サステナビリティレポート2026」には積水化学グループの過去と現在の事実だけでなく、発行時
点における計画や見通し、経営計画や経営方針にもとづいた将来予測が含まれます。今後の諸与件
の変化によって、将来の事業活動の結果や事象がこの予測とは異なったものとなる可能性がありま
す。また、記載の表やグラフの数値は四捨五入等して表記してあるため、合計値と異なる場合がある
ほか、集計範囲の拡大、算出方法の見直しおよび環境負荷係数の改定に伴い、一部過年度データを
修正している項目があります。
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　積水化学グループは、「Vision 2030」でビジョンステートメント
として掲げた“Innovation for the Earth”のもと、LIFEの基盤を支
え、「未来につづく安心」を創造することを通じて、社会課題の解決
と企業価値の向上を同時に実現することを目指しています。

　この「Vision2030」の実現に向け、当社グループが取り組むべき
ことは、際立つ技術や製品、サービスを通じて、住・社会インフラや
人々の暮らしにかかわるさまざまな課題の解決に貢献していくこと
であると、私は考えています。

　気候変動や資源制約への対応、サプライチェーンを通じた責任
の遂行など、企業に求められる役割は一段と高まっています。
　その実践においては、短期的にはコストや成長とのバランス

など、現実的な課題にも向き合う必要があります。
　そのうえで、中長期的にESGをさらなる競争力向上につなげて
いきます。

　ESG経営の中核と位置付けているのが、サステナビリティ貢献
製品の創出・拡大です。当社グループは、事業や製品そのものが
社会課題解決に貢献するよう活動を加速させており、その結果、サ
ステナビリティ貢献製品売上高は1兆円を超える規模にまで拡大し
ました。今後もこの取り組みをさらに加速させ、「未来につづく安
心」をお届けすることを通じて、高付加価値領域へのシフトを進
め、2030年度に売上高2兆円、営業利益率10％以上の業容倍増を
目指してまいります。また、社会に安心を提供し続けるためには、そ
れを担う企業自身への信頼が不可欠です。そのため、安全・品質・
法務・倫理・会計・情報管理領域における重大インシデント根絶に
も、引き続き取り組んでいきます。

　さらに、サステナビリティ貢献製品の創出・拡大の基盤として、
「ガバナンス」、「DX」、「環境」、「人的資本」、「イノベーション」の各
分野の強化に取り組んでいます。特に、カーボンニュートラルの高
度化やサーキュラーエコノミーの実装、人的資本の強化は、2026
年度から2028年度までの中期経営計画におけるESG経営基盤強
化の重要なチャレンジだととらえています。
　
　不確実性が高まる時代においては、変化を単なるリスクとしてと
らえるのではなく、成長機会へと転換する力が求められます。当

社グループは、「先取り・加工・変革」を通じて新たな価値を創出し
ていくことを強みとしています。社会課題や市場のニーズを先んじ
てとらえ、技術プラットフォーム（TPF）と定義した27の競争力の高
いコア技術を掛け合わせることで、サステナビリティ貢献製品の創
出をはじめとした独自のソリューションを提供することを通じて、
変化を成長につなげることができます。

　中期経営計画“Accelarate2028”では、「事業戦略（仕込み成果
創出・稼ぐ力の継続強化）」と「基盤強化（ESG経営基盤の継続強
化）」の両輪で攻めのESG経営を実践し、「Vision2030」実現へ“一
気に加速”します。「Vision2030」は、社会に対して果たすべき当社
グループの約束であり、「どうすれば実現できるか」に向き合い続
け、その約束を果たしてまいります。

　本レポートでは、当社グループの環境・社会課題への取り組み
の考え方、推進体制、活動進捗をご報告しています。
　ステークホルダーの皆様にご高覧いただき、率直なご意見を賜
ることで、対話を一層深めてまいりたいと考えています。
　今後ともご支援とご協力を賜りますようお願い申し上げます。

2026年7月

代表取締役社長

はじめに トップメッセージ 積水化学グループの
サステナビリティ 環境 ガバナンス 参考資料社会
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積水化学グループのサステナビリティ
● 3つのステップ

①際立ち
　社会に信頼される企業体制を、「ガバナンス（内部統制）」を通じて実現し、際立つ「人材」の挑戦を
原動力に、「環境」、「CS品質」で圧倒的な差異を持つ製品・サービスを生み出していく

②社会課題解決
　「際立ち」をもとに、3つのアプローチ（貢献の量を増やす、貢献の質を高める、これらを持続的に提
供していく）で社会課題解決を加速

③未来につづく安心
　未来の世代も含めたあらゆる世代に安心してもらえるよう「未来につづく安心」という価値を、4事業領
域（レジデンシャル、アドバンストライフライン、イノベーティブモビリティ、ライフサイエンス）で創出・拡大

  長期ビジョンとESG経営
　2020年に策定した、2030年までの長期ビジョン「Vision 2030」では、「サステナブルな社会の実現
に向けて、LIFEの基盤を支え、“未来につづく安心”を創造する」をビジョンステートメントとして掲げ、

「ESG経営を中心においた革新と創造」で、現有事業の拡大と新たな事業創出を通じ、社会課題解決
への貢献拡大を目指しています。

人権尊重

お客様

株主

地域社会
地球環境

従業員

取引先

当社グループの
持続的な成長
サステナブルな
社会の実現

Innovation for the Earth

人材
ガバナンス

CS品質
環境

レジデンシャル

アドバンストライフライン

イノベーティブモビリティ
ライフサイエンス

未来に
つづく安心

際立ち

持
続
的
に
提
供
す
る

量
を
増
や
す

質
を
高
め
る社会課題解決

戦略
  基本的な考え方

　積水化学グループのESG経営では、「サステナブルな社会の実現」と「当社グループの持続的な成
長」の両立の実現を目指し、その鍵となる「①際立ち」、「②社会課題解決」、「③未来につづく安心」の
3つのステップをステークホルダーとともに取り組んでいます。
　前中期経営計画である「Drive 2022」では、「持続経営力の強化、資本コストの抑制」に焦点をあて
て取り組み、現中期経営計画「Drive 2.0」では、さらに成長戦略に資する取り組みに発展させました。
2026年度よりスタートする次期中期経営計画「Accelerate 2028」では、ESG経営基盤のさらなる強
化を進めるとともに、積水化学グループの持続成長と仕込みの成果創出への貢献拡大を加速させて
いきます。

ESG経営概念図

はじめに トップメッセージ 積水化学グループの
サステナビリティ 環境 ガバナンス 参考資料社会
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  積水化学グループの理念体系
　積水化学グループの経営に対する理念体系は、企業活動の根底にある考え方や方針を示す「社
是」、「社是」を受けて中長期でグループが目指す姿を示した「グループビジョン」、「グループビジョ
ン」を実現していくための具体的な「経営戦略」によって構成されます。

● 社是～3S精神～
Service（サービス）：企業活動を通じて社会※的価値を創造する 
Speed（スピード）：積水を千仭の谿に決するスピードをもって市場を変革する 
Superiority（スペリオリティ）：際立つ技術と品質で社会※からの信頼を獲得する
※ 社会：「5つのステークホルダー」（「お客様」、「株主」、「従業員」、「取引先」、「地域社会・地球環境」）をはじめとした

社会全体

● グループビジョン
　積水化学グループは、際立つ技術と品質により、「住・社会のインフラ創造」と「ケミカルソリュー
ション」のフロンティアを開拓し続け、世界のひとびとのくらしと地球環境の向上に貢献します。

  長期ビジョン「Vision 2030」
　積水化学グループは、「サステナブルな社会の実現に向けて、LIFEの基盤を支え、“未来に続く安
心”を創造していく」ためにイノベーションを起こすという強い意志を込めたビジョンステートメントを
掲げています。
　「ESG経営を中心においた革新と創造」を戦略の軸に、「製品・事業の革新による現有事業※の拡
大」と、「新事業基盤の創造・獲得による新たな事業の創出」を両立させ、イノベーションを起こすこと
で、これまで以上に社会課題解決への貢献を図っていきます。このサイクルによって2030年には当社
グループの業容そのものを倍増（売上2兆円、営業利益率10%以上）させるビジョンを描いています。
※ 現有事業：レジデンシャル（住まい）、アドバンストライフライン（社会インフラ）、イノベーティブモビリティ（エレキ/移動

体）、ライフサイエンス（健康・医療）の4事業領域

 「理念体系」、「社是」、「グループビジョン」https://www.sekisui.co.jp/company/vision/philosophy/WEB
長期ビジョンおよび中期経営計画説明会（2020年5月22日開催）
https://www.sekisui.co.jp/ir/event/vision/__icsFiles/afieldfile/2020/06/15/20200522kg.pdf

WEB

（本リンクの中期経営計画説明会は、前中期経営計画「Drive 2022」についての開示情報です）

はじめに トップメッセージ 積水化学グループの
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  ESG経営
　「ESG経営を中心においた革新と創造」とは、「Vision 2030」の実現の鍵となる3つの推進力「社会
課題解決貢献力」、「利益創出力」、「持続経営力」を強化し、「サステナブルな社会の実現」と「積水化
学グループの持続的な成長」の両立を目指すものです。

「持続経営力」

● 持続経営力の強化に向けたKPIとしてROIC導入
　効率性の指標としてROICを導入し、中長期的に向上を図ります。そのために、限界利益の拡大や
生産性向上等により“利益率”を向上させ、適切な資本投下や工場稼働率向上、在庫適正化等により
“回転率”を高めていきます。

● 資本効率向上と長期的な資本コスト抑制により、企業価値を向上
　「セキスイ・サステナブル・スプレッド（ROICスプレッド）」をROICと長期的資本コストの差と定義
し、その拡大により企業価値を高めていきます。

● 中長期的な資本コストを抑制し持続経営力を向上
　重大インシデントにつながるリスク軽減に向けたガバナンス（内部統制：安全、品質、会計、法務・倫
理、情報管理）、DX（デジタル変革）、環境、人的資本等への投資により中長期的な資本コスト抑制に
取り組み、持続経営力を高めていきます。

  現中期経営計画の総括
　現中期経営計画「Drive 2.0」では企業価値向上への3つの取り組み、「戦略的創造」、「現有事業強
化」、「ESG経営基盤強化」を基本戦略に掲げ、さまざまな取り組みを遂行しました。売上高は13,093
億円（目標14,100億円）、営業利益は1,065億円（1,150億円）と中期目標の到達には至りませんでし
た。営業利益率も8.1%と目標の8.2%に僅かに届きませんでしたが、2026年度以降の成長を見すえ
た仕込みを進捗させることができており、またメディカル事業の収益性改善にも着手することができ
ました。ROICは7.6%（目標8.5%）という厳しい結果となり、次期中期においても重要な経営課題であ
るととらえています。

● 戦略的創造　
　ペロブスカイト太陽電池などの新事業における仕込みが着実に進展。
　M&Aの実行やライフサイエンス領域の成長に向けた仕込みが課題。

● 現有事業強化
　現中期経営計画より開始した事業ポートフォリオマネジメントの期待役割にもとづき、成長牽引・
成長期待事業を中心に投資を実行。
　仕込んだ投資によるリターンの獲得が課題。

● ESG経営基盤強化
　各マテリアリティにもとづく基盤強化が進捗し、持続成長を下支え。
　戦略へのつながりと、さらなる貢献量の拡大が課題。

はじめに トップメッセージ 積水化学グループの
サステナビリティ 環境 ガバナンス 参考資料社会
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長期を見すえた仕込みを継続しつつ、これまでの仕込みの成果創出を加速していきます。
　強化領域（成長牽引・成長期待事業の中で中心的に取り組んでいく製品群・施策等）においては、
各キーワードにおけるテーマの取り組みを加速させ、戦略投資によるリターンを獲得しながら、成長ド
ライバーの拡大も進めます。
　また、環境戦略においても、すべてのドメインに共通するテーマとして設定した資源循環など、攻め
の取り組みを進めることで、サステナビリティ貢献製品のさらなる拡大を狙っていきます。

● 基盤強化（ESG経営基盤の継続強化）
　ESG経営基盤のさらなる強化を進め、持続成長と仕込みの成果創出への貢献拡大を加速してい
きます。
　人材戦略においては、目指す姿を「成長機会を提供し、従業員と社会から“選ばれ続ける企業体”
へ」とし、「挑戦風土の磨き上げ」、「適所適材の深化」、「攻めのダイバーシティ」の主要3戦略を進めて
いきます。特に、次世代リーダーの育成加速をねらい、戦略的な人材育成へ積極的に取り組みます。
　R&D強化戦略では、「業界トップ水準のコア技術群であるテクノロジープラットフォームの磨き上
げとそれを基軸とした新製品開発の加速」を目指します。具体的には社内外技術の融合による先端
技術創出や、業界トップ技術者の育成・拡充、またデジタル技術の活用範囲を事業企画の段階や生
産プロセス等にも広げていくことで、有望開発テーマの創出と実績化加速にも取り組んでいきます。
　GHG排出量削減や生産・施工時の廃棄物削減といった環境戦略、メリハリある経営資源配分を実
行するポートフォリオ経営の強化、グローバル企業としての内部統制の弛まぬ強化、生産性向上をは
じめとするDX戦略への取り組みについても、これまで以上に加速していきます。

  次期中期経営計画「Accelerate 2028」　

積水化学グループ中期経営計画「Accelerate 2028」の策定について
https://www.sekisui.co.jp/news/pdf/260521.pdf

WEB

中期経営計画説明会（2026年5月21日開催）資料
https://www.sekisui.co.jp/ir/pdf/event/20260521kg.pdf

WEB

　長期ビジョン「Vision 2030」に向けた第3段階目となる中期経営計画「Accelerate 2028」は基本戦
略である「事業戦略」と「基盤強化」の両輪で攻めのESG経営を実践し、「Vision 2030」の実現へ一気
に加速するというものです。
　最終年度の2028年度には、売上高1兆6,000億円、営業利益1,500億円、ROICは8.0%以上と改善
を進めていきますが、投資先行型の中期となるため、大幅な改善は見込まない計画としています。

● 事業戦略（仕込み成果創出・稼ぐ力の継続強化）
　事業戦略の羅針盤である戦略領域マップの開拓を進め、サステナビリティ貢献製品の拡大と創出
を加速していきます。
　革新領域（外部リソースとの融合などにより、新たなイノベーションを創出する領域）においては中

はじめに トップメッセージ 積水化学グループの
サステナビリティ 環境 ガバナンス 参考資料社会
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  重要課題（マテリアリティ）の特定
　長期ビジョン「Vision 2030」の実現の鍵となるESG経営をさらに強化していくための重要課題を、
ガバナンス（内部統制）、DX、環境、人的資本、イノベーションと特定し、取り組みを進めています。

● 重要課題の抽出と特定
　下記のプロセスにもとづき、重要課題を特定しています。

ステップ1：課題の抽出
　以下の観点から、短・中・長期※の課題を網羅的に抽出しました。
※ 期間：短期3年未満、中期3～6年未満、長期6年以上

①積水化学グループ
・企業理念体系（社是、グループビジョン、2030年長期ビジョン） 
・各種方針
・中長期戦略
・ビジネスモデル
・従業員意識調査
・各会議体での議論内容
②社会要請
・各国の法規制・ソフトロー・開示指令 
・社外のステークホルダーの意見・期待（お客様アンケートおよびダイアログ、持続可能な調達調査、

株主・投資家ダイアログ、NPO）
・地球環境、消費者等に関する社外有識者の意見（アドバイザリーボード） 

アドバイザリーボードP.021

・評価機関、お客様によるESG調査項目・内容 
・グローバル・ガイドライン（国連グローバル・コンパクト、ISO26000、GRIスタンダード、SDGs、

TCFD、TNFD、SASB、OECD多国籍企業行動指針）
③他社動向 
・統合報告書、サステナビリティレポート 
・グローバル・コンパクト分科会等での意見交換

ステップ2：「リスクと機会」の特定
　全社リスク検討部会で、インパクト、起こりやすさの2軸から、リスクまたは機会となりうる事象を特定
しました。

ステップ3：重要課題の特定
　「A.ステークホルダー（お客様、株主、従業員、取引先、地域社会・地球環境）にとっての重要性※1」と

「B.積水化学グループの経営にとっての重要性※2」の両軸で優先順位付けをし、サステナビリティ委
員会で審議のうえ、特定しました。 
※1 「SEKISUI環境サステナブル・インデックス」を活用し、地球・社会へのプラス・マイナスの影響の大きさを考慮 
※2 将来財務インパクトの大きさを想定、ROICや資本コストの考え方を反映させた「セキスイ・サステナブル・スプレッ

ド」を活用

ステップ4：重要課題の承認
　サステナビリティ委員会で審議された重要課題を、取締役会にて最終承認。 
　なお、重要課題については、自社グループの状況、社会情勢等の変化等をふまえ、変更の必要性を
毎年検討します。

はじめに トップメッセージ 積水化学グループの
サステナビリティ 環境 ガバナンス 参考資料社会
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人権尊重

お客様

株主

地域社会
地球環境

従業員

取引先

当社グループの
持続的な成長
サステナブルな
社会の実現

Innovation for the Earth

人材
ガバナンス

CS品質
環境

レジデンシャル

アドバンストライフライン

イノベーティブモビリティ
ライフサイエンス

未来に
つづく安心

際立ち

持
続
的
に
提
供
す
る

量
を
増
や
す

質
を
高
め
る社会課題解決

環境 人的資本

DX イノベーション

ガバナンス

5領域
重大インシデント

サステナビリティ
貢献製品

安全
品質
会計

法務・倫理
情報管理

積水化学グループの重要課題（2023-2025） ESG経営概念図における重要課題の位置付け

　
A
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
に
と
っ
て
の
重
要
性

B積水化学グループの経営にとっての重要性

〈ガバナンス（内部統制）〉 
～企業価値を毀損する業務リスクをグループ・
　グローバルで低減～
〇重大インシデントの抑制
　（安全、品質、会計、法務・倫理、情報管理）
 ・  リスクマネジメント
 ・  サプライチェーンリスク低減
 ・  人権デューデリジェンスの実施

〈DX〉
～DXを契機に業務プロセスを見直し、生産性を
　抜本的に向上～
〇見える化・標準化（業務標準化、ERP導入、インフ
ラ・ネットワーク刷新）

〇生産性向上（自動化/無人化、デジタルICT・AI利
用による全業務効率化）
 ・  高度化（事務管理、ERP導入、インフラ・ネット
ワーク刷新）

〈環境〉 
～事業活動でのGHGや廃棄物を減らし、
　サステナブルな経営へ転換～ 
〇気候変動の緩和・適応 
〇サーキュラーエコノミーの推進  
 ・  水リスクの低減  
 ・  生態系劣化の抑制

〈人的資本〉 
～「積水」のごとく、経営戦略の実現に向けた
　万全な備え（人的資本）を活かし、果敢に
　チャレンジする～
〇挑戦する風土の醸成 
〇適所適材の実現 
〇ダイバーシティの実現

〈イノベーション〉 
～既存領域での新製品開発・上市やプロジェクトを
着実に推進、新事業領域の創出へ脱自前で
　スピードとインパクトを極大化～
〇サステナビリティ貢献製品のさらなる創出と市場
拡大 

〇オープンイノベーションの促進
 ・  知的財産戦略の強化
 ・  地域と連携した課題解決に資する活動の推進

最重要課題

はじめに トップメッセージ 積水化学グループの
サステナビリティ 環境 ガバナンス 参考資料社会
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ガバナンス
  ESG経営の監督・推進体制（2026年4月1日現在）

　積水化学グループでは、監督機能としての取締役会と、執行機能としての「サステナビリティ委
員会」および傘下の7分科会からなる監督・推進体制により、ESG経営をグループ一体で進めてい
ます。 
　この体制下で、コーポレートおよびカンパニー各主管部門や関係部門が実行する当社グループ
の重要課題に関する活動を、モニタリングしています。

● 取締役会
　サステナビリティ委員会で審議した方針・戦略、全社リスクや機会について年2回報告を受け、最終
決定するとともに、サステナビリティに関する執行側の取り組みを監督しています。

● サステナビリティ委員会
　代表取締役社長を委員長、ESG経営推進部担当専務執行役員を副委員長とし、住宅カンパニー、
環境・ライフラインカンパニー、高機能プラスチックスカンパニーの各プレジデントを含む業務執行取
締役で構成され、年2回開催しています。
　委員会では、将来当社グループが直面する可能性のある全社的なリスクや機会を検証して重要課
題を適宜見直すとともに、全社方針やKPIの決定、全社実行計画の策定を行います。また各分科会委
員長による報告を受け、各重要課題の取り組み状況をモニタリングしています。

● 分科会
　サステナビリティ委員会の傘下に、当社グループのマテリアリティにかかわる「環境」、「CS品質」、

「人材」、「安全」、「コンプライアンス」、「DX」、「人権」の7分科会を設置しています。
　人権分科会を除く6つの各分科会は、コーポレートの担当役員を委員長とし、3カンパニーの担当役
員および各カンパニー、コーポレート、コーポレート傘下のメディカル事業の主管部門長で構成され、
年2回開催されます。人権分科会は、コーポレートの常務執行役員人事部長を委員長とし、関係する
コーポレート各領域を担当する執行役員およびESG経営推進部長で構成されています。
　各分科会では「サステナビリティ委員会」の決定内容にもとづいたカンパニー別の具体施策立案と
実行計画への落とし込み、取り組み状況のモニタリングを行います。その結果を各分科会委員長が

「サステナビリティ委員会」に参加して報告、審議を行っています。

取締役会

報告・審議案件

（2026年4月1日現在）

監督

サステナビリティ委員会

環境分科会

CS品質分科会

人材分科会

DX分科会

人権分科会

安全分科会

コンプライアンス分科会

委 員 長 :
副委員長 :

委 員 :

事 務 局 :

清水郁輔  代表取締役社長
西田達矢  専務執行役員
ＥＳＧ経営推進部、財務部、
経理部及び新事業開発部担当、
経営戦略部長
3カンパニーのプレジデントを含む
業務執行取締役
ESG経営推進部 

サステナビリティ委員会・分科会体制
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リスク管理
  ERM（Enterprise Risk Management：全社的リスクマネジメント）
の取り組み

　積水化学グループでは、リスクと機会の重要性をふまえて、定期的にモニタリングを実施してい
ます。
　まず、各国の法規制・ソフトロー・開示規制、ステークホルダー・エンゲージメント、有識者ダイア
ログ等から、社会と当社グループにとっての課題を網羅的に把握。そしてそれらの課題を、インパク
ト、起こりやすさから点数付けする等して、全社リスクマップに落とし込み、各分科会委員長が参加
する全社リスク検討部会（年1回開催）で議論の上、社会の持続性と当社グループの持続的成長に
とってリスクまたは機会となりうる短中長期の課題を特定するとともに、優先順位付けをしています。
　特定した課題は、サステナビリティ委員会での審議、取締役会での承認を経て、重要課題として
認定し、戦略および全社と各カンパニーの実行計画に反映させています。中でも、重大インシデント
につながる可能性が高い「全社重大リスク」に関しては、組織別リスク管理活動におけるアセスメン
トの実施を必須化し、重大インシデント発生の抑止を図っています。

指標・目標
　積水化学グループは、ESG経営（社会のサステナビリティ向上と当社グループの持続的な成長の
両立）を象徴するKPIとして、「サステナビリティ貢献製品売上高」を置き、現中期経営計画における目
標を1兆円超と設定しています。また、重要課題であるガバナンス（内部統制）、DX、環境、人的資本、イ
ノベーションにおいても、それぞれにKPIと目標を定め、取り組んでいます。

  ESG経営の全社指標
● サステナビリティ貢献製品の売上高
中期経営計画最終年度（2025年度）目標：10,000億円超

  重要課題のKPI
● 中期経営計画最終年度（2025年度）目標
ガバナンス（内部統制）
  5領域重大インシデント発生件数ゼロ

DX 
  直接/間接人員あたり売上高　2030年度：間接生産性43%増、直接生産性30%増（2019年度比）

環境 
  気候変動　GHG排出量削減率 ▲36%（2019年度比） 
  資源循環　廃プラスチックマテリアルリサイクル率 （国内）65% （海外）69%

人的資本
  挑戦行動の発現度　60% 
  後継者候補準備率　100% 
  定着率　前年比維持・向上 

イノベーション  
  オープンイノベーション件数  

ESG経営の重要課題（マテリアリティ）とKPIおよび管理指標P.015
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アウトプット サステナビリティ
貢献製品

サステナビリティ貢献製品売上高 10,000億円超 10,160億円※1  P.024

内プレミアム枠売上高 ー※2 5,460億円 ー

重要課題
（マテリアリティ）

信頼性の向上
（資本コスト抑制） 内部統制

■5領域重大インシデント発生件数※3 0 0件 ー

安全：設備起因災害発生件数※4 0 5件 P.118

品質：CS品質レベル向上イベント 4回/年 4回/年 P.159

会計：新ERP導入会社の売上カバー率 37%（住宅除く（会社数　国内7社））※5 27.32% P.182

会計：新ERP導入会社の連結決算報告様式の自動作成率 100%（新ERP導入会社） 100% P.182

法務・倫理：海外グループ会社への重要規則導入率 100% 100%（57/57社） P.165

法務・倫理：海外社内通報制度の構築地域数 海外全エリア（10地域） 海外全エリア（10地域）システム導入完了 P.165

情報管理：検知～復旧時間 3営業日以内 3営業日 P.173

情報管理：海外CSIRT※6 展開 全リージョン展開完了 全リージョン展開完了 P.173

成長期待の醸成
（仕込みの充実）

DX

■直接/間接人員あたり売上高 2030年度：間接生産性43%増、直接生産性30%増（2019年度比） ー※2 P.014

グローバル標準の業務・システムモデル構築に向けた開発状況と
展開進捗 グローバル経営基盤の刷新・展開開始、目指す業務変革の具現化（導入拠点） 会計領域の国内本稼働、これまでの経験にもとづく中長期展開ロードマップの見直し、グローバル展

開に向けたERP全体整合性確保のための追加開発 P.183

間接材購買で目指す施策の進行状況（展開・活用計画） 集中購買による有利購買の実現、海外展開着手 間接購買システムの定着や蓄積データの活用、取引適正化の活動などにより、本格的に効果が浸透、
海外展開はグローバル経営基盤の枠組みに統合して現状調査に着手 P.183

営業・マーケティング改革で目指す施策の進行状況（カバー率・
工数シフト） データにもとづく営業活動定着と顧客管理強化によるトップライン向上 データ活用による業務生産性とトップラインの向上を目指し、AIや RPAなどのデジタルツールを活用し

た定型業務の自動化・省力化や、デジタルマーケティング高度化による営業領域拡大などを推進 P.183

デジタルツールやデータを活用して効果を出す人材の確保に向けた
施策の進行状況 DX推進人材の継続的な確保 全従業員向けにDX挑戦行動を促すリテラシー研修実施、事業課題解決型人材の育成スキームである

DX実践講座によりDXを牽引するコア人材を確保、DXバッジによるDX人材の可視化 P.183

ニューノーマルな働き方の定着とグローバルコミュニケーション強化に向け
た施策の進捗と利用状況 グローバルコミュニケーション基盤の提供と標準端末の海外展開 新規クラウドサービスへの統合認証の順次適用、グローバル対応のコミュニケーション基盤や標準端

末の国内展開を継続的に推進、海外各地域事情を考慮して標準端末の海外展開ロードマップを見直し P.183

環境

■気候変動：GHG排出量削減率（Scope1＋2）※7（2019年度比） ▲36%（2019年度比） ▲45.2%（2019年度比） P.048

気候変動：購入電力の再生可能エネルギー比率 70% 72.4% P.049

■資源循環：廃プラスチックマテリアルリサイクル率（国内） 国内：65%（海外：69%） 国内：70.0％ 　海外：68.6% P.064

資源循環：廃棄物発生量　生産量原単位削減率 ▲3%（2022年度比） ＋10.0%（2022年度比） 　 P.064

水リスク：水使用量の多い生産事業所※8 の水使用量削減率 ▲10%（2016年度比） ▲5.9%（2016年度比） 　 P.074

  ESG経営の重要課題（マテリアリティ）とKPIおよび管理指標
現中期経営計画（2023年度～2025年度）　　　　　　　　　　　　　

※1 2025年度までのサステナビリティ貢献製品売上高には、持分法適用関連会社の売上高を含めている
※2 非開示
※3 ５領域とは、安全、品質、会計、法務・倫理、情報管理を指す。社内の重大インシデント基準に該当し、かつ対外公表した事案
※4 設備起因災害の定義：工場内の機械設備を対象とし、稼働中の機械設備が、そのエネルギーもしくは蓄積されたエネルギーによって、「直接的に」人へ危害を発生させたもの
※5 ERP（Enterprise Resources Planning）導入の延期に伴い、目標を修正
※6 CSIRT（シーサート）：「Computer Security Incident Response Team」の略。企業等の組織内でコンピュータセキュリティインシデントに関する報告の受け取り・調査・対応活動等を担う専門チームの総称
※7 Scope２に関しては、マーケット基準にもとづき算定
※8 グローバル全生産事業所の総取水量に占める取水量割合が15％以上の2拠点を2018年度に選定
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重要課題
（マテリアリティ）

成長期待の醸成
（仕込みの充実）

人的資本※9

■挑戦行動発現度※10 60% 62% P.097

■後継者候補準備率※11 100% 104% P.100

■定着率※12 前年度比維持・向上 98.4% P.104

エンゲージメントスコア※13 前年度比維持・向上 138 P.098

研修時間※14 10時間 8.3時間 P.100

スペシャリティ職充足率※15 100% 73.3% P.101

女性管理職比率 5% 5.7% P.105

採用数（女性採用比率） 35% 31.7% P.106

男女賃金格差※16 前年度比維持・向上 71.8% P.107

男性育休取得率 75% 93.3% P.109

障がい者雇用率※17 2.5%（法定雇用率以上） 2.7% P.108

総実労働時間※18 2000時間以下/年 1944時間 P.111

メンタルヘルス不調による長期休業率※19 1.00% 1.25% P.114

付加価値生産性※20 前年度比維持・向上 163.3% P.094

イノベーション ■オープンイノベーション件数 ー※2 ー※2 ー

※9 挑戦行動発現度、後継者候補準備率、エンゲージメントスコア、メンタルヘルス不調による長期休業率、付加価値生産性以外の指標は積水化学単体の目標と実績値を開示している
※10 長期ビジョン達成に向けた挑戦行動を、従業員が実際に発現したかをアンケートで測定
※11 G1ポスト(ビジネスリーダー最上位)の後継候補者数÷同ポスト数 G1ポストの後継候補者は人材コミッティにて任命される
※12 （1－（1年間の離職者数÷当該年度4月1日時点の従業員数））×100
　　  離職者数は、契約期間満了・役員就任・定年・グループ内移籍を含めない
　　  当該年度4月1日時点の従業員数は、期間を定めない雇用者を対象とする
※13 エンゲージ関連行動質問6問（6点満点）の平均が4.5点以上の従業員の割合について、2019年度の実績を100としたときの指数
※14 年度における従業員一人当たりの研修受講時間
　　  システム登録ベースの研修時間を集計（2025年度実績より、全社共通システムで管理可能な研修種別が拡大）
※15 スペシャリティ職が配置されている専門領域数÷全専門領域数
※16 制度上の賃金格差はなく、労務構成（年齢および資格）比による格差
 　　〈算 定 式〉女性の平均年間賃金÷男性の平均年間賃金
　 　〈集 計 範 囲〉全労働者（正規雇用労働者・パート・有期労働者）が対象
　　　　　　 　　正規雇用労働者：当社から社外への出向者を含む
　　　　　　　　 パート・有期労働者：契約社員、アルバイト、パートが該当
　 　〈賃金の範囲〉通勤手当等を除く
※17 障がい者雇用状況報告書（基準日：2025年6月1日）に準ずる
※18 所定内労働時間（7.5時間）＋所定外労働時間－有給休暇取得時間
※19 当該年においてメンタルヘルス不調を理由に1か月を超える休暇をした従業員の比率
※20 付加価値額（営業利益＋減価償却費＋労務費）［成果］÷人的資本コスト（労務費＋厚生費＋採用費＋研修費）［投資］
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サステナビリティ貢献製品

戦略
  基本的な考え方

　積水化学グループは、サステナビリティ貢献製品を、「サステナブルな社会の実現と当社グループ
の持続的な成長の“両立”」をもっともよく表すものと位置付けています。
　サステナビリティ貢献製品の創出と拡大を通じて、SDGsをはじめとする社会課題解決に貢献し、
企業としての成長を目指します。 現中期経営計画では、“持続的成長”と“仕込み充実”により、長期ビ
ジョンの実現性を示す方針を掲げています。この方針のもと、製品のポートフォリオ変革に向けて「サ
ステナビリティ貢献製品」制度を活用していきます。特にサステナビリティ貢献製品の中でも、社会課
題解決への貢献度が高く、利益創出力も高い製品を「プレミアム枠」として設定し、プレミアム枠の戦
略的伸長を図る施策を強化していきます。
　また、サステナビリティ貢献製品を創出する源となる技術プラットフォームの強化と融合、人材育成
は継続していきます。加えて、長期ビジョンの実現への羅針盤となる“戦略領域マップ”を策定しまし
た。設定した「強化領域」と「革新領域」に充当するサステナビリティ貢献製品の創出、市場拡大を推
進していきます。現中期経営計画では、サステナビリティ貢献製品売上高1兆円超を2025年度目標に
掲げてきました。
　現有事業からの延長で重点拡大する「強化領域」、および融合等により新たなイノベーションを創
出する「革新領域」の重点事業・製品に対し、経営資源を積極的に投入しました。その結果、事業を通
じた社会課題解決への貢献を拡大し、当社グループの成長を牽引する新規製品の創出を一層加速し
ました。
　さらに次期中期経営計画では、2026年2月に策定した「環境配慮設計指針」を社内制度や業務プ
ロセスに組み込むことを目指し、検討を進めていきます。

サステナビリティ貢献製品

基
準

課題解決の貢献度を評価
環境課題に対するネガティブチェック

収益性基準を加えた
「プレミアム枠」

持続性基準
ガバナンス（内部統制）、サプライチェーン
顧客満足度

社会課題解決への貢献

利益ある成長

ESG経営を中心に
おいた革新と創造

経営の持続

サステナビリティ貢献製品のご紹介
https://www.sekisui.co.jp/resource/pdf/sustainability/JPN_products_to_enhance_sustainability.pdf

WEB

https://www.sekisui.co.jp/resource/pdf/sustainability/JPN_products_to_enhance_sustainability.pdf
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  社内戦略に応じた製品評価制度の進化
　当社グループは自然環境および社会課題を速やかに解決するため、2006年度より製品の評価制
度を運用しています。社内委員で協議して定めた判定基準をもとに、課題解決への貢献度が高い製
品を「環境貢献製品」として認定、登録しています。
　2010年度からは、基準および考え方やその結果の妥当性に関して、社外アドバイザーよりご意見、
アドバイスをいただいています。それを活かして、基準の高さや透明性を担保しています。

● 2006年度：「環境貢献製品」制度をスタート
　自然環境における課題の解決に寄与する製品の創出と拡大を推進するため、社内基準をもとに課
題解決への貢献度が高い製品を認定登録する製品制度を始動。

● 2017年度：自然環境に加え、社会環境における課題の解決に寄与する製品に対象を拡大
　さらなる課題解決型の製品の創出と普及を促進。SDGs（持続可能な開発目標）と目指すところは
同じであることを再確認。

● 2020年度：「サステナビリティ貢献製品」として進化
　「プレミアム枠」および「持続性評価」を導入。「持続性評価」は2022年度に評価完了。

● 2023年度：環境課題に対するネガティブチェック導入
　登録時に、複数の環境課題に対してネガティブなインパクトを及ぼしていないか、あるいは及ぼさ
ないためにどのような策を検討しているかを確認。

社外有識者との対話

SEKISUI SEKISUI
Certification Review Board

For the earth

For the society

For solving
social issues

Evaluation
from single perspectives

Evaluation
from multi

perspectives

Customer External 
Advisory Board

For ensuring
continuous growth

社内委員による評価

2006 年以降 2010 年以降 2020 年以降2017 年以降 2023 年以降

製品のライフサイクルを通じた貢献 有識者も交えた客観的な視点 環境だけでなく社会への貢献も対象 あらゆるステークホルダーのために 複数の環境課題に配慮

＋ ＋ ＋ ＋ ＋

環境貢献製品制度 サステナビリティ貢献製品制度

社内基準をもとに、自然環境課題解決へ
の貢献度が高い製品の創出と拡大を目指
した認定制度をスタートさせました。

基準や考え方等の妥当性に関して社外有
識者よりご意見をいただき、基準の高さ
や透明性を担保しています。

自然環境だけでなく、社会環境への貢献も対
象とし、SDGs（持続可能な開発目標）と同じ
ところを目指していることを確認しました。

課題解決への貢献を永続的なものにするた
め、自社を取り巻く利害関係者の持続性に
も配慮しました。

複数の環境課題に対してネガティブな影響
を及ぼしていないか、そのためにどのよう
な策を検討しているかを確認しています。

お客様として
貢献できること 社会環境への貢献 SEKISUIや取引先の

持続的成長のために

生産者として
貢献できること 自然環境への貢献

環境・社会課題の
解決のために

❹ 2つの条件 ❺ 2つの評価特性❷ 2つの視点❶ 2つの貢献主体 ❸ 2つの貢献対象

従
来
か
ら
の
取
り
組
み

新
た
に
進
化
さ
せ
た
こ
と

ひとつの視点で
貢献部分だけを評価

多様な視点で
悪影響の有無も評価

積水化学グループにおける製品制度の進化
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　当社グループは、「Vision 2030」で目指す“サステナブルな社会の実現と企業としての持続的な成
長”を加速（Drive）するため、社会課題解決貢献力の向上を図っています。具体的には、2020年度か
ら以下の取り組みを行っています。

1 「プレミアム枠」の設定
　収益力向上のために、社会課題解決に対して貢献度の高い製品で事業を拡大する、というビジネ
スポートフォリオを一致させ、戦略的にサステナビリティ貢献製品を拡大

2 「持続性評価」の実施（2022年度完了。現在は役割を果たし、休止）
　持続経営力向上のために、製品および企業のサステナビリティの向上に必要な項目を関連部署に
確認して評価

　社会課題解決に貢献する製品を戦略的に拡大していくために「プレミアム枠」を設け、中期目標で
その拡大をコミットしています。
　社会課題解決と収益性を両立する戦略を立て、課題解決への貢献を加速することが目的です。
　社会課題解決への貢献度が高い製品をつくり続け、さらに貢献を拡大していくためには、企業およ
び製品そのもののサステナビリティが不可欠です。そのため、2020年度からは、従来の認定プロセス
に加えて、企業および製品のサステナビリティを評価する視点を設けました。
　サプライチェーンにわたり、収益性、プロセス評価、ガバナンス（内部統制）等の取り組みについて
評価し、当社グループや製品の持続性や潜在的なリスクを確認しました。その結果にもとづき、（1）環
境関連のプロセス評価における強化点については、生産事業所や研究所の取組項目、目標設定に
反映、（2）ガバナンスについては別途リスクマネジメントやサプライチェーンマネジメント体制の強化
等の対策を検討し、現環境中期計画へと織り込み、活動を推進しています。このことを受けて、持続性
評価は役割を終えたものとして完了、休止しています。
　また、2023年度より「環境課題に対するネガティブチェック」を導入しました。これは、環境中期計画
における強化点である“トレードオフのない、質の高い解決方法で環境課題を解決する”ことにもとづ
いています。サステナビリティ貢献製品へ登録する際に、複数の環境課題に対してネガティブなイン
パクトを及ぼしていないか、あるいは及ぼさないためにどのような取り組みを検討しているかを確認
しています。
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  製品に関する情報の収集・提供
　当社グループは製品に関して、原料調達や利用上の安全性、廃棄方法等の情報を適切に把握する
ための取り組みを行っています。また、把握した情報は社会やお客様へ提供しています。

● 原料調達における情報収集
　当社グループは、原料調達における情報収集のため、以下の取り組みを行っています。

① 原料の品質および安全性について
　原料サプライヤーと購買仕様についての契約を交わし、仕様の遵守を確認するために必要な品質
管理項目およびその評価結果を入手しています。

② 原料のサステナビリティについて
   原料製造にかかわる人権、環境、社会的な配慮については、原料サプライヤーアンケートを通じて
問題がないことを確認しています。
　特にリスクが高いと判断される原料サプライヤーに対しては、デューデリジェンスを実施します。そ
の結果をもとに改善に向けた施策を提案し、協働して改善を進めます。

● 製品のインパクト評価
　製品が自然環境や社会環境側面に与えるインパクト（＝課題解決の貢献度）について、以下の観点
から評価しています。

① ネガティブなインパクトについて
　製品のライフサイクルにおいて、

（1）環境に関する法令の遵守
（2）自然環境や社会環境へのネガティブなインパクトの低減
を企画・開発段階から漏れなく確認・検討するために、DRシステム※（デザインレビューシステム）にER

（環境側面のレビュー）を組み込んでいます。この際、製品環境影響評価書を運用しながら、環境側面
の評価を行っています。このレビューを通じて、ネガティブなインパクトを早期に把握し、その低減に
向けた対策を検討したうえで、製品化を進めています。

※ DRシステム（デザインレビューシステム）
　 製品の企画設定段階から、開発、量産試作、上市までステージゲートを設け開発テーマを管理する仕組み。
　 各段階のステージゲートにおいて、確認要件とレベルを定めており、確認要件の1つに環境側面のレビューがある
　 （ほかに知的財産について確認するパテントレビュー（PR）や、市場について確認するマーケティングレビュー（MR）
　 等がある）。

② ポジティブなインパクトについて
　上述のように、DRシステムにおける製品環境影響評価書の運用を通じて、製品の販売開始前にネ
ガティブなインパクトのみならず、ポジティブな自然環境および社会環境側面へのインパクトも把握
しています。
　ポジティブなインパクトを創出し、拡大することを意識した開発が行えるよう、ポジティブなインパク
トの高さを判断するサステナビリティ貢献製品制度の基準設定があり、基準以上のレベルになるよ
う、製品化までに磨き上げを行っています。
　製品の販売開始後は、製品ごとに自然環境や社会環境側面のインパクトがサステナビリティ貢献
製品の基準をクリアしているか評価しています。クリアしていれば、申請、登録を行います。
　また、登録されているサステナビリティ貢献製品のうち、売上高の約6割以上の製品に「LIME2」の
考え方を活用してLCA評価を実施し、定量的に環境的、社会的インパクトを評価しています。
　当社グループでは、販売しているすべての製品について、DRを通じて製品環境影響評価を実施
し、ライフサイクルにわたっての環境的、社会的インパクトを確認しています。 
　インパクト評価の結果については製品ごとには公開していませんが、全製品のネガティブなインパ
クトとポジティブなインパクトの比率を把握し、「SEKISUI環境サステナブルインデックス」に反映させ
ることで、情報を開示しています。

● 製品の利用上の安全性に関する情報の提供
　製品の利用上の安全性を担保するため、SDS（安全データシート）を作成し、販売時にお客様へ提
示しています。

● 製品の廃棄に関する自然環境、社会環境インパクトの低減
　製品の廃棄段階における自然環境、社会環境インパクトを低減するため、資源循環方針を策定し
ています。その方針にもとづき、長期ゴールである「サーキュラーエコノミーの実現」をめざして廃棄
物の再資源化を進めています。 
　廃棄物の処理については、処理業者とマニフェストを交わしています。さらに、最終処分の方法と
再生物を確認し、より質の高い再資源化へと転換できるよう検討を進めています。
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ガバナンス
  推進体制

　「Vision 2030」では、経営や社会に重要なインパクトを及ぼすマテリアリティを通じて生み出した
成果をサステナビリティ貢献製品と位置付けています。そして、その創出と市場拡大による社会課題
解決と企業の成長を目指しています。
　当社グループは、サステナビリティ貢献製品の創出と市場拡大の目標をKPIに設定し、その達成に
向けて取り組んでいます。
　この目標は環境長期ビジョン「SEKISUI 環境サステナブルビジョン2050」からバックキャストした
マイルストーンです。
　環境長期ビジョンでは、長期的な視点で解決に取り組む必要がある自然環境および社会環境の
課題について、2050年のゴールを設定しています。これをふまえ、前環境中期計画「SEKISUI 環境サ
ステナブルプラン Accelerate II」（2020-2022年）および現環境中期計画「SEKISUI 環境サステナブ
ルプラン EXTEND」（2023-2025年）においても、「サステナビリティ貢献製品の創出と市場拡大の目
標」を管理目標として設定しました。さらに、環境経営推進体制のもとで、その進捗を継続的に管理し
ています。
　サステナビリティ貢献製品は、自然環境および社会環境の課題解決に対する貢献度が高い製品で
あり、一定の社内基準にもとづき認定登録を行っています。認定にあたっては、社内委員で構成され
る認定審査会※を設置しています。委員には、各カンパニーにおいて技術面を統括する組織の執行役
員や、事業全体を把握して経営企画業務を担う組織の責任者などが就任しており、製品の貢献度を
審査しています。
※ 認定審査会：ESG経営推進部の責任者が委員長となり、コーポレートおよびカンパニーの技術、事業の責任者をメン

バーとしてサステナビリティ貢献製品の認定に関して審議を行う会議。年2回の定期開催を基本とし、申請状況に応じて
開催回数を調整しています。

  社外アドバイザーとの対話
　当社グループでは、2010年度より、社外アドバイザリーボードを開催しています。社外アドバイザ
リーボードは、サステナビリティを担当する組織の担当役員が主催し、社内委員および社外有識者に

環境経営推進体制P.035

よって構成される会議です。サステナビリティ貢献製品の基準や登録状況、今後の方向性等につい
て、第三者の立場から意見やアドバイスをいただいています。
　社外有識者には、産官学の多様なバックグラウンドを持ち、環境をはじめとするサステナビリティ
関連分野で活躍する5名の方々にご参画いただいています。
　2025年度は計2回開催し、新規登録製品が自然環境や社会環境にもたらす価値や、その価値の伝
え方、今後への期待についてご意見やアドバイスをいただきました。そこで得られた知見はサステナ
ビリティ貢献製品の制度運営やさらなる価値向上に活用しています。

  登録基準以外の環境課題に対するネガティブチェック
　社会からの要請や事業状況を鑑みた事業戦略に則して、製品のポートフォリオを変革するように、
サステナビリティ貢献製品制度の運用や基準の強化等の見直しを行っています。
　2023年度からは、製品登録の際に、すべての環境課題に対するネガティブチェックを実施してい
ます。
　これは、EUタクソノミーや生物多様性条約締約国会議（CBD-COP）等の社会要請をふまえた対応

⽒　名 所属 ・役職 専⾨分野 期待する役割

澁澤  寿⼀ （特非）共存の森ネットワーク理
事長

・農学博士としてのビジネスでのご経験
・NPO法人理事長として、日本や各国の環境

NPOと森づくり、地域づくり、人づくりの活
動を実践

「三方よし」の精神にもとづく、社
会課題解決ビジネスに対するご
意見、アドバイス ネイチャーポジ
ティブ視点でのご意見

壁⾕  武久 （一社）サステナブル経営推進
機構 専務理事

・経済産業省での官の立場でのご経験 
・LCA評価、地方創生支援等環境価値を通じ

た社会変革の活動を推進

ライフサイクル視点でのご意見、
環境価値に対する規制やグロー
バル動向にもとづいたご意見、ア
ドバイス

⼤⽯  美奈⼦
（公社）日本消費生活アドバイ
ザー･コンサルタント・相談員協
会 日本消費生活アドバイザー

・消費者や消費者の要求についての知見や
ご経験

・消費者と企業、行政をつなぐ活動を推進

製品を使う立場からの要望や期
待、懸念点等をふまえたご意見、
アドバイス

斎藤  正⼀ 日経ESG経営フォーラム事業部　
シニアプロデューサー

・メディアでのご経験
・サステナビリティ全領域に対するグローバ

ルな動向把握と発信

ESG経営におけるリスクやチャン
スに対する今後の動向や包括的
な視点でのご意見

吉⾼  まり 一般社団法人バーチュデザイン 
代表理事

・金融機関におけるESG投資についてのご
経験 

・SDGs、グリーンビジネス、気候変動ファイ
ナンスの第一人者

金融の立場から見た企業価値や
ESG経営、グリーンビジネスにお
けるリスクやチャンスに対するご
意見、アドバイス
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です。いずれの環境課題に対してもネガティブなインパクトを与えることがなく、さらにはポジティブ
なインパクトをもたらすこと、つまり環境課題解決策の質の向上をねらいとしています。さらにもう1つ
のねらいは、ネガティブチェックを通じて、事業関係者の課題認識を促すことです。

  社会課題解決に対する貢献度の「見える化」
　2019年度までは、自然資本へのリターン量を明確にするため、環境貢献製品ごとに社会課題解決
への貢献度の「見える化」に取り組んできました。製品ライフサイクルにおけるさまざまな貢献に関し
て環境影響評価を行い、その大きさを1つの指標（被害算定金額）に換算し、数値化を行ってきました。
個々の製品による環境貢献度とその市場に対する影響の大きさ（売上高）を掛け合わせ、統合化した
結果を「製品による貢献」として数値化し、「SEKISUI 環境サステナブルインデックス」に反映してきま
した。
　また、2016年度までは、環境貢献製品の製品ごとの環境に対するネガティブなインパクト（負荷）を
計算するにあたって、「生物多様性が保全された地球」を目指して解決すべき課題を大きく3つの環境
側面（気候変動、植物バイオマス、生物多様性）に集約して統合化を実施していました。2017年度以降
は環境貢献製品の対象の領域を拡大したことにより、貢献領域も社会資産を加えた4つの側面の統
合化へと拡大しました。
　2020年度からは、サステナビリティ貢献製品の製品ライフサイクルにおける自然環境および社会
環境課題解決への貢献に関して、環境影響評価を機軸とする評価を行っています。この評価により自
然資本および社会資本への貢献度を計算し、「SEKISUI環境サステナブルインデックス」に反映して
います。特に製品が与える社会的価値に関しては、インパクト加重会計をもとにした評価による検討
も開始しました。
　2023年度からは、LCAデータベースIDEAの更新版を活用して「SEKISUI環境サステナブルイン
デックス」を算出しています。 AIST-IDEAver3.1を搭載したLCA計算システム“MiLCAver3.1”は、生
物多様性に対する影響についてさらに明らかになった知見を反映しています。これを活用し新たにベ
ンチマークとすることで、生物多様性へのインパクトの正確な把握を目指します。これにより、ネガティ
ブなインパクトを減らし、ポジティブなインパクトを増加するような活動を推進していきます。

  環境課題ごとの連絡会・勉強会の活性化
　当社グループ内には、27の技術プラットフォームがあります。これらを融合させることにより、環境

課題を含む社会課題解決を加速できると考え、技術プラットフォームの融合を推奨しています。
　現在、カーボンニュートラルやサーキュラーエコノミーのような長期ゴールを目指すために必要な
技術や開発、市場変革を見すえて、課題ごとにスタートアップの探索や新規技術、先行事例の勉強会
を行っています。さらに、社会課題に根付いた解決すべき問題に対して、解決策を組織横断で議論す
る場として創発座談会を開催しています。組織横断で検討することにより、ソリューションの幅を広
げ、より迅速な対応ができるよう、活動を推進しています。
　また、創出したサステナビリティ貢献製品を事業化するための素養を身につける社内起業家育成
プログラムも若手従業員が企画推進を行い、始動しています。 
　以上のような活動は、従業員自身のチャレンジを促し、社会課題解決貢献力の向上、ひいては人的
資本の拡大につながっていると考えます。

27の技術プラットフォーム図
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  ESG投資の活用
　現中期経営計画では、サステナビリティ貢献製品の創出・市場拡大に向けた企画、提案を後押し
するため、ESG投資枠の中で「サステナビリティ貢献製品拡大支援策Ⅱ」の運用を開始しました。現
中期経営計画においては、環境4課題（気候変動、資源循環、水リスク、生物多様性）に関連した取
り組み、ビジョン実現に向けて進出させたい“革新領域”に該当する取り組みについて、検討を加速
させるために運用しました。また、イノベーションを加速させるため、社内の融合や社外とのオープ
ンイノベーションが要件に入っています。
　支援策Ⅱは、テーマを企画する推進者が申請を行い、審議会にて投資の可否を判断するという仕
組みです。審議会では、社会課題解決の重要性や、サステナブルな企業価値向上に貢献している
ことを確認します。さらに、社内での融合もしくは社外とのオープンイノベーションが、テーマを迅速
に進めるためにどのように役立ったのかといった点や、融合の結果、どのように企業価値を拡大で
きるのかについて議論します。
　次期中期経営計画においては、イノベーションにおける課題をあらためて整理し、さらなる加速
に向けた施策を検討していきます。

  製品の環境価値の訴求
　当社グループは社会やお客様からの要請を受けて、またはそれに先駆けて、気候変動課題の緩和
に資する低炭素、脱炭素製品の価値を訴求しています。
　お客様に低炭素、脱炭素製品の価値を伝えるために、炭素のライフサイクルアセスメント（C-LCA）
による製品のカーボンフットプリントを算出しています。
　目的や製品に応じて、バウンダリを設定して算出を行っています。原料については、現段階では、公
開されている平均的なGHG排出量の係数を有するデータベース（IDEA）を活用して算出しています。
原料メーカーでの取り組みやサプライチェーンとの連携が進むことで、おのおのの企業努力による
低炭素価値も活用できるようになると考えています。
　原料の使用量や、生産時における使用エネルギー等は、生産事業所における実測データを活用し
て算出しています。
　低炭素価値とそれを示すためのLCA評価は、今後ますます重要性が高まってくると考えています。
それらの算出方法やその意義を理解するために、LCA活用推進フォーラムや、LCAフォーラム、LCA
学会等にも積極的に参加し、手法や解決方法ごとの取り扱いについての知見をブラッシュアップし

ています。また、従業員向けには、従来は、算定教育や研修を実施してきましたが、今後は算定結果の
検証を行う能力の向上や人材の育成も重要と考え、検証員の育成を検討していきます。
　2025年度は、脱炭素社会に向けて変革を促すための自社および業界としての活動として、以下を
実施しました。

● CFP（カーボンフットプリント）を活用し、製品の低炭素価値を訴求する販売活動
　環境・ライフラインカンパニーでは、お客様から要望をいただいた場合にCFPの算定結果をまとめ
たリーフレットを都度提示する準備が整っており、低炭素の価値を訴求する販売活動を2021年度か
ら継続して行っています。このような活動をさらに社内展開するべく、高機能プラスチックスカンパ
ニーのテープ関連製品において、2023年秋から「SuMPO／第三者認証型カーボンフットプリント包
括算定制度※」に取り組み、2025年12月に第三者認証を取得しました。今後もより一層高まるであろう
社会的要請や顧客からの要望を見すえ、CFP算定のさらなる推進はもちろん、算定結果の信頼性と
客観性を高めるために必要となる内部検証の仕組みづくりにも積極的に取り組んでいきます。
※ �第三者認証型カーボンフットプリント包括算定制度とは、自社の製品・サービスに関するCFPを高い信頼性を担保し

つつ計画的かつ効率的に算定結果の公開を可能とするために（一社）サステナブル経営推進機構（通称SuMPO）が
運用している制度。

● 製品のCFP（カーボンフットプリント）算出の信頼性向上のための活動
　製品のCFPの信頼性を高める活動として、PCR（プロダクト・カテゴリー・ルール）の策定や、CFP認証
の積極的な取得にも尽力しています。現時点で当社グループの製品では、“エスロン耐火プラAD継手
HG”“自動車の合わせガラス用中間膜（欧州工場生産）”等がCFP宣言製品に登録されています。

● LCAの認知活動および低炭素価値訴求活動
　日本LCA学会が主催する「エコバランス国際会議」は、LCAを中心とした活動の発展や社会実装・
活用を加速させるための手法や事例が紹介され、議論が行われる重要な場であると認識していま
す。また、この分野の発展は脱炭素社会の実現に大きく寄与するものと考えています。そのため、当社
グループは、本会議の趣旨に賛同し、企業協賛を行っています。
　本会議の成果を最大化するため、2025年度においても引き続き「エコバランス国際会議2026」の
実行委員として企業参画し、企画や準備に携わってきました。開催年である2026年度には、企画の具
現化および運営にも参画していきます。

SuMPO／第三者認証型カーボンフットプリント包括算定制度 認証企業一覧
https://sumpo.or.jp/scheme/list.html

WEB
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● 未来戦略LCA連携研究機構に参加
　2022年度から東京大学の醍醐教授が主導する“未来戦略LCA連携研究機構”に参画。現在の評価に
留まらない、将来の布石となる先制的LCAの検討に参加してきました。 先制的LCAとは、開発段階の先
端科学技術について、環境・経済・社会への効用を定量評価し、社会実装を提示するための評価方法
です。エビデンスにもとづいた社会実装の戦略を提示することで、SDGsの達成にも貢献します。

　低炭素価値の高まりは、業界によって異なると認識しています。価値の高まりが緩やかな事業分野に
おいては先手を打つことで、ビジネスにおける差別化となり、リスクをチャンスに転換できます。今後は
ここで得られた知見を活用し、サプライチェーンと連携しながら、低炭素、脱炭素製品への要求に対応し
ていきます。そのために、原料の選択や生産プロセスにおける改革、使用エネルギーの転換、資源循環
に資する検討を進めます。これにより、低炭素、脱炭素製品の拡大を目指します。

指標・目標
  中長期目標：サステナビリティ貢献製品の売上高

● 売上高

2025年目標　　　2025年実績

10,000億円超　　 10,160億円

2028年目標

11,900億円

サステナビリティ貢献製品の売上高※１

パフォーマンス・データ

指標 算定方法

サステナビリティ貢献製品売上高※1 サステナビリティ貢献製品売上高＝サステナビリティ貢献製品に社内認定された
製品の売上高

サステナビリティ貢献製品の登録件数

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年3月末時点
総登録件数

28件 18件 11件 9件 5件 214件

● 内閣府が推進する「研究開発とSociety5.0との橋渡しプログラム（BRIDGE）」に参画
　当社グループは、2024年10月に始動したBRIDGEにおける対象施策である「金融/投資機関による
自然関連情報開示促進と国際標準化を前提としたネイチャーフットプリントの開発と実証事業」に参画
しました。とりわけテーマ2「ネイチャーフットプリントを用いた金融/投資機関における活用のための実
証事業」（代表機関：株式会社価値総合研究所）において、サステナビリティ貢献製品の1つであるクロ
スウェーブが自然資本に対して及ぼし得る環境影響評価を試算しました。上部空間としての土地活用
の有用性や洪水発生リスクの低減性について、クロスウェーブが発揮し得るプラス面を評価ツールで
あるMiLCAを用いながら検証し、《生物多様性への影響評価》と《生態系サービスによる経済的評価》の
統合モデル構築を目的とした本プロジェクトにおいて一定の成果を収めました。

（注2） �2022年10月実施の環境・ライフラインカンパニーと高機能プラスチックスカンパニーの一部事業の管轄変更に伴い、2022年度の両カンパニー
のデータは2022年度期初から管轄変更したものとして集計しています。

（注１） メディカル事業はコーポレートに含みます。

※1 2025年度までのサステナビリティ貢献製品の売上高には、持分法適用関連会社の売上高を含めています。
　　�2026年度からは、連結財務諸表との整合性を重視した算定方法（以下、新算定方法）への見直しを行い、サステナビリティ貢献製品の売上高の対

象範囲を連結財務諸表上の連結の範囲と一致させるため、持分法適用関連会社の売上高は含めていません。この変更による2025年度の新算定
方法でのサステナビリティ貢献製品の売上高は9,651億円です。

　　なお、新算定方法でのサステナビリティ貢献製品の売上高は第三者機関による保証対象ではありません。

2030年目標　

課題解決型製品・サービスの売上⾼拡⼤

2050年目標　

環境・社会のサステナビリティを⾼める製品とサービスにより、企業の持続的な成長を牽引

住宅カンパニー 環境・ライフラインカンパニー
高機能プラスチックスカンパニー コーポレート

0
2,000
4,000
6,000
8,000
10,000

2025年度2024年度2023年度2022年度2021年度

（億円）

4,436

1,692

940

3,092

2025年度実績
（新算定法）

2026年度計画
(新算定法)

904
1,869
1,013

3,938

7,724

896
2,185

1,521

4,486

9,089

929

2,602

1,628

4,343

9,502

995

2,910

1,692

4,371

9,968 10,160 9,651 10,134
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環境全般

戦略（姿勢・考え方、リスクと機会）
  基本的な考え方

　地球は、大気、水、土壌等が相互に作用しながら生物の健全な生存基盤をなし、豊かな生物多様性
を形成しています。人類の暮らしや経済活動は、地球の価値ある自然資本や、活動の中で生み出され
た社会資本を活用することで、持続的に発展するー積水化学グループは、このような地球・社会を目
指し、「環境」をESG経営のマテリアリティの1つに位置付けています。
　そして環境長期ビジョン「SEKISUI 環境サステナブルビジョン2050」において、長期的な目標と取り
組みを定め、「気候変動」、「資源循環」、「水リスク」を重要な課題として設定しました。温室効果ガス

（GHG）の排出量を減らす、資源の循環型利用を進める、生態系への負荷を減らす等自然資本の劣化
を食い止めることはもとより、サステナビリティ貢献製品の販売拡大等を通して自然資本および社会資
本へのリターンに貢献し、生物多様性が保全された地球の実現に向け日々事業活動を行っています。
　当社グループは気候変動を最重要課題と位置付けています。前中期経営計画の最終年度である
2022年度には、従来の取り組み実績により、目標を前倒しで達成しました。これを受けて、気候変動
に関するリスクと機会を再分析し、その結果を踏まえて、1.5℃目標に沿ったロードマップにもとづく
戦略へと見直しました。
　また、真のカーボンニュートラル社会の実現には、企業活動だけでなく、サプライチェーン全体での
温室効果ガス排出量の削減が重要であると認識しています。当社グループはその戦略の1つとして
資源循環を位置付け、サプライチェーンとの連携による取り組みも強化しています。
　2023年度から始動した中期経営計画では、以下の点に注力しています。
・ 気候変動→購入電力の再エネ転換加速や燃料由来GHG排出削減等
・ 資源循環→原料樹脂の資源転換や廃プラスチックのマテリアルリサイクル率向上
・ 水リスク→取水量・COD排出量削減や事業影響の最小化
　また、これらの取り組みを進めるにあたっては、気候変動、資源循環、水リスク、生物多様性といった
環境課題が相互に関係していることを改めて認識しました。製品ライフサイクル全体を通じて、トレー

ドオフとならない解決策の検討を強化していきます。
※ 自然資本：土地、大気、水、鉱物、動物、植物等物的資本、生物資本と人的資本、社会資本等。
　 社会資本：道路、住宅、港湾、空港、鉄道、上下水道、公共的公園、文教施設、社会福祉施設、電気、都市ガス、病院等、

生産活動や生活環境の基盤をなす社会的設備・施設をさす。

  リスクと機会
　積水化学グループは、環境が企業に及ぼすインパクトと企業が環境に及ぼすインパクトの大きさ
を評価し、リスクの重要性を判断し、取り組むべき優先順位を設定しています。環境課題のリスクと機
会に関しては、移行リスクと物理的リスクについて企業に及ぼす経済インパクトの大きさを評価して
います。
　移行リスクとは、環境課題解決を後押しする政策や規制が強化された場合に生じる、政策、技術転
換への対応遅れに起因するリスクです。一方で環境課題に先駆けて取り組めば、将来的に要求が高
まる社会のニーズに早期に対応することになるため、コスト削減や技術転換によってさらなる市場を
獲得する機会につながると考えられます。
　物理的リスクとは、気候変動を中心に、環境課題がうまく解決できなかった場合の、外部環境の物
理的変化によって生じるリスクです。一方でこのリスクを低減することで企業の持続可能性が高まる
と同時に、このリスクを軽減する製品やサービスを展開することが機会につながると考えられます。
　具体的なリスクと機会の項目は、TCFDガイドで推奨されているシナリオ分析の手法を用いて抽出
しています。
　シナリオ分析は二軸で実施しました。1つの軸は、4℃以上もしくは1.5℃未満となる気候変動を中
心とした社会シナリオです。気候変動課題は他の環境課題との相関があり、最も社会シナリオに大き
な影響を与えると判断し、この共通軸を全体の環境課題を機軸としたシナリオを設定する際にも軸と
しています。
　もう1つの軸は「地方分散」と「集中」です。積水化学グループの4つの事業ドメイン（レジデンシャ

環境経営方針 https://www.sekisui.co.jp/sustainability_report/basic_policies/#anc-P02WEB
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環境課題に対する2050年に向けた方向性
　当社グループは、「生物多様性が保全された地球」の実現のために、企業活動や製品、事業を通し
てさまざまな自然環境および社会環境課題の解決に貢献しています。「地球の自然資本、社会からの
有用な社会資本を活用して企業活動を行っている」ことを認識し、ステークホルダーと連携しそのリ
ターンを加速していくことを宣言しています。
　私たちの目指す「生物多様性が保全された地球」とは、さまざまな自然環境や社会環境における課
題が解決された社会がなくては実現できない地球です。それは2030年のSDGs達成に向けて取り組
んでいく姿勢と同じだと考えています。
　課題解決に貢献していくための活動として、当社グループが重要視しているのは以下の3点です。
1 サステナビリティ貢献製品の市場拡大と創出※1

2 環境負荷の低減
3 （自然および社会）環境の保全
※1 

ル、アドバンストライフライン、イノベーティブモビリティ、ライフサイエンス）において、実現の可否の
振れ幅が大きい事象に対して、社内外有識者のアンケートに基づく統計処理を行い、設定しました。
　そして、2つの軸にもとづく4象限の4つの社会像において、どのような事象が考えられるかを抽出
し、気候変動を中心として、資源循環、水リスク、生物多様性による影響の変化を予測しました。
　これらの分析は、環境課題にかかわる社会の動向や、各国の政策、当社グループの状況に照らし
て、1年に一度見直しています。
　以上の分析の結果、以下のようなリスクと機会が考えられます。

● 炭素税値上げに伴うエネルギー調達コストの増加、製品価格への転換による売上減少
　全社的にインパクトの大きな移行リスクとして政策面でのリスクがあると認識しています。
　一方で、同事象に対し、他社や他社製品と比較して早期に対応策を講じることにより、事業機会の
獲得にもつながります。再生可能エネルギー転換によるエネルギーコストの安定化はこのような機会
の1つとしてとらえています。

● 低炭素製品への移行に対する市場要求の高まりに対応するための低炭素化材料およびプロセス
の転換

　全社的にインパクトの大きな移行リスクとして技術面でのリスクがあると認識しています。一方で、
低炭素に資するサステナビリティ貢献製品の事業機会拡大や資源循環設計製品の優先調達による
事業拡大も機会として認識しています。

● 台風、豪雨、干ばつ等による被害増加や売上減少
　急性的な物理的リスクとして、工場の操業停止等の被害増加や売上減少等をインパクトの大きな
全社リスクとして認識しています。一方でインフラ強靭化のニーズ拡大、水リスク高エリアでのサステ
ナビリティ貢献製品の売上増加、災害に備える設備のニーズ拡大等を、機会として認識しています。

● 消費行動の嗜好変化等に伴う機会損失
　市場の移行リスクです。新車販売台数の減少や資源循環および脱炭素インセンティブ利用ができ
ないことによる機会損失を、インパクトの大きな全社リスクとして認識しています。一方で資源循環お
よび脱炭素価値可視化によるインセンティブ獲得・高機能化製品へのシフトで利益率拡大等を、機会
として認識しています。

サステナビリティ貢献製品P.017

　当社グループは、活動の活性化および課題解決の加速に向けて、従業員一人ひとりがさまざまな
環境課題を認識し、課題解決に貢献できる力を高めることに加え、あらゆるステークホルダーとの
パートナーシップを通じて、連携した活動を推進していく必要があると考えています。
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　当社グループでは2050年のありたい姿からバックキャストする形で中期単位でのマイルストーンを設定
し、環境ロードマップを策定しています。あわせて、社会課題解決に貢献する人材の育成についてもロード
マップを描いています。
　環境課題をはじめとする社会課題の解決には、従業員一人ひとりが課題を自らの業務と結び付け、行動へ
と移す力が重要であると考えています。こうした考えのもと、「社会課題解決への貢献」と「企業成長」の両立
を支える人材の育成を目的に、知識と行動の両面から社会課題解決貢献力を高める教育を推進しています。

　2025年度には、課題に対する解決策を講じながらマイルストーン（＝現中期計画の目標）達成に向け、取り
組みを推進しました。
　さらに2025年度までの実績や課題を鑑みて、環境ロードマップの見直しを行い、2026年度以降の次期中
期計画におけるマイルストーンを設定しました。

現環境中期計画における環境ロードマップ
現状 (2025) ~2028 ~2030 ~2050

MATERIALIZE TRANSFORM GOALS

[地球]地球の状態が健全な状態に向かって道ができて
いる（当社Gによるプラスのインパクトをさらに拡大）
[企業]各環境課題を解決するための体制ができ、その
状態が適正に評価されるための準備ができている

[地球] 地球の状態が改善している
[企業] 事業ポートフォリオを変革し、
環境課題へのインパクトを大きく削減
その状態がより適正に評価され、ステークホルダー毎に
適切な対話ができている

[地球]自然と人間社会が共存している
[企業]自然資本と社会資本の利用とリターンの
バランスがとれた事業を展開
ステークホルダーとの適切な対話を踏まえた環
境経営の改善サイクルが回っている

社会課題解決に貢献する製品の創出と社会実装により、
貢献度が拡大
・社会要請対応のロードマップができている(LCA、DPP等)
・プレミアム枠製品の伸長により持続可能なリターンを加速
・炭素、資源循環に資する製品のさらなる創出

ビジネスモデルの変革が主流化し、あらたに創出され
る製品・サービスはすべて社会課題解決への貢献度が
高いものなっている
･環境課題影響に対して社会要請に先駆けた対応ができて
いる

すべての製品・サービスが社会課題解決
に貢献し、自然および社会資本へのリ
ターンに貢献

各
環
境
課
題
の
ゴ
ー
ル
を
実
現

生
物
多
様
性
が
保
全
さ
れ
た
地
球

［気候］
カーボンニュートラルの
実現
（企業活動によるGHG
排出ゼロ）

［資源］
サーキュラーエコノミー
の実現

［水］
健全な水に満ちた社会
の実現

製品ライフサイクルで自然および社会
資本へポジテイブなインパクトを与えて
いる。

バリューチェーン全体で社会が必要とする
生物多様性が保全

（Nature影響を
ポジティブ＝自
然・社会資本リ
ターン率100％
以上維持）

環境課題毎のマイルストーン達成
環境課題へのインパクトを削減しながら、各環境課題（気候
変動、資源循環、水リスク）のマイルストーン達成

ネイチャーポジティブを加速する取り組みの実践
･エリア特性を考慮した生物多様性保全の取り組み実践に
よる貢献の拡大

環境課題体制が確立し、（特に気候変動、資源循環）取
り組みが加速している
・課題解決の取り組みが前進し、効果が発現している
・環境課題対応による効果が定量的且つ信頼性のある情
報により把握され、推進施策に展開されている

依存と影響の把握から課題を特定し、保全活動を強化
･原料調達における配慮強化
･製品による貢献の拡大
・外来種駆除、貴重種の保護等によるOECM自然共生サイト
の保全

グローバルバリューチェーンにおける課題を明確にし、
ステークホルダーと連携して取り組みを実施している
（人権配慮、SCOPE3等）
・調達：リスクおよびインパクトが大きい品目に対する取り組み強化
・森林破壊ゼロに向けた活動強化
・原料に対するCFP情報の把握

グローバルバリューチェーンのマネジメント基盤が
でき、運用が始まっている
・全サプライヤから持続可能な調達ができている
・森林破壊ゼロ(持続可能な木材比率100％）
・情報プラットフォームの参画し活用している(DPP、流通)

社会課題解決に向けたチャレンジがレベルアップ
［貢献力］社会課題解決貢献力（知識、行動）を身につけた人材
が、社会課題解決に向けたチャレンジにより貢献のレベルアッ
プ（実践への移行）
［活動］SDGs貢献活動でのチャレンジ増加による貢献度拡大

社会課題解決に向けたチャレンジが常態化
[貢献力]充分な社会課題解決貢献力(知識､行動)を身につ
けた人材が増え、チャレンジによって社会課題解決に事業
による貢献が拡大している
[活動]SDGs貢献活動によるゴール貢献度の拡大

すべての従業員が高い社会課題解決貢
献力（知識、行動）を有し、日々の事業活
動を通じて社会課題の解決を行っている

全社

サステナビリティ
貢献製品の市場
拡大と創出

環境負荷の低減
（気候変動
資源循環
水リスク）

環境の保全
（生物多様性に
対する取り組み）

サプライチェーン
マネジメント

環境
風土・人材育成

複数課題への配慮により、製品に
よる社会課題解決への貢献度が
向上

地球の環境改善に向けて、当社G
の環境課題取り組みが前進

脱炭素化に向けたGHG排出量の
削減、資源循環課題解決に向けた
取り組み体制基盤を構築

社会課題解決に向けたチャレンジ
が始動し、風土の醸成と社会解決
人材の育成が進んでいる

企業活動の生物多様性への影響
の把握と保全活動の実施

持続可能な調達に向けて体制が
強化

EXTEND

SUSTAINABILITY REPORT 2026
積水化学グループ
サステナビリティレポート

ページ
028

環境全般 気候変動への対応 資源循環の実現に向けた対応 水リスクの低減 生物多様性への対応 化学物質管理

はじめに トップメッセージ 積水化学グループの
サステナビリティ 環境 ガバナンス 参考資料社会

HOME



029

  環境課題ごとの長期ゴール
　環境長期ビジョンで目指す“生物多様性が保全された地球”の実現のために、特に重要と位置付け
ている環境課題と、2050年に目指すゴールは以下のとおりです。

● 環境課題
・ 気候変動：企業活動による温室効果ガス排出ゼロの実現（カーボンニュートラルの実現）
・ 資源循環：サーキュラーエコノミーの実現
・ 水リスク：健全な水に満ちた社会の実現
   �これら環境課題の長期ゴールをすべて達成することで、生物多様性が保全された地球（＝ネイ

チャーポジティブの実現）を目指します。

　各環境課題については、2050年のゴールからバックキャストしたロードマップを描き、中期ごとに
マイルストーンを設定しています。
　環境課題は相互に関連しており、そのいずれに対してもトレードオフにならない解決策を選択し、
推進することが長期ゴールの同時実現につながります。そのため、現中期計画においては、環境課題
解決策の質の向上に注力していきます。
　この考え方は次期中期計画においても踏襲するとともに、企業への影響の大きさから、カーボン
ニュートラル、サーキュラーエコノミーの実現をマテリアリティとしてとらえ直し、より重点化して取り
組みを進めていきます。

2050年
生物多様性が保全された地球

（1）気候変動

2050年
GHG排出ゼロの

実現

（2）資源循環

2050年
サーキュラー
エコノミーの実現

（3）水リスク

2050年
健全な水に満ちた
社会の実現

環境課題ごとの長期ゴール社会課題解決に貢献する力を伸ばす教育のイメージ 
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環境課題取り組みの強化点の推移

長期（環境ビジョン）を見据え
てバックキャストしたマイルス
トーン達成に向けて、中期ごと
に対応

長期（環境ビジョン）を見据え
て環境負荷と企業成長のデ
カップリングをはかる

長期（環境ビジョン）を見据えて環境課題同士の相関を認識し、すべての課題にも配
慮した解決策によって環境課題を解決し、自然資本（生物多様性）へのインパクトを
ポジティブな方向に

長期（環境ビジョン）を見据えて
①環境課題同士の相関を認識し、すべての課題にも配慮した解決策によって環境課題を解決
②カーボンニュートラルとサーキュラーエコノミー実現のための体制への移行と取り
組みの実体化をはかることにより、自然資本(生物多様性)へのインパクトをポジ
ティブな方向に

強化点

ターム

コンセプト

環境負荷の低減

従来

環境個別課題への対応

前中期

環境課題解決の質を向上：環境課題同士の相関を意識した解決

現環境中期計画

環境課題解決に必要な体制への移行と解決策の質向上
（中長期を見据えた適正化と実体化に重点）

次期環境中期計画

生物多様性

低炭素

廃棄物削減 資源削減
（水・原料）

気候変動

資源循環 水リスク

生物多様性

気候変動
緩和・適応

資源循環 水リスク

生物多様性

カーボンニュートラル

サーキュラー
エコノミー

健全な水に
満ちた社会

ＧＸでリスクをチャンスに変える 
（イノベーション加速、新ビジネス創出、企業価値向上）

ネイチャーポジティブ

資源循環

水リスク

生物多様性

カーボン
ニュートラル

サーキュラー
エコノミー

健全な水に満ちた社会

リスクに備え、チャンスに転換する
ための体制強化

ネイチャーポジティブ

気候変動
緩和・適応
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長期ビジョンに基づく環境中期計画

　当社グループは、2023年度から3カ年計画で環境中期計画「SEKISUI 環境サステナブルプラン
EXTEND」を推進してきました。前述のように環境長期ビジョン「SEKISUI 環境サステナブルビジョン
2050」で描いた2050年のあるべき姿に向かってバックキャスティングを行い、設定した中期計画ごと
のマイルストーンを目指し、各重要実施項目の取り組みを遂行してきました。
　現中期計画においては、以下のように環境課題の位置づけを行いました。
　・当社グループが取り組むべき重要な環境課題：「気候変動」、「水リスク」、「資源循環」
　・「生物多様性」：上記課題が直接的、あるいは間接的にかかわる課題として位置付け
　長期ビジョンで謳っているように、ゴール達成に向けた課題解決を加速するために、重点的に取り
組む項目として、「サステナビリティ貢献製品の市場拡大と創出」、「環境負荷の低減」、「環境の保全」
を設定しています。
　さらに特化して取り組む項目として、以下の項目を定めました。
　・ サプライチェーンマネジメント
　・ 従業員の社会課題解決貢献力の向上
　現中期計画では、以下の目標を目指し、取り組みを推進しました。

● 重要実施項目と目標

・ 自然および社会資本のリターン率向上
統合指標「SEKISUI 環境サステナブルインデックス」での進捗把握：自然および社会資本へのリ
ターン率100%以上を持続

・ 製品による地球および社会のサステナビリティ向上
サステナビリティ貢献製品の売上高：10,000億円超

・ 気候変動課題に対する取り組み
［脱炭素化］

 購入電力の再生可能エネルギー比率：70%
 GHG排出量削減率（Scope1+2）※：36％（2019年度比）
 ※ Scope2に関しては、マーケット基準にもとづき算定

・ 資源枯渇課題に対する取り組み
［再資源化の促進］

廃プラスチックのマテリアルリサイクル率：65%（国内）

・ 水リスク課題に対する取り組み
［水資源の維持］

 水使用量の多い生産事業所の水使用量：10%削減（中期3年間）（2016年度比）
 COD排出量の多い生産事業所の河川放流水のCOD総量：10%削減（中期3年間）（2016年度比）

［水リスクの最小化］
 水リスクによる事業影響が大きい事業所で影響最小化の取り組み実施

・ 従業員の課題解決貢献力の向上
教育研修の推進
SDGs貢献活動の推進

  現環境中期計画における重点実施項目の概要 
● サステナビリティ貢献製品
　サステナビリティ貢献製品の前身の制度である環境貢献製品制度は、2006年に始動しました。以
来、環境課題の解決に対して貢献度が高い製品に関して、社内基準をもって登録を行っています。全
社製品における登録比率を拡大することを社会にコミットし、社会課題解決型の製品の創出と市場
拡大を推進してきました。当社グループは制度の運用当初より、製品による環境課題解決を加速し

「エコロジーとエコノミーの両立」を実現することを目指しています。
　2017年度、環境貢献製品の対象を自然環境だけでなく、人的資本や社会資本をも包含する社会
環境にまで広げました。当社グループが目指しているのは「人々のくらし」と「地球環境」の向上であり、

「人々のくらし」の向上には「福祉と健康の促進」や「強靭なインフラの確保」、「地球環境」の向上には
「気候変動の緩和と対応」等、2015年に国連が採択した「SDGs（持続可能な開発目標）」で示されて
いる課題の解決が必須と考えます。まずはこれらの課題解決に軸足を置いて取り組みを推進してい
ます。
　2020年度からは、製品制度の名称を「サステナビリティ貢献製品」と改めました。これは、環境をは
じめとする社会課題の解決を持続的に推進し、そうした取り組みを通じて企業成長につなげるため、
全社的に持続経営力や利益創出力の強化を図る施策です。あわせて、2020年度からは以下の取り
組みも行っています。
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・ 持続性評価：企業および製品のサステナビリティ向上に向けて、サ
プライチェーンにわたってガバナンス（内部統制）、顧客満足、開発
プロセスにおける環境配慮を含む社会的責任およびリスクとなる
事項の確認・評価を実施しました。改善や強化すべき点を把握し、
各項目の運用に役立てています。
特に環境課題については、原料サプライヤーの温室効果ガス排
出量の削減や、持続可能な森林からの調達、原料から廃棄にい
たるまでの環境課題への配慮の確認等があげられます。持続性
評価は2022年度にその役割を終えたものとして完了、休止して
います。

・ プレミアム枠：環境を含む社会課題解決への貢献度が高く、利益
を牽引している製品を戦略的に伸長させる製品の戦略枠として
設定しました。

・ 環境課題に関するネガティブチェック：現環境中期計画における
強化点である“トレードオフのない、質の高い解決方法で環境課
題を解決する”ことにもとづき、2023年度より導入しています。サ
ステナビリティ貢献製品へ登録する際に、複数の環境課題に対
してネガティブなインパクトを及ぼしていないか、あるいは及ぼ
さないためにどのような取り組みを検討しているかを確認してい
ます。

　次期環境中期計画においては、2026年2月に公開した環境配慮
設計指針（カーボンニュートラルとサーキュラーエコノミーの実現
を目指し、低炭素で循環可能な製品設計を行うことを宣言したも
の）にもとづいて、新しく創出する製品、既存製品の製品設計の見
直しができるように運用を検討していきます。

環境配慮設計指針
https://www.sekisui.co.jp/sustainability_report/basic_
policies/#anc-P02-m_uniqueTitle05

WEB

●  気候変動における課題解決
　気候変動への対応として、当社グループは2050年に温室効果ガ
ス排出ゼロの長期目標を設定しました。その実現に向けて策定し
た2℃目標に基づく削減ロードマップでは、前中期計画の半ばに
あたる2021年度に、当初予定よりも早くマイルストーンを達成する
ことができました。これを受けて、取り組みをさらに加速させるた
め、1.5℃目標に引き上げ、ロードマップを見直しました。
　Scope2である購入電力について、2030年にはすべて再生可能
エネルギーに転換するというマイルストーンは変更していません。
しかし、燃料転換も視野に入れた温室効果ガス排出量の低減にも
注力することで、2019年度比で50%削減を目指します。
　現中期計画では、生産事業所における使用電力の再生可能エ
ネルギーへの転換に加えて、燃料由来の温室効果ガス削減を積極
的に推進します。2023年度以降を生産プロセス革新の時期と設定
し、2025年度には購入電力を再生可能エネルギーに70%転換する
ことを目標とし、転換支援策も継続して運用を行いました。Scope1
である燃料由来については、老朽化した設備の更新による効率化
や電気へのエネルギー転換、そして生産現場での省エネルギー活
動を継続的に推進してきました。この活動は次期環境中期計画に
おいても継続していきます。

〈製品のライフサイクルにおける低炭素化〉
　上述の取り組みのもとで製造される製品は、製品ライフサイクル
においてGHG排出量の小さな製品である低炭素製品となります。
今後はお客様のものづくりにおける低炭素化、ひいては脱炭素化
の実現にも寄与する製品のカーボンフットプリントが小さいサステ
ナビリティ貢献製品の市場拡大や創出を加速できるよう環境配慮
設計指針を活用していきます。
　例えば現在開発中のフィルム型のペロブスカイト太陽電池は、

再生可能エネルギーをつくり出すことでお客様のものづくりや暮
らしにおける脱炭素化の実現に寄与する製品です。ものづくりの
段階でも配慮を行うことで、ライフサイクル全体での低炭素かつ循
環性のある製品設計ができると考えられます。

〈サプライチェーンにおける低炭素マネジメント〉
　ライフサイクルにおけるGHG排出量を低減するためには、サプ
ライチェーンにおけるGHG排出量（Scope3）についても低減する
必要があります。当社グループは、企業活動の上流に対しては、
原料由来のGHG排出量低減に向けて、サプライヤーへの働きか
け、非化石由来や再生原料への転換への取り組みを強化してき
ました。
　特に原料の資源転換はサーキュラーエコノミーの実現に向けて
も加速しなければならない取り組みと認識しています。Scope3の
削減につながる低炭素な資源転換原料の調達や、資源転換製品
のトレーサビリティの担保や品質の検証等とともに、資源転換製品
の価値向上に向けて法規制や認証づくり等市場形成に寄与する
社会システムの変革に向けての企業連携による活動にも力を入れ
てきました。
　企業活動の下流に対しては、製品が使用される際に排出する
GHG排出量を削減するため、ネット・ゼロ・エネルギーハウス

（ZEH）の売上比率拡大、製品設計や事業モデルの設計段階で使
用後の製品の回収、処理方法への配慮を進めてきました。製品の
廃棄段階での処理方法については、処理業者や業界との連携、独
自技術の磨き上げ等を強化してきました。
　以上のように、当社グループは、資源循環の取り組みはScope3
の削減に大きくかかわることを認識して取り組みを進めてきまし
た。次期中期計画でもこれらの取り組みは継続していきます。
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● 資源循環における課題解決
　資源循環に関しては、2030年に向けて業容が倍増する中でも資
源効率の向上の観点からも廃棄物総量の低減（リデュース）に努
めます。一方で、再資源化（リサイクル）を重視し、2050年には循環
型社会、サーキュラーエコノミーの実現に向けた取り組みを推進し
てきました。サプライチェーンにおける資源循環の取り組みが、
カーボンニュートラル社会の実現に不可欠であると認識し、2020
年度には資源循環方針、戦略および2050年のサーキュラーエコノ
ミーの実現に向けた資源循環ロードマップを策定しました。
　資源循環のためのサステナビリティ貢献製品の創出によるイノ
ベーションを核として、既存製品の原料転換、生産過程で排出する
廃棄物の価値あるマテリアルへの再資源化への取り組み強化を
始めています。工場廃棄物の再資源化については、資源循環とし
ての循環性に加え、GHG排出量の削減、生物多様性等他の環境課
題への貢献度等を評価することで、質の高いマテリアルリサイク
ルの方法が選択できるよう社内施策を検討、推進してきました。
　また、このような取り組み、検討から得られた知見、技術は、使用
後の製品についても適用可能なものです。最終製品に使用される
中間素材の提供が多い事業を抱える当社においても易解体、再生
可能性を意識した製品設計を進めていくとともに、回収システムの
確立や、使用後の製品の再生についても検討を進めていきます。
　環境課題に対しては、サプライチェーンが一丸となって取り組む
ことで、解決が加速すると考えています。これまで以上に製品のラ
イフサイクルにわたるサプライチェーンマネジメントを重視して施
策を展開し、活動を行っていきます。
　サーキュラーエコノミーの実現のためには、再資源化原料やバ
イオマス、およびそれらを活用した製品の価値を社会が認識し、こ
れまで外部不経済として取り扱っていた活動を経済コストとして認
識する必要があります。当社グループは、社会の認識の向上のた

めに、リサイクル製品やリサイクルのプロセスに関する認証化等の
ルールメイキングに対し、各種イニシアチブを通じて積極的に参
画、活動を牽引しています。
　次期環境中期計画からは①工場廃棄物のマテリアルリサイクル
技術の実装の加速、②製品の回収システムの確立、③原料転換な
どの再生可能性を意識した製品設計（環境配慮設計指針の運用）
などに軸足を置いて取り組みを進めていきます。

● 水リスクにおける課題解決
　2020年度に「健全な水に満ちた社会の実現」を2050年ゴールと
定めました。重点項目におけるマイルストーンをバックキャストして
設定し、水リスク低減のロードマップを策定しました。これにもとづ
き、引き続き全社で水の使用量を低減し、循環利用を進めると同時
に、河川に放流する水の水質についても、COD（化学的酸素要求
量）を指標に改善に努めてきました。また、地域固有の水リスクを
把握し、リスクの高い事業所に関しては、地域に応じたリスク低減
対策を立て、実行してきました。
　取水リスク低減については、生産事業所および事業ごとのBCP
策定への組み込みも対策の1つであり、気候変動の適応策である
とも認識しています。
　排水リスク低減については、定常および非定常時における汚染
の抑止策等の環境マネジメントに加え、排水の質を改善する取り
組み等も対策の1つであり、生物多様性に対するネガティブインパ
クトの低減につながることも認識しています。
　これにより生産事業所を中心とした流域の水環境の改善、サプ
ライチェーンにおける水リスクの低減に努め、企業および社会の水
リスクを低減する活動を行ってきました。
　特にサプライチェーンにおいては、調達する原料の水リスクを低
減するため、サプライヤーとの対話（環境デューデリジェンス）を通
じてリスクを共有、認識し、一緒にリスク改善策の検討や取り組み

を実施してきました。
　水リスクは外部環境の変化や製造する製品設計の変化に応じ
て見直しが必要です。当社グループでは、2025年度には国内の生
産事業所を対象に、3回目の大規模な水リスク調査を行いました

（海外の生産事業所は2026年度調査実施予定）。その結果を反映
し、水リスク（環境影響と事業影響）の低減に向けた取り組みを次
期環境中期計画で設定しています。

● 生物多様性における課題解決
　当社グループが環境長期ビジョンで目指すのは、生態系ヒエラ
ルキーが健全に保たれ、ネイチャーポジティブな状態の“生物多様
性が保全された地球”です。すべての環境課題が解決されることで
このゴールが達成されると考えています。
　当社グループは、企業活動による自然資本に対しての“依存と影
響”を認識し、使用する自然資本以上のリターンを維持できるよう
に努めています。今後も、企業活動が自然資本に影響を与える5つ
のインパクトドライバー（気候変動、資源消費、水・土地の利用、汚
染、外来種）の観点から、自然資本への依存と影響を低減していき
ます。具体的には以下の7つの項目を実施しています。

〈企業活動による自然資本へのリターンの取り組み〉
1 ものづくりプロセスの見直し
2 ネイチャーポジティブな製品設計の見直し
3 サステナビリティ貢献製品による貢献度拡大

〈社会による自然資本へのリターンをサポートする取り組み〉
4 原料調達での取り組み強化
5 社会変革のサポート

〈企業活動および社会での自然資本へのリターンを加速する取り
組み〉
6 人材育成
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7 ステークホルダーとの連携

　さらに、生物多様性課題については、ノーネットロスの考え方で
企業影響をポジティブに変換していくだけでなく、エリアごとのイ
ンパクトの把握を行い、負のインパクトを減らし、正のインパクトに
転じる活動も重要だと認識しています。また、他の環境課題と同様
にサプライチェーンを包含した取り組みも含めた活動を検討して
いきます。
　生物多様性への依存と影響については、各種評価を行って現状
把握に努めてきました。特に原料調達における“木材”については
ダイレクトな依存と影響があるため、そのリスクを低減するための
重要原料と特定しています。木材のサプライチェーンマネジメント
強化のためには、認証材を使用するという間接的な確認視点では
なく、認証材であったとしてもサプライヤー対話、訪問によって現状
把握を行い、リスク低減に向けた環境デューデリジェンスを実施す
る直接的な確認視点を重視した調達を進めています。
　今後は生物多様性のインパクトドライバーを意識した取り組み
を継続するとともに、「土地利用通信簿」の活用によって明らかに
なった外来種への対応について、生産事業所内にとどまらず、地域
への普及に向けて活動を展開していきます。

● 社会課題解決に貢献する人材育成の課題
　当社グループでは、社会課題解決貢献力の向上に向けて、知識
と行動の両面からの教育を推進してきました。また、人材指標を活
用して従業員の状況を把握し、課題に応じた教育施策の充実を
図ってきました。
　さらに、社会・SDGs貢献活動をグループ全体で展開し、従業員
の主体的な参加を促すことで、社会課題への関心の向上や行動に
つなげてきました。
　これらの取り組みにより、日常業務における社会課題への意識
浸透や組織横断での連携強化を進めてきました。

　今後も、人材指標の見直しを行いながら活動を牽引すべき層
への教育を強化するとともに、従業員を対象とした参加型企画を
通じて、社会課題解決に貢献する具体的な行動を一層促していき
ます。
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ガバナンス
  環境マネジメントシステム

　積水化学グループは、各生産事業所、研究所において、拠点ごとにISO14001に則った環境マネジ
メントシステムを構築し、環境活動を推進しています。
　長期ゴールを目指した環境課題解決のためには、トップマネジメントのもと、中期や年度ごとのマ
イルストーンの着実な達成が重要です。定常的に法令遵守や環境側面への影響を把握することで、
あらゆる環境課題へのインパクトを低減するよう努めています。また、災害や事故等の非定常時にも
環境側面への負荷を可能な限り抑制できるよう、未然の対策や事後の対応の検討とそれにもとづく
教育・訓練を定期的に実施しています。
　サプライチェーン全体を視野に入れて取り組みを行うことも必要と考え、サプライチェーンマネジメ
ントの強化に向けて持続可能な調達ガイドラインや体制を見直しました。サプライヤーへの働きかけ
と連携により環境課題の解決を加速していきます。

● 環境経営推進体制
　2020年度より、サステナビリティ委員会のもとで、当社グループの環境側面を管理・推進していま
す。同委員会は、社会および当社グループのサステナビリティ向上に向けた方針・戦略を審議してい
ます。
　サステナビリティ委員会の下部組織として、当社グループがマテリアリティに設定している課題ご
との分科会を設置しており、環境課題については環境分科会を設置しています。
　サステナビリティ委員会で審議された、環境を含むサステナビリティに関する主な取り組み、活動
方針等は、取締役会への報告・承認を通して経営に反映されます。
　環境に関する具体的な活動計画の策定や実施は、カンパニー・コーポレート間の課題別の環境責
任者会議を通じて実施しています。
　2025年度は、環境分科会を11月、3月の計2回開催しました。環境中期計画の進捗を確認するとと
もに、次期環境中期計画や、気候変動課題、資源循環課題、水リスク課題への対応や推進策等も審議
しました。また、施策の展開を急ぐ案件は、ESG経営推進部担当、経営戦略部長が議長となる経営会議

（1回/月開催）においても適宜審議し、取締役会に報告しています。

● EMSの海外への運用拡大
　当社グループの海外各拠点では、国内で培った環境マネジメントシステム（EMS）を拡大運用してい
ます。これにより環境負荷データの取得体制を整え、データにもとづいた負荷低減に取り組んでい
ます。
　2026年3月末時点で、国内52事業所、海外40事業所がISO14001の認証を取得。当社グループの
全生産事業所および研究所数に対し、これら認証取得事業所の割合は96% となっています。 
　また、生産事業所すべてにおけるISO14001認証取得を目指しています。

環境経営推進体制

取締役会

各カンパニー環境担当部署

生産事業所

販売会社

環境担当部署

環境担当部署

カンパニー

コーポレート

サステナビリティ委員会

委員長：

委　員：
事務局：

西田 達矢　専務執行役員 ESG経営推進部、財務部、
                   経理部及び新事業開発部担当、経営戦略部長 
各カンパニー執行役員、コーポレート執行役員
ESG経営推進部

ESGおよび環境を推進する組織

環境分科会

環境課題検討会 環境研鑽会

（2026年4月1日現在）
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環境マネジメントシステム第三者認証取得事業所 

住宅カンパニー
積水化学工業株式会社 つくばR&Dサイト※

北海道セキスイハイム工業株式会社
東北セキスイハイム工業株式会社
セキスイハイム工業株式会社 関東事業所
セキスイハイム工業株式会社 東京事業所
セキスイハイム工業株式会社 中部事業所
セキスイハイム工業株式会社 近畿事業所
中四国セキスイハイム工業株式会社
九州セキスイハイム工業株式会社
セキスイボード株式会社 水口事業所
セキスイボード株式会社 群馬事業所

環境・ライフラインカンパニー
積水化学工業株式会社 滋賀栗東工場
積水化学工業株式会社 群馬工場
積水化学工業株式会社 京都研究所
千葉積水工業株式会社
積水化学北海道株式会社
東都積水株式会社 太田工場
西日本積水工業株式会社 岡山製造所
四国積水工業株式会社
九州積水工業株式会社
奈良積水株式会社
山梨積水株式会社
積水ソフランウイズ株式会社
　［積水ソフランウイズ株式会社 いわき工場、
　厚木工場、明石工場、技術本部］
積水ホームテクノ株式会社
Sekisui Specialty Chemicals （Thailand） Co., Ltd.
S and L Specialty Polymers Co., Ltd.
Sekisui Eslon B.V.
Sekisui Rib Loc Australia Pty. Ltd.
積水塑膠管材股份有限公司
積水（無錫）塑料科技有限公司
徳山積水工業株式会社
徳山積水工業株式会社 管材工場

高機能プラスチックスカンパニー
積水化学工業株式会社 武蔵工場
積水化学工業株式会社 滋賀水口工場
　［積水フーラー株式会社 滋賀工場］
積水化学工業株式会社 多賀工場
積水化学工業株式会社 水無瀬事業所
積水テクノ成型株式会社 栃木工場
積水テクノ成型株式会社 三重工場
積水テクノ成型株式会社 愛知工場
積水フーラー株式会社 浜松工場
積水ナノコートテクノロジー株式会社
積水ポリマテック株式会社
積水成型工業株式会社 千葉工場
積水成型工業株式会社 関東工場
積水成型工業株式会社 兵庫工場
積水成型工業株式会社 兵庫滝野工場
積水成型工業株式会社 出雲工場
Sekisui S-Lec America, LLC.
Sekisui S-Lec B.V. Film Plant
Sekisui S-Lec B.V. Resin Plant
Sekisui S-Lec Mexico S.A. de C.V.
Sekisui S-Lec Thailand Co., Ltd.
積水中間膜（蘇州）有限公司
Sekisui-Alveo B.V.
Sekisui Alveo BS G.m.b.H.
Sekisui Votek, LLC. Coldwater Plant
Thai Sekisui Foam Co., Ltd.
Sekisui Pilon Pty. Ltd.
映甫化学株式会社
映甫高新材料（無錫）有限公司
Sekisui Specialty Chemicals America, LLC. Pasadena Plant

Sekisui Specialty Chemicals America, LLC. Calvert City Plant
Sekisui Specialty Chemicals Europe,S.L.
Sekisui Polymatech Europe B.V.
Sekisui Polymatech （Thailand） Co., Ltd.
積水保力馬科技（上海）有限公司
Sekisui DLJM Molding Private Ltd. Great Noida Plant,Tapukara 
Plant,Chennai Plant,Chennai2 Plant,Gujarat Plant
Sekisui KYDEX, LLC. Bloomsburg Plant
Sekisui KYDEX, LLC. Holland Plant
Sekisui Aerospace Corporation Orange City Operations
PT. Polymatech Indonesia

コーポレート
積水化学工業株式会社 R&Dセンター※

積水LBテック株式会社 中部工場

メディカル
積水メディカル株式会社 岩手工場
積水メディカル株式会社 つくば工場
積水メディカル株式会社 つくば工場阿見事業場
積水メディカル株式会社 徳山工場
積水メディカル株式会社 創薬支援センター
Sekisui Diagnostics （UK） Ltd.
Sekisui Diagnostics, LLC, San Diego
Sekisui Diagnostics P.E.I. Inc.
積水医療科技（中国）有限公司
積水医療科技（蘇州）有限公司
Veredus Laboratories Pte. Ltd.

※ 記述がない場合でも、サイト内の関連部署等を含む場合があります。
［  ］：認証範囲に含まれる関連組織。
※ 積水化学工業株式会社 つくばR&DサイトとR&Dセンターは1つの認証です。

指標 算定方法

EMS認証取得事業所数
EMS外部認証を取得している事業所数
EMS外部認証：ISO14001

積水化学グループ全体の生産事業所および研究所数に対する、
EMS外部認証取得事業所の割合

EMS外部認証取得事業所の積水化学グループ全体に占める割合＝
EMS外部認証取得生産事業所および研究所数÷積水化学グループの全生産事業所および研究所数
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  環境監査
　当社グループでは、法令の遵守と事故の未然防止を目的として環境監査を行っています。監査に
あたっては事前に法令、ハザードマップ等を確認し、継続的な法令遵守と各事業場の事業活動に応
じた環境リスク低減や事故防止に重点を置いています。
　すべての事業所で自主監査を行い、その結果報告を求めるとともに、生産事業所・研究所について
3年ごとに環境監査を行っています。
　2025年度は、国内17事業所、海外16事業所で実施しました。
　なお、重大な違反はありませんでした。

リスク管理
　リスク管理については、全社における重大リスクを特定し、グループ内で共有・管理するERM※体
制を構築しています。環境課題に関するリスクについても、経営に重大な影響があると想定される他
のリスクと合わせ、一元的に評価しています。気候変動、資源循環、水資源、生物多様性等の環境課
題を含む、全社的および各組織のリスクについては、取締役会、サステナビリティ委員会、社内の経
営会議、各分科会において共有、審議されています。
　環境課題関連リスクは重要な外部環境リスクであることを取締役会で共有し、中長期的な戦略が
必要と位置付けて経営計画策定の際に方針や施策、環境課題解決へと変革する移行計画を考慮し
て、環境中期計画を立案しています。
※ ERM：「Enterprise Risk Management」の略称。全社的・統合型のリスク管理やリスクマネジメント活動に関する全

社的な仕組み・プロセスをさす。

　環境課題に関連するリスクは、環境分科会で情報集約・評価された後、サステナビリティ委員会に
報告され、全社的な対応方針・主要施策・達成目標水準とともに審議されます。同委員会で審議され
た内容は取締役会で重大リスクとして特定され、対応方針、主要施策が最終決定されます。特定され
た全社重大リスクとその全社的な対応方針、主要施策は、環境分科会等の各分科会で報告され、全
社共通施策およびカンパニー別施策として実行計画に落とし込まれます。また、国内外の関係会社を
含めた170組織による組織別リスク管理活動にも反映させることで、全社リスク管理活動と組織別リ
スク管理活動を融合したERM体制として推進しています。

  環境影響度評価
　当社グループでは、製品プロセスの開発時・変更時に、デザイン・レビューを実施していますが、そ
の際に、製品のライフサイクルすべての段階で、環境影響評価を実施しています。

製品環境影響評価
範囲：製品ライフサイクルのすべての段階
対象：製品・プロセス

指標・目標
  目標

　積水化学グループの環境課題の長期目標は、環境長期ビジョン「SEKISUI 環境サステナブルビ
ジョン2050」に示した“生物多様性が保全された地球”を実現することです。そのためには、気候変
動、資源循環、水リスク等環境課題の長期ゴールを同時に実現していくことが重要と考えています。
　環境中期計画「SEKISUI 環境サステナブルプランEXTEND（2023-2025）」では、いずれの環境課
題に対してもネガティブにならないよう、課題解決策の質の向上に重点を置いています。
　各環境課題への取り組みの進捗については、長期ゴールからバックキャストしたマイルストーンを
設定し、個別の管理目標をもって進捗をマネジメントしています。環境課題全体の進捗については、
統合指標「SEKISUI 環境サステナブルインデックス」を活用し、モニターしています。

コンプライアンス評価
● 法規制 ● 自主規制 ● 業界等の要求

化学物質評価
● 法規制 ● 使用禁止物質 ● 使用制限物質

製品のライフサイクル環境影響度評価

● 投入資源
● 原材料、構成、構造
● 情報開示
● サステナビリティ
　 貢献製品基準
● LCCO2評価

環境配慮設定

● 環境影響
　 輸送手段
　包装材料
● グリーン調達
　（取引先、原材料）

原料調達

● 設備投資
● 投入資源、エネルギー
● 使用副資材
● 環境影響
　 大気、水、廃棄物、
　 化学物質等

生産

● 環境影響
　 輸送手段
　積載効率化設計
● 情報開示

輸送

● 投入資源、エネルギー
● 使用副資材
● 環境影響
　 大気、水、廃棄物、
　 化学物質等

施工・組立

● 投入資源、エネルギー
● 使用副資材
● 環境影響
　 大気、水、廃棄物、
　 化学物質等

使用

● 構成、構造
● リサイクル性
● 環境影響
　 輸送、処分時、
　 土壌地下水汚染

廃棄

サステナビリティ貢献製品P.017

リスクマネジメント体制P.149
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項目 ねらい レベル設定の目安 指標 基準年 2025年度実績 自己
評価 2025年度目標 2030年度目標 2050年度目標

対象

国内
生産

事業所
研究所 国内

オフィス
海外
生産

事業所
海外

オフィス その他

統合指標による
進捗管理

企業活動を通じて“生物多様性が
保全された地球”を実現

環境に与える負荷以上に
環境へリターン

SEKISUI環境サステナブルインデックス
自然・社会資本へのリターン率 ー 145% 〇 100%以上

維持
100%以上

維持
100%以上

維持 〇 〇 〇 〇 〇 〇

サステナビリティ
貢献製品

TOTAL 経済価値と社会価値の両立 2030年業容倍増を牽引 サステナビリティ貢献製品売上高 ー 10,160億円 〇 10,000億円超 ー ー

主要な
環境課題別

再資源化促進
（特に炭素）への貢献 循環型社会の実現

資源循環に資する製品の売上高拡大 2020年
553億円 1,116億円 〇 1.7倍

（940億円）
2倍以上

（1,106億円） 全製品

非化石由来および再生原料使用製品の売上高 2019年
30億円 468億円 〇 400億円 1,000億円 ー

環境負荷低減

GHG 脱炭素化　
GHG排出量ゼロ

パリ協定1.5℃目標　
脱炭素化社会の実現

GHG排出量削減率（Scope1+2） 2019
年度 ▲45.2% 〇 ▲36% ▲50% ▲100% 〇 〇 〇 〇 〇

GHG排出量削減率（Scope1） 2019
年度 ▲11.7% × ▲12% ▲13% ▲100% 〇 〇 〇 〇 〇

購入電力の再生可能エネルギー比率 ー 72.4% 〇 70% 100%
コージェネを
含む全使用
電力100%

〇 〇 〇 〇 〇

エネルギー
使用量の削減

生産時のエネルギー効率の改善
およびエネルギー費用の削減

再エネ購入による
費用増加分以上の
費用削減

エネルギー使用量の生産量原単位削減率 2022
年度 +3.4% × ▲3% ー ー 〇 〇

資源循環 再資源化促進（特に炭素）

資源循環型社会の実現 廃棄物発生量の生産量原単位削減率 2022
年度 +10.0% × ▲3% ー

サーキュラー
エコノミーの

実現
〇 〇

海洋プラスチック問題 廃プラスチックのマテリアルリサイクル率 ー 国内：70.0% 
（海外：68.6%） 〇 国内65%

（海外：69%） 100% 100% 〇 〇 〇

オフィスにおける
資源使用量削減 紙使用量の人数原単位削減率 2022

年度 ▲14.4% 〇 ▲3% ー
サーキュラー
エコノミーの

実現
〇 〇

新築現場における
廃棄物発生量削減 棟当たりの廃棄物発生量削減率 2022

年度 ▲6.4% × ▲12% ー
サーキュラー
エコノミーの

実現
〇

水リスク

水リスクによる事業影響最小化 持続的な操業が可能
国内外5拠点固有の
水リスクに対する事業影響最小化の取り組み実施 ー 4拠点で

取り組み実施 ×
事業影響が大きい
個々の事業所で

最小化の取り組み

水リスクが
顕著な拠点で

環境負荷最小化

すべての地域で
水リスクを

最小化
〇 〇

流域固有の水課題解決に貢献 自然資本への
リターンに貢献

水資源の維持

流域の水ストレスを
増加させない 水使用量の多い生産事業所の水使用量削減率 2016

年度 ▲5.9% × ▲10%/3年間 ー ー 〇

流域の水環境の負荷を
増加させない

COD排出量の多い生産事業所の河川放流水の
COD総量削減率

2016
年度 ▲21.8% 〇 ▲10%/3年間 ー ー 〇

生態系
生態系影響

生物多様性の保全 「土地利用通信簿」評価ポイント 2022
年度 +3.5ポイント 〇 ＋3ポイント/3年間 全事業所で

生態系配慮推進
全事業所で

生態系配慮維持 〇 〇
生態系劣化へのリスク最小化

（環境中期計画「SEKISUI環境サステナブルプランEXTEND」は2023年度～2025年度）  環境中長期計画と2025年度実績 〇…2025年度目標達成 　　×·…2025年度目標未達成
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項目 ねらい レベル設定の目安 指標 基準年 2026年度目標 2027年度目標 2028年度目標 2030年度目標 2050年度目標

対象

国内
生産

事業所
研究所 国内

オフィス
海外
生産

事業所
海外

オフィス その他

統合指標による進捗管理 企業活動を通して"生物多様性が
保全された地球"を実現

環境に与える負荷以上に
環境へリターン

SEKISUI環境サステナブルインデックス
自然へのリターン率 ー 100％以上

維持
100％以上

維持
100％以上

維持
100％以上

維持
100％以上

維持 〇 〇 〇 〇 〇 〇

サステナビリティ
貢献製品

経済価値の
向上 攻めのESG経営の中心 2030年業容倍増を牽引 サステナビリティ貢献製品売上高※1 ー 10,134億円 ー 11,900億円 ー ー

社会価値の
向上 再資源化促進（特に炭素） 循環型社会の実現

資源循環に資する製品の
売上拡大

2020年
553億円

2.1倍
（1,150億円）

2.3倍
（1,280億円）

2.6倍
（1,450億円）

2倍以上
（1,106億円) ー

非化石由来および再生原料使用製品の
売上高

2019年
30億円 500億円 600億円 750億円 1,000億円 ー

環境負荷低減

GHG

脱炭素化
GHG排出量ゼロ

パリ協定1.5℃目標
脱炭素化社会の実現

GHG排出量削減率（Scope1+2） 2019年 ▲46% ▲48% ▲49% ▲50% ▲100% 〇 〇 〇 〇 〇

GHG排出量削減率（Scope1） 2019年 ▲20% ▲18% ▲17% ▲20% ▲100% 〇 〇 〇 〇 〇

購入電力の再エネ比率 ー 80% 85% 90% 100% 全使用電力 
100％ 〇 〇 〇 〇 〇

RE100における追加性拡大 自家消費型太陽光導入事業所数 
（オンサイトPPA含む） ー 40 45 50 60 100 〇 〇 〇 〇 〇

ライフサイクルにおける
GHG排出量の削減

パリ協定1.5℃目標
脱炭素化社会の実現 GHG排出量削減率（Scope3） 2019年 ー ー ー ▲30％ ▲100% 〇

オフィスにおける
GHG排出量の削減 GHG調達率先宣言での目標値 社用リース乗用車の電動化率 ー 60% 70% 80% 100% ー 〇 〇

エネルギー
使用量の削減

生産時のエネルギー効率の改善
およびエネルギー費用の削減

再エネ購入による費用 
増加分以上の費用削減 エネルギー使用量の生産量原単位削減率 2025年 ▲1％ ▲２％ ▲3％ ー ー 〇 〇

資源循環 再資源化促進（特に炭素）

資源循環型社会の実現
海洋プラ問題

廃棄物発生量の生産量原単位 2025年 ▲1％ ▲２％ ▲3％ ー ー 〇 〇

廃プラスチックのマテリアルリサイクル率　　
　国内生産事業所・研究所 ー 69% 72% 75% 100% 100% 

※全廃棄物 〇 〇

廃プラスチックのマテリアルリサイクル率　
　海外生産事業所 ー 69% 72% 75%

85% 
（2035年度

100％）
100% 

※全廃棄物 〇

オフィスにおける
資源使用量の削減 紙使用量の人数原単位削減率 2025年 ▲1％ ▲2％ ▲3％ ー ー 〇 〇

新築現場における
廃棄物発生量削減率 棟当たりの廃棄物発生量削減率 2025年 ▲1％ ▲2％ ▲3％ ー ー 〇

水リスク

事業影響最小化 持続的な操業が可能 水リスクに伴う財務影響リスク額の低減 2024年 ▲320億円 ▲530億円 ▲580億円
事業影響の大き
い拠点の事業影

響最小化

すべての地域で 
水リスクを最小化

〇 〇 ※2

環境影響最小化

地域の水量が望ましい状態で
あること

取水量原単位の削減・維持 
※生産量当たり 2024年 削減・維持 削減・維持 削減・維持

水リスクが顕著
な拠点の環境影

響最小化

〇 ※2

地域の水質が望ましい状態で
あること

水質管理指標（COD）原単位の削減・維持 
※�法令・条例・協定で測定義務のある拠点

対象
2024年 削減・維持 削減・維持 削減・維持 〇 〇 ※2

生態系 生態系劣化へのリスク最小化 生物多様性の保全 「土地利用通信簿」の評価ポイント 2025年 ＋0.4ポイント ＋0.7ポイント ＋1ポイント ＋1ポイント ー 〇 〇

規制リスク 化学物質 化学物質影響の最小化 「化学物質に関するグローバル
枠組み（GFC）」対応

SOx 2025年 ▲1％ ▲2％ ▲3％ ー ー 〇 〇

NOx 2025年 ▲1％ ▲2％ ▲3％ ー ー 〇 〇

※1：2026年度からは、連結財務諸表との整合性を重視した算定方法への見直しを行い、サステナビリティ貢献製品の売上高の対象範囲を連結財務諸表上の連結の範囲と一致させるため、持分法適用関連会社の売上高は含めていません。　
※2：2026年度に海外生産事業所の水リスクを評価し、国内と同様の目標を設定予定

目標値（2026年度 ～ 2028年度）  次期環境中期計画 「環境サステナブルプラン MATERIALIZE」
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  環境に関するKPIに対する2025年度実績
● 気候変動
GHG排出量削減率（Scope１+2）※　▲45.2%（2019年度比）
※ Scope２に関しては、マーケット基準にもとづき算定

● 資源循環
廃プラスチックマテリアルリサイクル率（国内）70.0%

  その他の重点項目の2025年度の実績について
● サステナビリティ貢献製品の市場拡大と創出
　2025年度は、5つの製品・サービスを新たに登録しました。
　具体的には、資源循環や気候変動の課題解決に資する以下の製品となります（一部）。
・ 住宅気密シートテープ：住宅の隙間を埋めて気密性を向上させるフォームテープ。多層構造かつ伸

縮性が高く、適度な弾性率を持たせることで配管に密着し、住宅の気密性を高め、温暖化による気
温上昇に対し冷房効率向上によるエネルギー削減に貢献。

・ 自動車用クリア膜／SDF膜：自動車用合わせガラスの中間膜。カーボンフットプリント（PCF）認証
を通じた継続的なGHG削減を推進。また、顧客のトリムおよび工程内端材を回収し、再利用するこ
とによりCO2削減、廃棄量削減に寄与。

　サーキュラーエコノミーに対する社会からの要請を受けて、資源循環課題の解決に貢献する製品
の登録が増加し、サステナビリティ貢献製品全体の売上高向上に寄与しています。
　また、資源循環課題の解決は低炭素、脱炭素化にもつながる技術であるため、カーボンニュートラ
ル社会の実現にも寄与する技術が拡大したとも考えられます。

● 製品による課題解決に対する貢献効果の定量化
　2025年度、当社グループは、サステナビリティ貢献製品売上高の53.2%相当の製品で、環境価値を
把握しました。
　また、社会資本へのリターン、価値に関しては、インパクト加重会計の手法を用いて経済価値換算を
行っています。
　製品・事業の環境および社会的価値（課題解決への貢献度）を見える化し、その情報を公開すること
で、社会に対する啓発を行っています。また、事業にもフィードバックできる活動を強化していきます。

● 環境の保全
SDGs貢献活動
　事業所、あるいは従業員が中心となって実施している環境保全や次世代育成等の社会貢献活動
については、従来の活動を継続しながらも、SDGsを意識するよう意識の転換を図ることを推奨してい
ます。
　どの社会課題の解決に焦点をあてるか、なぜその社会課題解決に取り組むのかをSDGsを軸に考
えることで、従来活動の意義が明確になり、活動の見直しやさらなる効果の向上が期待できると考え
ています。
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統合指標「SEKISUI環境サステナブルインデックス」
　SEKISUI環境サステナブルインデックスは、当社グループの企業活動が環境に与える負荷（自然・
社会資本の利用）と環境への貢献の度合い（自然・社会資本へのリターン）を1つの指標で表したもの
です。
　徐々に対象範囲の拡大を図っており、自然資本のみならず社会資本への影響やリターンに関して
も、対象範囲としています。
　SEKISUI環境サステナブルインデックスによって、環境中期計画における重要実施項目である各
種環境負荷低減、自然・社会環境に貢献する製品・サービスの拡大、環境の保全等の項目の効果を
統合化しました。2013年度に手法を確立し、2014年度から試算を行っています。2017年度からは、こ
のインデックスを当社グループの環境経営全体の進捗をモニターする指標として、活用しています。
　2020年度からの環境中期計画において、SEKISUI環境サステナブルインデックスを用いて自然環
境のみならず社会環境への負荷や貢献を評価し、自然資本および社会資本へのリターンに貢献して
いくことを宣言しています。
　2050年には、業容を拡大していく中でも、自然資本・社会資本への100%以上のリターンを維持し
ながら、ESG経営を推進することを目指しています。

  試算結果
　2025年度の実績を用いたSEKISUI環境サステナブルインデックスの計算結果は、自然・社会資本
の利用（自然・社会環境への負荷）を100とすると、自然・社会資本のリターン（自然・社会環境への貢
献）は145.2%となり、100%以上を維持できていることが確認できました。
　リターン率の推移については以下のように分析しています。
1 自然・社会資本の利用（負荷）について

一部製品の資源効率の向上や生産量減少等により、原材料起因の負荷削減が進んだと考えられる。
2 �自然・社会資本のリターン（貢献）について：サステナビリティ貢献製品によるリターン（貢献）は、

ZEH住宅による健康寿命の延長効果の再認識により、従来以上に価値が拡大している。
  今後は、企業として成長し、業容を拡大していく一方で、自然・社会資本へのリターンにおいて
100%以上を持続していきます。
　そして、2050年には地球上の自然資本および、地球上の人間社会において生み出された社会資
本の持続的な利用の実現を目指します。

　このインデックスにおいて、製品による課題解決を進めることは地球および社会のサステナビリ
ティ向上に貢献し、自然・社会資本へのリターンを向上させていくことは当社グループおよび製品の
サステナビリティ向上につながると考えています。

　上述の（1）でもととなるデータを収集した後、（2）（3）の段階では、早稲田大学伊坪教授らによって
開発された日本版被害算定型影響評価手法「LIME2」を用いて計算を実施しています。
　リターン率の算出に使用しているLIME2を用いた計算システム「MiLCA」において、引用している
LCAデータベースIDEA ver2.3からver3.1へと更新されたことに伴い、2023年度からはバージョン
アップしたMiLCAver3.1を活用しています（2022年度まではMiLCAver2.3を使用）。
　MiLCA3.1では、把握されたデータをもとに、特に化学物質による生体系影響等を中心に単位量当
たりの環境インパクトが大きくなっています。現中期計画においては、生物多様性側面への影響につ
いてこれまで以上に重要視し、ネガティブからポジティブになるように活動を進めていきます。このよ
うな当社の考え方とMiLCAの更新の方向性は同じと判断し、2023年度以降は更新された計算システ
ムを活用することで、現状の再確認を行い、リターン率を活用した環境課題への取り組みの進捗確認
を継続していきます。

【算出方法】（1）環境負荷の量、環境に関する活動の成果を項目ごとに定量把握

（2）環境への負荷を算出する係数を集積した専門家のデータベースを使用し、項目ごとの負荷量（－因子）、貢献量（＋因子）を計算

・原材料使用量
・取水量
・製品ごとの環境貢献度

・GHG排出量
・化学物質排出量
・自然環境の保全活動の参加率

・廃棄物量
・利用土地面積

環境負荷および
環境に関する
活動（i）

項目ごとの生データ　Ai　×　係数ki　=　環境への影響度（Ti）

∑（項目ごとの生データ）  Ai　×　係数ki　=∑（環境への影響度　Ti）

（3）項目ごとの負荷量、貢献量を合算（＝統合化）

※ 単位は、被害算定金額（＝活動によって破壊された場合に、元の環境（生物、植物、温暖化状況）に戻すために必要な金額）

（%）0 50 100 150

SEKISUI環境サステナブルインデックス（2025）

自然・社会資本の利用

自然・社会資本へのリターン

原材料
59.6%

生産
20.5%

その他
20.0% 100%

製品貢献
139.1% 145.2%

環境の保全 1.7%
環境負荷低減 4.5%

2025年度試算結果
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指標 算定方法

SEKISUI環境サステナブル
インデックス

SEKISUI環境サステナブルインデックス=グループ全体の自然・社会資本のリターン量÷グループ全
体の自然・社会資本の利用量

自然・社会資本の利用量、自然・社会資本のリターン量の算出
　LIME2（早稲田大学伊坪教授らにより開発された日本版被害算定型影響評価手法）を用い、LIME2

の定める4つの保護対象すべてを対象とし、気候変動、植物バイオマス、生物多様性、社会資産ごと
に影響評価し、単一指標化

　自然・社会資本のリターン量は、グループ全体の各種環境貢献の取り組みによって、取り組みを行
わなかった場合と比べて自然資本への被害のリスクが低減したとして算出

・ 自然・社会資本の利用量に算入した項目
直接的な利用：土地利用、温室効果ガス、PRTR物質と大気汚染物質の大気排出量、水域排出の
COD量
間接的な利用：購入原材料※1、エネルギー使用、取水量、廃棄物排出量、サプライチェーンでの間接
的GHG排出量（Scope3）

・ 自然・社会資本のリターンに算入した項目
サステナビリティ貢献製品による自然資本利用削減貢献量、環境保全活動による貢献量、環境関連
寄付、メガソーラー発電量 

※1 主要4樹脂（PP、PE、塩ビ、PVA）に関しては原料サプライヤーの実際のGHG排出量を反映している。

〈算定範囲/算定分類別で記載〉以下の想定条件で試算
・ 原材料：購入原材料を対象とし、推定を含めて算入

住宅に関しては、1棟当たりの構成原材料に生産棟数を乗じて算入
・ 生産/有害化学物質の排出：〈国内〉排出量1t/年以上のPRTR対象物質を計上、〈海外〉含まず
・ 生産/土地の維持：国内生産事業所・研究所の敷地面積を使用し原則として建物用地として算入※2、

海外生産事業所の敷地面積は推定。土地利用の影響は土地購入後30年間として算入
※2 土地利用に関しては、日本国内で推進している「土地利用通信簿」において、土地の質が向上したものは、

土地利用による影響が軽減したものとみなして重み付けを行い算入
その他：サプライチェーンとして資本財、その他燃焼およびエネルギー関連活動、輸送・配送、廃棄物、
出張、雇用者通勤、リース資産（下流）、販売した製品の加工、使用、廃棄
・ 出張・雇用者通勤：連結の従業員を対象とし、一部推定を含む
・ 販売した製品の使用：当該年度に販売の住宅を対象とし、今後60年間のエネルギー使用を想定して

算入。ZEH仕様の住宅において使用エネルギーが削減される効果も算入を行っている
・ 販売した製品の加工：エネルギー使用量が大きいと想定される製品の顧客による加工時のエネル

ギー使用を想定して算入
・ 販売した製品の廃棄：当該年度の主要原材料を対象とし、それらが製品となり当該年度に廃棄され

たと想定して算入

指標 算定方法

SEKISUI環境サステナブル
インデックス

・ 製品貢献：
（1）該当製品と従来技術との環境貢献の差を、ライフサイクルごと（原材料調達、生産、流通、使用・維

持、廃棄・リサイクルの5段階）に自然環境および社会環境に対する貢献をCO2削減・省エネル
ギー、廃棄物削減、省資源、節水・水循環、汚染の防止、 生物多様性の直接的保全、ＱＯＬ向上等の対
象別で定性評価を行い、有意な差が推定されるものに関して、製品単位当たりのデータを調査

（2）得られた調査結果※3をもとに、各データに応じて環境負荷を算出する係数を乗じて、製品単位ごと
の環境貢献度を算出

（3）（2）の結果に製品の当該年度の販売実績を乗じて製品ごとの環境貢献度を算出し、結果を算入。
サステナビリティ貢献製品の売上の53.2%に相当する製品の効果を試算

※3 カンパニーの個別基準にもとづく
・ 直接貢献/負荷低減活動による貢献：当該年度の生産にかかわる環境影響を「2016年度の生産にか

かわる環境影響×（当該年度売上高÷2016年度売上高）」と比較した差分を算入。売上高と生産にか
かわる環境影響は比例関係にあり、 その差分が活動による努力分との考えにもとづく

・ 直接貢献/自然環境の保全：すべての活動内容に対しての参加人数と従事した時間を把握し、スギ
植林した場合のCO2固定量（1.1t-CO2/人・hour）に人数・時間を乗じて算入。日本国内で推進してい
る地域と連携した活動に関しては、地域連携、活動の自立（自主化）によって活動推進力の向上も目
標にしていることから、この推進力の成長軸に対して重み付けを行い算入

・ 直接貢献/寄付：保全のための支払い意思金額として、被害算定金額と同等とみなして算入
・ 直接貢献/メガソーラー：発電量を創エネルギーとしてCO2換算して算入
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  環境パフォーマンス・データ集計範囲
　※ 環境パフォーマンス・データ集計範囲について、積水化学（連結）の主要事業所（生産事業所については100%）を環境報告対象としています。

国内　

住宅カンパニー

研究所
積水化学工業株式会社 つくばR&Dサイト

合計1事業所

生産事業所
北海道セキスイハイム工業株式会社/東北セキスイハイム
工業株式会社/セキスイハイム工業株式会社/中四国セキ
スイハイム工業株式会社/九州セキスイハイム工業株式会
社/セキスイボード株式会社　等

合計10事業所

オフィス
セキスイハイム販売会社
施工サービス会社　等

合計717事業所

環境・ライフラインカンパニー

研究所等
積水化学工業株式会社 京都研究所
積水ソフランウイズ株式会社 技術本部

合計2事業所

生産事業所
積水化学工業株式会社 滋賀栗東工場・群馬工場/東日本
積水工業株式会社/西日本積水工業株式会社/千葉積水工
業株式会社/積水化学北海道株式会社/東都積水株式会社
/四国積水工業株式会社/奈良積水株式会社/山梨積水株
式会社/徳山積水工業株式会社/積水ソフランウイズ株式
会社　等

合計17事業所

オフィス
積水化学工業株式会社 東北支店・東日本支店・中部支店・
西日本支店・九州支店　等

合計112事業所

高機能プラスチックスカンパニー

研究所
積水化学工業株式会社 水無瀬事業所

合計1事業所

生産事業所
積水化学工業株式会社 武蔵工場・滋賀水口工場・多賀工
場/積水テクノ成型株式会社/積水ナノコートテクノロジー
株式会社/積水フーラー株式会社/積水ポリマテック株式
会社/積水成型工業株式会社　等

合計15事業所

オフィス
積水マテリアルソリューションズ　等

合計16事業所

コーポレート

研究所
積水化学工業株式会社 先端技術研究所

合計1事業所

生産事業所
積水LBテック株式会社 中部工場　
株式会社プラスチック工学研究所

合計2事業所

オフィス
積水化学工業株式会社 大阪本社・東京本社　等

合計13事業所

メディカル

研究所
積水メディカル株式会社 創薬支援センター

合計1事業所

生産事業所
積水メディカル株式会社 岩手工場・つくば工場・阿見事業
場・徳山工場

合計4事業所

オフィス
積水メディカル株式会社 東日本営業所　等

合計9事業所

生産事業所
Sekisui-SCG Industry Co., Ltd.

合計1事業所

オフィス
SCG-Sekisui Sales Co., Ltd.
Sekisui （Dalian） Housing Technology Co.,Ltd.
PF-Sekisui JV Co., Ltd.

合計3事業所

住宅カンパニー

生産事業所
Sekisui Eslon B.V.
積水塑膠管材股份有限公司
Sekisui Rib Loc Australia Pty. Ltd.
積水（無錫）塑料科技有限公司
Sekisui Specialty Chemicals （Thailand） Co., Ltd.
S and L Specialty Polymers Co., Ltd.

合計6事業所

オフィス
Sekisui SPR Americas, LLC.　等

合計10事業所

環境・ライフラインカンパニー

オフィス
Sekisui Europe B.V.　等

合計9事業所

コーポレート

生産事業所
Sekisui Diagnostics, LLC. San Diego
Sekisui Diagnostics (UK) Ltd.
Sekisui Diagnostics P.E.I. Inc.
積水医療科技（中国）有限公司
積水医療科技（蘇州）有限公司
Veredus Laboratories Pty. Ltd.

合計6事業所

オフィス
Sekisui Diagnostics,LLC　等

合計33事業所

メディカル

海外

生産事業所
Sekisui S-Lec America, LLC.
Sekisui S-Lec Mexico S.A. de C.V.
Sekisui S-Lec B.V. Film Plant
Sekisui S-Lec B.V. Resin Plant
Sekisui S-Lec （Thailand） Co., Ltd.
Thai Sekisui Foam
積水中間膜（蘇州）有限公司
Sekisui Specialty Chemicals America, LLC. Pasadena Plant
Sekisui Specialty Chemicals America, LLC. Calvert City Plant
Sekisui Specialty Chemicals Europe S.L.
Sekisui Voltek, LLC, Coldwater Plant
Sekisui-Alveo B.V.
Sekisui Alveo BS G.m.b.H.
Sekisui Pilon Pty. Ltd.
映甫化学株式会社
映甫高新材料（無錫）有限公司
Sekisui DLJM Molding Private Ltd. Greater Noida Plant
Sekisui DLJM Molding Private Ltd. Tapukara Plant
Sekisui DLJM Molding Private Ltd. Chennai Plant
Sekisui DLJM Molding Private Ltd. Chennai Factory 2
Sekisui DLJM Molding Private Ltd. Gujarat
Sekisui Polymatech （Thailand） Co., Ltd.
PT. Polymatech Indonesia
積水保力馬科技（上海）有限公司
SEKISUI AEROSPACE CORPORATION,Renton
SEKISUI AEROSPACE CORPORATION,Sumner
SEKISUI AEROSPACE CORPORATION,ORANGE CITY
Sekisui KYDEX, LLC. Bloomsburg-North Campus
Sekisui KYDEX, LLC. Bloomsburg-South Campus
Sekisui KYDEX, LLC. Holland Plant
SEKISUI POLYMATECH AMERICA, LLC.
SEKISUI POLYMATECH EUROPE B.V.

合計32事業所

高機能プラスチックスカンパニー

オフィス
Sekisui Products, LLC.　等

合計38事業所

※研究所とは、研究機能を有する拠点をさす
※オフィスとは、生産事業所、研究所以外の販売・施工会社をさす
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環境会計
　事業活動の環境負荷を低減し、費用および投資とその効果を把握しています。

  公的なガイドラインを参考に独自の考え方を付加
　ESG経営において効率的な環境への取り組みの推進と企業の説明責任を果たしていくために、環境への負荷を低減し、環境に貢献するた
めにかけている費用および投資と効果が把握できるよう、環境会計を活用しています。
　全社の経営戦略上の位置付けとして、環境に関してかける投資や費用は資本コストであり、この抑制や生産性向上がROICを向上させるこ
とを意識するため、これを活用していきます。

パフォーマンス・データ

集計期間 2025年4月1日から2026年3月31日

集計範囲 国内の生産事業所、研究所、住宅販売会社事業所、本社部門を対象としています。

集計方法 環境省｢環境会計ガイドライン2005年版｣を参考にしています。

集計の考え方

・減価償却費は投資額と重複しますので環境保全コストの費用額から除外しています。
・投資金額は集計期間の承認ベースの金額です。
・環境保全活動以外の内容を含んでいる費用・投資は、環境保全に関する割合を10%単位で按分して算出しています。
・物量による環境保全効果は各章のパフォーマンス・データで表しています。
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環境保全コスト 
項目 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

分類 主な取り組み内容 費用額 投資額 費用額 投資額 費用額 投資額 費用額 投資額 費用額 投資額

1 事業エリア内
   コスト

①公害防止コスト 1,058 202 1,118 226 856 227 853 308 897 1,213
②地球温暖化防止 120 921 138 528 176 729 158 1,128 119 740
③資源循環コスト 6,668 246 5,095 394 4,931 339 3,607 197 3,735 111

2 上・下流コスト 生産・販売した製品等のリサイクル、
グリーン購入に伴う差額など 109 28 161 0 145 0 134 36 106 4

3 管理活動コスト 環境教育費、EMS維持、
環境対策組織維持費、情報開示など 2,206 1 1,624 2 1,588 2 1,683 5 1,760 5

4 研究開発コスト 環境保全に関する研究開発　　　　　　　 15,009 813 16,128 760 6,528 8 6,505 16 6,647 107
5 社会活動コスト 社会貢献など 78 0 128 0 152 0 129 92 73 14
6 環境損傷コスト 自然修復など 57 5 63 8 44 0 0 1 18 48

合計 25,306 2,216 24,455 1,918 14,420 1,306 13,070 1,782 13,355 2,241

（単位：百万円）

環境保全対策に伴う実質的経済効果
効果の内容 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 考え方

収益
①有価物売却益 139 116 127 138 157 分別、リサイクル推進による有価物としての売却益
②売電収益 334 348 338 314 304 メガソーラーによる売電収益

費用節減
③省エネルギー活動によるコスト削減額 256 420 591 596 705 コージェネレーション活用による削減を含む
④廃棄物削減活動等によるコスト節約額 463 522 284 261 327 効率化、再利用、ゼロエミ活動による削減

合計 1,191 1,407 1,340 1,309 1,492

（単位：百万円）
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マテリアルバランス（国内・海外合計）  
2025 年度実績

マテリアルバランス
パフォーマンス・データ

　事業活動で利用した資源およびエネルギーの投入量（インプット）とその活動に伴って発生した環境負荷物質（アウトプット）を表しています。

INPUT OUTPUT
積水化学
グループ

千トン
千トン
千トン
千トン
千トン
千トン
千トン
千トン
千トン
千トン
千トン

99
39
67
 332
168
57
19
30
89
375
39

主要原材料（使用総量）
●金属※1
●木材・木質建材※1
●外壁用セメント等※1
●基礎用コンクリート※1
●ポリ塩化ビニル※1

●ポリエチレン※1
●ポリプロピレン※1
●クラフト紙・紙質材※1
●PRTR法対象物質※2

●その他樹脂・化学品※1

●その他無機・複合材※1

462千トン-CO₂e
82トン
2.6トン
8.9トン
101トン

大気への排出
●エネルギー由来CO₂※3
●NOx※5
●SOx※5
●ばいじん※5
●PRTR法対象物質※2

18,949千トン
44トン
0トン

1,126千トン

水域への排出
●排水※4

●COD※5
●PRTR法対象物質※2

68千トン
廃棄物※4

生産量※6

●廃棄物総発生量※4
684,503MWh

1,385kL
65,094千m3

エネルギー 9,592TJ

用水※4 21,677千トン

●購入電力
●A重油
●都市ガス

※3

自主管理値の設定
　当社グループの国内事業所は、大気・水域への環境負荷排出等について、事業所ごとに法律の規制より厳しい自主管理値を設定し、遵守
しています。あわせて社内環境監査を実施することで潜在的な環境リスクを洗い出し、環境事故の未然防止に努めています。
　また、新しい法規制の動向、他社の事故事例等をグループ内で共有し、包括的な活動を展開しています。
　2025年度は廃棄物処理、排水、大気放出、土壌汚染等の環境に関する法規制への重大な違反や行政からの指導はありませんでした。

※1 全社購買共通システムおよび各カンパニー主要事業購買システム管理分を集計範囲としています（メディカル事業はのぞく）
※2 国内生産事業所および研究所
※3 生産事業所および研究所およびオフィス

※4 生産事業所および研究所
※5 国内において、法律・条例・協定にもとづき定期的な測定が義務付けられている生産事業所および研究所
※6 生産事業所
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気候変動への対応

戦略（姿勢・考え方、リスクと機会）
  サプライチェーン全体での排出量削減

　積水化学グループは、COP21（国連気候変動枠組条約第21回締約国会議）で合意された目標をふ
まえ、中期的な温室効果ガス（GHG）の削減計画を策定しています。 　
　Science Based Targets（SBT）に準拠した「パリ協定」の意欲的目標を達成するため、科学的根拠
のあるシナリオをもとに気候変動が事業継続に与える影響「リスクと機会」を把握し、公表していま
す。また、これを事業計画・GHG排出量削減目標に反映しています。 　
　GHG排出量については、原材料の調達から開発・生産・輸送・使用の各段階で削減に取り組んで
います。自事業所だけでなく、原材料の調達先や販売した製品の使用を含めたサプライチェーン全体
でGHG排出量を把握し、公表しています。

  気候変動が事業にもたらすリスクと機会
　当社グループは、気候変動課題が企業に及ぼすインパクトと企業が気候変動に及ぼすインパクト
の大きさを評価し、リスクの重要性を判断し、取り組むべき優先順位を設定しています。 気候変動課
題の「リスク」と「機会」に関しては、移行リスクと物理的リスクについて企業に及ぼす経済インパクト
の大きさを評価しています。具体的な気候変動課題に関する「リスク」と「機会」の項目については、
TCFDガイドにもとづくシナリオ分析を通じてその大きさや影響範囲、項目等を把握しています。
　把握した「リスク」に関してはその軽減策を検討しています。また「機会」に関しては、製品・サービス
への展開を通じた新しいビジネスの創出を検討しています。重要なリスク、対策、戦略はサステナビリ
ティ委員会を通じて取締役会に報告され、戦略のうち重要なものは取締役会で決定されます。
　このようなマネジメントを行うことで、将来にわたって事業の持続が可能で、社会から存続を求め
られる会社になることができると考えています。
　気候変動が当社グループの事業に及ぼす「リスク」と「機会」について考える際には、気候変動の
緩和と適応が及ぼす移行リスクおよび物理的リスクのインパクトを評価しています。
　例えば、以下の事例があげられます。

● 住宅事業における例
　例えば移行リスクの1つである政策規制リスクとして低炭素製品の義務化があげられます。現在、
ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（以下ZEH）は、当社グループにおいて先駆けて取り組んでいること
が差別化につながっていますが、ZEHの義務化により市場全体が低炭素化に向けて加速するとシェ
アが減少するリスクが考えられます。しかしながら、市場自体が拡大するため、売上拡大の機会につ
ながると考えています。 同じく住宅事業においては、物理的リスクの1つである急性リスクにおいて、
インフラ強靭化や水リスクに対応した製品のニーズが高まるため、レジリエントなまちづくり事業に対
するニーズが高まり、機会となると考えています。 

調達

温室効果ガスの排出削減

サステナビリティ貢献製品の市場拡大と創出

研究開発 生産 輸送 使用 廃棄

気候変動　緩和・適応方針 https://www.sekisui.co.jp/sustainability_report/basic_policies/#anc-P02WEB
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● プラスチック成型加工事業における例 
　イノベーティブモビリティ、アドバンストライフライン等プラスチック成型加工事業においては、移行
リスクの中でも市場リスクによる事業影響が大きいと考えています。消費行動の変化は、資源循環や
脱炭素インセンティブ利用ができないことによる機会損失を誘引する可能性があります。一方で資源
循環や脱炭素価値を可視化することでインセンティブが獲得でき、売上拡大につながることが機会に
もなると考えています。こうしたリスクや機会については、シナリオ分析にもとづいた社会シナリオに
おいて分析、把握を行い、TCFD/TNFDレポートを通じて開示しています。

  気候変動対策
　当社グループは気候変動によるリスクに真摯に向き合い、気温上昇を1.5℃未満に抑えるためのあ
らゆる努力を継続的に行っていくことが重要と考えています。
　2019年に策定した「SEKISUI 環境サステナブルビジョン2050」にもとづき、事業活動を通して環
境負荷を低減することで、環境課題の解決に貢献していきます。
　当社グループが目指す姿として、2050年までに自社の事業活動に伴うGHG排出量ゼロを目標に
掲げ、2030年に2019年比で50%削減する目標を設定しました。また、自家消費型太陽光発電設備の
導入を促進し、外部から購入する電力の再生可能エネルギー比率を高め、2030年までに100%とする
ことを目指しています。着実にGHG削減を進めていくため、使用電力の再生可能エネルギーへの転
換をさらに進めながら、難易度の高い燃料由来のGHG（Scope1）削減を促進する燃料転換や生産プ
ロセスの革新を検討していきます。

  リスク管理
　リスク管理については、全社における重大リスクを特定し、グループ内で共有・管理するERM体制
を構築しています。環境課題の中でも気候変動課題に関するリスクについても、経営に重大な影響
があると想定される他のリスクとあわせ、一元的に評価しています。気候変動、資源循環、水資源、生
物多様性等の環境課題を含む、全社的および各組織のリスクについては、取締役会、サステナビリ
ティ委員会、社内の経営会議、各分科会において共有、審議されています。

ガバナンス
  気候変動課題に関する推進体制

　気候変動の緩和と適応等、経営上のリスクとなり得る外部環境課題に関しては、取締役会の監督
のもと、リスクの大きさを認識し、適切な対応を検討し、実行する意思決定を行っています。
　当社グループが気候変動課題に与える影響を低減し、課題解決への貢献を拡大するための監督・
執行体制は他の環境課題と同様、環境経営推進体制にもとづいています。
　取締役会では、気候変動課題については、以下の最終決定を行っています。

・気候変動等の環境課題に与える影響を緩和し、課題解決への貢献を拡大する方針・戦略
・低炭素経済への移行をはじめとする持続可能な社会を実現するための組織の計画（移行計画）
・気候変動等の環境課題が経営に与える影響の把握と対応方針

　取締役会で審議、決定される主要事項に関しては、環境分科会で議論、集約した気候変動等の環
境課題に関する全社の状況をもとに、サステナビリティ委員会にて、その方針や戦略をあらかじめ審
議しています。また、取締役会にて最終決定された方針・戦略、移行計画をふまえ、環境分科会で具体
的な施策、目標設定の議論、および進捗管理をしています。

指標・目標
  GHG

ねらい　脱炭素化・GHG排出量ゼロ

● 指標1 GHG排出量削減率（Scope1＋2）※

現中期目標（最終年度の2025年度）　▲36%（2019年度比）
2025年度実績　▲45.2%（2019年度比）
2030年目標　▲50%（2019年度比）
2050年目標　▲100%（2019年度比）

※ Scope２に関しては、マーケット基準に基づき算定

環境経営推進体制P.035
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● 指標2 購⼊電⼒の再生可能エネルギー⽐率（自家消費型太陽光発電を含む）

現中期目標（最終年度の2025年度）　70%
2025年度実績　72.4%
2030年目標　100%
2050年目標　コージェネを含む全使用電力　100%

  エネルギー使用量の削減
ねらい　生産時のエネルギー効率の改善およびエネルギー費用の削減

● 指標：エネルギー使用量の生産量原単位削減率

現中期目標（最終年度の2025年度）　▲3%（2022年度比）
2025年度実績　+3.4%（2022年度比）
2030年目標　ー
2050年目標　ー

主な取り組み
  気候変動対策のためのコスト上昇への対応

　積水化学グループは、「環境負荷の低減」として、製造工程におけるエネルギー効率の大幅な向上
を図っています。生産プロセスの変革や工程改善、継続的な設備更新を行い、エネルギー使用の見え
る化と使用量の削減を進めています。
　2020年度からは、購入電力の再生可能エネルギーへの転換をグローバルで推進しています。生産
事業所においては、太陽光発電設備を設備投資により導入し、発電した電気を自家消費することで
長期的な視点で電力コストの削減を図っています。
　さらに2023年度からは、生産プロセスの革新を図り、燃料由来の温室効果ガス削減に向けて検討
を進めています。

  市場ニーズの変化と環境課題解決に応える製品開発・戦略
　当社グループでは、自然環境や社会環境に関する課題解決に寄与する製品を開発し、具体的な成
果の公表、発信を続けています。これにより、気候変動等地球規模の課題を背景とする市場ニーズの
変化に対するリスクマネジメントを行っています。また同時に、「需要拡大」という機会を確実に掴み
取ることにもつながると考えています。
　特に、各製品の課題解決への貢献の大きさ（貢献度）を可能な限り数値化することで、創出するイ
ンパクトをより大きいものにし、地球規模の課題解決を導く市場の創造や、消費者の意識改革のきっ
かけづくりができると考えています。
　2020年度には、ステークホルダーとのオープンイノベーションを推進する組織として、水無瀬イノ
ベーションセンター（通称MIC）を設立しました。ステークホルダーとのパートナーシップを強化し、人
や情報の融合を促進することで、社会課題解決とイノベーションの創出を推進することを目的として
います。
　MICにて、低炭素化技術や資源転換に資する材料や技術を有するスタートアップ企業との技術交
流等を積極的に行い、社会課題解決の加速に向けて取り組みを推進しています。

  操業・就業環境の悪化への対応
　気候変動が深刻化し、最低・最高気温がシビアな方向に変化した場合、製造や施工に従事する
人々が働けない状況となる可能性があります。しかし当社グループは、その地域における季節性を考
慮し、施工や工事の計画を提案すれば、気候変動の影響を最小化することも可能であると考えてい
ます。
　また、自然災害等による操業および就業機会の喪失に関しては、カンパニーやグループ会社ごとに
自らの事業特性に応じたBCPを策定しており、リスクを可能な限り回避する手段を講じています。

  SBT※イニシアチブでの認証取得
　当社グループは、2018年に化学業界初となるSBT認証を取得し、2030年にGHG排出量削減率を
2013年度比で26%とする目標を掲げました。この目標達成に向け、老朽設備更新の促進等の「エネ
ルギー消費革新」、購入電力の再生可能エネルギー（以下、「再エネ」）転換や自家消費型太陽光発電

SUSTAINABILITY REPORT 2026
積水化学グループ
サステナビリティレポート

ページ
049

環境全般 気候変動への対応 資源循環の実現に向けた対応 水リスクの低減 生物多様性への対応 化学物質管理

049

はじめに トップメッセージ 積水化学グループの
サステナビリティ 環境 ガバナンス 参考資料社会

HOME



省エネの徹底
電力の再エネ化
燃料由来GHG削減

2019
BM

2030
BAU

2050
BAU

2028
目標

2030
目標

2035
目標

2040
目標

2050
目標

▲49％

▲63％

▲75％G
HG
排
出
量（
Sc
op
e1
+2
）

867
千トン

433
千トン

19年度比
▲50%

2050年
実質ゼロ

生産革新
エネルギー
イノベーション

エネルギー消費革新
老朽設備更新の促進 エネルギー調達革新

創エネ、購入電力再エネ転換 生産プロセス革新
燃料由来GHG削減の前倒し

排出権取引

BAU

事業成長
によりG

HG増加

目標 目標達成の手段

Scope1+2
基準年：2019年 
目標年：2030年  
削減率：50%（1.5℃目標）

従来の購入電力の再エネ化に追加し、低炭素燃料へ転換、電化、生産革新
による燃料由来GHG削減の取り組み前倒し

Scope3
基準年：2019年  
目標年：2030年  
削減率：30%

資源循環の取り組み（非化石原料へ転換、再生材料の使用拡大、廃棄物の
再資源化）を追加し、カテゴリー1、5、12の削減を促進

〈2025年度の進捗〉
Scope1+2*： 2019年度比で温室効果ガス排出量を45.2%削減  ＊ Scope２に関しては、マーケット基準にもとづき算定

Scope3： 2019年度比で温室効果ガス排出量を4.6%削減   

　今後ますます、業界の牽引役としての責任を認識し、社会全体での気候変動対策への取り組みを
リードしていく活動、働きかけを心がけていきます。
※ SBT：Science Based Targetsの略称。パリ協定の採択を契機として国連グローバル・コンパクトをはじめとする共同

イニシアチブが提唱。SBTイニシアチブにより、企業が定めた温室効果ガス削減目標が、長期的な気候変動対策に
貢献する科学的に整合した目標（SBT）であることが認定される。

  電力の再生可能エネルギー化の推進
　気候変動は大きな社会課題であると同時に、当社グループにとっての大きなリスクでもあると認識し
ています。この課題解決に貢献する取り組みを社会全体で加速していくために、2020年8月、事業活動
で消費するエネルギーを100%再生可能エネルギーで調達することを目標とする国際的イニシアチブ

「RE100」に加盟しました。今後、加盟企業、団体と協力した活動も推進していきます。 
　当社グループは、2050年までの事業活動に伴うGHG排出量ゼロ達成、SBTイニシアチブで認証取得
した2030年度までの温室効果ガス（GHG）削減目標達成のための主な施策として、徹底的な省エネル
ギーと再生可能エネルギーへの転換を推進します。
　2030年までに外部から購入する電力を100%再生可能エネルギー由来に転換し、2050年までにコー
ジェネレーションシステムも含めて再生可能エネルギー由来の電力に転換することを目指します。 

  サプライチェーンにおける環境マネジメント
　当社グループは、サプライヤーに対して取引開始あるいは継続にあたり、ISO14001に準拠した環
境マネジメントシステムの整備や環境負荷低減の取り組み等をお願いしています。中でも気候変動
課題に関しては、削減目標を設定して取り組みの進捗を確認しています。 
　当社グループが使用している原料についてはその使用量を把握するとともに、環境への負荷も把
握しています。 生物多様性課題への影響が大きいと考えられる木材については、持続可能な森林か
らの調達を100%にするため、木材に特化した調達ガイドラインを策定しています。サプライヤーアン
ケートを通じて把握したリスクを低減するため、デューデリジェンスを継続して実施していきます。

木材調達方針 https://www.sekisui.co.jp/sustainability_report/basic_policies/#anc-P08WEB

GHG排出量削減のロードマップ

設備の導入等の「エネルギー調達革新」を進めてきました。
　この目標の前倒し達成を受け、燃料使用設備の電化や低炭素燃料への転換、さらに「生産プロセ
ス革新」による燃料由来のGHG排出量削減といった難易度の高い取り組みについて先駆けて取り
組むことを決断し、2030年のGHG排出量削減率を引き上げるよう戦略を見直しました。この戦略を
もって、2023年3月にはSBT認証を1.5℃目標に更新し認証を取得しています。
　2025年度にはグループ全体における購入電力の再エネ比率が72.4%に達し、GHG排出量削減率
は2019年度比で45.2%となりました。
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  気候変動課題への対応
● Scope3※ への対応  
　Scope3カテゴリーにおけるGHG排出量は、原材料調達や製品の使用から廃棄に至る段階で多く
発生しています。中でも原材料調達における排出量が多いのは、化学メーカーとしての事業特性によ
るものと認識しています。こうした状況をふまえ、原料サプライヤーへの働きかけを強化しており、そ
の一環として、新規材料採用時の選定基準の見直しを行いました。また、原料の中でも購入量が多く、
温室効果ガス排出量が大きい主要4樹脂（PP、PE、塩ビ、PVA）に対しては主要な製造企業を対象に、
原料生産時の温室効果ガス排出量データの提示を求めています。これにより、将来に向けたScope3
における温室効果ガス削減につなげます。当社グループがサプライヤーから入手しているデータ量
はごく一部に留まりますが、データベースを活用することでライフサイクル全体の温室効果ガス排出
量を把握することができます。
 　IDEAデータベースをもとに、温室効果ガス削減対策を検討し、サプライチェーンにおいても削減
活動を推進しています。 
　さらに、より低炭素なバイオマス由来原料や再生材料の提供の可能性についてもサプライヤーに
確認し、代替の検討を開始しています。 
　具体的には、購入した製品サービス（カテゴリー1）の5割を占める樹脂原料を非化石由来へ転換、
再生材料の使用を拡大します。これにより、販売した製品の廃棄（カテゴリー12）によるGHG排出量
削減につなげます。 
　また、廃プラスチックの再資源化を推進し、事業から出る廃棄物（カテゴリー5）の削減に取り組み
ます。 
　一方で製品の使用段階でのGHG排出量は、販売した住宅で使用されるエネルギー由来が大きい
ことに起因しています。 
　販売した製品の使用（カテゴリー11）においては、セキスイハイムの省エネ性能と大容量PV・大容
量蓄電池によるZEHの拡販が、GHG排出量削減に大きく貢献してきました。今後もZEHの販売拡大
により、さらなる削減につなげます。
※ Scope3：自社での直接排出量（Scope1）、自社への間接排出量（Scope2）以外の部分のその他の間接排出量

  再生可能エネルギーの活用推進
　当社グループは、国内外の生産事業所内に太陽光発電施設を導入し、再生可能エネルギーの活
用を進めています。
　2020年度より購入電力の再生可能エネルギー由来への転換を、積極的に展開しています。100%
再生可能エネルギー由来の電力に切り替えた事業所は、2025年度末時点で国内外の生産事業所お
よび研究所で65事業所に達しました。
　2025年度の再生可能エネルギー由来の電力使用量は511GWhで、これは購入電力（自家消費型
太陽光発電を含む）の72.4%に相当します。また、コージェネレーションシステムで自家発電した電力
を含めた総電力使用量の64.5%に相当します。
　2025年度は、下記の5事業所で自家消費型太陽光発電設備を新規導入し、これまでに31事業所に
達しました。

Sekisui S-LEC Mexico S.A 映甫化学株式会社　清州工場 積水メディカル株式会社岩手工場

SEKISUI POLYMATECH EUROPE B.V. 奈良積水株式会社
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自家消費型太陽光発電設備導入生産事業所・研究所

日本国内

東北セキスイハイム工業株式会社

中四国セキスイハイム工業株式会社

九州セキスイハイム工業株式会社

セキスイハイム工業株式会社　関東事業所

セキスイハイム工業株式会社　東京事業所

山梨積水株式会社

積水成型工業株式会社　関東工場

積水メディカル株式会社　つくば工場

積水化学工業株式会社　多賀工場

積水化学工業株式会社　滋賀栗東工場

積水化学工業株式会社　群馬工場

積水化学工業株式会社　武蔵工場

積水化学工業株式会社　先進技術研究所

積水テクノ成型株式会社　栃木工場

積水ソフランウイズ株式会社　厚木工場

積水LBテック株式会社　中部工場

積水メディカル株式会社　岩手工場

奈良積水株式会社

アメリカ SEKISUI S-LEC AMERICA, LLC.

メキシコ Sekisui S-LEC Mexico S.A

オランダ

SEKISUI S-LEC B.V.  Film 工場

SEKISUI ALVEO B.V.

SEKISUI POLYMATECH EUROPE B.V.

タイ

SEKISUI S-LEC (THAILAND) CO., LTD.

SEKISUI-SCG INDUSTRY CO., LTD.

SEKISUI POLYMATECH (THAILAND) CO., LTD.

中国

積水医療科技（中国）有限公司

積水（無錫）塑料科技有限公司

積水映甫高新材料（無錫）有限公司

韓国 映甫化学株式会社　清州工場

台湾 積水塑膠管材股份有限公司

100%再生可能エネルギー由来の電力に転換した生産事業所・研究所

日本国内

積水化学工業株式会社　群馬工場

日本国内

積水化学工業株式会社　滋賀水口工場

オランダ

SEKISUI S-LEC B.V.  Film工場

積水化学工業株式会社　多賀工場 積水テクノ成型株式会社　栃木工場  SEKISUI S-LEC B.V.  Resin工場

積水化学工業株式会社　開発研究所 積水テクノ成型株式会社　三重工場  SEKISUI ALVEO B.V.

積水化学工業株式会社　つくば事業所 積水テクノ成型株式会社　愛知工場  SEKISUI POLYMATECH EUROPE B.V.

北海道セキスイハイム工業株式会社 積水フーラー株式会社　浜松工場  SEKISUI ESLON B.V.

東北セキスイハイム工業株式会社 積水ナノコートテクノロジー株式会社　本社工場  ドイツ SEKISUI ALVEO BS GmbH

セキスイハイム工業株式会社　関東事業所 積水ナノコートテクノロジー株式会社　第二工場  スペイン SEKISUI SPECIALTY CHEMICALS EUROPE S.L.

セキスイハイム工業株式会社　東京事業所 積水ポリマテック株式会社 イギリス SEKISUI DIAGNOSTICS (UK) LIMITED

セキスイハイム工業株式会社　中部事業所 積水成型工業株式会社　千葉工場  

アメリカ

SEKISUI S-LEC AMERICA, LLC.

セキスイハイム工業株式会社　近畿事業所 積水成型工業株式会社　関東工場  SEKISUI Voltek, LLC (Coldwater)

中四国セキスイハイム工業株式会社 積水成型工業株式会社　兵庫工場  SEKISUI Diagnostics,LLC (San Diego)

九州セキスイハイム工業株式会社 積水成型工業株式会社　兵庫滝野工場  メキシコ SEKISUI S-LEC MEXICO S.A. de C.V.

セキスイボード株式会社　水口事業所 積水成型工業株式会社　出雲工場

中国

積水中間膜（蘇州）有限公司

セキスイボード株式会社　群馬事業所 株式会社プラスチック工学研究所 積水（無錫）塑料科技有限公司

山梨積水株式会社 積水メディカル株式会社　阿見事業所 積水映甫高新材料（無錫）有限公司

積水メディカル株式会社　つくば工場 積水保力馬科技（上海）有限公司

積水メディカル株式会社　創薬支援センター 積水医療科技（中国）有限公司

積水ソフランウイズ株式会社　いわき工場 積水医療科技（蘇州）有限公司

千葉積水工業株式会社

タイ

SEKISUI S-LEC (THAILAND) CO., LTD.

積水化学工業株式会社　滋賀栗東工場 SEKISUI POLYMATECH (THAILAND) CO., LTD.

積水化学北海道株式会社 SEKISUI SPECIALTY CHEMICALS (THAILAND) CO., LTD.

東都積水株式会社本社工場 THAI SEKISUI FOAM CO., LTD.

西日本積水工業株式会社　岡山製造所 シンガポール VEREDUS LABORATORIES PTE. LTD.

積水ソフランウイズ株式会社　厚木工場 インドネシア PT. SEKISUI POLYMATECH INDONESIA

積水ソフランウイズ株式会社　明石工場  オーストラリア SEKISUI RIB LOC AUSTRALIA PTY.LTD.

※ 生産事業所・研究所は、外部の街灯など生産や研究に関係のない部分は除く

100%再生可能エネルギー由来の電力に転換したオフィス

日本国内

積水化学工業株式会社　東京本社

積水化学工業株式会社　大阪本社

セキスイハイム中四国株式会社
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  グループ環境マネジメントシステム（EMS）に沿ったオフィスの環境活動
　当社グループでは、環境マネジメントシステム（EMS）にもとづき、各オフィスにおける環境活動に
取り組んでいます。全国各拠点のオフィスで、昼休みの一斉消灯等の省エネルギー活動や紙の使用
量削減等の各種環境活動を実施しています。

  本社ビルの更新と新しい創エネルギー製品の実装
　築50年を経過する大阪本社（堂島関電ビル）のリニューアル工事を2023年から関電不動産開発株
式会社と協働で実施し、2025年6月30日に竣工しました。この建物は、「CASBEE スマートウェルネス
オフィス認証」※における最高評価（Sランク）を築30年超のオフィスビルで初めて取得しました。 
※ 「CASBEEスマートウェルネスオフィス認証」は、建物利用者の健康性・快適性・知的生産性、建物の省エネ環境・安

心・安全に関する性能を多角評価する制度

 　Low-E複層ガラスの採用により、高い断熱性と日射遮蔽性能によって室内の快適性を向上させる
とともにエアコンの消費電力削減にもつなげます。老朽化した建築物をリニューアルし、活用しつづ
けることは、従来の“スクラップ アンド ビルド”思考ではない、資源循環型社会において必要な建物
利用の考え方だと認識しています。建築物の耐久性を向上し、長く使うことは、資源の節約や廃棄物
の削減、建築材料をつくるのに必要なエネルギーの削
減、ひいては建物のライフサイクルにおけるGHG排出量
の削減につながります。また、建築物やインフラの安全性
や耐久性、環境性能に貢献する当社グループの製品を
20品目以上採用しています。 
　2023年10月には、開発中のフィルム型ペロブスカイト
太陽電池をビル外壁に壁面設置を行いました。日本国内
では初めての実装事例となります。

  GX率先実行宣言
　当社グループは、Scope3削減や、GX製品の開発・社会実装加速のため、以下の内容でGX製品を
率先調達する宣言をしています（2025年5月宣言）。
　“積水化学グループは、 2030年度までに、自社でリースする社用車の電気自動車等比率を100%
にすることを目標としています”

  事業を通じた低炭素、脱炭素への貢献
　当社グループは、2050年のカーボンニュートラル社会の実現に向け、事業を通じた貢献を加速し
ていきます。そのために、サステナビリティ貢献製品の社内制度を通じて、創出や市場拡大を推進し
ています。 気候変動の緩和だけでなく、適応に資する製品も重視し、市場拡大に向けた検討を行って
います。 具体的には、以下のような製品があげられます。

● 気候変動の緩和に資する製品例

事業分野 テーマ 製品例

住宅
再生可能な電力を活用し、省エネ型のくらしをサ
ポートする製品、サービス

・ZEH（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）

モビリティ
移動・輸送時のエネルギーを削減できるような軽量
化や高機能化した製品

・遮熱・遮音機能を有する自動車用合わせガラス用
中間膜 （「S-LEC」）

・航空機、電車等に搭載のシート周辺材料
 （SEKISUI KYDEX 社製品）

エレクトロニクス
省エネ型製品に不可欠な素材、5Gの発展に伴って
重要視されている関連部品の耐久性、機能向上に
寄与する製品等

・基板制御の発熱による不具合を軽減する放熱材
（積水ポリマテック社製品）

・省エネ型機器に使用される素材（「ミクロパール」、
機能テープ）

インフラ
耐用年数を延長する従来の原料や生産、成型方法
を変えることにより、ライフサイクルにおける温室効
果ガス排出量を低減可能な製品等

・工場において薬品や化学品等を流すためのプラ
ント用の樹脂製配管。主流であった金属製の配管
と比較すると、ライフサイクルでのGHG排出量が
削減されます。

● 気候変動の適応に資する製品例
事業分野 テーマ 製品例

建築、土木
気候変動の進行によって増加、あるいは被害が拡
大している災害の抑制に資する製品

・集中豪雨の際の雨水の一時貯留を可能にする製品

● 他社連携の取り組み
　当社グループは、CO₂を高効率で一酸化炭素（CO）に変換する独自のケミカルルーピング反応技
術を核に、カーボンリサイクル（CCU/CCUS：Carbon Capture, Utilization and Storage（二酸化炭
素の回収・利用・貯留））の社会実装を加速させています。
　2023年4月、東海カーボン株式会社とCCUSの実用化に向けたパートナーシップを締結。CO2由来

リニューアルが完了した大阪本社
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の炭素素材製造技術に関する共同検討に取り組み、化石資源依存の低減と炭素製品生産時の脱炭
素化を目指します。
　同年6月には、ArcelorMittal社とのカーボンリサイクルプロジェクトで、NEDO事業の目標値である
CO₂転化率90％・水素転化率75％を前倒し達成。高炉ガスからのCO₂回収・再利用技術を実証しま
した。
　10月にはコスモエネルギーホールディングス株式会社と基本合意を締結し、製油所などから発生
するCO₂を活用したサステナブル製品生産の共同検討を開始。
　さらに2025年8月、Velocys社と戦略的提携を発表。CO₂由来合成燃料（e-SAF）製造技術の構築に
向け、両社の技術を組み合わせ、航空分野の脱炭素化に貢献します。
　これらの取り組みを通じて、積水化学は鉄鋼・石油・化学・航空など多様な産業におけるCO₂有効
利用を推進し、持続可能な社会の実現に貢献していきます。

● コミットに対する進捗
ZEHの普及率拡大
　「セキスイハイム」にお住まいのお客様が使用する化石由来のエネルギーを削減するため、販売す
る住宅におけるZEH比率（普及率）の拡大をコミットしました。2025年度は、新築戸建て住宅における
ZEH比率（ZEHビルダーの報告方法に基づいて集計した実績）は95%となりました。
　ZEHとあわせて提案している蓄電池搭載住宅（エネルギー自給自足型住宅）の累積件数も増加し
ており、新築戸建住宅における「蓄電池採用率」は85%※まで伸長しました。
※ 2025年4月から2026年3月における蓄電池（VtoH含む）の出荷ベース採用率（当社調べ）。小数点以下は四捨五入し

て計算しています。

  関連イニシアチブでの活動
● 気候変動の緩和のために
　当社グループは、気候変動課題の解決に貢献するために定めた長期ゴールの実現に向けて、他
企業や団体と連携・協働しながら取り組みを進めています。こうした取り組みにより、課題解決への貢
献を拡大するとともに、マイルストーンの前倒し達成も可能になると考えています。
 　当社グループは、パリ協定で掲げられた目標の実現、すなわち1.5℃目標を達成し、カーボンニュー
トラルの実現を目指しています。各種イニシアチブやフォーラム等の団体の設立意図や取り組みの方

向性、ゴール等について、当社グループの意志や方向性と一致していることを確認したうえで参加、
登録を行っています。活動参加の継続については、目指す方向性に差異が生じていないかを年次で
確認し、判断しています。方向性が異なると判断した場合には、退会、脱退の手続きを行います。

気候変動イニシアチブ（JCI）
意義/目的	����  気候変動を緩和するため、脱炭素化を目指す世界の最前線に日本から参加
活動	����������� 脱炭素に向かう社会変革を後押しするため、気候変動対策に積極的に取り組む企業

や自治体、NGOからの情報発信や意見交換を推進し、企業連携による活動の加速を
中心として、目標に対する宣言や、目標達成のための活動を推進しています。

当社の役割	��� 取り組みについての最新情報を共有し、施策の検討に活用しています。

RE100
意義/目的	����  企業が自らの事業の使用電力を100%再生可能エネルギーで賄うことを目指す
活動	����������� 宣言を行った意欲的な企業同士が連携し、社会への影響力を持った発信や活動を推

進しています。
当社の役割	��� 再生可能エネルギーへの転換をコミットし、宣言を行うことで、社会における再生可

能エネルギーの使用と普及拡大に貢献しています。

日本気候リーダーズ・パートナーシップ（JCLP）
意義/目的	����  気候危機の回避へ、速やかな脱炭素社会への移行を実現し、1.5℃目標の達成を目指す 
活動	����������� 6つの活動の柱で日本をリードし、脱炭素社会を実現する。 

（政策関与、バリューチェーン全体の脱炭素化、社会へのソリューション提供、適切な
世論の形成、ステークホルダーとの協働、国際ネットワーク活動（情報共有・国際社会
への提言等））

当社の役割	��� 脱炭素宣言を行い、脱炭素型ビジネスへの移行、サプライチェーンへの働きかけ等自
社の脱炭素化推進を企業連携によって進めることで、自社および社会の脱炭素化を
推進しています。
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GXフューチャー・リーグ（旧：GXリーグ）
意義/目的	���� 日本におけるカーボンニュートラル実現のための移行に伴う挑戦を企業協働で加速

することを目指す
活動	����������� 賛同する参画企業が連携し、各種課題を解決する取り組みを推進する準備をしてい

ます。 
当社の役割	��� 今後、各種課題解決に際して、取り組みに参画、推進を検討していきます。
　　　　　　 GX製品の拡大や社会実装を加速させるため、企業が将来に向けて調達する目標を

宣言する“GX率先実行宣言”の枠組みをつくるワーキンググループに参画しました。
確立した宣言フレームに即して、当社グループとしては2025年5月に宣言しました。

しが水素拠点形成コンソーシアム
意義/目的	���� 滋賀県は日本有数の内陸製造県であり、熱利用の脱炭素化の1手段として、水素エネ

ルギーの活用があると考えられます。先行する臨海部の水素プロジェクトとの連携も
見据えた県内需要をつなぐ方策の検討、端緒として米原エリアでの供給拠点の形成
に向けた実現可能性を探ります。

活動	�����������（1）水素サプライチェーン構築に関する情報収集や意見交換
                       （2）水素等サプライチェーン構築に関する周辺地域との連携の模索
                       （3）本県での水素等利活用を果たしていくための課題や展望の整理
                       （4）その他、コンソーシアムの目的を達成するために必要な事項
当社の役割	��� 滋賀県内に複数の製造拠点を保有する需要家として本コンソーシアムに参画しまし

た。今後本コンソーシアムを通じて水素利活用を果たすための知見を収集していき
ます。
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パフォーマンス・データ （注1） 温室効果ガス排出量の定量化は、活動量データの測定、および排出係数の決定に関する不確実性ならびに地球温暖化係数の決定に関する科学的不確実性にさらされています。

Scope1+2（カンパニーごと） 生産時の温室効果ガス（GHG）排出量の推移/国内（集計対象：国内生産事業所） 生産時の温室効果ガス（GHG）排出量の推移/海外（集計対象：海外生産事業所）

Scope1+2（国内外別） 生産時のエネルギー使用量と原単位※（指数）の推移/国内（集計対象：国内生産事業所） 生産時のエネルギー使用量と原単位※（指数）の推移/海外（集計対象：海外生産事業所）

※ 生産重量当たりのエネルギー使用量
※ 生産時のエネルギー使用量と原単位（指数）の集計範囲は、研究所とオフィスは対象外とし

ております

※ 生産重量当たりのエネルギー使用量
※ 生産時のエネルギー使用量と原単位（指数）の集計範囲は、オフィスは対象外としております
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（注3） Scope2に関しては、指定がない限りマーケット基準にもとづき算定しています。
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国内外の電力使用量の推移/国内・海外

総エネルギー量に占める再エネ比率の推移/
電力、バイオマスボイラー

2025年度
154千トン
-CO₂e

電力 20.0%
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起源CO₂ 4.7%
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都市ガス 53.2%

蒸気 14.8%

A重油 1.9%
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電力 32.0%
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データは後送。ダミー2025年度
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A重油 0.3%
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6,045TJ
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生産時の温室効果ガス（GHG）排出量の内訳/
国内 （集計対象：国内生産事業所）

生産時の温室効果ガス（GHG）排出量の内訳/
海外（集計対象：海外生産事業所）

生産時のエネルギー使用量の内訳/
国内 （集計対象：国内生産事業所）

生産時のエネルギー使用量の内訳/
海外（集計対象：海外生産事業所）
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自家消費発電量、購入再エネ電力量/国内・海外
※コージェネを除く

電力の再エネ比率の推移/国内・海外
※コージェネを除く

木質バイオマス排出量
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国内 海外 グローバル

指標 算定方法

エネルギー
使用量

エネルギー使用量=Σ［燃料使用量・購入電力量・自家消費型太陽光発電
量・購入蒸気量×単位発熱量］

［単位発熱量］
購入電力：3.60MJ/kWh

（自家消費型太陽光発電量、再生可能エネルギー由来の購入電力量と
も、エネルギー使用量に算入）
燃料・購入蒸気：「エネルギーの使用の合理化および非化石エネルギー
への転換等に関する法律」に準拠
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CO₂以外のGHG排出量（集計対象：グローバル生産事業所、研究所）
　2025年度のCO₂以外のGHG排出量（CF₄、SF₆）はいずれも0
でした。



2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025

Scope1 212 203 220 187 183 184 188 

Scope2
マーケット基準 655 548 523 468 400 354 288 

ロケーション基準 ー ー ー ー 559 566 516 

Scope3

上
流

カテゴリー1 購入した製品・サービス 2,352 2,282 2,445 2,205 2,339 2,092 2,475

カテゴリー2 資本財 96 80 74 113 112 475 259

カテゴリー3 Scope1、2 に含まれない燃料およびエネルギー関連活動 127 198 226 220 230 227 165

カテゴリー4 輸送、配送（上流） 95 86 93 77 83 100 199

カテゴリー5 事業から出る廃棄物 44 37 41 44 46 47 45

カテゴリー6 出張 24 7 6 23 37 41 3

カテゴリー7 従業員の通勤 6 5 4 9 7 7 12

下
流

カテゴリー10 販売した製品の加工 45 39 41 41 38 36 36

カテゴリー11 販売した製品の使用 772 708 810 625 254 243 132

カテゴリー12 販売した製品の廃棄 558 481 601 559 610 615 599

カテゴリー13 リース資産（下流） 2 1 1 2 1 1 1

Scope3合計 4,119 3,923 4,343 3,918 3,757 3,885 3,929 

合計※1 4,986 4,674 5,086 4,573 4,340 4,423 4,405

サプライチェーン全体での温室効果ガス排出量

サプライチェーン全体での温室効果ガス排出量

Scope3 カテゴリ別内訳
購入した製品・サービス　
資本財
Scope1、2に含まれない燃料
およびエネルギー関連活動
輸送、配送（上流）
事業から出る廃棄物
出張
従業員の通勤
販売した製品の加工
販売した製品の使用
販売した製品の廃棄
リース資産（下流）

1

165

199

3

12

36

（千トン-CO2e）

259
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45
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リース資産（下流）

2,475
2025年度
3,929
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2023 2025
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2021
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354 184 
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0
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Scope2Scope1

Scope1

Scope3

Scope3

Scope2

（千トン-CO₂e）

※1 Scope2についてはマーケット基準を適用し、集計しています

Scope2 
基準名 算定方法

マーケット基準
Scope2排出量を供給会社に応じた個別の排
出係数にもとづき算定する

ロケーション基準
Scope2排出量を特定の地域ごとに公開され
た排出係数にもとづき算定する
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指標 算定方法

Scope1

CO₂排出量=Σ［燃料使用量×CO₂排出係数］＋非エネルギー起源温室効果ガス排出量
非エネルギー起源温室効果ガス排出量=非エネルギー起源CO₂排出量※ ＋Σ［CO₂以外の温室効果ガス排出量×地球温暖化係数］　※ 国内外ともに「地球温暖化対策の推進に関する法律」にもとづく燃料以外を燃焼したCO₂排出量を含む

［CO₂排出係数］
都市ガス：サプライヤーから入手した係数の各年度初め時点での最新データを適用

入手できない場合は「地球温暖化対策の推進に関する法律」に準拠
上記以外の燃料：「地球温暖化対策の推進に関する法律」に準拠

［地球温暖化係数］：温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度で定めた排出係数
エネルギー起源に該当する燃料は国内外ともに「地球温暖化対策の推進に関する法律」にもとづいて算出

Scope2

CO₂排出量=Σ［購入電力量・購入蒸気量×CO₂排出係数］
［マーケット基準CO₂排出係数］
購入電力：国内は「地球温暖化対策の推進に関する法律」の告示による係数の各年度初め時点での最新データを適用、メニュー別排出係数が設定されている電力を購入している場合は基礎排出係数を適用

海外はサプライヤーから入手した係数の各年度初め時点での最新データを適用
入手できない場合はIEA Emission Factors 2025 Edition、EPA eGRID 2023 Revision 2に準拠

購入蒸気：サプライヤーから入手した係数の各年度初め時点での最新データを適用
入手できない場合は「地球温暖化対策の推進に関する法律」に準拠

［ロケーション基準CO₂排出係数］
購入電力、購入蒸気：国内は「地球温暖化対策の推進に関する法律」の告示による係数の各年度初め時点での代替値を適用

海外はIEA Emission Factors 2025 Edition、EPA eGRID 2023 Revision 2に準拠
※国内オフィスの集計は、本社、住宅販社、住宅以外の営業拠点に分類し、実績データから原単位を算定した上で残余分を推計している。
※海外オフィスの集計は、実績データから原単位を算定した上で残余分を推計している。

Scope3

上
流

カテゴリー1 購入した製品・ サービス
CO2排出量=Σ［当レポートのマテリアルバランスの欄に記載の主要原材料（PRTR法対象物質を除く）の使用量にそれ以外原材料の推定値を加えたもの×排出係数（インベントリデータベースAIST-IDEA Ver.3.5.1

（産業技術総合研究所開発による世界最大規模のGHG排出量データベース）以下IDEA v.3.5.1）］、2018年度からは、主要4樹脂（PP、PE、塩ビ、PVA）に関しては原料サプライヤーの実際のGHG排出量の反映を行っ
ている。2025年度に関しては、データ都合により反映せず。

カテゴリー2 資本財 CO2排出量=Σ［固定資産増減明細表における「建物、構築物、機械装置、車両運搬具、工具器機備品、ソフトウェア」の当該年度における増加額×排出係数（サプライチェーンを通じた組織の温室効果ガス排出等の算
定のための排出原単位データベース（Ver3.6）（環境省・経産省））

カテゴリー3 Scope1、2に含まれない燃料
およびエネルギー関連活動

CO2排出量=Σ［（燃料使用量・購入電力量・購入蒸気量）×排出係数］
排出係数は、燃料についてはIDEA v.3.5.1を、購入電力・購入蒸気についてはサプライチェーンを通じた組織の温室効果ガス排出等の算定のための排出原単位データベース（Ver3.6）（環境省・経産省）を使用
国内外生産事業所・研究所、国内外オフィスを対象

カテゴリー4

輸送、配送（上流）
（主要原材料の輸送）

CO2排出量=Σ［当レポートのマテリアルバランスに記載の主要原材料（PRTR法対象物質を除く）の使用量（重量）×輸送距離×排出係数（IDEA v.3.5.1）］（輸送距離は、PVB、可塑剤、PVA、PVCについては実際の輸送
距離を反映。その他は一律200kmと仮定し算出）

輸送、配送（上流）
（製品の輸送） 連結損益計算書における「運賃」に計上された金額×排出係数（サプライチェーンを通じた組織の温室効果ガス排出等の算定のための排出原単位データベース（Ver3.6）（環境省・経産省））

カテゴリー5 事業から出る廃棄物 CO2排出量=Σ［廃棄物発生量（種類別）×排出係数（IDEA v.3.5.1）］
国内外生産事業所・研究所を対象

カテゴリー6 出張 CO2排出量=グループ従業員数×排出係数（サプライチェーンを通じた組織の温室効果ガス排出等の算定のための排出原単位データベース（Ver3.6）（環境省・経産省））

カテゴリー7 従業員の通勤 CO2排出量=Σ［拠点ごとの従業員数×排出係数（サプライチェーンを通じた組織の温室効果ガス排出等の算定のための排出原単位データベース（Ver3.6）（環境省・経産省））］

下
流

カテゴリー10 販売した製品の加工 CO2排出量=Σ［対象製品の生産量×対象製品の加工時の排出係数（IDEA v.3.5.1）］
国内外グループ会社の自動車向け製品を対象

カテゴリー11 販売した製品の使用
CO2排出量=Σ［当該年度住宅販売棟数×電力会社からの年間買電量×60年×電力排出係数］、太陽光発電システムの効果を算入
電力会社からの年間買電量は、太陽光発電システム搭載住宅の電力量収支実邸調査（2025）による。電力排出係数は温暖化対策法報告制度の令和7年度報告に用いる排出係数（代替値）0.416トン-CO2 /MWhを
使用。また住宅の使用年数を60年と仮定し算出。当該年度国内販売の住宅を対象。2018年度からはZEHにおいて使用エネルギーが削減される効果も算入を行っている。

カテゴリー12 販売した製品の廃棄 CO2排出量=Σ［当該年度の販売の製品に使用の主要原材料量×排出係数（IDEA v.3.5.1）］
当該年度に販売した製品が、同年度内に廃棄されたと仮定し算出

カテゴリー13 リース資産 （下流） 当社が貸与の機器で施工する工事を対象とし算出
CO2排出量=Σ ［当該施工単位×単位当たりの燃料使用量×CO2排出係数（温室効果ガス排出算定・報告・公表制度で定めた排出係数）］
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資源循環の実現に向けた対応

戦略（姿勢・考え方、リスクと機会）
  基本的な考え方

● 資源循環方針の策定
　積水化学グループは、2050年にサーキュラーエコノミーの実現
を通して、持続可能な社会をつくることを目指しています。この長
期ゴール実現のために、2021年度に資源循環方針とその戦略を
策定しました。
　当社グループはサプライチェーンと連携し、化石由来のバージン
原料の使用量を最小化します。また同時に、再資源化による資源
循環を推進し、事業を通じたサーキュラーエコノミーの実現を目指
します。

資源循環方針
https://www.sekisui.co.jp/sustainability_report/basic_policies/#anc-P02

WEB

化石由来原料を採用 端材の内部リサイクル

従来の取り組み

委託処理

・廃棄物発生量の最小化
・市中回収品の
   メカニカルリサイクル

・熱回収
・埋め立て最小化

・海洋プラスチック
　マイクロプラスチックの最小化

製品
設計 生産原料 施工 使用 回収

イノベーション
の推進

分離分別の
徹底

2050年
サーキュラー
エコノミーの実現

非化石由来&
再生原料の使用拡大
・バイオプラスチック
・再生プラスチック

マテリアル
再資源化率の最大化
・メカニカルリサイクル
・ケミカルリサイクル

原料

製品
設計

生産

施工

使用

回収

施工廃棄物の
最小化

内部リサイクルの
最大化
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  資源循環方針にもとづく取り組みの推進
　当社グループは、「Vision 2030」において、戦略的に4事業ドメ

インを拡大し、社会課題解決を通じて業容を倍にすることで持続可

能な社会の実現と企業成長を目指しています。これらの事業ドメイ

ンにおいて、プラスチックは重要な原料の1つと考えています。これ

まで生産工程での廃棄物排出量を削減するために、生産量原単位

を指標に毎年削減する努力を継続してきました。具体的には、発生

した端材等を原料に戻して再利用する内部リサイクルを行ってい

ます。また、廃棄物として処理する際には、エネルギー回収を含む

再生原料として活用する処分を実施してきました。

　当社グループは、2023年度および2025年度のマイルストーンを

見直し、再設定しました。これをふまえ、2023年度以降は見直した

マイルストーンの達成に向け、取り組みを加速しています。

　こうした取り組みに加え、資源循環をライフサイクル全体で推進

していくうえで、製品設計段階におけるイノベーションが重要と考

えています。新製品の設計や既存製品の各プロセスを見直すこと

で、資源循環を加速するイノベーションとなるよう取り組みを推進

しています。これらの取り組みを実現するため、「環境配慮設計指

針」を策定し、2026年2月に公開しました。

長期目標達成のためのロードマップ
2020～2022年 ～2025年 ～2030年

ビジネス
戦略

資源循環に資するサステ
ナビリティ貢献製品の売
上高（基準年：2020年）

1.1倍 1.7倍 2倍以上

原料の
資源転換

非化石由来および再生原
料使用製品の売上高

30億円 400億円 1,000億円

廃棄物の
再資源化

廃プラスチックのマテリア
ルへの再資源化率

現状把握と
ベンチマーク設定

国内65%
国内：100%

海外：85％（2035年100％）

  廃プラスチックのマテリアルへの再資源化を加速する計画
　現中期計画において、当社グループの環境面におけるKPIの1つとして廃プラスチックのマテリアルリサイクル率を設定し、技術的ハードル
の高さや実現時期等を考慮し、以下の計画のもとで推進しています。

廃プラスチックのマテリアルへの再資源化計画

Phase 実施事項 2023 2024 2025 2028 2030

【Phase1】
既存技術活用

・リサイクラーの適合性見直し

・混合物の分別徹底

・圧縮/粉砕による
①保管性向上②輸送効率改善

新しいマテリアルリサイクル技術の確立
1．難リサイクル材の対象に応じた技術の見極め
    と適用
2．運用方法の確立

ケミカルリサイクル技術の活用
他社連携による加速

【Phase２】
新規マテリアル
リサイクル技術導入

【Phase3】
ケミカルリサイクル技術を
活用した総仕上げ

内容拡充継続

複合材等難リサイクル材の
マテリアルリサイクル方法の確立

雑芥等まで再資源化可能

:マテリアルリサイクル率UP効果発現開始期待時期
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  資源循環が事業にもたらすリスクと機会
● 消費行動の嗜好変化等がもたらす機会損失
　資源循環が当社グループの事業に及ぼすリスクと機会については、TCFDガイドにもとづいて実
施した気候変動のシナリオ分析と同じ4つのシナリオにおいて分析、評価を実施しています。
　把握したリスクに関してはその軽減策を検討しています。また、機会に関しては、製品・サービスへ
の展開を通じた新しいビジネスの創出を検討しています。
　資源循環が当社グループの事業に及ぼすリスクと機会について考える際には、資源転換、資源の
再資源化、それらを加速するためのイノベーションが及ぼす移行リスクおよび物理リスクを評価して
います。特に資源循環課題に関しては、リスクを機会へと転換するために、サプライチェーンをつなぐ
サービス、そのサービスを活用した製品等が重要になってくることを意識して分析を行いました。
　例えば、以下の事例があげられます。

1 プラスチック成型加工事業における例 
　イノベーティブモビリティ、アドバンストライフライン、といったプラスチック成型加工事業において
は、製造過程で排出される廃棄物や、使用後の製品の再資源化を促進するためには、短期的なコス
トがかかるだけでなく、設備導入や技術検討等中長期的な投資が必要になるという技術面の移行リ
スクを認識しています。一方で、先行投資によって資源循環を前提とした製品や、製品の循環システ
ムが構築されると、他社製品との差別化点となり、事業を拡大する機会につながると考えています。

2 まちづくり事業における例　
　まちづくり事業においては、アメリカで先行しているLEED認証のように、使用する原料、資材につ
いても一定以上の環境配慮が行われることにより、再生材料や非化石由来の原料を使用した製品へ
の顧客ニーズが高まり、対応しきれず市場機会を失う移行リスクが考えられます。
　一方で、原料転換を意識したまちづくり事業の検討を先駆けて行うことで、不動産価値の高いまち
を提供することにつながり、事業を拡大する機会につながる可能性があると考えています。
　これらのリスクやチャンスについては、シナリオ分析にもとづく社会シナリオを用いて分析・把握を
行い、その内容をTCFDレポートを通じて開示しています。

  プラスチック廃棄物問題への対応
　2017年頃より、「海洋プラスチックごみ」に代表されるプラスチック廃棄物が大きな環境課題となっ
ています。当社グループでは、溶出を前提とした用途での一次マイクロプラスチックの製造販売は
行っていません。ただし、販売した製品の使用、あるいは使用後に廃棄されるプラスチック加工品や
製品中に含まれるプラスチック素材に関しては、適切な処理が行われない場合に自然環境の中で劣
化し、マイクロ化する可能性があると認識しています。

● 従業員教育
　当社グループは、“社会課題解決貢献力”が高い人材を育成するため、従業員教育、環境や社会貢
献活動の推進を行っています。“社会課題解決貢献力”が高い人材とは、つくり出す製品や製品を製
造するプロセスのいずれにおいても、プラスチック廃棄物等の問題を正しく認識し、その解決に向け
て主体的に行動できる人材をさします。

● 社会の変革への寄与
　プラスチックの適正な使用、処理を行うためには社会システムの構築、個々人の意識の変革・教育
が必要であると認識し、産官学でさまざまな連携を図っています。
　例えば、海洋プラスチック問題に関しては、経済産業省主催の企業連携イニシアチブ「CLOMA」に
参画しています。「CLOMA」では、海洋プラスチック問題の根本的な解決のため、サーキュラーエコノ
ミーの実現を目指して資源循環スキームの社会実装に必要な共通課題に取り組んでいます。

● マテリアルへのリサイクルの推進
　当社グループは、自社の生産事業から排出される廃棄物に関しては、廃棄物業者とマニフェストを
交わし、適正な処理を行ってきました。加えて、2021年度に資源循環方針とその戦略を策定しプラス
チックのマテリアルリサイクル※化を進めています。さらに、マテリアルリサイクルにも種々の方法が
あるため、循環性やGHG排出量といった質にもこだわりながらマテリアルリサイクル率を向上させる
よう努めています。
※ マテリアルリサイクル：当社グループではメカニカルリサイクル（狭義のマテリアルリサイクル）とケミカルリサイクル

をマテリアルリサイクルとして定義しています
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ガバナンス
  資源循環に対する課題の推進体制

　資源転換および廃棄物の再資源化等の資源循環に関わる課題、経営上のリスクとなり得る外部環
境課題に関しては、取締役会の監督のもと、リスクの大きさを認識し、適切な対応を検討し、実行する
意思決定を行っています。
　当社グループが資源循環に関連して環境や社会に与える負の影響を低減し、課題解決への貢献
を拡大するための監督・執行体制は他の環境課題と同様、環境経営推進体制にもとづいています。
　取締役会では、資源循環課題については、以下の最終決定を行っています。

・当社グループが資源循環に関連して環境や社会に与える負の影響を低減し、課題解決への貢献を
拡大する方針・戦略

・循環経済への移行をはじめとする持続可能な社会を実現するための組織の計画（移行計画）
・資源循環に関する環境課題が経営に与える影響の把握と対応方針

　取締役会で審議、決定される主要事項に関しては、環境分科会で議論、集約した資源循環に関連
した環境課題に関する全社の状況をもとに、サステナビリティ委員会にて、その方針や戦略をあらか
じめ審議しています。また、取締役会で最終決定された方針・戦略、移行計画をふまえ、環境分科会で
具体的な施策、目標設定の議論、および進捗管理をしています。

リスク管理
　リスク管理については、全社における重大リスクを特定し、グループ内で共有・管理するERM体制
を構築しています。資源循環課題に関するリスクについても、経営に重大な影響があると想定される
他のリスクとあわせ、一元的に評価しています。資源循環に関する全社的および各組織のリスクにつ
いては、取締役会、サステナビリティ委員会、社内の経営会議、各分科会において共有、審議されてい
ます。

指標・目標
  資源循環の目標

ねらい　再資源化促進

● 指標1 廃棄物発生量の生産量原単位削減率

現中期目標（最終年度の2025年度）生産量原単位　▲3%（2022年度比）
2025年度実績　+10.0％（2022年度比）
2030年目標　ー
2050年目標　サーキュラーエコノミーの実現

● 指標2 廃プラスチックのマテリアルリサイクル率

現中期目標（最終年度の2025年度）　国内65%、海外69%
2025年度実績　国内70.0%、海外68.6%
2030年目標　国内100%、海外85％
2050年目標　100%維持

● 指標3 紙使用量の人数原単位削減率

現中期目標（最終年度の2025年度）　▲3%（2022年度比）
2025年度実績　▲14.4%（2022年度比）
2030年目標　ー
2050年目標　サーキュラーエコノミーの実現

● 指標4 棟当たりの廃棄物発生量削減率

現中期目標（最終年度の2025年度）　▲12%（2022年度比）
2025年度実績　▲6.4%（2022年度比）
2030年目標　ー
2050年目標　サーキュラーエコノミーの実現

環境経営推進体制P.035
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主な取り組み
  廃プラスチックへの取り組み

● マテリアルリサイクル化の推進
　当社グループでは、既存技術でのマテリアルリサイクルの最大化に取り組んでいます。自社原料と
しての再利用化を進めるとともに、マテリアルリサイクルに重点をおいた処理の選定を進めてい
ます。
　また、マテリアルリサイクルが困難な廃棄物については、新たな処理方法の確立に取り組んでいます。

● マテリアルリサイクル率向上のための質の評価の導入
　資源循環課題のみならず、他の環境課題に関してもリスクを低減し解決に努めていき、かつ製品や
事業として持続的な展開を行い、国際的な競争力を担保していくためには、プラスチックのマテリアル
化を促進しながらも、加速すべきリサイクル方法についても見極めを行っていく必要があります。
　優先すべきマテリアルリサイクルの技術を見極め、より質の高いリサイクルを推進していくために、
目指すリサイクルの姿を明確にし、以下の3つの評価尺度で判断して、取り組みを進めています。

【目指すリサイクルの姿】
　・資源の消費量が最小であること
　・再利用の過程でGHG排出量が最小であること
　・イノベーションによる廃棄物の再資源化の拡大

【評価尺度】
　① 循環性
　② 廃プラスチックを活用することによるCO2排出の削減量
　③ 環境貢献度（難リサイクル材の処理等）

① 循環性においては、マテリアルリサイクルの中でも、さまざまな方法（例えば、プラスチックの水平
リサイクル、カスケードリサイクル、他の機能性材料としての利用、等）があるため、当社グループ
が目指す循環性を評価しています。

② CO₂排出の削減量については、マテリアルリサイクルが気候変動の緩和に好影響を与えることを
評価し、悪影響を与えないリサイクル方法であることを確認しています。

③ 環境貢献度については、難リサイクル材※を処理することによる社会的意義や環境貢献度合いを
評価しています。

※ 難リサイクル材：現在、処理が難しく、サーマルリサイクルや埋立しかできていない材料

● 社内施策の運用による取り組みの加速
　廃プラスチックのマテリアル化に向けた計画を具現化させるため、以下の施策、仕組みを開始して
います。

1 “資源循環の支援策”の活用
　質の高いリサイクル方法で廃プラスチックのマテリアルへの再資源化を進めていくために、マテリ
アルへの再資源化量に応じて取り組みにかかる費用や設備の経済的支援を行う“資源循環の支援
策”を、2024年度および2025年度に運用しました。

2 プラスチック資源循環に関する検討や研鑽の場の設定
　耐久性の高いインフラ用プラスチック製品を中心とした事業を展開する環境・ライフラインカンパ
ニーでは、資源循環ワーキンググループを立ち上げて検討しています。事業所や研究所における廃
プラスチックの資源循環を加速させ、難リサイクル材に関する新しいリサイクル技術の開発や評価を
推進することが目的です。四半期に1回、“プラスチック資源循環検討会”を開催し、取り組みの進捗の
共有や、好事例の水平展開を行っています。

● 省梱包化の推進
　当社グループでは、従来より、梱包材の減容、通い箱※、無梱包化等に取り組んできました。この省
梱包化は、2000年代初頭から積極的に取り組んだ結果、一定の成果をあげています。今後もそれら
の活動を維持継続し、梱包材の廃棄削減に努めていきます。
※ 拠点間を行き来して材料や部品、製品を輸送する循環型の箱

  建築資材リサイクルの促進
　住宅業界では、業界全体で建築資材の有効活用・再資源化に取り組んでいます。当社グループも
その一員として、住宅を建築する際に発生する建築廃材の発生量を低減するとともに、リサイクルを
進めています。
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  事業を通じた資源循環への貢献
　2050年のサーキュラーエコノミーの実現なくしてカーボンニュートラル社会の実現はあり得ませ
ん。当社グループは、資源循環戦略およびロードマップにもとづき、プラスチック原料については非
化石由来もしくは再生材等循環が可能な原料への転換や、既存製品の資源循環に資する製品設計
の見直しを推進しています。また、事業を通じた貢献を加速させるよう、サステナビリティ貢献製品の
創出や市場拡大を行っています。

● 資源循環に資する製品例

事業分野 テーマ 製品例

住宅
製 品の寿 命 延 長のためのリ
フォームメニューや、住宅をリ
ユースする際のサービス等

・お客様から別のお客様が住宅を受け継ぎ、安心して暮らし続けるためのサービス
「Be ハイム」

建築・土木
原料として再生プラスチックを
使用している製品

・集中豪雨の際の雨水の一時貯留を可能にする製品（雨水貯留材「クロスウェーブ」）
・資源循環性を有するインフラ（発泡三層管）
・住宅メーカーと化学メーカー、リサイクラーの強みを融合することで資源循環ス

キームを構築し、新築現場で発生した端材をケミカルリサイクルにより再生された
ポリエチレン樹脂を原料とした架橋ポリエチレン管「エスロペックス」

モビリティ
お客様の端材を引き取り、原料と
して活用するバイバックシステム

・製品を購入いただいたお客様から端材を買い戻す（Buyback）契約を結び、端材
をリサイクルするシステム（SEKISUI KYDEX 社の製品）

● 他社連携の取り組み

施工端材を活用した資源循環スキームの構築
　当社グループは、旭化成株式会社、旭化成ホームズ株式会社、積水ハウス株式会社、株式会社
CFPと連携し、建築現場で発生する給水・給湯用の架橋ポリエチレン管「エスロペックス」の施工端材
を回収・再利用する資源循環スキームの構築に取り組んでいます。 
　回収した端材は、CFPによるケミカルリサイクルを経て再生エチレンへ転換され、旭化成により再
生ポリエチレン樹脂として再資源化されます。 
　さらに当社が再生原料を用いた配管材として再製品化することで、製品循環を実現する見通しです。 
　住宅メーカー3社の参画により回収量の拡大と経済性向上を図り、設計・回収・再資源化を一体化
した循環モデルを確立します。 
　本取り組みを通じ、環境負荷の低減とサーキュラーエコノミーの実現に貢献していきます。

  イニシアチブとの連携
　資源循環課題は、長期ゴールの実現に向けて他企業および団体等と連携し、協働を図ることで、解決
への貢献の拡大やマイルストーンの前倒し達成が可能となります。これをふまえ、当社グループは各種
イニシアチブやフォーラム等の団体への参加・登録を行っています。参加・登録に際しては、設立意図や
取り組みの方向性、ゴール等について、当社グループの意志と一致していることを確認しています。
　活動参加の継続については、目指す方向性に差異が生じていないかを年次で確認し、判断してい
ます。方向性が異なると判断した場合には、退会、脱退の手続きを行います。

● 参加・登録しているイニシアチブ・フォーラムなど

CLOMA（クリーン・オーシャン・マテリアル・アライアンス）
主催	����������� 経済産業省、環境省、農林水産省
意義/目的	����  地球環境の課題である海洋プラスチックごみの問題解決
活動	�����������プラスチック製品のより持続可能な使用、ならびにプラスチック廃棄物の削減につな

がる革新的な代替品の開発および導入普及を図っています。
当社の役割	���プラスチックの循環を目指すための企業連携による活動を推進する5つのキーアク

ションワーキンググループのうち、ケミカルリサイクルの技術確立と社会実装を主題
とするWG3の座長会社として、関連企業の共通課題を抽出し、課題を解決するための
活動を推進しています。

架橋ポリエチレン管「エスロペックス」の資源循環スキーム図
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　2025年度は以下の活動を実施しました。
1 ルールメイキングに関する活動
　2023年度にCLOMAが公表したケミカルリサイクル技術のポジションペーパーをもとに、ケミカル
リサイクル技術の社会実装に向けた共通課題の解決に取り組んでいます。特に2025年度には「資源
循環の促進のための再資源化事業等の高度化に関する法律」に関する意見交換を官公庁と重ね、ケ
ミカルリサイクルの社会実装における課題解決につながる制度運用や必要な配慮事項について議
論を行いました。

2 資源循環製品の価値向上に向けた活動
　優れた資源循環製品を定義し、認証を与えることは製品価値の向上につながるとの考えのもと、資
源循環関連の認証や製品基準の検討において、ケミカルリサイクル技術の観点から意見を発信して
います。2025年度には、公益財団法人 日本環境協会が運営するエコマーク基準策定委員会におい
てCLOMAのワーキンググループ（WG）座長企業として参画した“ケミカルリサイクルのプロセス認
証”が公開され、運用が始まりました。引き続き、“ケミカルリサイクルの製品認証”についても基準策
定委員会が始動し、基準策定に向けた議論が進められています。

循環経済パートナーシップ（J4CE）
主催	����������� 環境省、経済産業省、および（一社）経団連
意義/目的	����  循環経済への流れが世界的に加速化する中で、国内の企業を含めた幅広い関係者

の循環経済へのさらなる理解醸成と取り組みの促進を目指す。
活動	����������� 事例集を通じた事例の紹介や、社会への発信、企業間連携を後押ししています。
当社の役割	��� 事例の発信や、最新情報の把握による社内技術や施策へのフィードバックによって新

しい循環ビジネスの創出や社会実装を加速しています。

一般社団法人SusPla（サスプラ）
意義/目的	����  資源循環の静脈、動脈に位置する企業が連携し、サーキュラーエコノミーの実現を目

指した活動の場をつくる。
活動	����������� 車輛、電子等のブランドオーナーに対する再生プラスチック活用の要求に端を発し、

要求分野の拡大が想定される中、品質優良なプラスチックを確保するため、まずはリ
サイクラー認証をつくり、再生プラスチックの品質を担保できる優良リサイクラーの育
成、増加を図る。

当社の役割	��� 団体設立段階から幹事企業として参画し、ケミカルリサイクルのリサイクラーとしての
立場、再生材を使用する立場からの意見を述べ、認証、運用等の実用化に寄与してい
ます。

一般社団法人エコシステム社会機構 （ESA）
意義/目的	���� 「循環」と「共生」を基軸に、企業・自治体・研究機関等の共創を促進し、持続可能で心

豊かな社会の実現を目指す。多主体が補完し合う自律分散型のエコシステム社会の
構築を使命とする。

活動	����������� 産官学民の連携によるプラットフォームとして、地域課題や社会課題に対する共創プ
ロジェクトを推進。事業スキームの実証や人材育成、イベント・協定等を通じて社会実
装を進める。

当社の役割	��� ESAの中のタスクフォースであるJ-CEPで活動し、企業連合の一員として、事例発信
や技術協力を行いサーキュラーエコノミーの実現に貢献しています。

サーキュラーパートナーズ（CPs）
意義/目的	����  経済産業省により2023年3月に策定された「成長志向型の資源自律経済戦略」にもと

づき、サーキュラーエコノミーの実現を目指し、産官学の連携を促進する。
活動	�����������「ビジョン・ロードマップ」、「サーキュラーエコノミー情報流通プラットフォーム」、「地域

循環モデル」等のテーマに取り組みます。
当社の役割	��� パートナーシップの一員として、事例発信や技術協力を行いサーキュラーエコノミー

の実現に貢献しています。情報流通プラットフォームづくりについては、今後のあり方
や、流通情報の提供等についての知見を共有しながら、将来のサーキュラーエコノ
ミーを支えるデータ基盤の体制を検討しています。
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パフォーマンス・データ

生産事業所の廃棄物発生量※1・原単位※2（指数）の推移/国内

生産事業所の廃棄物発生量※1・原単位※2（指数）の推移/海外

  生産事業所の廃棄物関連データ

※1 �廃棄物発生量：生産事業所の責任によるものに絞っており、試作やカンパニー責任による
在庫処分量は含まれておりません。

 �2022年10月実施の環境・ライフラインカンパニーと高機能プラスチックスカンパニーの一
部事業の管轄変更に伴い、2022年度の両カンパニーのデータは2022年度期初から管轄変
更したものとして集計しています。

※2 �生産重量当たりの廃棄物発生量

（　）内は前年度比増減、〈　〉内は総発生量に対する比率

住宅カンパニー 環境・ライフラインカンパニー
高機能プラスチックスカンパニー メディカル
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廃棄物総発生量 リサイクル量 非リサイクル量

2021年度 68,939 63,243 5,696

2022年度 71,179 63,139 8,040

2023年度 64,943 57,971 6,972

2024年度 67,716 60,797 6,919

2025年度 68,261 61,292 6,989

生産事業所の廃棄物発生、処理状況/国内・海外

生産事業所の2025年度1年間の廃棄物発生・処理状況/国内・海外
場内再利用 8,535トン
（9%減）

総発生量
68,261トン
（4.4%増）
〈100%〉

廃棄物排出量
36,800トン
（2.8%減）〈53.9%〉

再資源化委託
31,899トン
（1.1%減）〈46.7%〉

外部処分 4,902トン
（10.9%減）〈7.2%〉

埋立処分 3,409トン
（17.4%増）〈5.0%〉

有価売却 29,393トン（11.8%増）〈43.1%〉

マテリアルリサイクル
13,579トン
（6.3%減）〈19.9%〉

マテリアル
リサイクル合計
40,292トン
（7.1%増）
〈59.0%〉

場内焼却（減量） 2,068トン
〈3.0%〉

焼却熱利用等
2,680トン
（9%減）
〈3.9%〉

単純焼却 1,493トン
（48.1%減）〈2.2%〉

焼却熱利用等
18,320トン
（1.9%増）
〈26.8%〉

（単位：トン）
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生産事業所の発生廃棄物の内訳/国内

生産事業所の発生廃棄物の内訳/海外

2025年度
40千トン

ガラス･陶磁器くず
10.9%

汚泥 17.8%

紙くず 4.1%

 

木くず 2.8%
金属くず 4.4%

石膏ボード 1.8%
廃油･廃酸･廃アルカリ

11.6%

燃えがら 0.4%
その他 2.5%

廃プラスチック
43.7%

紙くず 1.6%
ガラス・陶磁器くず 1.1%

廃プラスチック
75.5%

その他
14.0%

2025年度
28千トン汚泥 3.1%

廃油 2.3%

金属くず 1.4%
木くず 1.2%

指標 算定方法

廃棄物発生量

廃棄物発生量=外部処分委託量+再資源化量（焼却熱利用+マテ
リアルリサイクル+有価売却）+場内焼却量、ただし以下を除く
住宅施主の旧邸解体時の廃棄物、事業所で施工の工事残材、設
備･OA機器等の廃棄、診療・医療行為で発生する感染性廃棄物

● 住宅新築時の廃棄物関連データ有害廃棄物発生量/リサイクル率（国内・海外）2025年度
住宅新築時の廃棄物発生量の推移（1棟当たり）/国内

その他
リサイクル

非リサイクルマテリアル
リサイクル

0

4,000
3,000

2,000

1,000

5,000

7,000

6,000

有害廃棄物発生量（トン）

3,065

16.6%

8.0% 2.8% 1.5% 

11.6% 16.2% 14.0%

1.0% 

97.6% 98.5%

0.5% 1.0%

23.5% 29.4%

74.5% 95.1%
70.3%2.0% 2.1%0.3%

20.9% 14.7%

77.0%

6.4%
3,156

71.2% 78.6%
91.6%

0.5%

7.9% 6.8%
2,917

1,871
1,241

778

廃油
2023 2024 2025

廃酸
2023 2024 2025

廃アルカリ
2023 2024 2025

合計
2023 2024 2025

5,766

968
1,400 1,608

84.6%

3.8%
5,904

78.6% 82.3%

5.2%
5,334 3.6%

指標 算定方法

有害廃棄物発生量
およびリサイクル

された割合

リサイクル率＝リサイクル量÷有害廃棄物発生量
有害廃棄物：廃油、廃酸、廃アルカリ
リサイクル：マテリアルリサイクル

※ 発生量の定義を見直したため、経年にさかのぼって修正しております

指標 算定方法

棟当たりの
廃棄物発生量

棟当たりの廃棄物発生量（新築現場）＝新築現場の廃棄物発生
量÷販売棟数
※ 参考：�住宅新築時の廃棄物発生量＝住宅外壁工場の廃棄物

発生量＋住宅組立工場の廃棄物発生量＋新築現場の
廃棄物発生量

住宅新築時の1棟当たりの廃棄物発生量=住宅新築時の廃棄
物発生量÷販売棟数
国内住宅事業を対象

※ 2025年度より、一部拠点で計量方法の変更あり

0

2

1

3
（トン）

外壁工場組立工場 新築現場

0.26
2.04

0.53

1.25

0.28
2.00

0.51

1.21

0.28
2.23

0.55

1.40

0.27
2.17

0.58

1.32

2021 2022 20242023

新築現場

外壁工場

組立工場0.28
2.03

0.52

1.22

2025
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● オフィスの廃棄物関連データ

オフィスのコピー用紙使用量原単位（指数）の推移

指標 算定方法
オフィスの
コピー用紙

使用量原単位

オフィスのコピー用紙使用量原単位=
オフィスのコピー用紙使用量÷オフィス人員

10

30

20

0

50

150

100

0

原単位指数（2022年度を100）使用枚数（千枚/人）

9.0

4.35.5

12.0
8.8

4.7

10.2

3.3

117.4

136.8

100

100 93.1

103.0

70.8

116.6

国内 海外

85.8

51.7

BM

2023 20242021 2022

4.54.0

2025
※ 2024年度から国内の集計精緻化に伴い、対象範囲の見直しを実施
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プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律の開示項目 積水化学グループの管理指標とする再資源化（有価売却含めて外部に排出するもの）
排出量（トン） 再資源化率（%） サーマルリサイクル率（%） 再資源化等率（%） 排出量（トン） 再資源化率（%） サーマルリサイクル率（%） 再資源化等率（%）

2023年 2024年 2025年 2023年 2024年 2025年 2023年 2024年 2025年 2023年 2024年 2025年 2023年 2024年 2025年 2023年 2024年 2025年 2023年 2024年 2025年 2023年 2024年 2025年

積水化学工業株式会社 4,417 3,935 3,968 8.1 9.5 17.2 85.0 85.0 77.0 93.1 94.4 94.2 9,946 11,357 11,390 59.2 68.6 71.1 37.7 29.4 26.8 96.9 98.1 98.0

北海道セキスイハイム工業株式会社 31 24 27 0.0 0.0 0.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 31 24 27 0.0 0.8 0.0 100.0 99.2 100.0 100.0 100.0 100.0

東北セキスイハイム工業株式会社 17 45 30 0.0 0.0 1.1 100.0 100.0 98.9 100.0 100.0 100.0 31 61 34 45.1 26.7 12.9 54.9 73.3 87.1 100.0 100.0 100.0

セキスイハイム工業株式会社 316 246 226 1.8 6.5 7.8 97.3 93.5 92.2 99.2 100.0 100.0 430 382 383 16.2 30.4 45.4 83.2 69.6 54.6 99.4 100.0 100.0

中四国セキスイハイム工業株式会社 54 67 55 0.0 0.0 0.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 57 71 61 5.1 5.9 10.2 94.9 94.1 89.8 100.0 100.0 100.0

九州セキスイハイム工業株式会社 43 27 17 0.0 0.0 0.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 50 42 30 13.9 35.9 42.9 86.1 64.1 57.1 100.0 100.0 100.0

セキスイボード株式会社 96 100 98 24.2 28.7 32.3 75.8 71.3 67.7 100.0 100.0 100.0 96 100 100 24.2 28.7 33.5 75.8 71.3 66.5 100.0 100.0 100.0

東日本積水工業株式会社 1 1 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 9 18 3 94.1 96.0 100.0 0.0 0.0 0.0 94.1 96.0 100.0

西日本積水工業株式会社 181 208 172 0.4 0.3 0.3 99.6 99.7 99.7 100.0 100.0 100.0 181 208 173 0.4 0.3 1.4 99.6 99.7 98.6 100.0 100.0 100.0

積水化学北海道株式会社 285 304 394 74.5 87.5 91.6 25.5 12.5 8.4 100.0 100.0 100.0 309 314 394 76.5 87.9 91.6 23.5 12.1 8.4 100.0 100.0 100.0

千葉積水工業株式会社 98 119 98 37.7 47.9 86.7 15.9 9.9 13.3 53.6 57.8 100.0 153 166 196 60.1 62.5 93.3 10.2 7.1 6.7 70.2 69.6 100.0

東都積水株式会社 311 228 189 0.0 0.0 0.0 92.0 86.9 69.6 92.0 86.9 69.6 806 688 660 61.5 66.9 71.4 35.4 28.8 19.9 96.9 95.7 91.3

山梨積水株式会社 158 131 78 86.5 84.3 84.0 13.5 15.7 16.0 100.0 100.0 100.0 464 340 334 95.4 94.0 96.3 4.6 6.0 3.7 100.0 100.0 100.0

奈良積水株式会社 192 176 193 18.6 41.2 42.5 35.8 58.8 50.6 54.4 100.0 93.0 220 198 227 28.8 47.8 51.0 31.3 52.2 43.1 60.1 100.0 94.1

四国積水工業株式会社 14 5 56 0.0 0.0 0.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 307 212 278 95.3 97.5 79.7 4.7 2.5 20.3 100.0 100.0 100.0

九州積水工業株式会社 107 88 85 70.1 60.6 3.3 29.9 39.4 41.1 100.0 100.0 44.4 507 457 552 93.7 92.4 85.1 6.3 7.6 6.3 100.0 100.0 91.4

積水テクノ成型株式会社 71 64 86 42.5 44.0 37.1 56.1 55.1 62.9 98.6 99.1 100.0 598 487 660 87.5 84.4 84.1 12.4 15.5 15.9 99.8 99.9 100.0

積水フーラー株式会社 90 94 127 0.0 0.0 0.0 84.9 90.7 78.2 84.9 90.7 78.2 145 142 216 38.1 34.0 41.1 52.6 59.9 46.1 90.7 93.9 87.1

積水メディカル株式会社 74 279 279 0.6 2.6 3.7 99.2 45.3 92.2 99.8 47.9 95.9 75 315 326 2.1 13.6 17.5 97.7 40.2 79.0 99.8 53.7 96.5

積水ナノコートテクノロジー株式会社 88 76 46 0.0 0.0 0.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 88 77 65 0.0 1.2 30.2 100.0 98.8 69.8 100.0 100.0 100.0

徳山積水工業株式会社 120 100 90 0.0 24.2 36.2 89.6 66.4 52.9 89.6 90.6 89.1 464 353 433 74.1 78.5 86.7 23.2 18.8 11.0 97.3 97.3 97.7

積水ポリマテック株式会社 229 181 178 0.0 0.0 0.0 98.7 99.2 100.0 98.7 99.2 100.0 229 181 178 0.0 0.0 0.0 98.7 99.2 100.0 98.7 99.2 100.0

積水ソフランウイズ株式会社 50 63 73 0.0 0.0 0.2 11.4 13.2 11.6 11.4 13.2 11.8 50 63 73 0.0 0.0 0.2 11.4 13.2 11.6 11.4 13.2 11.8

積水成型工業株式会社 152 103 97 11.7 0.0 6.0 80.9 93.7 82.0 92.6 93.7 88.1 986 1,093 933 86.4 90.5 90.2 12.4 8.9 8.5 98.9 99.4 98.8

積水LBテック株式会社 58 45 26 13.1 6.4 12.9 0.0 0.0 32.0 13.1 6.4 44.9 58 45 26 13.1 6.4 12.9 0.0 0.0 32.0 13.1 6.4 44.9

株式会社プラスチック工学研究所 6 8 9 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 6 8 9 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

グループ合計 7,259 6,717 6,697 13.0 15.5 21.1 78.7 75.9 71.5 91.6 91.4 92.6 16,297 17,401 17,762 60.7 66.9 70.0 35.6 29.7 27.2 96.3 96.7 97.2
再資源化：メカニカルリサイクルおよびケミカルリサイクル　　再資源化等：メカニカルリサイクルおよびケミカルリサイクル＋サーマルリサイクル

『プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律』に則った廃プラスチックのリサイクル状況の開示
（2025年度排出量および再資源化状況/国内生産事業所・研究所）
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水リスクの低減

戦略（姿勢・考え方、リスクと機会）
  基本的な考え方

● 水リスクの最小化と水課題の解決
   積水化学グループは、「SEKISUI環境サステナブルビジョン
2050」で目指す“生物多様性が保全された地球”の実現のために、

「健全な水に満ちた社会の実現」をゴールの1つとして掲げてい
ます。
　健全な水に満ちた社会を実現するため、以下の目指す姿を設定
しました。

〈目指す姿〉
1 積水化学グループの水リスク最小化

持続的な操業のために、当社グループが受ける水リスクの最小
化および、生物多様性の保全のために、当社グループが与える
水リスクの最小化を行います

2 地域の水課題解決への貢献
水リスクの最小化だけでなく、自然資本にプラスにリターンする
ことを目指し、サステナビリティ貢献製品や流域関係者との協働
を通じて地域の水課題解決に貢献します

水資源方針
https://www.sekisui.co.jp/sustainability_report/basic_policies/#anc-P02

WEB

  健全な水に満ちた社会を実現するための
ロードマップ

　健全な水に満ちた社会を実現するという目標からのバックキャス
ティングにより、具体的な施策とマイルストーンを設定し、取り組みを
進めています。

・地域の水リスクとその事業影響を評価し、事業影響の大きい拠
点・調達先や地域の水リスクが顕著な拠点を選定しています。

・事業影響の大きい拠点は、事業所のリスクに合わせ、事業影響を
最小化するための取り組みを推進しています。

・事業影響の大きい調達先は、2030年までに調達先の見直し等に
よりリスクを最小化します。

・地域の水リスクが顕著な拠点は、2030年までに環境負荷を最小
化します。

・モニタリング指針を作成し、全拠点で事業影響や環境負荷が増
加しないか監視しています。

　また、水資源の保全を含む自然資本へのリターンを加速するた
めに、サステナビリティ貢献製品の開発を継続的に推進していきま
す。これにより、地域の水課題解決やサプライチェーン上の環境負
荷の最小化に貢献します。
　さらに世界各国の各拠点の取り組みとして、2030～2050年にか
けて水源流域関係者との協働体制を構築することで、地域の水課
題解決に貢献します。

ロードマップ

事業所が立地する
すべての地域での
水リスク最小化

調達リスクの
最小化

サプライチェーン
の環境負荷最小化

地域の水課題
解決への貢献

積水化学グループが
活動するすべての地域、
サプライチェーン上の
健全な水に満ちた
社会の実現

サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン

調達先の
水リスク・事業影響の把握

サプライチェーン

調達先 調達先の 事業影響最小化

事業所
事業影響の大きい拠点の

事業影響最小化全事業所の
水リスク・事業影響の把握

地域の水リスクが顕著な拠点の 環境負荷最小化 流域関係者との 協働
による地域課題解決

リターン

サステナビリティ
貢献製品の開発

最小化

最小化

リターン

サプライチェーン上の環境負荷の把握

環境負荷を減らすための製品開発

調達先の水利用状況や地域の水リスクのモニタリングによる 健全な状態の維持

全事業所の水利用状況や地域の水リスクのモニタリングによる 健全な状態の維持

2050
長期マイル
ストーン2020

2021 短期マイル
ストーン2023

中期マイル
ストーン2030

サステナビリティ貢献製品による地域の水課題解決への貢献
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　当社グループの水リスクについては、地方分散と都市集中を対極に置いた一軸と、1.5℃未満と
4℃以上を対極においた気候変動の緩和と加速の一軸の二軸で想定される4つの社会シナリオを描
き、おのおのの社会における水リスク側面の影響を検討し、その影響下で生じるリスクと機会の分析
を行いました。

  水資源に関する課題が事業にもたらすリスクと機会
　水資源の課題が企業に及ぼすインパクトと、企業が水資源に及ぼすインパクトの大きさを評価し、
リスクの重要性を判断し、取り組むべき優先順位を設定しています。
　具体的な水資源の課題に関するリスクと機会の項目については、TCFDガイドにもとづくシナリオ
分析を用いてその大きさや影響範囲、項目等を把握しています。
　例えば、以下の事例があげられます。

● サプライヤーに関する例
　気候変動によって多発あるいは激甚化する水災害が多いエリアで生産活動を行っているサプライ
ヤーの工場や自社工場については、操業リスクが高いことを認識しています。このような操業リスク
を低減することができる製品（例：雨水を一時的に貯留し、徐々に放出することで、河川等の決壊や住
居における床上浸水等が生じる確率や被害を軽減できる製品）に対するニーズの拡大が機会となる
と考えています。

● プラスチック成型加工事業における例
　プラスチック成型加工にかかわる事業においては、生産を行う工場の河川の流域の状況に応じて、
十分な水の供給ができなくなる取水リスクや法規制の強化に伴う排水リスクの高まりが考えられま
す。これらのリスクに対しては、操業エリアの水資源に対する依存と影響を認識したうえで、水の循環
利用の徹底や排水の質について法規制を上回る改善を継続することが、低減策になると考えていま
す。これらを可能にする水の浄化設備や浄化にかかわる技術や製品の提供が機会になると考えます。

ガバナンス
  水リスク課題に対する推進体制 

　経営上のリスクとなり得る水リスクに関しては、取締役会の監督のもと、リスクの大きさを認識し、
適切な対応を検討し、実行する意思決定を行っています。
　当社グループが水資源および水リスクに与える影響を低減し、課題解決への貢献を拡大するため
の監督・執行体制は他の環境課題同様、環境経営推進体制にもとづいています。
　取締役会では、水リスク関連の課題については、以下の最終決定を行っています。

・水資源に関する依存と影響を緩和し、課題解決への貢献を拡大する方針・戦略
・健全な水に満ちた社会を実現するための組織の計画（移行計画）
・水リスクが経営に与える影響の把握と対応方針

　取締役会で審議、決定される主要事項に関しては、環境分科会で議論、集約した水リスクに関する
全社の状況をもとに、サステナビリティ委員会にて、その方針や戦略をあらかじめ審議しています。ま
た、取締役会にて最終決定された方針・戦略、移行計画をふまえ、環境分科会で具体的な施策、目標
設定の議論、および進捗管理をしています。

リスク管理
　リスク管理については、全社における重大リスクを特定し、グループ内で共有・管理するERM体制
を構築しています。水リスクについても、経営に重大な影響があると想定される他のリスクとあわせ、
一元的に評価しています。水リスクを含む、全社的および各組織のリスクについては、取締役会、サス
テナビリティ委員会、社内の経営会議、各分科会において共有、審議されています。

  水リスクによる事業影響評価
　2050年に向けたロードマップの初年度である2020年度には、積水化学グループのすべての生産事業
所と研究所を対象に、水リスクが事業活動に与える影響の評価を実施しました（2013年度評価の更新）。
　評価の目的は、①各生産事業所が立地する地域の水課題（外部要因）の把握と、②水リスクによる
事業影響や環境影響が大きい事業所の特定でした。

環境経営推進体制P.035
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　地域の水課題の把握には、国際環境NGO：世界資源研究所（WRI）の水リスク評価ツール
「Aqueduct Water Risk Atlas 3.0」の評価結果と、各事業所からの水利用状況アンケート回答を活用
しました。これらの情報をもとに、CEO Water Mandateが示す企業向け水目標設定ガイドライン※に
沿って評価を行い、水リスクへの対応を優先すべき5事業所を選定しました。2023～2025年度にかけ
て、これら5拠点を対象に、事業影響の最小化に向けた具体的な取り組みを策定・推進しました。
※ Setting Site Water Targets Informed By Catchment Context : A Guide For Companies

　また、2025年度には、前回評価（2020年度）から5年が経過したことを受け、日本の生産事業所およ
び研究所を対象に水リスク評価を更新しました。2026年度には、日本以外の生産事業所にも評価対
象を拡大し、グローバル全拠点での水リスク評価の更新を完了する予定です。
　評価の更新にあたっては、2020年度以降の社会環境の変化を考慮し、目指す姿や評価の考え方を改め
て整理しました。そのうえで各拠点の最新状況をふまえ、新たな目標と取り組み内容を再設定しています。
　2020年度の評価では、水リスクの高い拠点に対して個別に目標を設定し対応を進めてきました
が、それ以外の拠点には明確な目標がありませんでした。今回の評価ではこの考え方を見直し、日本
のすべての生産事業所および研究所を対象に、各拠点の機能や実態に応じた目標設定を行いまし
た。日本以外の拠点にも同様に目標設定予定であり、これにより、グループ全体で水リスクへの取り
組みを進める体制を整えます。
　水リスク評価は、2020年度と同様に「環境影響」と「事業影響」の2つの観点で実施していますが、
今回新たに、事業影響を金額に換算して評価しました。これにより、各拠点が直面する水リスクの大き
さを定量的に把握し、想定される影響額に応じた対策の検討や取り組みを進めることが可能となりま
した。あわせて、全社として事業影響額を継続的に低減していくことを目標として設定しています。
　なお本評価では、水資源や渇水リスクを中心とした世界的な水ストレスの把握にWRIの

「Aqueduct Water Risk Atlas 4.0」を用いました。一方で、水質リスクや生物多様性、規制・評判リス
クについては、流域特性をふまえた評価が可能な国際環境NGO：世界自然保護基金（WWF）の

「Water Risk Filter ver.2.0」を活用しています。さらに、日本の拠点における洪水などの地域特有の
災害リスクについては、国土交通省の「重ねるハザードマップ」で現状を確認し、将来（2050年）に向
けた洪水影響の評価にはWRIの「Aqueduct Floods」を併用しました。これらのツールを目的に応じ
て使い分けることで、環境影響と事業影響の両面から、現在および将来を見すえた多角的な水リスク
評価を実施しています。また、各事業所に対して改めて水利用状況や取り組み状況に関するアンケー
トを実施し、その回答結果も評価に反映しています。

指標・目標
  水リスクに関する目標

ねらい　水資源の維持

● 指標1 水使用量の多い生産事業所の水使用量削減率

現中期目標（2023～2025）　▲10%（2016年度比）
2025年度実績　▲5.9%（2016年度比）
2030年目標　ー
2050年目標　ー

※ 水使用量の多い生産事業所：グローバル全生産事業所の総取水量に占める取水量割合が15％以上の2拠点を2018
年度に選定。当該2拠点合計の取水量割合：2025年度 38.9%。

● 指標2 COD排出量の多い生産事業所の河川放流水のCOD総量削減率

現中期目標（2023～2025）　▲10%（2016年度比）
2025年度実績　▲21.8%（2016年度比）
2030年目標　ー
2050年目標　ー

※ COD排出量の多い生産事業所：日本の生産事業所の総COD排出量に占めるCOD排出量割合が10％以上の4拠点を
2018年度に選定。

● 指標3 水リスク最小化

現中期目標（2023～2025）　
　国内外5拠点固有の水リスクに対する事業影響最小化の取り組み実施
2025年度実績　4拠点で取り組み実施
2030年目標　ー
2050年目標　ー

水リスク最小化に向けた取り組み例と最小化判断基準P.076
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主な取り組み
  サプライチェーンに対する水リスクの影響

　当社グループの原材料のうち、製造時に淡水を大量に消費する主なサプライヤーは以下のとおり
です。

・住宅事業で使用する鋼材の製造事業者
・プラスチック事業で使用する合成樹脂の製造事業者
　合成樹脂の製造事業者については、2023年度より水リスクや生物多様性を中心とした環境課題に
関する方針、目標設定、取り組み状況をアンケートにより確認し、リスクの把握を進めています。さら
に、抽出したリスクの整理と低減に向け、将来的な環境デューデリジェンスを見すえた現状把握の一
環として、サプライヤーとの対話を実施しています。
　加えて、リスク回避策や好事例の共有を通じて、当社グループおよびサプライヤー双方のリスク感
度の向上と、リスク低減の推進に取り組んでいます。
　これらのサプライヤーに対しては、SEKISUI環境サステナブルインデックスを用いた継続的なモニ
タリングも実施しています。具体的には、原材料製造時の排水に含まれる汚濁物質による環境負荷
を、自然資本への負荷として定量的に把握しています。
　また、当社グループの事業活動における水環境への負荷低減に加え、水環境の改善・維持に貢献
する製品・サービスの拡充による環境貢献を、自然資本へのリターンとして評価しています。
　さらに、2020年度からは、製品サプライチェーンにおける水リスクと、製品による水リスク低減が自
然資本および社会資本へのリターンに与える影響の把握にも取り組んでいます。

  事業を通じた水リスク軽減への貢献
　当社グループは、水の供給・貯水・排水等の水インフラに関する事業を展開しています。具体的に
は、水処理システムや下水管等、排水の質向上に寄与する技術や製品を提供しています。また、強靭
で災害に強い水インフラを構築することでも、社会に貢献しています。
　例えば、日本、インド、中国、台湾、他ASEAN地域で展開している製品の1つ、雨水貯留システム「ク
ロスウェーブ※」は、慢性的な水不足への対策、都市緑化および防災を目的とした雨水の循環利用、

洪水による災害対策に貢献することで、水リスクを軽減しています。
　住宅においても気候変動によって増加する災害の被害を軽減し、災害復興を支援する「縮災」のた
めに、水インフラ配管を活用した「飲料水貯留システム」の設置を推奨する等、お客様の「LIFE（生
活）」に安心をもたらすとともに、その価値を高めています。
※ クロスウェーブ：雨水貯留システム。再生プラスチックを原料とした成形品で、地下に埋設して空間を形成し、雨水を貯

留するために使用される。豪雨時に下水道や河川に流れ込む雨水の量を調節し、雨水の再利用を可能にする。

  取水量、排水負荷の高い事業所の水リスク軽減
　当社グループは、事業を行ううえで必要な水を「上水」、「工業用水」、「地下水」、「周辺の河川」等か
ら取水し、使用しています。水は地域共有の貴重な資源の1つであるという認識から、冷却水を循環
使用する等水の再利用および使用量の削減に努めています。

  取水量、排水のCOD負荷の削減
　水使用量が多い生産事業所においては、2025年度の取水量を、基準年（2016年度）比で5.9%削減
しました。これは、設備投資を通じてリサイクル水の活用拡大や河川からの取水量の自動制御の導入
などを進めた、各事業所における取り組みの積み重ねによるものです。
　COD排出量が多い生産事業所における河川放流水のCOD負荷は、2025年度に基準年（2016年
度）比で21.8%削減されました。

環境貢献投資枠による設備投資事例

事業所 削減策

取水量削減
日本A拠点

ろ過設備の導入で排水を冷却水に再利用
工場用水の見える化および管理強化

日本B拠点 工業用水の取水調整の自動化

基準年：2016年
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事業拠点
最小化する

事業影響項目
取り組み例 最小化判断基準 2025年度実績

日本

１ 渇水による減産・操業停止の危険性 生産仕込み水への排水再利用
拡大

（FY22比）
＋8.7t/hr

２ 排水処理費用による売上の圧迫

排水処理費用を増やさない
・排水処理設備改修（処理能力適正化）
・�排水処理能力改善（難分解成分の処理に適した微生物が優先種となる工程を導入）
・集約生産による生産効率向上（水使用量削減、排水量低減）
・汚泥減容剤活用

排水処理費用の売上高比1.0％以下 1.3%

海外

3 排水処理費用による売上の圧迫 排水処理費用増加を防ぐため、塩酸廃液処理設備の導入要否検討（効果有無確認）
塩酸廃液処理設備の導入要否検討
完了（効果有無確認）

検討完了。塩酸廃液処理設備導入決定
（2025年11月導入済）。

４ 水道料金による売上の圧迫
水道料金を増やさない
・月次の水使用量モニタリング/水漏れ有無確認

水道料金の売上高比1.0％以下 0.9%

日本 事業拠点2の排水処理設備

  水リスク最小化に向けた取り組み例と最小化判断基準

SUSTAINABILITY REPORT 2026
積水化学グループ
サステナビリティレポート

ページ
076

環境全般 気候変動への対応 資源循環の実現に向けた対応 水リスクの低減 生物多様性への対応 化学物質管理

076

はじめに トップメッセージ 積水化学グループの
サステナビリティ 環境 ガバナンス 参考資料社会

HOME



  水のリサイクル
   当社グループは、水源からの取水量を削減するために、生産工
程で使用している水の再使用を推進しています。環境・ライフライ
ンカンパニーや高機能プラスチックスカンパニーの各生産事業所
では、製造工程で使用する大量の冷却水を循環使用しています。
国内外生産事業所における2025年度のリサイクル使用量はおよ
そ155百万㎥となります。
　また、武蔵工場がある蓮田市では、武蔵工場で環境基準に沿っ
て浄化された排水が、埼玉県の自然保全地域に指定されている

「黒浜沼」の主な水源として活用されています。
黒浜沼についての詳細（武蔵工場 環境レポート2025）
https://www.sekisui.co.jp/musashi/assets/pdf/2025_site_report.pdf

WEB

※ 2022年10月実施の環境・ライフラインカンパニーと高機能プラスチックスカンパニーの一部事業の管轄変更に伴い、2022年度の両カンパニーのデータは2022年度期初から管轄変更したものとして集計し
ています。

※2025年度より、雨水などの影響により排水量が取水量を上回る場合には、排水量を取水量と同値となる
よう補正している。なお、同条件で2024年度データを補正した場合の排水量計は、13,110千m3となる。

※2025年度より、雨水などの影響により排水量が取水量を上回る場合には、排水量を取水量と同値とな
るよう補正している。なお、同条件で2024年度データを補正した場合の排水量計は、5,879千m3となる。

生産事業所の取水量推移/国内

パフォーマンス・データ

生産事業所の取水量推移/海外 生産事業所の排水量推移/海外
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生産事業所の水消費量推移/国内

生産事業所の水消費量推移/海外

水源 拠点のエリア
全地域 水ストレスを伴う地域

2016 2021 2022 2023 2024 2025 2016 2021 2022 2023 2024 2025

地表水

日本 696 185 18 25 0 0 0 0 0 0 0 0 
中国 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

アジア・大洋州 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
欧州 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
米州 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
合計 696 185 18 25 0 0 0 0 0 0 0 0 

地下水

日本 2,604 2,238 2,232 2,041 1,915 1,844 0 0 0 0 0 0 
中国 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

アジア・大洋州 103 132 125 116 109 105 25 24 29 116 109 105
欧州 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
米州 4 5 21 12 80 25 0 0 0 8 78 25 
合計 2,710 2,375 2,378 2,169 2,104 1,974 25 24 29 125 187 131

海水

日本 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
中国 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

アジア・大洋州 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
欧州 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
米州 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
合計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

第3者水※

日本 12,086 11,824 11,199 11,210 12,147 12,148 0 0 0 0 0 0 
中国 273 243 226 213 168 116 236 235 222 204 168 116 

アジア・大洋州 896 1,087 1,146 1,194 1,299 1,390 18 42 58 1,162 1,277 1,372
欧州 1,943 2,527 2,603 2,705 2,873 2,935 1,857 2,444 2,527 2,679 2,843 2,905 
米州 2,042 3,297 3,198 3,331 2,945 3,042 10 121 132 1,920 1,561 1,664 
合計 17,241 18,977 18,372 18,653 19,433 19,631 2,121 2,842 2,938 5,965 5,850 6,056

総取水量

日本 15,386 14,247 13,449 13,276 14,062 13,992 0 0 0 0 0 0 
中国 273 243 226 213 168 116 236 235 222 204 168 116 

アジア・大洋州 999 1,219 1,271 1,310 1,408 1,495 44 65 86 1,279 1,387 1,477 
欧州 1,943 2,527 2,603 2,705 2,873 2,935 1,857 2,444 2,527 2,679 2,843 2,905 
米州 2,046 3,301 3,219 3,343 3,025 3,067 10 121 132 1,928 1,639 1,689 
合計 20,646 21,537 20,768 20,847 21,537 21,605 2,146 2,866 2,967 6,090 6,037 6,187 

※ 第3者水：地方自治体の水供給業者からの取水（上水、工業用水）
※ 総取水量に対する「ベースライン水ストレス」が「高い」または「極めて高い」地域の取水の割合：28.6%

生産事業所の水源別取水量の推移 （単位：千㎥）
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※2025年度より、雨水などの影響により排水量が取水量を上回る場合には、排水量を取水量と同値とな
るよう補正している。なお、同条件で2024年度データを補正した場合の水消費量計は、952千m3となる。

※2025年度より、雨水などの影響により排水量が取水量を上回る場合には、排水量を取水量と同値とな
るよう補正している。なお、同条件で2024年度データを補正した場合の水消費量計は、1,596千m3となる。
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排水先 拠点のエリア
全地域 水ストレスを伴う地域

2016 2021 2022 2023 2024 2025 2016 2021 2022 2023 2024 2025　

地表水

日本 11,219 10,623 10,183 9,998 9,808 10,029 0 0 0 0 0 0 
中国 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

アジア・大洋州 22 13 16 15 21 18 2 1 2 15 21 18 
欧州 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
米州 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
合計 11,241 10,636 10,199 10,012 9,829 10,048 2 1 2 15 21 18 

地下水

日本 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
中国 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

アジア・大洋州 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
欧州 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
米州 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
合計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

海水

日本 2,892 2,205 2,149 2,303 2,776 2,555 0 0 0 0 0 0 
中国 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

アジア・大洋州 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
欧州 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
米州 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
合計 2,892 2,205 2,149 2,303 2,776 2,555 0 0 0 0 0 0 

第3者水※

日本 591 622 586 513 530 541 0 0 0 0 0 0 
中国 272 233 218 205 161 71 235 226 214 198 161 71 

アジア・大洋州 679 881 860 908 992 1,043 26 37 36 888 980 1,032 
欧州 1,930 2,511 2,592 2,696 2,859 2,912 1,857 2,439 2,521 2,674 2,833 2,885 
米州 1,585 2,177 1,819 1,934 1,847 1,716 9 62 73 704 605 586 
合計 5,057 6,424 6,075 6,256 6,388 6,283 2,127 2,764 2,844 4,464 4,579 4,575 

総排水量

日本 14,703 13,449 12,918 12,814 13,114 13,124 0 0 0 0 0 0 
中国 272 233 218 205 161 71 235 226 214 198 161 71 

アジア・大洋州 701 895 876 922 1,012 1,062 29 38 38 902 1,000 1,051 
欧州 1,930 2,511 2,592 2,696 2,859 2,912 1,857 2,439 2,521 2,674 2,833 2,885 
米州 1,585 2,177 1,819 1,934 1,847 1,716 9 62 73 704 605 586 
合計 19,190 19,265 18,423 18,571 18,993 18,885 2,129 2,765 2,846 4,478 4,600 4,593 

※ 第3者水：地方自治体などの廃水処理施設への排水（下水道）

生産事業所の排水先別排水量の推移 （単位：千㎥）

※ 2025年度より、雨水などの影響により排水量が取水量を上回る場合には、排水量を取水量と同値となるよう補正している。なお、同条件で2024年度データを補正した場合の全地域の総排水量は、18,989m3と
なる。また、水ストレスを伴う地域の総排水量は、4,600m3となる。
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排出量比（2016年度を100）
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指標 算定方法

取水量 取水量＝総取水量＝（地表水、地下水、海水、第3者水からの取水の合計）

排水量 排水量＝総排水量＝（地表水、地下水、海水、第3者水への排水の合計）（一部推計値を含む）

水消費量 水消費量＝取水量－排水量

水ストレスを伴う地域 WRI Aqueduct™ Water Risk Atlas（Aqueduct 4.0）による評価において、Baseline water stressがHighもしくはExtremely highのランクである地域

指標 算定方法

COD排出量 排出量=Σ[COD濃度（測定値の年間平均）×排水量]

拠点のエリア
全地域 水ストレスを伴う地域

2016 2021 2022 2023 2024 2025 2016 2021 2022 2023 2024 2025

日本 683 798 531 462 948 867 0 0 0 0 0 0
中国 1 9 8 8 7 44 1 9 8 6 7 44

アジア・大洋州 298 324 395 388 396 433 15 27 48 376 386 427
欧州 13 16 11 9 15 24 0 6 6 5 10 19
米州 461 1,125 1,400 1,409 1,178 1,351 1 59 59 1,225 1,034 1,103
合計 1,456 2,272 2,345 2,276 2,544 2,720 17 101 121 1,612 1,437 1,594

生産事業所の水消費量の推移

COD排出量の推移/国内

（単位：千㎥）

※ 2025年度集計対象：国内において、法律・条例・協定にもとづき定期的な測定が義務付けられている生産事業
所、研究所（11拠点）。なお、測定義務の対象となる排水については、排水先が海域、河川、下水道等のいずれであ
る場合も集計対象に含めている。

※ 2024年度までは自主測定値も含んでいる。2025年度と同条件で2024年度データを補正した場合、COD排出量は
45.7トンとなる。

※ 2025年度より、雨水などの影響により排水量が取水量を上回る場合には、排水量を取水量と同値となるよう補正している。なお、同条件で2024年度データを補正した場合の全地域の水消費量合計は、2,548千m3と
なる。また、水ストレスを伴う地域の水消費量合計は、1,437m3となる。

※総水消費量に対する「ベースライン水ストレス」が「高い」または「極めて高い」地域の水消費量の割合：58.6%
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生物多様性への対応

戦略（姿勢・考え方、リスクと機会）
  企業活動に伴う生物多様性への影響の低減

   積水化学グループの事業活動は、自然の叡智によって形成された、種の多様性・生態系サービス・生
態系ヒエラルキーといった生物多様性がもたらす多くの恩恵を受けています。そしてその一方で、生物
多様性に依存し、その状態に影響も与えています。この認識をもとに、自然を価値あるもの、つまり“自然
資本”ととらえ、その利用がもたらす影響を把握します。自然資本への負の影響を最小限に抑え、正の
影響を拡大する製品の創出や市場拡大、そして企業活動における取り組みを推進していきます。
　当社グループは、限りある資源やエネルギーの効率的な活用を推進し、温室効果ガスや有害化学物
質等による環境負荷の低減と汚染の防止に努めるとともに、製品を使っていただくお客様が生物多様
性の保全に貢献できるよう製品の機能・サービスの向上に努めます。
　また、さまざまなステークホルダーと協働し、事業活動における環境配慮と貢献、ならびに世界各地
での環境保全活動を通じて、利用する自然資本に対してポジティブな影響を与え、利用を上回るリター
ンを行っていきます。そしてこのような活動を通じて、ネイチャーポジティブ※の実現に向けて、生物多様
性の保全と回復に取り組んでいきます。
※ ネイチャーポジティブ：地球規模で生物多様性の毀損に歯止めをかけ、自然資本をむしろプラスに増やしていくこと

● 土地利用の考え方
　当社グループは、保護地域（世界自然遺産、IUCNカテゴリーI、 II、 III、ラムサール条約湿地）の近隣
では、原則として土地の利用、開発などによる転換は行いません。
　グローバルバリューチェーン全体で事業活動による生物多様性へのインパクトを把握し、生物多様性
の観点から重要と判断された地域においては、活動の見直し、最小化、回復、およびオフセット（代償）
に努めていきます。

生物多様性方針/生物多様性の行動指針
https://www.sekisui.co.jp/sustainability_report/basic_policies/#anc-P02

WEB

生物多様性のグランドデザイン

企業活動による自然資本へのリターン

社会による自然資本へのリターンをサポート 

 
 

 
 

 

①ものづくりプロセスの見直し
環境課題の相関を認識し、
トレードオフにならない解
決策を選択、遂行

社会課題解決貢献力の
高い従業員の育成による
活動推進

サプライチェーンにおいて
ネイチャー影響をポジティブに

②ネイチャーポジティブな
　製品設計への見直し

ネイチャーに直接的にポジ
ティブな影響を及ぼすよう製
品設計、サービスを見直し

③サステナビリティ貢献製品
　による貢献度拡大

④原料調達での
　取り組みを強化

⑦ステークホルダー
　との連携

ネイチャー
ポジティブ

2050

気候変動、資源循環、水リスクの課題解決に
より間接的に、あるいは直接的にネイチャー
ポジティブに貢献するサステナビリティ貢
献製品の創出と市場拡大

ステークホルダーとの連携による
活動の加速

⑤社会変革の活動をサポート

⑥人材育成

助成、寄付等による活動支援

（生物多様性が
保全された地球）

「SEKISUI環境サステナブルビジョン2050」にもとづく生物多様性保全の
 　取り組み
   当社グループは、生物多様性が保全された地球の実現に貢献するために、環境長期ビジョン

「SEKISUI環境サステナブルビジョン2050」にもとづき、取り組みを行っています。
　SDGsでも謳われているように、自然環境や社会環境の課題はそれぞれにつながっており、1つの
課題の解決を目指すためには複数の課題を認識し、働きかけを考える必要があります。
  今後、当社グループはステークホルダーとのパートナーシップを強化し、自然環境課題に加えて社
会環境課題の解決も意識した活動へと進化させていくことを目指します。これにより、自然資本だけ
でなく社会資本へのリターンにも貢献する活動を行い、ネイチャーポジティブな地球を実現していき
たいと考えています。
　そのために、2050年までに重点化する取り組みのグランドデザインを、以下のように描いています。
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　当社グループは、2050年の生物多様性が保全された地球、ネイチャーポジティブを実現するため
に、以下の取り組みを推進し、企業活動による自然資本へのリターンを行っていきます。

①ものづくりプロセスの見直し
②ネイチャーポジティブな製品設計への見直し
③サステナビリティ貢献製品による貢献度拡大
　また、社会による自然資本へのリターンをサポートするため、以下の取り組みを行います。
④原料調達での取り組みを強化
⑤社会変革の活動をサポート

　「企業活動による自然資本へのリターン」および「社会による自然資本へのリターン」の両方を加速
するために、以下の取り組みを行います。
⑥人材育成

⑦ステークホルダーとの連携

  リスクと機会
　当社グループの生物多様性に関するリスクと機会を把握するため、地方分散と都市集中を軸とし
た社会構造の変化、および1.5℃未満と4℃以上という気候変動の進行度を軸とした環境変化とい
う、2つの視点から4つの社会シナリオを描いています。それぞれの社会におけるネイチャー側面への
影響を検討し、その影響下で生じるリスクと機会を分析しました。
　分析の結果、当社グループの生物多様性に対する重要なリスクとして、以下の項目を認識しています。

1 住宅事業における木材の原料調達段階にかかわる生物多様性毀損リスク
 ［生態系影響］森林破壊から生物多様性への負の影響が懸念される
 ［当社影響］評判リスク、調達リスクがある

2 プラスチック成型加工事業における製品使用後の廃棄物段階において、
　不法投棄された際の海洋流出における生物多様性毀損リスク

 ［生態系影響］不法投棄による海上生態系への影響がある
 ［当社影響］評判リスクの可能性がある

3 まちづくり事業における基盤となる土地の造成に際しての土地改変に伴う生物多様性毀損リスク
 ［生態系影響］まちづくり造成時に生き物の生息地が分断されるリスクがある
 ［当社影響］生息地を分断するとまちの魅力や持続性が低下し、評判リスクが発生する可能性がある

4 東南アジアにおける気候変動影響による水災害の激甚化に伴う自社および
　お客様の工場の製造、操業に及ぼすリスク
［生態系影響］災害により生態系バランスが破壊される
［当社影響］物理リスクがある

   また、認識したリスクについてLEAP分析の手法を用いて分析を行いました。分析結果にもとづき、
リスクを機会に転換できるよう、以下の取り組みを進めています。

1 持続可能な森林からの調達を行うことでリスクを回避し、60年以上の耐久性を有する住宅を安定
的に供給可能にできます。そのような信頼をお客様に理解いただくことで、住宅販売の機会が拡大
します。

2 プラスチック成型品が廃棄時に不法投棄されないような資源循環システムの確立を目指し、以下の
２つの活動に注力しています。資源循環の価値を高める活動を各種イニシアチブに参加して推進し
ています。また、製品使用後のリサイクル方法を検討し、他社と連携して製品回収の仕組みや体制
を整えるようにしています。

3 対象地域において生き物の生息地が分断されることがないよう、地域固有種の植栽や啓発活動に
よる地域住民の環境配慮意識を高めることで、生態系ブリッジを強化しています。強化した結果、
当社グループにおけるまちづくり事業のモデルである“あさかリードタウン”において、ABINC-
ADVANCE認証を取得しました。これによりまちづくり事業の生態系への配慮がまちの魅力につな
がり、リスクを機会に転換できました。

4 水インフラ基盤を強化する事業をアジア地域に拡大することが、リスクを低減し、機会になり得ます。

環境課題に対する2050年に向けた方向性P.027

統合指標「SEKISUI 環境サステナブルインデックス」P.041
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  これまでの生物多様性への取り組みと今後
　当社グループは、生物多様性への対応として以下の取り組みを
推進してきました。

● 事業活動による生物多様性への影響評価と負荷低減
・「土地利用通信簿」を用いた生産事業所における緑地の質向上
・事業所のグリーン化（緑化やビオトープづくりの推進）
・生産事業所における絶滅危惧種の保護や侵略的外来種の駆除
・生物多様性に配慮した調達の推進

● 技術・製品の開発・普及
・製品開発プロセスへの生物多様性評価の組み込み
・評価手法の開発と評価、負荷の削減

● 従業員の意識向上
・事業所での自然保護活動の実施

● 外部ステークホルダーとの対話・協働
・自然に学ぶものづくり研究助成、同フォーラムの定期開催
・経団連を通じたNPOの支援

● 情報発信
・次世代への教育提供（子ども自然塾、学校への出張授業）
・サステナビリティレポート、ウェブサイトへの掲載

　現中期計画では、生物多様性（自然資本）への配慮をふまえ、環
境課題の解決に向けた既存の取り組みを進めています。今後は、
生物多様性への影響に関する現状把握の精度を高め、ネガティブ
な影響が確認された場合には、その軽減を図るとともに、ネイ
チャーポジティブな成果につながる方策を見いだし、取り組みの実
効性を高めていきます。そのために、現状把握に用いる指標の拡
充にも取り組んでいきます。

企
業
活
動
に
よ
る

自
然
資
本
への
リ
タ
ー
ン

社
会
に
よ
る
自
然
資
本
への

リ
タ
ー
ン
を
サ
ポ
ー
ト

影響と依存を認識

サステナ
ビリティ
貢献製品

ものづくり
プロセス

人材育成

原料調達

社会変革

項目 指標例

ネガティブな影響を減らす
項目 指標例

指標例

ポジティブな影響を増やす
項目 指標例

･製品が自然資本に及ぼす影響
の分析による現状把握と重要
側面の特定（LCA手法ほか）

･製品ライフサイクルを通して自
然資本へのネガティブな影響
を低減する製品設計、サービ
スの検討
 （登録時の確認、勉強会開催）

気候変動、資源循環、水リスク
の課題解決によって直接的また
は間接的にネイチャーポジティ
ブに貢献するサステナビリティ
製品の創出と市場拡大

･事業所内緑地のポジティブな
影響を拡大
 （「土地利用通信簿」の結果を
　活用）

･研究助成の継続
 （自然に学ぶものづくり）

･30by30の賛同による企業連携
活動

･マングローブ植林
 （タイ）

･各環境課題の解決のため、ト
レードオフにならない解決策
を検討

･流域の水リスク低減
 （生産事業所）
･生態系への影響が小さい化学
物質の利用促進と化学物質の
放出を抑制

･プラスチック製品の資源循環
を促進

･持続可能な調達を強化
 （認証＋DD重視、特に木材はト
レーサビリティ把握し、持続可
能な調達へ）

･水使用に関する生態系影響を
把握

･生産事業所が土地に及ぼす影
響を把握
 （「土地利用通信簿」活用）

･CSR・木材調達アンケートを通
じた原料リスクの把握

教育、SDGs貢献活動による社会課題解決貢献力向上

･登録による意識啓発

･削減貢献量
･リターン率

・面積
・事業所数

・リスク点数

・各課題の
 管理指標

・SDGsNo.14、15を念頭に置いた活動数
・人材の社会課題解決貢献レベル、人数

・「土地利用
 通信簿」の
 ポイント

・助成累積件数

・面積
・CO2固定化量
・雇用創出
 価値

現中期計画における生物多様性の取り組み
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ガバナンス
  生物多様性に対する課題の推進体制

　経営上のリスクとなり得る生物多様性に関する課題に関しては、取締役会の監督のもと、リスクの
大きさを認識し、適切な対応を検討し、実行する意思決定を行っています。
　当社グループが生物多様性課題に与える影響を低減し、課題解決への貢献を拡大するための監
督・執行体制は他の環境課題同様、環境経営推進体制にもとづいています。
　自社工場建設時等の大規模な土地開発やM&Aなどで新たな土地を取得した際には、自社の事業
によって発生し得る大気・水域・土壌等への環境影響評価を実施しています。この環境影響評価の中
で、生物多様性へのインパクトについても確認を行っています。

リスク管理
　リスク管理については、全社における重大リスクを特定し、グループ内で共有・管理するERM体制
を構築しています。生物多様性課題に関するリスクについても、経営に重大な影響があると想定され
る他のリスクとあわせ、一元的に評価しています。生物多様性等の環境課題を含む、全社的および各
組織のリスクについては、取締役会、サステナビリティ委員会、社内の経営会議、各分科会において
共有、審議されています。

  生物多様性（自然資本）に関するインパクト評価
    積水化学グループは環境ビジョン2050において、“生物多様性が保全された地球”の実現を目指し
ています。そのため、生態系に関するネットポジティブの考え方を活用した取り組みを進めています。
　環境ビジョンに対する進捗の度合いを確認するための統合指標として、“SEKISUI環境サステナブル
インデックス”を用いています。これにより、生物多様性全体へのインパクト度合いの評価ともいえる自
然・社会資本へのリターン率を算出しています。
　さらに今後は、この算出の内訳として、植物バイオマス（植物の一次生産）と生物多様性（生物の絶滅
速度）への2側面の影響も把握し、モニタリングしていきます。

　従来より、当社グループの事業において生物多様性に大きく負荷を与えるのは、原料の使用や化学
物質の排出、販売した製品の廃棄であると認識しています。
　インパクトを把握するためのLCAデータベースについても、近年、化学物質固有の影響が明確になる
ことによって、化学物質の単位量当たりのインパクトが大きくなっています。
　これらをふまえ、改めて使用するデータベースを更新し、ベンチマークを再確認して、現中期計画から
はリターンの拡大に努めています。
　植物（植物の一次生産）と生物多様性（生物種の絶滅速度）の2側面に関しても、おのおののリターン
率を確認し、直接的なインパクトをポジティブにするための確認の指標とします。以下の表はその推移
です。いずれもまだ100%以上のリターン率にはなっていませんが、今後、気候変動や資源循環等の環
境課題に取り組むことで、着実にネイチャーポジティブに向けて企業活動を推進していきます。

   当社グループの原料の中で、生物多様性へのインパクトが大きいのは、バイオマス由来の紙、石油
由来の材料です。
　これらの負荷を軽減するためには、非化石資源についても持続可能性を意識した調達を強化する
ことが重要です。
　原料の持続可能な調達を強化するため、サプライヤーマネジメントについても配慮すべき事項を
見直しました。調達ガイドラインをもとにサプライヤーと連携しながら、環境負荷および企業リスクの
低減に向けた活動を進めています。
　生物多様性の保全に大きく貢献する製品には、鉱物、化石、森林資源の削減に寄与している製品
等があります。輸送時のエネルギー削減、耐久性向上や原料の転換などにより資源循環に寄与する
製品等がその一例です。前者の例としてはKYDEX社の航空機や鉄道向けの製品、後者の例としては
下水道管路更生用のSPR工法関連製品等があります。
　一方、植物の一次生産に大きく貢献する製品には、地球温暖化を抑制する製品や、廃棄物を削減
できる製品等があります。

生物多様性および植物バイオマスへのリターン率の推移
2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年

生物多様性 側面 38.3 39.4 43.1 40.8 49.7 38.0 30.5 29.6 35.8

植物バイオマス 側面 35.0 35.1 34.9 38.2 41.0 67.8 50.4 57.2 70.5

環境経営推進体制P.035
(単位：％)
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　前者の例としてはセキスイハイムのソーラーパネル搭載住宅、後者の例としては従来よりも薄肉な
紙芯の利用を可能にしたクラフトテープ等があげられます。
　これらの貢献を拡大するためには、脱炭素に資する製品・技術の開発や、販売した製品の廃棄物
を削減し、循環を推進するようなサービス・技術の確立が重要です。サステナビリティ貢献製品の拡
大によってこれを実現できるよう、取り組んでいます。
　これからもネイチャーポジティブな企業活動を行うべく、これらのリターン率から方向性を検討しな
がらものづくりを推進していきます。

指標・目標
  生物多様性への対応に関する目標

● 「土地利用通信簿」評価ポイント

現中期目標（2023～2025）　+3ポイント/3年間（2022年度比）
2025年度実績　+3.5ポイント（2022年度比）
次期中期目標（2026～2028）　+1ポイント/3年間（2025年度比）
2030年目標　全事業所で生態系配慮※推進
2050年目標　全事業所で生態系配慮の維持

※ 生態系配慮：生物多様性の定量評価の向上

主な取り組み
  「“自然に学ぶ”ものづくり」への助成の継続とフォーラムの開催

   積水化学グループは、2002年より、“自然に学ぶ”ものづくりの助成を行い、研究者の成果を共有す
る場であるフォーラムを開催しています。これは、環境課題を含む社会課題解決のために有効なもの
づくりの考え方として“自然の叡智に学ぶ”ことが必要であると考え、自然に学んだ基礎サイエンスの
発展のために行っているものです。
　基礎サイエンスは研究や支援に時間がかかりますが、“自然の叡智に学ぶ”ことで従来のエネル
ギー消費型の技術とは異なる根源的なイノベーションを生み出す可能性があると考えています。

　社外の研究者に対しては、この助成を行うことで、342件（2026年3月末時点累計）の技術育成を後
押ししてきました。また、このような考え方に着目した開発を進める中、以下のような技術や製品事例
も出てきています（下図参照）。

　今後もこの“自然の叡智に学ぶ”姿勢を大切にしてものづくりを行うことで、ネイチャーポジティブな
製品、事業の展開を目指します。

［次世代通信社会へ貢献］

モルフォ蝶の翅の輝きに学んだ“透明フレキシブル反射板フィルム” ムール貝の分泌物に学んだ
“フッ素樹脂対応接着テープ”

［健康寿命の延長（ウイルス・アレル物質対策に）に貢献］

植物樹脂に学んだ“ウィルテイカー/アレルバスター”

特殊コーティング層

高透明粘着剤

メタマテリアル層

特殊粘着剤
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  持続可能な原料の利用について
[木材について]   当社グループは森林破壊の根絶と木材資源の持続可能な利用に貢献するため、
FSC認証材等合法的に伐採されたものや、直接的なエンゲージメントにより「森林持続性」が確認さ
れた木材を製品に使用しています。また、木材原料の伐採地域、樹種、数量等の商流調査を行い、ト
レーサビリティを確保しています。再生材についても市場で使用済の木材・木質材料、または未利用
の間伐材や末木枝条等を使用しています。
　2022年からは「2030年：森林破壊ゼロ」を目標に掲げています。その達成に向けて、「木材調達方
針」を見直すとともに、方針に沿った調達を実現するため「持続可能な木材調達ガイドライン」を制定
しました。これまでの合法的な木材調達を前提としつつ、森林破壊による先住民の人権侵害や環境へ
の影響を低減する取り組みを推進しています。

[遺伝資源について]   遺伝の機能的単位を有する植物や動物などに由来する素材の調達がある場
合には、ABS（遺伝資源へのアクセスと利益配分）にもとづき、適正な購買取引が行われているかを
確認していきます。遺伝資源の取引がある場合には、国際的な枠組みや関連法令に対して、必要に応
じて適切な体制整備を進めていきます。

  緑地の質向上の取り組み
   当社グループの国内全生産事業所・研究所で緑地の質向上の取り組みを実施しています。
　国内45カ所の事業所（総敷地面積3,352千㎡、総緑地面積861千㎡）では、地域の動植物の生息環
境を整え、地域と事業所を結ぶ生態系ネットワークを形成し、地域連携を活性化する目的で、事業所
内の緑地の質を向上させる取り組みを推進しています。「土地利用通信簿」を活用し、現環境中期計画

（2023-2025）の期間中での評価点を2022年度比3ポイント向上させることを目標にしていました。
　各事業所では、環境コンサルティング会社の株式会社地域環境計画の指導を受ける等して、以下
を含めさまざまな活動を行っています。

・周辺の自然環境と調和した緑地設計や管理計画の策定や実行
・自然の循環を活かした持続的な維持管理
・外来種の駆除

木材調達方針 https://www.sekisui.co.jp/sustainability_report/basic_policies/#anc-P08WEB

植物調査の様子 
（積水テクノ成型栃木工場）  

外来種駆除の様子
（多賀工場）  

駆除対象種例
（シュロ）

・希少種の保全
・ステークホルダーとのコミュニケーション

　活動の結果、2025年度の平均得点は2022年度比で3.5ポイント向上しました。次期環境中期計画
（2026-2028）では、2025年度比1ポイント向上させることを目標にしています。

  植物調査と駆除活動
[外来種や保全種]   私たちの周囲には多くの外来種が侵入し、定着しています。その中には、在来種
の生育環境を奪ってしまう等生態系に被害を及ぼす植物や、人体に被害を及ぼす植物もあります。
　このような状況をふまえ、当社グループでは2018年度から41の工場・事業所において、事業所内
および周辺環境の外来植物・貴重植物等の調査を専門家の協力のもとで実施してきました。
　調査の結果にもとづき、駆除すべき種や保全すべき種を選定し、適切な駆除方法やタイミング等を
記載した対策マニュアルを整備しており、それらを用いて現在も継続的に駆除活動を行っています。
　事業所内でより良い環境を維持・創出するためには、外来種や保全種（貴重種）に着目し、生物多
様性に配慮した緑地の管理を行うことが必要です。

[自然資源の搾取]  当社グループが拠点において直接利用している自然資源は水のみであり、それ
以外の動物や植物といった野生種の利用はありません（したがって、採捕された野生種はありませ
ん）。水に関しては、その影響を認識したうえでリスク調査を行い、リスク低減に努める活動を各拠点
で実施しています。

水リスクによる事業影響評価P.073
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岩手工場の全景 特別天然記念物のカモシカ クマスプレーの噴射体験

  環境省から地域生物多様性増進法にもとづく
　「自然共生サイト」に認定
   積水メディカル岩手工場が、環境省から地域生物多様性増進法にも
とづく「自然共生サイト」に認定されました。OECM（Other Effective 
area-based Conservation Measures：保護地域以外で生物多様性
保全に資する区域）として国際データベースにも登録されています。
　場所：岩手県八幡平市　面積：27.8ha
　以下の項目が専門家から高い評価を受け、認定されました。
・当工場敷地内の動植物や湧き水に生息する生き物等を調査した結果、951種の動植物が生育・生息

していることがわかりました。
・カモシカ（特別天然記念物）やヤマネ（天然記念物）等22種の希少種が確認されました。
・従業員による落葉広葉樹の継続的な植樹、トウホクサンショウウオやモリアオガエルの産卵場所の

整備等の、生物多様性に貢献する環境づくり、自然の循環を活かした持続可能な維持管理
　2025年度はツキノワグマの生息状況を調査し、講習会を開催するなどさまざまな安全対策を実施
しています。

　全生産事業所における生物多様性への影響についての詳細はTNFD Reportをご覧ください。

  外部との協働
● 生物多様性の保全を目指して行動する企業団体

30by30 アライアンス
主催････････････ 環境省
意義/目的･ ････ 国際約束である30by30目標の国内達成
活動	�����������「昆明・モントリオール生物多様性枠組」2030年までに生物多様性の損失を食い止

め、回復させる（ネイチャーポジティブ）ために必要な取り組みをまとめ、OECM認定
等、展開を推進。

当社の役割････ 賛同表明し、自社および企業連携による取り組みの加速を目指しています。

一般社団法人企業と生物多様性イニシアチブ（JBIB：Japan Business Initiative for Biodiversity）
意義/目的･ ････ 国内外の生物多様性の保全に貢献
活動	����������� 多様な企業と共同で生物多様性に関する研究を進める等、さまざまな活動を推進し

ています。
当社の役割	��� 生物多様性保全を推進する企業との意見交換や、事例共有化を図り、自社における

取り組みの加速と社会での取り組みを啓発しています。

経団連生物多様性宣言イニシアチブ
意義/目的･ ････「自然共生社会の構築を通じた持続可能な社会の実現」を目指す
活動	�����������「経団連生物多様性宣言・行動指針（改定版）」を構成する7項目に自主的かつ積極的

に取り組んでいます。
当社の役割	��� 賛同し、精神に則った活動を展開し、「生物多様性の主流化」がさらに進展していくこ

とを目指しています。

● 事業緑地の環境保全活動
　生産事業所・研究所の生態系の調査、生物多様性の保全、外来種の駆除等環境保全活動や地域
の環境づくりについて、外部の環境コンサルティング会社のサポートを受けています。

● 環境保全活動
　環境貢献に取り組む「人づくり」として、国内外の各拠点において、自治体、学術機関、学校、NGO、
NPO等と協力して、世界各国で自然環境の保全活動を展開しています。
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パフォーマンス・データ

指標 算定方法

「土地利用通信簿」のポイント

「土地利用通信簿」とは企業保有地の生物多様性貢献度評価を目的にした、「いきもの共生事業所」
推進ツールで、事業所ごとに緑地の面積や質、管理体制等について100点満点で評価するシート。
事業所ごとに「土地利用通信簿」を用いて当該年度評価を行い、2022年度時点でのポイント数から
の増加分を計算。ポイント増加分の全事業所平均値を指標とする。

「土地利用通信簿」の結果
2025年度

「土地利用通信簿」 3.5ポイントアップ（2022年度比）
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化学物質管理

戦略（姿勢・考え方）
  適正処理や排出削減を通じた環境への影響低減

　積水化学グループがかかわる化学物質は、人びとの生活を便利にする一方で、環境や人体に有害
な影響を与えることもあります。適正に管理し、製品安全や労働安全、環境影響に配慮することは、企
業の重要な責務です。
　当社グループでは、製品環境影響評価制度※1やグリーン調達制度※2を運用するとともに、自主目
標を定めて化学物質の排出・移動量の削減に取り組んでいます。また、法律等の制度改定への対応
のため、定期的に規制すべき化学物質を見直しています。
※1 製品環境影響評価制度：製品開発において、資源採取から製造、使用、廃棄、輸送などすべての段階を通じて環境

影響を評価する制度。
※2 グリーン調達制度：製品の原材料や部品などを調達する際、環境への負担が少ないものから優先的に選択す

る制度。

ガバナンス
  化学物質管理に対する推進体制

　化学物質管理に関しては、他の法規制同様、取締役会の監督のもと、適切な対応を検討し、実行す
る意思決定を行っています。当社グループの監督・執行体制は環境課題関連事項として、環境経営推
進体制にもとづいています。

主な取り組み
  VOC排出の抑制

　2025年度のVOC国内発生量は2024年度に比べて14.2％減少しました。
※ 法改正により2023年度から集計対象物質が大幅に変更となっております

  大気・水質汚染の防止
　積水化学グループは、排気ガスや排水にかかわる設備について、法令や条例規定値を遵守して
います。

  土壌汚染対策
　当社グループでは、すべての生産事業所を対象に土壌汚染の状況を自主的に調査しています。汚
染が見つかった箇所については浄化や飛散防止の対策を実施するとともに、行政への報告を完了し
ています。また、地下水のモニタリングにより、汚染が拡散していないことの確認を継続的に行ってい
ます。
　工場閉鎖による土地の売却時等には法令に則った措置を実施しています。2025年度は、新たな措
置を必要とする状況はありませんでした。

製品環境影響評価制度※1

● 使用禁止物質チェック
● 法規制物質チェック
化学物質管理規定の
制定・運用

開発

設備投資事前評価制度
● 安全環境チェック
● エネルギーチェック
● 使用禁止物質・法規制物質
　 チェック
各種保全活動の実施
化学物質管理規定の制定・運用
化学物質リスクアセスメント

生産

情報開示
● イエローカードの発行
● 法定表示

輸送

グリーン調達制度※2

● 調達商品の評価票

調達

情報開示
● SDS（安全データ
　 シート）の発行

販売・使用

環境経営推進体制P.035
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  PCB含有機器の処理・保管およびフロン類
 　使用機器の管理
　当社グループは、PCBを含有する変圧器やコンデンサについ
て、PCB処理施設での受け入れが可能になった事業所から順次、
処理を行っています。
　保管中のPCB含有設備については、保管庫の施錠、定期点検等
厳重管理を徹底しています。
　フロン類使用機器については、フロン排出抑制法（改正フロン
法）にもとづき、定期点検等の遵法事項の周知と管理を徹底してい
ます。

パフォーマンス・データ 

（注1） 2019年度より、メディカル事業実績は高機能プラスチックスカンパニーから分離して集計
しています。これは、メディカル事業の高機能プラスチックスカンパニーからの独立に伴う
ものです。コーポレートはその他に表記変更しています。

（注2） 2022年10月実施の環境・ライフラインカンパニーと高機能プラスチックスカンパニーの一
部事業の管轄変更に伴い、2022年度の両カンパニーのデータは2022年度期初から管轄
変更したものとして集計しています。

（注3） 2023年度に改正されたPRTR法により、指定化学物質の見直しが行われたことをふまえて
集計しています。ただし、2022年度以前のデータにさかのぼっての修正は行っていません。

※ 2023年法改正に伴い、対象物質の変更がありましたが、過去にさかのぼって修正は行っており
ません。

指標 算定方法

化学物質
排出・移動量

PRTR法対象物質の排出・移動量
排出量=大気への排出量+公共水域への排出量+場内土壌への
排出量+場内埋立量
移動量=下水道への移動量+廃棄物としての移動量
国内生産事業所・研究所を対象

※ 2023年法改正に伴い、対象物質の変更がありましたが、過去にさかのぼって修正は行っており
ません。

指標 算定方法

VOC排出量
PRTR法対象物質および日本化学工業協会PRTR法対象物質の
うち揮発性有機化合物（VOC）の大気排出量

指標 算定方法

NOx排出量 排出量=Σ（年間排ガス風量×NOx濃度×46/22.4）

化学物質の排出・移動量の推移（PRTR法）/国内

NOx排出量の推移/国内

揮発性有機化合物（VOC）の大気排出量の推移/国内

（トン）
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※ 2025年度は算定方法の見直しに伴い、排出量が減少しています。
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指標 算定方法

SOx排出量 排出量=Σ（年間排ガス風量×SOx濃度×64/22.4）

指標 算定方法

ばいじん排出量 排出量=Σ（年間排ガス風量×ばいじん濃度）

ばいじん排出量の推移/国内
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※ 2025年度は算定方法の見直しに伴い、排出量が減少しています。
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人的資本

戦略（姿勢・考え方、リスクと機会）
  基本的な考え方

　積水化学グループは、人材理念に掲げる「従業員は社会からお預かりした貴重な財産である」という
考え方にもとづき、従業員がいきいきと活躍できる環境づくりに取り組んでいます。この理念のもと、私
たちは「全従業員が挑戦したくなる活力ある会社」であり続けることが大切だと考えています。

実現したい姿

ビジョンに共感

全従業員が挑戦したくなる活力ある会社

自分の輝く場所を選択参加意欲向上

仕事を通じて
社会課題解決に貢献

“主役”としての
達成感・成長実感

貢献実感＝仕事のおもしろさ

挑戦を人事制度・仕組みで下支え

・	人材不足による売上機会の減少や
新事業展開の遅延、人員構成の偏
りによるシニア比率の上昇

・	重要ポストの欠員や不適格任命に
よる、組織力の低下

・	グローバル化やDXへの対応不足
による、競争力や生産性の低下

・	離職増による組織の安定性低下、ノ
ウハウや暗黙知の消失による業務
品質の低下

・	採用チャネルの拡大（キャリア・国
籍）とシニア層のさらなる活躍によ
る労働力確保・生産性向上

・	年齢・性別・国籍によらない登用に
よる、組織活性化やエンゲージメン
ト向上

・	リスキリングによる専門性の獲得
と、競争力強化

・	キャリア採用拡大による人員構成
の補正、多様な人材によるイノベー
ションの加速

リスクと機会
事象：労働人口減少と採用競争の激化

事象：人材流動性の上昇

事象：次世代リーダーの不足

事象：グローバル展開・デジタルテクノロジーへの対応不足

リスク

リスク

リスク

リスク

機 会

機 会

機 会

機 会

　「全従業員が挑戦したくなる活力ある会社」の実現に向け、人的資本戦略として、役割軸の人事制度
や挑戦の促進等、人材マネジメントの転換を推進しています。また、長期ビジョンの実現に不可欠な人
材の獲得や抜擢・育成の計画的な実行等、事業の成長スピードや変化に対応する人材を育成し、適所
適材の実現を目指しています。現中期経営計画では、従業員のキャリア拡大や労働条件の改善等を目
指し、人的資本への投資に積極的に取り組みました。

人材理念 https://www.sekisui.co.jp/sustainability_report/basic_policies/#anc-P04WEB

https://www.sekisui.co.jp/sustainability_report/basic_policies/#anc-P04
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ガバナンス
  体制

   人的資本戦略の実現に向け、「ダイバーシティ推進委員会」を設置しています。年2回開催し、人的資
本経営に関する戦略・情報開示やダイバーシティ推進の強化について協議。監督側と執行側の役割を
明確にして取り組んでいます。
　監督側は人的資本経営や人材の多様性確保に関する事項について、執行に対する監理ならびに執
行に関する助言を行います。執行側は、各カンパニーの人事部門長で構成された「人材分科会」を設置
し、人的資本戦略にもとづく各種人事施策について協議し、決定しています。そして、コーポレート・カン
パニーの人事部門が労働組合と連携しながら、迅速に取り組みを実施しています。

ダイバーシティ推進委員会

委員長： 社外取締役

委　員： 社外取締役（5名）
取締役会長
代表取締役社長
経営戦略部長
人事部長

事務局： 人事部

取締役会

サステナビリティ
委員会

ダイバーシティ
推進委員会

委員長：村上和也   取締役常務執行役員 人事部長
委　員：各カンパニー人事部門長
事務局：人事部

労働組合
人事部

カンパニー人事部門
（各事業場・関係会社人事部門）

人材分科会

（2026年4月1日現在）

人材推進体制

  人的資本戦略
　現中期経営計画における人的資本戦略では、「挑戦する風土の醸成」、「適所適材の実現」、「ダイ
バーシティの実現」という3つの柱にもとづき、各施策を展開しました。
　“挑戦のたすきを個につなぎ、未来を紡ぐ”。挑戦の風土を醸成し、個と組織の力を最大化すること
で、経営戦略である「戦略的創造」と「現有事業強化」の実現を目指します。

● 主要KPI：付加価値生産性
　また、人的資本への重点的な投資に対する効果を測定すべく、2024年度より「生産性指標（付加価
値生産性）」を導入しています。指標を用いることで、適切な人材マネジメントが実行できているかを
定量的に把握しています。

付加価値生産性（積水化学グループ/国内、海外）

2023年度 2024年度 2025年度

付加価値生産性（%） 159.3 163.1 163.3 
・ 付加価値額（営業利益＋減価償却費＋労務費）［成果］÷人的資本コスト（労務費＋厚生費＋採用費＋研修費）［投資］

「戦略的創造」と「現有事業強化」の実現

挑戦する
風土の醸成
ー挑戦を繋ぐー 挑戦の“場づくり”

新たな挑戦が自発的に生まれ、波及する組織風土の醸成

●手挙げによるキャリア実現の加速
●チャレンジ機会の提供

挑戦の“後押し”
●挑戦風土醸成活動の更なる強化
●キャリア自律に向けた風土醸成

中 期 人 事 戦 略 重 要 人 事 戦 略

経営戦略

重点KPI ＋

適所適材の
実現

ーたすきを繋ぐー 次代を担うリーダー育成

リーダーやプロ人材のバトンが繋がる、サステナブルな組織の実現

●経営幹部候補の抜擢・育成強化
●経営幹部の役割見える化と多面観察

際立つプロ人材確保
●高度専門人材の確保強化
●事業ニーズに即したリスキル強化

重点KPI ＋

ダイバーシティの
実現

ー個を繋ぐー 多様な人材の活躍

多様な個が繋がって“One SEKISUI”となり、力を最大化できる環境の実現

●多様な人材の雇用と定着促進
●ダイバーシティ推進と両立支援

活力あふれる環境づくり
●安心して働ける環境の整備
●健康で働きやすい環境の確保

重点KPI ＋

挑戦行動発現度

後継者候補準備率

定着率
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リスク管理
　人的資本に関しては、前述の4つの事象のリスクと機会を認識しています。
　各事象におけるリスクと機会の内容に紐付けて設定したKPIをもとに、リスク低減に向けた各施策を
推進しています。また、半期に1度開催している人材分科会においては、この施策とともにリスクと機会
も評価しています。
　このような取り組みに関するPDCAサイクルを展開することで、リスクの低減や再発防止、機会の拡
大につなげ、人的資本戦略を推進しています。
　また「全社リスク検討部会」においても、人的資本に関するリスクと機会の評価を行っており、起こり
やすさ（頻度）とインパクト（結果）をモニタリングしています。あわせて、社会の情勢や要請に対する施
策の整合性を確認し、課題の抽出および対応の検討を行い、一歩先のリスク低減と問題発生時の迅速
な対応、ならびに機会に転じさせるための戦略を検討しています。

指標・目標
　当社グループでは、現中期経営計画にもとづく人的資本戦略のもと、16の指針を定めました。この指
針は2項目の方針・14項目のKPI（うち重点KPI：3項目）で構成されています。
　次期中期経営計画では人事戦略の実行度をより高めるために、重点区分・対象範囲ともに一部変更
し、新たな目標を掲げ、2項目の方針・15項目のKPI（うち重点KPI：4項目）を設定します。
　当社グループの人的資本戦略における目標は、右記の項目です。

　当社グループは、Vision 2030 の実現に向けて、「全員が挑戦したくなる会社」すなわち「革新や創造
がなされ、社会課題解決への貢献が拡大する姿」を目指します。
　次期中期経営計画では、多様な従業員一人ひとりが、挑戦を通じて自律的に成長できる環境を創り
続けることで、『従業員と共に育つ企業体』、『社会から信頼を得る企業体』への進化を目指します。
　また、長期ビジョン実現に不可欠な人材の獲得や抜擢の加速、230億円の人的資本投資による人的
資本拡充・戦略的人材育成を実践し、社会で輝く際立つ人材を育み輩出します。

※1 �長期ビジョン達成に向けた挑戦行動を、従業員が実際に発現したか
をアンケートで測定

※2 G1ポスト（ビジネスリーダー最上位）の後継候補者数÷同ポスト数
　   G1ポストの後継候補者は人材コミッティにて任命される
※3 （1－（1年間の離職者数÷当該年度4月1日時点の従業員数））×100
　   �離職者数は、契約期間満了・役員就任・定年・グループ内移籍を含

めない。
　   �当該年度4月1日時点の従業員数は、期間を定めない雇用者を対象

とする。
　   �2026年度より重点KPIから主要KPIに変更
※4 �エンゲージ関連行動質問6問（6点満点）の平均が4.5点以上の従業

員の割合について、2019年度の実績を100としたときの指数
※5 �2026年度から調査システムを変更/エンゲージメント構成質問3問

の肯定的回答（5段階中の上位2項目）の割合の平均値
※6 �年度における従業員一人当たりの研修受講時間
　   �システム登録ベースの研修時間を集計（2025年度実績より、全社共

通システムで管理可能な研修種別が拡大）

※7 スペシャリティ職が配置されている専門領域数÷全専門領域数
※8 制度上の賃金格差はなく、労務構成（年齢および資格）比による格差
　   〈算 定 式〉 女性の平均年間賃金÷男性の平均年間賃金
　   〈集 計 範 囲〉 全労働者（正規雇用労働者・パート・有期労働者）が対象
　　　　　　　  正規雇用労働者：当社から社外への出向者を含む
　　　　　　　  パート・有期労働者：契約社員、アルバイト、パートが該当
　   〈賃金の範囲〉 通勤手当等を除く
※9 障がい者雇用状況報告書（基準日：2025年6月1日）に準ずる
※10 所定内労働時間（7.5時間）＋所定外労働時間－有給休暇取得時間
※11 �当該年においてメンタルヘルス不調を理由に1か月を超える休暇

をした従業員の比率
※12 �付加価値額（営業利益＋減価償却費＋労務費）［成果］÷人的資本

コスト（労務費＋厚生費＋採用費＋研修費）［投資］
※13 �X-2年度の入社者のうち、X年度末の在籍者の割合
　　 �2026年度より重点KPIに設定
※14 有給休暇取得日数の中には、前年度繰り越し分も含む

方針
1 人材育成 
2 社内環境整備方針 

KPI 
No. 項目 範囲 区分 実績（2025年） 区分 目標（2026年） 区分 目標（2028年）
1 挑戦行動発現度※1 連結 重点 62% 重点 65% 重点 72%
2 後継者候補準備率※2 連結 重点 104% 重点 120% 重点 150%
3 定着率※3 単体 重点 98.4% 主要 前年度比維持・向上 主要 前年度比維持・向上
4 エンゲージメントスコア 連結 主要 138 ※4 重点 65% ※5 重点 65% ※5

5 研修時間※6 単体 主要 8.3時間 主要 10時間 主要 10時間
6 スペシャリティ職充足率※7 単体 主要 73.3% 主要 100% 主要 100%
7 女性管理職比率 単体 主要 5.7% 主要 6% 主要 7%
8 採用数（女性採用比率） 単体 主要 31.7% 主要 35% 主要 35%
9 男女賃金格差※8 単体 主要 71.8% 主要 前年度比維持・向上 主要 前年度比維持・向上

10 男性育休取得率 単体 主要 93.3% 主要 90% 主要 90%
11 障がい者雇用率※9 単体 主要 2.7% 主要 2.7% 主要 2.7%
12 総実労働時間 (~FY2025)※10 単体 主要 1944時間
13 メンタルヘルス不調による長期休業率※11 連結 主要 1.25% 主要 1.15% 主要 1.00%
14 付加価値生産性※12 連結 主要 163.3% 主要 前年度比維持・向上 主要 前年度比維持・向上
15 3年後定着率 (FY2026~)※13 連結 72.1% 重点 75% 重点 80%
16 有給休暇取得率 (FY2026~)※14 単体 主要 68.4% 主要 75% 主要 80%

人的資本における指針

次期中期経営計画の方針

リスクと機会P.093



挑戦する風土の醸成

戦略
  基本的な考え方

　長期ビジョン「Vision 2030」の実現には、当社グループの従業員一人ひとりの「挑戦」が欠かせませ
ん。従業員が挑戦意欲を持ち、行動に移していくためには、挑戦が評価され失敗が許容される組織風土
の醸成や、上司による適切な目標設定と動機付け等、さまざまな環境整備が必要です。そのため、中期
経営計画における人的資本戦略では「挑戦する風土の醸成」に向けて「挑戦の“場づくり”」と「挑戦の
“後押し”」に焦点を定め、それらを達成するための施策を推進しています。

  重要人事戦略

指標・目標
  指標

● 重点KPI：挑戦行動発現度
　2021年度より、当社グループでは人的資本の重点KPIとして「挑戦行動発現度」を設定しています。
従業員の挑戦行動について毎年アンケート調査を行い、職場単位の改善につなげています。

挑戦行動発現度に関するアンケート調査における設問
「私は「Vision 2030」の実現に向けた具体的な挑戦行動を起こしている」という設問に対し、4段階で
評価
2023年度以降：「あてはまる」または「どちらかというとあてはまる」を対象
2022年度以前：「あてはまる」を対象

● 主要KPI：エンゲージメントスコア
　毎年、海外のグループ会社も含めエンゲージメント調査を行っています。そのうち、「仕事に対する情
熱」と「会社に対する愛着」をはかるエンゲージ関連行動質問6問（各6点満点）の平均が4.5点以上の従
業員の割合を主要KPIと定めて測定しています。

設問
1 もし、私に職を探している友人がいたら、迷わずこの会社を薦めると思う
2 もし機会があれば、私はこの会社で働くことの素晴らしさを他の人たちに伝えると思う
3 もし、私がこの会社を辞めるとすれば、相当の決心が必要だろう
4 私は、この会社を辞めて他の会社で働くことについて、ほとんど考えていない
5 この会社は、日々、私に最良の仕事をしようという気を起こさせている
6 この会社は、与えられた仕事をやりとげるだけでなく、それ以上貢献しようという意欲を与える会社で

ある

  目標
● 挑戦行動発現度（積水化学グループ/国内、海外）
　60%（2025年度）

● エンゲージメントスコア（積水化学グループ/国内、海外）
　前年度比維持・向上

● 挑戦の“場づくり”
・手挙げによるキャリア実現の加速
・チャレンジ機会の提供

● 挑戦の“後押し”
・挑戦風土醸成活動の更なる強化
・キャリア自律に向けた風土醸成

2025年度実績（挑戦する風土の醸成の主な取り組み）P.097　P.098
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主な取り組み
　長期ビジョンの実現のためには従業員一人ひとりの挑戦が不可欠であるとの考えに立ち、挑戦風土
の醸成に取り組んでいます。モニタリングとして、長期ビジョンの実現に向けた挑戦行動を起こしてい
る従業員の割合を「挑戦行動発現度」として毎年、測定しています。掛け声に留まらず、すべての職場で
確実に挑戦が周知・浸透することを目指し、積水化学（単体）では人事考課で行動を評価するなど、仕
組みに落とし込んで展開しています。「挑戦したこと」自体を評価し、その成否を問う仕組みではありま
せん。これにより組織全体で挑戦の風土が醸成されることを目指しています。

  挑戦の“場づくり”
● 手挙げによるキャリア実現の加速
　「従業員個人の自己実現」と「会社の成長」を両立する仕組みとして、2000年に人材公募制度を開始
しました。年4回の実施を通じて、従業員と部署のマッチングを実現しています。
　従業員は自身のキャリアを考え、それに向けた能力開発、自己研鑽を行います。そして自ら活躍する場

（機会）に対して手を挙げ、挑戦する人がステップアップのチャンスを得ることができます。社内各組織
での制度浸透、従業員のキャリア志向の高まりも受け、募集件数、応募人数・異動人数ともに増加傾向
にあります。

“挑戦”の定義 挑戦行動発現度調査

挑
戦
の
段
階

いまの仕事を
改善する 「行動する」ことを評価する。

「私は長期VISIONの実現に向けた具体的な
挑戦行動を起こしている」という設問に対し、
4段階で調査。
上位2段階（あてはまる/どちらかというとあ
てはまる）を回答した割合。

※毎年調査

改善

いまの仕事を
ゼロから変革する変革

全く新しい事業を
創造する創造

認知

理解

共感

計画

行動

変化

成果

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

挑戦行動発現度（%） 51 47 48 56 62  
回答率（%） 62 81 88 89 90  

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

募集件数（件） 44 54 75 90 120

募集人数（人） 65 88 132 144 232

応募人数（人） 236 188 188 178 239

異動人数（人） 55 54 53 46 83
・ 異動日をベースに過年度（2021~2024年度）も含めて算出し直したため、数値を修正

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

コース転換制度
男性（人） 2 6 6 7 14

女性（人） 4 3 1 2 2

正社員転換制度
男性（人） 4 3 0 0 1

女性（人） 10 11 4 6 4

挑戦行動発現度（積水化学グループ /国内、海外）

主な国内グループ会社対象公募型研修実績

国内グループ内人材公募 実績

キャリアパス支援実績（積水化学単体）

・ 長期ビジョン達成に向けた挑戦行動を、従業員が実際に発現したかをアンケートで測定
・ 非連結子会社および持分法適用関連会社の一部を含む

※ 新型コロナウイルス感染症対応により派遣なし

研修名 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

グローバル技術者派遣制度（人） 実施なし※ 実施なし※ 1 3 3

変革塾（人） 102 102 54 63 76

● チャレンジ機会の提供

1 グローバル技術者派遣制度
　国内外の大学・研究機関等との連携強化や、新技術導入による開発スピードアップと同時に、世界に
通用する技術者育成を目的に、最長2年派遣する制度を毎年、実施しています。

2 変革塾
　従業員一人ひとりが「会社を変える、一人ひとりの行動を変えていく」等の意欲向上のため、執行役
員自らが教育者となり、研鑽する場として変革塾を実施しています。
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3 社内起業制度「C.O.B.U.アクセラレーター」
　事業創造の実践を通じた新規事業人材の育成と、挑戦風土の醸成を目的として、2023年度より社内
起業制度「C.O.B.U.アクセラレーター」を開始しました。当社グループの従業員であれば誰でも応募で
きます。
　2年間の3ステージ制で、社内外の知見者による支援のもと、応募者自らが顧客課題探索や実証実験
を行い事業化を目指します。2023年度から2025年度の3年間で、当社グループからの応募総数はのべ
500件に達しました。まさに従業員の「挑戦の想い」を実現できる場として、新たなフィールドづくりにも
取り組んでいます。

  挑戦の“後押し”
● 挑戦風土醸成活動のさらなる強化
　挑戦の土台となるエンゲージメント、「仕事に対する情熱」、「会社に対する愛着」を測定するため、毎
年、従業員へのアンケート調査を実施しています。2025年度は90%と過去最高の回答率となりました。
エンゲージメントスコアの指数は、昨年度に比べて改善しており、2023年度のスコア指数を上回る水準
となっています。調査結果は、カンパニー、グループ会社、各組織単位で分析し、各組織の課題に応じた
改善施策を立案・実施しています。また組織横断での取り組みとして、国内グループ会社の人事部門が
集まって、「エンゲージメントDriveプロジェクト」活動を行っています。このプロジェクトでは、各組織で
の調査結果の活用に資するような事例やツールの提供や、調査結果の分析・活用に向けたワーク
ショップ等を実施しています。

● キャリア自律に向けた風土醸成
　従業員の挑戦意欲をより一層引き出していくためには、「自律的なキャリア開発」という視点が重要
であると考えています。この「自律的なキャリア開発」の促進を目指して、積水化学（単体）では全従業員
に対して「キャリア面談制度」を運用しています。この制度では、「今までの経験」、「コミットメントや役割
遂行」、「キャリアや業務に対する志向」を上司部下で話し合ったうえで、人事システムでその内容を一
元的に管理し、情報を組織的に活用しています。
　また、キャリア面談をより効果的に運用するため、「キャリア自律上司研修」、キャリアプランの立て方
を学ぶ「キャリアプラン基礎研修」を実施しています。これらの研修を通じ、主体的な挑戦をより一層引
き出すことを目指しています。

エンゲージメント調査（積水化学グループ /国内、海外）

2022 2023

スコア（指数）　回答率　　カバー率

81%
88%85%

97% 98% 99%

2019

114 133

2024

89%

129

99%

2025

90%

138100

自律的に
キャリアを考える

キャリアの棚卸
キャリア実現に
挑戦する

キャリアプラン実現
に向けた行動

貢献・成長の
実感

キャリア実現に
近づく実感

キャリア面談 本人のキャリア志向/成長イメージも踏まえ、
会社・組織からの期待とすり合わせ

研修名 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

キャリア自律上司研修（人） 393 252 134 113 75

キャリアプラン基礎研修（人） ― 77 62 30 42

新任管理職キャリアプラン研修（人） ― 203 204 199 213

新入社員キャリアプラン研修（人） ― 78 95 111 122

キャリア研修受講実績（積水化学単体）

・�スコアは、エンゲージ関連行動質問６問（６点満点）の平均が4.5
点以上の従業員の割合について、2019年度の実績を100とした
ときの指数

・�調査対象範囲：対象としたグループ会社154社のうち、調査を実
施した152社のすべての従業員（正社員および非正規社員、派
遣社員を含む）

・�カバー率：国内、海外グループ会社数に対して、調査を実施した
会社の割合

・�回答率：調査を実施した会社の全従業員に対して、調査に回答
した従業員数の割合

・�非連結子会社および持分法適用関連会社の一部を含む
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適所適材の実現

戦略
  基本的な考え方

　役割軸の人材マネジメントへの転換による「適所適材」の実現を目指しています。
　従来の、個々の能力に役割をあてていく「適材適所」ではなく、当社グループにおける一つひとつの
重要な役割のそれぞれに、相応しい人に就いてもらう「適所適材」を狙いとしています。これを実現する
ために、2022年度に積水化学（単体）より人事制度とマネジメントの仕組みを刷新しました。

・資格制度の見直し：管理職への新グレード制度導入、登用の見極め期間廃止、後継者候補育成の仕組み
・システム：人事システムによる従業員の定性情報の可視化と活用 

　この考えのもと、長期ビジョン「Vision 2030」の実現を先導するビジネスリーダーの育成に注力しま
す。また、企業価値の源泉となる高度な専門性と実行力を有するプロ人材の確保も進めています。

  重要人事戦略

指標・目標
  指標

● 重点KPI：後継者候補準備率※

　多様な事業の持続的な発展に向けて、各ポジションの後継者の育成を重点課題として位置付けてい
ます。各カンパニーの人事担当者と連携し、ポジション数と後継者数のモニタリングを行っています。
※ ビジネスリーダー最上位ポストの後継候補者の準備状況
　 開示方法：ビジネスリーダー最上位ポストの後継候補者数÷同ポスト数

● 主要KPI：研修時間
　ビジネスリーダーには、高い視座と多角的な視点、高いマネジメント能力が求められます。またプロ
人材には、専門性とそれを具現化する実行力が必要となります。これらの能力を開発するため、役割に
応じた研修とともに、さまざまなビジネススキルに対応する手挙げ式の研修を用意し、人材育成の基盤
を構築しています。
　開示方法：正社員一人当たり研修時間

● 主要KPI：スペシャリティ職充足率※

　当社の競争力の源泉となる専門領域ごとに、高い専門性を持つ人材をスペシャリティ職として任命
し、全社の専門領域数とスペシャリティ職が配置されている専門領域数のモニタリングを行っています。
※ 全社専門領域に対する高度専門人材の配置率
　 開示方法：スペシャリティ職が認定されている専門領域数÷全専門領域数

  目標
● 後継者候補準備率（積水化学グループ/国内、海外）
　 100%（2025年度）

● 研修時間（積水化学単体）
　 10時間（2025年度）　※ 全社共通システムに登録して管理している研修

● スペシャリティ職充足率（積水化学グループ/国内、海外）
　 100%（2025年度）

● 次代を担うリーダー育成
・経営幹部候補の抜擢・育成強化
・経営幹部の役割見える化と多面観察

● 際立つプロ人材確保
・高度専門人材の確保強化
・事業ニーズに即したリスキル強化

2025年度実績（適所適材の実現の主な取り組み）P.100　P.101
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主な取り組み
  次代を担うリーダー育成

● 経営幹部候補の抜擢・育成強化
　グローバルレベルのリーダー（経営幹部候補）の抜擢・育成強化を推進するため、積水化学（単体）で
は管理職層にグレード制度を導入しております。管理職の役割を3職群（G/P/S）に分け、役割の大きさ
にもとづき4つのグレード（1～4）をそれぞれ設定しています。グレードごとに責任と権限を明示し、その
時々で担う役割に応じて職群・グレードを変更しています。また「人材コミッティ」を設置し、全社で最適
な人材が各役割を担っているか、候補者が指名されているか、継続的に育成されているか、グレードの
高さは適切か等を、役員と人事部門で議論しています。経営戦略の実現に必要な役割を適切に管理し、
それを担う人材と後継者が継続的に育成されている状態を目指しています。

● 経営幹部の役割見える化と多面観察
　「役割の見える化」を推進するため、人事システムを活用して、各ポストの役割・ミッション要件を定義
し、順次公開を進めています。これにより、社内でのキャリアの見える化を図り、目指すべき領域の特定
と自律的なキャリア形成の促進を目指します。
　また、ビジネスリーダーの日頃のマネジメント行動や各組織における挑戦行動の促進状況について
年1回、多面観察を行い、複数の観察者からの視点を通してビジネスリーダーの行動を客観的・定量的
に評価しています。この多面観察は、ビジネスリーダーが自分自身の言動や能力発揮について振り返
る機会でもあり、人材育成や挑戦行動促進を中心とした望ましいマネジメント行動の発現につなげて
います。

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

後継者候補準備率（%） 50.5 67.7 92.4 88.1 104.1 
・ G1ポスト(ビジネスリーダー最上位)の後継候補者数÷同ポスト数。G1ポストの後継候補者は人材コミッティにて任命される

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

新任管理職研修（人） 199 213 210 185 222

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

研修受講時間（時間） 7.1 6.1 6.2 6.8 8.3 
・� �年度における従業員一人当たりの研修受講時間。システム登録ベースの研修時間を集計（2025年度実績より、全社共通システムで管理可能な研修

種別が拡大）

研修名 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

評価者研修（評価制度理解）（人） 941 75 164 121 84

評価スキル強化研修①（評価の基本＋目標設定）（人） ― 146 62 53 40

評価スキル強化研修②（日常マネジメント＋面談演習）（人） ― 148 64 50 51

後継者候補準備率（積水化学グループ /国内、海外）

正社員一人当たり研修時間（積水化学単体）

評価者研修実績（積水化学単体）

共通研修実績（積水化学グループ /国内）

パフォーマンス・データ

役割型制度全体像

G職 【グローバルリーダー職】
組織規則に定める組織のライン長

P職 【プロフェッショナル職】
戦略実行のプロとして、自組織の重要課題解決に
主体的責任を負う（Report to ライン長）

S職 【スペシャリティ職】
当社の競争力の源泉となる高度な専門性を発揮し
ブレークスルーすべきテーマを設定し、実行する

管理職

役
割
の
大
き
さ
に
よ
り
変
更

職
群

役割の範囲により変更

ポ
ス
ト
の
任
免

Ｇ１

Ｇ２

Ｇ３

Ｇ４

G職 専
門
性
の
認
定

P１

P２

P３

P４

P職
Ｓ１

Ｓ２

Ｓ３

Ｓ４

S職

・ 2021年度は新評価制度導入のタイミングであり、広く「評価制度理解」研修を実施
・ 2022年度からは「評価制度理解」の研修と「評価の基本」の内容を発展させた「評価スキル強化研修」を実施

一般職層

人材コミッティ
● 各ポストの役割と現任者
   の状況を確認
● 後継者を継続的に認定

役割の見える化
● 各ポストの役割、
   ミッション、要件を
   定義し、公開する

管理職層

役員

グレード1

グレード2

グレード3

グレード4

見える化された社内キャリアから、自律的にキャリアを形成

人材プール

人材プール
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  際立つプロ人材確保
● 高度専門人材の確保強化
　高度専門人材とは、当社の競争力の源泉となる高度な専門性を発揮するプロ人材を指します。業務
を通じた育成が難しいうえ、あらゆる業界において需要が高いのが現状です。社内に人材を確保し続
ける仕組みとして、保有技術の深度化および中長期視点で技術強化に取り組む、社内外で通用する高
い専門性を持つスペシャリストをスペシャリティ職として任命しています。
　技術領域（技術プラットフォーム）に加え、DXや法務等スタッフ部門の領域を設定し、スペシャリティ
職を任命、技術強化や人材の育成、カンパニー間の連携を推進しています。
　2025年度は生産基盤部門における領域を拡大しましたが、今後もすべての高度専門領域にプロ人
材を配置することで競争力の向上と人材育成による専門性の拡大を目指します。

● 事業ニーズに即したリスキル強化
　事業を起点とした専門人材育成のため、事業における強化領域に対して、社員一人ひとりの専門性
を磨き上げていくことが必要不可欠です。そのため、事業ニーズに即したリスキルとアップスキルをあ
わせたリスキル教育を展開しております。特にグローバル人材、DX人材、モノづくり人材の育成を強化
していきます。

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度
全社専門領域数（ポスト） 29 29 26 28 30 

スペシャリティ職認定済専門領域数（ポスト） 18 19 22 21 22 
スペシャリティ職充足率（％）※ 62.1 65.5 84.6 75.0 73.3 

スペシャリティ職人数（人） 38 39 39 41 43 
※ スペシャリティ職が配置されている専門領域数÷全専門領域数

スペシャリティ職充足率（積水化学グループ /国内、海外）

年次・資格別に整備された育成環境

入
社
時
研
修

〇
年
目
研
修
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級
向
け
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〜
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修
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教
育（
共
通
）

目
指
す
キ
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リ
ア（
役
割
）の
多
様
化

目指すキャリア毎（役割別）に整備された育成環境

結果的に

キャリア（人材像）を目的とした施策のデザイン部門長 海外社長

ライン長

専門職

育成施策
（配置・研修） A人材

住宅支店長
B人材
スタッフ長

目指すキャリアの選択
C人材
研究所長
D人材

育成体系の転換（イメージ）

育成体系図

A  ビジネスリーダー育成研修	： 経営幹部の現任者・候補者として相応しい能力を獲得するため
の選抜型能力開発

B  役割別能力開発	 ： 自己が目指す役割実現に向けた選択型能力開発
C  リスキル	 ： 事業ニーズに即したリスキルプログラム
D  組織基盤強化	 ： 積水化学グループ社員として必須のESG経営リテラシー強化

プログラム（知識、意識、姿勢）

新任役員研修

マネジメント研修（MBAフレーム）
【応用科目】 

マネジメント研修（MBAフレーム）
【基本科目】

ビジネススキル基礎研修

ビジネスリーダー育成研修
【コンピテンシー強化研修】

ビジネスリーダー育成研修
【コーチング】

必
須

選
択（
選
択
・
選
抜
型
）

組
織
基
盤

業
務
遂
行
能
力

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
基
礎

役
割
別

全
従
業
員

一
般
職

管
理
職

経
営

ビジネスマネジメントプログラム 階層別プログラム リスキルプログラム

（学び直し）目指すキャリアの
設定と実現計画

職種別
専門
スキル

DX

製造
・
生産

技術
・
開発

各階層の
役割理解、
視座を高める

新任管理職
研鑽会、研修

変革塾

上級研鑽会
中級研鑽会
初級研鑽会

キャリア入社者
フォロー研修
新入社員研修

シニア支援
定年延長選択後
キャリア研修
定年延長選択前
キャリア研修

キャリア開発

キャリア自律
上司研修
新任管理職
キャリア研修
キャリアプラン
基礎研修
キャリア自律
Eラーニング
新入社員
キャリア研修
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1 グローバル人材の育成
　Eメールライティングやプレゼンテーション、会議ファシリテーションといった実務に直結するスキル
習得の研修や、グローバルな仕事をより具体的に身近に感じてもらうため、駐在員から直接話を聞くグ
ローバルキャリアイベントを開催しています。
　半年間に及ぶ「グローバルアカデミー」では、必要なスキルを習得できるプログラムを受講後、実際
に1週間海外現地に赴き、フィールドワークや社内外ビジネスパーソンとの対話を通してグローバルビ
ジネスに関する理解を深めます。2025年度の参加者は14名でした。語学力はもちろん、文化的背景の
異なる人と協力関係を築くためのスキルや、市場分析・グローバル企業のビジネス展開手法など幅広
い要素を学習し、グローバルで働くことを直接肌で感じる機会としています。部署や世代を超えた参加
者同士のネットワーク形成にもつながっています。
　なお、国内での研修だけでなく、短期トレーニーや海外研究機関への学術派遣等、海外で働く機会を
多く提供してグローバルに活躍できる人材の育成に取り組んでいます。

2 DX人材の育成
　ビジネスプロセスの変革を推進するため、DX人材の育成に注力しています。デジタル技術を活用・
応用しつつ事業を推進することができる人材の育成を重視しながら、すべての従業員のDX人材化を目
指しています。
　具体的には従業員一人ひとりがDXを自分ゴトとしてとらえ、変革に向けて行動できるよう、全従業員
を対象としたDXリテラシー教育を展開しています。また、事業を担う人材がさらに高いデジタルスキル
を持って、より効率的に業務が進められるよう、座学のほか、社外講師の1対1の指導を受けながら実
データを用いて業務課題を解決する講座も導入しています。これらを活用し、DXによる課題解決のスキ
ルを有する人材が増えてきました。さらにスキルを獲得した人材が現場の他のメンバーが抱える業務
課題の解決を指導していけるよう、サポートを強化しています。

3 モノづくり人材の育成
　モノづくり人材の育成に向けて、基礎研修、専門研修、管理者研修を実施しています。
　モノづくり基礎研修は、モノづくり現場の最前線で活躍する従業員を対象に、安全、品質、生産性と
いったモノづくりに関連する全方位の基礎的知識を学習する機会を設けています。当社グループ独自
のe-ラーニングコンテンツを活用し、各動画視聴後には、より理解度が定着するよう、理解度テストも実
施しています。2025年度は620名の方が新たに3,304講座を受講しました。
　モノづくり管理者研修は、役職（製造課長、製造係長、現場リーダー）ごとに実施しています。各役職
に求められる役割を理解し、実践できるよう、当社グループのモノづくりの考え方を学び、グループディ
スカッションを通じて、各役職の職務を行うにあたっての課題や自己のレベルアップを、自職場に戻っ
てからのリーダーシップを修得することを目的としています。2025年度は計29名が受講しました。「グローバルアカデミー」海外現地プログラムでの様子（タイ）

地域別内訳（人）

北米・中南米 53

欧州 37

アジア・大洋州 121

日本人の海外駐在員数（積水化学グループ）（2025年度） 
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ダイバーシティの実現

戦略
  基本的な考え方

　当社グループでは、2015年に「ダイバーシティマネジメント方針」を制定し、ダイバーシティの推進に
取り組んでいます。この方針に基づき、「多様性」を性別、年齢、人種等の違いだけでなく、経歴、価値観、
性格等を含めた違いにも着目しています。そして、従業員一人ひとりの違いを理解し、認め、強みとして
活かしていきます。
　また、すべての従業員が能力を最大限に発揮でき、自己実現ができる会社であり続けるため、当社グ
ループでは多様な人材が定着し、活躍できる環境整備に注力しています。その土台として「働き方改革」
と「健康経営」を掲げています。働き方改革では「働き方改革宣言」、健康経営では「健康宣言」を宣誓し
ています。

  重要人事戦略

指標・目標
  指標

● 重点KPI：定着率
全従業員の定着率

〈算定式〉（１－（１年間の離職者数÷当該年度４月１日時点の従業員数））×100

● 主要KPI：女性管理職比率
全管理職における女性管理職（課長職・部長職以上。執行役員・取締役を除く）の比率

● 主要KPI：女性採用比率
新卒採用、キャリア採用、それぞれの女性採用比率

● 主要KPI：男女賃金格差
制度上の賃金格差はなく、労務構成（年齢および資格）比による格差

〈算　定　式〉 女性の平均年間賃金÷男性の平均年間賃金
〈集 計 範 囲 〉 全労働者（正規雇用労働者・パート・有期労働者）が対象
　　　　　　 正規雇用労働者：当社から社外への出向者を含む
　　　　　　 パート・有期労働者：契約社員、アルバイト、パートが該当

〈賃金の範囲〉 通勤手当等を除く

● 主要KPI：男性育休取得率
当該年度に育児休職を1日以上取得した男性従業員の割合

〈算定式〉該当期間※に育児休職を取得した男性従業員÷当該年度に配偶者が出産した男性従業員
※ 積水化学では子が3歳まで

● 主要KPI：障がい者雇用率
全従業員における障がいのある従業員の比率

〈算定式〉身体障がい者、知的障がい者、精神障がい者である常用労働者の数÷常用労働者数

● 主要KPI：総実労働時間
年間の総実労働時間の実績値

〈算定式〉所定内労働時間（7.5時間）＋所定外労働時間－有給休暇取得時間

● 主要KPI：メンタルヘルス不調による長期休業率
当該年度においてメンタルヘルス不調を理由に1カ月を超える休暇をした従業員の比率

〈算定式〉メンタルヘルス不調により連続1カ月以上休業した従業員数÷健康管理の対象者数

● 多様な人材の活躍
・多様な人材の雇用と定着促進
・ダイバーシティ推進と両立支援

● 活力あふれる環境づくり
・安心して働ける環境の整備
・健康で働きやすい環境の確保

ダイバーシティマネジメント方針/働き方改革宣言/健康宣言
https://www.sekisui.co.jp/sustainability_report/basic_policies/#anc-P04
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  目標

主な取り組み
  多様な人材の活躍

● ダイバーシティの基本的な考え方
　多様な人材が集い、協働することでビジネスにおける新たな価値創出やイノベーション風土が醸成
されることを目指しています。一人ひとりが持ち味を発揮し、いきいきと活躍できる風土と適切な環境を
つくり、インクルージョンの輪を広げていくことで、挑戦する風土の醸成につなげていきます。

1 多様な人材の雇用と定着促進
　多様な人材の雇用を目指し、持続経営力の強化に向けた一定の採用規模で継続的に人材を確保す
るべく新卒採用を進めています。また、事業環境の変化やニーズに合致するようキャリア採用にも注力
しています。
　定着促進については、個別の事情に左右されず、さまざまな人材が働き続けられるようフレックス
勤務や在宅勤務制度等、多様な働き方に対応した制度の整備や、介護・育児・病気等のさまざまなラ
イフイベントと仕事の両立支援を推進しています。

定着率（積水化学単体）

定着率（積水化学グループ /国内） 

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

定着率（%）
男性 97.6 97.2 97.6 97.8 98.4
女性 96.8 96.1 97.2 97.7 98.3
合計 97.5 97.0 97.5 97.8 98.4 

・ （１－（１年間の離職者数÷当該年度４月１日時点の従業員数））×100　
   離職者数は、契約期間満了・役員就任・定年・グループ内移籍を含めない。当該年度４月１日時点の従業員数は、期間を定めない雇用者を対象とする。

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

定着率（%）
男性 95.9 95.4 94.8 94.7 95.5
女性 94.2 94.3 93.9 93.2 95.9
合計 95.5 95.1 94.6 94.4 95.6

取締役 監査役
役員計 執行役員

社内取締役 社外取締役 社内監査役 社外監査役

男性（人） 7 2 2 3 14 30 
女性（人） 0 3 0 0 3 2 

女性比率（%） ― 60.0 ― ― 17.6 6.3 

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

女性役員数※（人） 2 3 4 1 2 
女性管理職数※（人） 195 206 240 260 288 

女性役員数と女性管理職数（積水化学グループ /国内［役員は単体を除く］）

役員の構成人数・女性比率（積水化学単体）（2025年度）

パフォーマンス・データ

● 定着率（単体） 
　 前年度比維持・向上

● 女性管理職比率（単体） 
　 5%（2025年度）

● 女性採用比率（単体）
　 新卒採用女性比率35%（2025年度）

● 男女賃金格差（単体）
　 前年度比維持・向上 

● 男性育休取得率（単体）
　 75%（2025年度）

● 障がい者雇用率（単体）
　 2.5%（法定雇用率以上）

● 総実労働時間（単体）
　 2000時間以下（2025年度）

● メンタルヘルス不調による長期休業率（グループ/国内）
　 1.0%以下（2025年度）

※ 2023年度までは非連結を含む、2024年度より非連結を含まず開示
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2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

従業員※1

男性（人） 3,250 3,226 3,270 3,314 3,405 
女性（人） 652 661 705 748 816 

女性比率（%） 16.7 17.0 17.7 18.4 19.3 

正社員※2

男性（人） 3,023 3,032 3,119 3,214 3,347 
女性（人） 607 627 668 718 788 

女性比率（%） 16.7 17.1 17.6 18.3 19.1 

平均勤続年数※2
男性（年） 17.6 17.9 17.1 17.1 17.0 
女性（年） 12.9 13.1 12.2 12.0 12.2 

管理職（課長職）

男性（人） 700 790 801 831 885 
女性（人） 45 47 57 64 73 

女性比率（%） 6.0 5.6 6.6 7.2 7.6 

管理職
（部長職以上）

男性（人） 635 558 577 571 565 
女性（人） 15 17 14 15 14 

女性比率（%） 2.3 3.0 2.4 2.6 2.4 

全管理職

男性（人） 1,335 1,348 1,378 1,402 1,450 
女性（人） 60 64 71 79 87 

女性比率（%） 4.3 4.5 4.9 5.3 5.7 

新任管理職

男性（人） 54 70 53 56 48 
女性（人） 3 6 5 6 7 

女性比率（%） 5.3 7.9 8.6 9.7 12.7 

係長級※3

男性（人） 795 827 880 928 972 
女性（人） 113 127 145 163 194 

女性比率（%） 12.4 13.3 14.1 14.9 16.6 
※1 直接雇用関係のある労働者（正社員および非正規社員を含む、当社から社外への出向者を含む、社外から当社への出向者は除く）
※2 雇用期間に定めのない従業員（当社から社外への出向者を含む、社外から当社への出向者は除く）
※3 ビジネスキャリアコース上級資格の従業員

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

従業員

男性（人） 15,857 15,822 15,767 15,738 15,609

女性（人） 5,069 5,195 5,202 5,209 4,995

女性比率（%） 24.2 24.7 25.0 24.9 24.2 

新卒採用

男性（人） 405 448 508 489 433

女性（人） 150 183 180 160 142

女性比率（%） 27.0 29.0 26.0 24.7 24.7 

管理職（課長職）

男性（人） 2,865 3,031 3,110 3,073 3,146

女性（人） 168 178 204 224 254

女性比率（%） 5.5 5.5 6.0 6.8 7.5 

管理職
（部長職以上）

男性（人） 1,533 1,400 1,398 1,504 1,427

女性（人） 27 28 26 36 34

女性比率（%） 1.7 2.0 2.0 2.3 2.3 

全管理職

男性（人） 4,398 4,431 4,508 4,577 4,573

女性（人） 195 206 230 260 288

女性比率（%） 4.2 4.4 4.9 5.4 5.9 

新任管理職※4

男性（人） 191 191 194 137 182

女性（人） 22 22 23 18 32

女性比率（%） 10.3 10.3 10.6 11.6 15.0 

※4 2023年度までは非連結を含む、2024年度より非連結を含まず開示

人員構成（積水化学単体） 人員構成（積水化学グループ /国内）
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2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

新卒採用※1

男性（人） 63 64 83 92 84 
女性（人） 18 25 38 36 39 

女性比率（%） 22.2 28.1 31.4 28.1 31.7 

キャリア採用

男性（人） 19 50 75 90 91 
女性（人） 3 9 15 26 22 

女性比率（%） 13.6 15.3 16.7 22.4  19.5 
キャリア採用比率※2（%） 21.4 39.9 42.7 47.5  47.9 

※1 社会人未経験で学校（大学・大学院等）卒業後に初めて入社した社員
※2 キャリア採用（経験者採用）比率：全採用者に占めるキャリア採用者の比率

採用（積水化学単体）

新卒採用人数と新卒女性採用比率（積水化学グループ /国内）

・ 一部の持分法適用関連会社を含む
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2021 2022

新卒採用人数 女性採用比率

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

新入社員導入研修（人） 150 152 158 190 194

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

受講者数（人） 35 58 74 131 119

・ 2024年度上期までは半期に一度開催。2024年9月より毎月開催に変更

グループ共通研修実績（積水化学グループ /国内） 

キャリア入社者研修（積水化学単体）

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

離職者（人）

男性 74 85 76 69 54

女性 20 25 19 16 13

合計 94 110 95 85 67 

離職率（%）

男性 2.4 2.8 2.4 2.2 1.6 

女性 3.2 3.9 2.8 2.3 1.7 

合計 2.5 3.0 2.5 2.2 1.6 
・ 算定式：（１年間の離職者数÷当該年度４月１日時点の従業員数）×100　

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

離職率（%）

男性 4.1 4.6 5.2 5.3 4.5

女性 5.8 5.7 6.1 6.8 4.1

合計 4.5 4.9 5.4 5.6 4.4

離職率（積水化学単体）

離職率（積水化学グループ /国内）

2019年度入社 2020年度入社 2021年度入社 2022年度入社 2023年度入社

入社3年後の定着率（%） 93.1 89.6 89.0 95.5 90.7

・ 算定式：X-2年度の入社者のうち、X年度末の在籍者の割合

3年後定着率（積水化学単体）

30歳未満 30-39歳 40-49歳 50-59歳 60歳以上

男性（人） 405 768 656 1,155 363

女性（人） 179 243 129 189 48

女性比率（%）  30.7  24.0  16.4  14.1  11.7 

・ 雇用期間に定めのない従業員（当社から社外への出向者を含む、社外から当社への出向者を除く）

正社員年齢構成（積水化学単体）（2025年度） 
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2 ダイバーシティ推進と両立支援

2-1 ジェンダーダイバーシティの推進
　女性の活躍推進は、「女性採用の強化」、「定着と活躍」、「管理職創出」、「管理職登用後の育成」の
4領域に分けて取り組みを進めています。

管理職登用後の育成施策の拡充
　上級管理職層の多様化に向け、その候補人材を対象とした女性管理職メンター制度を開始しまし
た。本施策は2024年度にトライアルを行い、2025年度より正式に導入しています。自社グループからメ
ンターを選出することで、メンティー（女性管理職）は現業を通じたスキル研鑽や経営層の視座に触れ、
マインドとスキル両方の成長につながっています。なお、役員層については、女性比率30%を目標と定
めています。

テーマ 目標（2030年） 2025年度実績 主な取り組み

女性採用の強化 女性採用比率
35% 31.7％ ・女性管理職のインタビュー記事掲載

定着と活躍 10年後定着率
95% 56.8％ ・女性キャリアセミナー（若手層向け、産休・育休復帰後向け）

・実態把握調査

管理職創出 管理職比率
8% 5.7％ ・女性キャリアディベロップメントプログラム

管理職登用後の育成 上級管理職
15名 5名 ・女性管理職メンター制度

女性採用の強化
領域1 定着と活躍

領域2 管理職創出

領域3 管理職登用後の
育成

領域4
女性対象の研修実績（積水化学グループ /国内）

女性の活躍支援4領域

パフォーマンス・データ 

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

女性CDP研修
（選抜）

女性本人（人） 58 49 48 55 55

上司（人） 55 46 46 52 53

女性キャリア
セミナー受講者数

（公募）

若手層（人） ー 55 36 19 27

育児中（人） ー 73 34 23 21

全階層（人） ー 67 37 ー ー

男女賃金格差（積水化学単体）（2025年度）
正社員（%） 正社員以外（%） 全体（%）

71.8 107.4 71.8 
・ 制度上の賃金格差はなく、労務構成（年齢および資格）比による格差
   〈算　定　式〉 女性の平均年間賃金÷男性の平均年間賃金
   〈集 計 範 囲 〉 全労働者（正規雇用労働者・パート・有期労働者）が対象
   　　　　　　 正規雇用労働者：当社から社外への出向者を含む
      　　　　　 パート・有期労働者：契約社員、アルバイト、パートが該当
   〈賃金の範囲〉 通勤手当等を除く
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延長実施済社数（社） 当年延長実施社数（社） 定年延長実施率

シニア対象研修実績

障がい者雇用率（積水化学単体）

パフォーマンス・データ

パフォーマンス・データ 

2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

定年延長選択後キャリア研修（管理職）（人） 35 55 42 57

定年延長選択後キャリア研修（一般職）（人） 34 11 27 43

定年延長選択後キャリア研修（グループ会社）（人） 50 127 55 106

【必須】定年延長選択前キャリア研修（57歳）（人） 94 69
326 185

【任意】定年延長選択前キャリア研修（50 ～ 56歳）（人） 60 41

・ 定年延長選択前キャリア研修は2023年度まで積水化学工業単体のみ対象
・ 定年延長制度のグループ会社への展開進展に伴い、2024年度より定年延長選択前キャリア研修の対象をグループ会社全社へも拡大

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

障がい者雇用率（%） 2.5 2.3 2.4 3.1 2.7 

2-2 障がい者の活躍推進
　障がい者雇用についてはダイバーシティ推進の主要施策の一つとして、グループ全体で雇用の
促進と定着・活躍に向けて取り組みを進めています。
　積水化学（単体）での採用活動では障がい者の方の特性と職場・業務内容とのマッチングを最
優先に考え、職場見学や体験実習等を行っています。入社後は定期的に面談を行い対象者の方と
所属部署双方へフォローをしています。
　2025年度は就労移行支援事業所に通う学生の方を対象とした説明会を実施しました。当社で活
躍している障がい者社員による説明を行い、参加者からは実際に働くイメージを持てたとの感想を
いただきました。
　グループ各社の障がい者雇用の促進については採用活動の支援や人事担当者を対象とした勉
強会を実施しています。

2-3 シニアの活躍推進
　当社グループでは、年齢を問わず、一人ひとりが主役として輝き、挑戦を続けて活躍することを推進
すべく、2025年度、積水化学（単体）を含めたグループ全体で65歳への定年延長の実施が完了しまし
た。また、定年延長を選択した社員を対象に、定年延長後の役割や業務を確実にイメージしてもらうた
めの研修を実施しています。

定年延長の実施状況

・ 障がい者雇用状況報告書（基準日：2025年６月１日）に準ずる
・ 特例子会社を含む

障がい者雇用説明会
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2-4 グローバル人材の活躍
　世界各地域の現地経営幹部や従業員を対象にビジョンキャラバンを行い、長期ビジョンの理解と従
業員の挑戦促進に向けた対話を継続しています。また、従業員がそれぞれの職場で持ち味を発揮でき
るよう、エリアに根差した人材育成を展開しています。国内外で、外国籍従業員の採用、定着支援、育成
を実施しています。

海外現地の人材開発 
　中国エリアの地域統括会社が主導し、2024年度に「経営者後継者育成プログラム」を開始しました。
経営トップ人材の輩出を目指し、中国内のグループ各社より次世代幹部候補7名が集い、10カ月にわ
たり研鑽を重ねました。ビジョンや戦略の策定、イノベーティブなアイデアの創出、実行計画の立案等
を体系的に学習し、全社に向けた提言を行います。プログラムへの参加を通じたメンバー一人ひとり
の成長に加え、会社を超えた参加者同士の交流に地域内のシナジーが期待できる、有意義な活動とな
りました。

2-5 両立支援

・育児と仕事の両立支援
　育児と仕事の両立支援については、出産・育児などのライフイベントに対応できるよう、法定を上回る
制度や経済的支援を整備するとともに、制度が取りやすい環境づくりに注力しています。
　積水化学（単体）の制度では、育児休職は3歳誕生日月末まで、育児短時間勤務は中学校入学前日ま
で利用することができます（フレックス勤務と併用可）。
　環境づくりとしては、人事部長によるメッセージの発信や、育児休職を取得
した男性社員を部下に持つ上司による座談会の実施などを通じ、制度周知
や理解促進を図っています。
　これらの取り組みに加え、男性社員の育児休職取得率（2024年度90.1%）
などの実績が評価され、2025年度厚生労働省より次世代育成支援対策推進
法の特例認定「プラチナくるみん」を取得しました。

・介護と仕事の両立支援
　すべての団塊の世代が後期高齢者となる2025年を契機に、介護と仕事に関する実態把握調査をグ
ループ一体で行いました。調査結果から、介護に携わる従業員は今後、現在と比べて10倍以上になるこ
とが推測されました。制度関連の情報を周知したり、従業員の実体験を発信するなど、引き続き介護と
仕事の両立に向けた組織風土づくりに注力していきます。

従業員数内訳（積水化学グループ）（2025年度）

パフォーマンス・データ 

育児関連制度の利用（積水化学単体）  
2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

育児休職取得率（%）※1
男性 47.3 68.1 69.8 90.1 93.3 

女性 100 100 97.1 92.9 100

育児休職平均取得日数（日）※2
男性 38.8 29.1 47.3 59.9 79.1

女性 293.8 358 371.7 322.1 398.8

育児休職復職率（%）
男性 100 100 100 100 100

女性 91.7 100 96.0 100 100

※1 産後休業中は除く。2024年度より、入社前に子が誕生した者および出向者は集計の対象には含めない
※2 2022年度より、該当年度に育児休職取得可能期間が終了した従業員の育児休職平均取得日数項目 人数

　　  従業員数合計 26,752

日本 19,906

北米・中南米 2,251

欧州 1,052

アジア・大洋州 3,543

「プラチナくるみん」認定の取得について
https://www.sekisui.co.jp/news/2025/1441178_41954.html
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・病気（治療）と仕事の両立支援
　さまざまな疾病を抱えながらも働き続けられるよう、制度の拡充とともに理解促進に向けた啓発を進
めています。

社外からの評価
　男女問わず共働き・共育てが可能となる両立支援の取り組みが
特に優れた企業として、経済産業省と東京証券取引所より「Next
なでしこ 共働き・共育て支援企業」に初めて選定されました。

両立支援制度の利用実績1（積水化学単体）  

両立支援制度の利用実績2（積水化学単体）

制度名 主な内容 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

育児短時間勤務
子が中学校入学の前日まで取
得可能（法定は3歳まで）

男性 0 0 2 2 6

女性 64 70 78 65 111

合計 64 70 80 67 117

就業時間の変更
子が中学校入学の時期に達する
まで最大60分始業時間、終業時
間の繰り上げ、繰り下げが可能

男性 3 1 1 3 3

女性 4 0 3 0 2

合計 7 1 4 3 5

ファミリー休暇
子または孫が高校入学まで年間
3日間の特別有給休暇を付与

男性 156 152 174 208 300

女性 54 68 77 86 102

合計 210 220 251 294 402

介護休職
対象者1人につき通算93日まで
取得可能（1人目の対象者は最
大1年間取得可能）

男性 2 1 2 4 2

女性 1 1 1 0 0

合計 3 2 3 4 2

介護短時間勤務
対象者1人につき最大3年間、
1週あたり2日または1日あたり
4．5時間まで取得可能

男性 1 1 0 1 1

女性 0 2 2 1 0

合計 1 3 2 2 1

制度名 主な内容 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

積立年休
（子育て事由）

満18歳までの子が対象、時間単
位で取得

男性 13 32 43 52 48

女性 37 52 52 54 64

合計 50 84 95 106 112

積立年休
（私傷病事由）

日単位（連続した10営業日以
上）・時間単位で取得

男性 35 58 71 64 60

女性 13 46 40 42 38

合計 48 104 111 106 98

積立年休
（介護事由）

配偶者、父母、子などが対象、
日単位、時間単位で取得

男性 2 10 28 36 40

女性 12 20 17 14 11

合計 14 30 45 50 51

積立年休
（看護事由）

配偶者、父母、子などが対象、
日単位・時間単位で取得

男性 11 37 58 70 74

女性 24 38 45 39 45

合計 35 75 103 109 119

積立年休
（不妊治療事由）

日単位・時間単位で取得

男性 0 0 2 1 1

女性 1 4 5 4 0

合計 1 4 7 5 1

積立年休
（ボランティア

事由）
日単位・時間単位で取得

男性 0 1 6 10 11

女性 0 0 3 6 4

合計 0 1 9 16 15

・ 積立年休は、失効する年次有給休暇のうち、年間40日を限度として積立することができ、目的に応じて日、時間単位で取得可能

（人）

（人）

Nextなでしこ 共働き・共育て支援企業
https://www.sekisui.co.jp/news/2026/1450065_42699.html
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  活力あふれる環境づくり
● 安心して働ける環境の整備
　当社グループでは、「働き方改革宣言」のもと、労働時間削減の取り組みに加え、仕事の生産性向上
に取り組んでいます。限られた時間で成果を最大化する生産性の高い働き方を追求するためには、従
業員が自律的に働くこと、あわせて上司による自律支援型マネジメントが重要です。この考えを浸透さ
せるため「働き方改革ガイドライン」、「働き方改革e-ラーニング」を従業員に展開するとともに「自律支
援型上司研修」を実施しています。
　柔軟な働き方の実現に向けては、グループ全体で在宅勤務やフレックス勤務等の制度拡充を進めて
おり、出社とリモートワークの共存が定着しました。また「配偶者転勤等休職」、「出生サポート休職」と
いった、当社で継続的にキャリアを形成できる仕組みも拡充させています。
　これからも会社と労働組合が密接なコミュニケーションを持ち、労使の共通課題について建設的な
協議を重ね、労使委員会を通じて柔軟な働き方等に関する制度改定を進めていきます。

労働組合加入者数
　積水化学（単体）には労働組合として「積水化学労働組合」があります。ユニオンシップ制をとってお
り、組合員資格を有する従業員の100%が当組合に加入しています（2025年度は2,484人）。

● 健康で働きやすい環境の確保

健康経営の推進
　「従業員は社会からお預かりした貴重な財産である」という考えのもとに、従業員の心身の健康推進
に取り組んでいます。2019年3月に当社グループが目指す健康経営※1の理念やあり方をまとめた「健
康宣言」ならびに「健康経営基本方針」を制定しています。また健康経営戦略マップを活用し、健康経営
を推し進めています。

※1  「健康経営」はNPO法人健康経営研究会の登録商標

働き方改革宣言
https://www.sekisui.co.jp/sustainability_report/basic_policies/#anc-P04

WEB

自律支援型上司研修実績（積水化学グループ /国内）

労働時間、有給休暇取得実績（積水化学単体）

パフォーマンス・データ

研修名 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

自律支援型上司研修（人） 202 74 113 98

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

一人あたりの月平均時間外就業時間（時間）※１ 18.2 19.0 18.7 19.3 20.3 

一人あたりの年平均総労働時間（時間）※２ 1,925 1,932 1,919 1,929 1,944 

有給休暇取得率（%）※3 64.9 66.6 74.7 71.8 68.4 

一人あたり平均有給休暇取得日数（日） 12.5 12.8 14.1 13.6 13.2 

・ 管理職、出向者を除く
※1 時間外就業時間は、所定労働時間7.5時間を基準として、1人あたりの月平均時間を算出
※2 所定内労働時間（7.5時間）＋所定外労働時間－有給休暇取得時間
※3 有給休暇取得率＝有休取得日数計÷有休付与日数計

健康宣言/健康経営基本方針
https://www.sekisui.co.jp/sustainability_report/basic_policies/#anc-P04

WEB

健康経営戦略マップ
https://www.sekisui.co.jp/sustainability_report/pdf/csr_strategy_map.pdf

WEB

積水化学グループ健康宣言
積水化学グループは、「従業員は社会からお預かりした貴重な財産である」という考え方に基づき、従業員
の健康管理に取り組んできました。この取り組みをさらに一歩進め、従業員の健康推進を経営戦略としてと
らえて、すべての従業員が、心身ともにそして社会的にも良好な状態である Well-Being であることを目指
します。

すべての従業員の Well-Being を達成し、多様な人材がいきいきと働ける職場づくりを目指します。

・ 健康管理（守り）から働きがい・やりがいの向上（攻め）まで包括的な健康推進を実践します。
・ 従業員一人ひとりの意識と行動を進化させ、生産性の向上を目指します。
・ 従業員が自分の力で継続的に、今と未来のWell-Beingを目指せるよう支援します。
・ 従業員のWell-Beingをとおして、本人やその家族、お客様の幸せを実現し、社会に貢献することを目指します。

積水化学グループ 健康経営基本方針
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  「健康経営」で解決したい経営課題
健やかな心身で生産性向上に貢献
少子高齢化への対応
エンゲージメントスコア向上への貢献
Well-Being文化の創造と醸成

● 取り組み1 健康診断と生活習慣病対策
　セキスイ健康保険組合（以下、健保）とのコラボヘルスの充実を図り、当社グループ全社で統一した
健康診断の実施、健康管理システムの導入、50人未満の事業場に対応できるセキスイ・ヘルス・ネット
ワーク（SHN）の構築等により、小規模事業場も含めた健康増進に取り組んでいます。また、生活習慣病
等の重症化・疾病予防に向けて、当社グループ基準のハイリスク値を定め、ハイリスク値に該当する従
業員に適切な健康管理が実施されていることを確認しています。

7つの健康習慣応援プログラム
　生活習慣病対策の一環として、2019年度より7つの健康習慣に着目した健康習慣応援プログラムで
あるe-ラーニングを定期的に実施し、7つの健康習慣の実践を推奨しています。2025年度は健康支援ア
プリを利用したイベントを4回開催し、延べ3,584人が参加しました。秋のウォーキングイベントは、個人
戦に加えてチーム戦を開催し、参加した人のうち92.6%がイベントを楽しめた、92.2％が運動や生活習
慣の改善につながったと回答しました。睡眠イベントでは、参加前と参加後で睡眠の質が良くなった人
が19.7ポイント増え、勤務日のプレゼンティーズム測定によるパフォーマンスも64.8から69.2と4.4ポイン
ト上昇しました。

健康診断と生活習慣病対策（積水化学グループ /国内）

パフォーマンス・データ

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

健康診断受診率（%） 99.5 99.7 99.6 99.8 99.8 

二次検査受診率（%） 70.6 69.7 68.5 70.0 72.9

適正体重者率（%）※1 64.8 65.1 64.9 64.6 63.9

有所見者率（%）※2 60.6 59.8 58.7 59.0 58.9

生活習慣病者率（%）※3 50.0 49.7 48.9 48.5 49.2

ハイリスク者率（%）※4 1.18 0.98 0.94 1.08 1.04

ハイリスク者管理状況の確認実施率（%）※5 98.0 ― 100 100 100

喫煙率（%） 29.8 28.9 28.2 27.7 27.3

飲酒習慣率（%）※6 18.7 17.1 18.1 18.9 26.6

運動習慣率（%）※7 22.0 22.6 24.5 25.2 26.0

朝食摂取率（%）※8 68.9 69.0 68.5 68.1 68.6

適正な間食率（%）※9 82.9 83.1 82.5 82.1 81.5

睡眠充足率（%）※10 68.9 68.0 67.4 66.7 65.2

※1 適正体重者率：BMI18.5以上かつ25.0未満である者の割合
※2 有所見者率：定期健康診断において、積水化学グループ基準5項目（血圧・糖代謝・脂質・肝機能・貧血）のうち1項目以上該当した者の割合
※3 生活習慣病者率：定期健康診断において、積水化学グループ基準4項目（BMI・血圧・糖代謝・脂質）のうち1項目以上該当した者の割合
※4 ハイリスク者率：定期健康診断において、積水化学グループ基準のハイリスク値に該当した者の割合
※5 ハイリスク者管理状況の確認実施率：定期健康診断において、積水化学グループ基準のハイリスク値に該当した者への適切な健康管理実施状況

の確認
※6 飲酒習慣率：2023年度まで「頻度が時 ま々たは毎日かつ飲酒日の1日当たりの飲酒量が2合以上の者の割合」、標準的な質問票変更のため2024

年度より「頻度が週3日以上かつ飲酒日の1日当たりの飲酒量が1合以上の者の割合」
※7 運動習慣率：1回30分以上の軽く汗をかく運動を週2日以上、1年以上実施している者の割合
※8 朝食摂取率：朝食を週5回以上、摂取している者の割合
※9 適正な間食率：朝昼夕の3食以外の間食や甘い飲み物を時々摂取又はほとんど摂取しない者の割合
※10 睡眠充足率：睡眠で休養が十分にとれている者の割合
・ 2025年度データは2026年7月現在、集計中
・ 精度向上のため過去にさかのぼり一部数値を見直している

プレゼンティーズム測定P.114

SUSTAINABILITY REPORT 2026
積水化学グループ
サステナビリティレポート

ページ
112

人的資本 安全 ステークホルダー・エンゲージメント 人権尊重 責任ある調達

112

はじめに トップメッセージ 積水化学グループの
サステナビリティ 環境 ガバナンス 参考資料社会

HOME



● 取り組み2 メンタルヘルス
　メンタルヘルス対策として以下の取り組みを行っています。

1 ストレスチェックの活用
　50人未満の事業場を含む当社グループ全社でストレスチェックを実施しています。2019年度から集
団分析を必須化し、2025年度のグループ全社の集団分析は100%、事業場における詳細な集団分析は
93.6%実施しています。またストレスチェックにもとづく職場環境改善の実施率は64.8%となりました。事
業場担当者等を対象に集団分析方法を学ぶ動画配信、職場環境改善実践研修を継続的に開催してお
り、今後も各事業場の自律的な活動を促進し、より良い職場風土づくりを推進していきます 。

2 メンタルヘルス研修
　当社グループ全従業員向けのセルフケア研修、管理職向けのラインケア研修、新入社員向けのメン
タルヘルス研修を毎年実施しています。また、環境の変化が大きい新任管理職、キャリア入社者、海外
赴任者を対象にWebによるストレスマネジメント研修（iCBTトレーニング）を実施し、ストレスのセルフ
コントロール指標で向上がみられています。各研修を通じて、従業員一人ひとりのメンタルヘルスリテ
ラシーの向上を目指しています。

3 安心して気軽に相談できる相談センターの充実
　当社グループで働く従業員であれば雇用形態にかかわらず誰でも利用できる相談センターを設置
し、セーフティネットとしての機能を強化しています。

● 取り組み3 安心して働ける職場と制度
　化学物質や作業姿勢、騒音等、職場に存在するさまざまな健康障害要因に対して、労働安全衛生マ
ネジメントシステムの活用等を通じて、当社グループ全体で改善活動を推進しています。また、健康な
従業員だけでなく、病気を抱える従業員が配慮された環境の中で安心して働くことができるよう、各種
社内制度の充実に努めています。

海外駐在員の健康管理
　赴任前・帰任時健診に加え、一時帰国等を利用した赴任中における年1回の健康診断実施の徹底、
渡航地域に応じた会社費用負担による予防接種の推奨など、海外駐在員の健康管理に取り組んでい
ます。また、2025年度からは海外駐在員向けのこころのケアを拡充するため、当社グループの海外駐
在員および帯同家族が利用できるカウンセリングサービスを開始し、延べ15件の相談がありました。  

ストレスチェック（積水化学グループ /国内）

メンタルヘルス研修への参加状況（積水化学グループ /国内）

パフォーマンス・データ

パフォーマンス・データ

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

ストレスチェック受検率（%） 95.2 95.5 96.4 97.0 96.9

高ストレス者率（%） 16.4 17.2 16.5 16.2 15.8

・ ストレスチェック実施対象会社：セキスイ健康保険組合に加盟している会社（一部関係会社除く）
・ 高ストレス者率：ストレスチェック実施対象会社（一部関係会社除く）を対象に算出

研修名 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

全従業員向けセルフケア研修受講率（%） 74.8 83.5 84.7 86.7 85.1

管理職向けラインケア研修受講率（%） 91.0 90.8 57.9※ 67.5※ 92.5

新入社員向け研修受講率（%） ― ― 94.5 95.9 95.7

※ 管理職向けラインケア研修受講率：2023年度、2024年度はライン長のみ必須受講

7つの健康習慣応援プログラム（積水化学グループ /国内）
2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

7つの健康習慣認知率（%） 69.7 75.9 83.4 85.0 88.2

七冠王アプリ参加率（%） 11.8 16.0 16.4 17.1 18.2

・ �七冠王アプリ参加率：健康支援アプリを活用した7つの健康習慣（平均余命に関連するとされている習慣）応援プログラムに参加している者の割
合。関係会社従業員・派遣社員を含む

・ 精度向上のため過去にさかのぼり一部数値を見直している
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● 取り組み4 グループ一体での取り組み
　健康経営推進をグループ一体で取り組むために、健康経営優良法人大規模法人部門のグループ適
用を進めています。事前アセスメントにより、健康増進活動に取り組んでいるグループ会社をグループ
適用対象としています。2019年度からはグループ適用会社の情報交換会を開始し、各社ごとに健康経
営目標を作成、達成度を共有する仕組みのもと、グループ一体での活動を推し進めています。また、全
事業場（約300事業場）に健康管理責任者と担当者を配置して、確実に健康経営が推進されるよう体制
を整備しています。また、健保と毎月ワーキンググループを開催している他、年に1回開催しているヘル
スアップ委員会には労働組合の代表者も参加し、情報共有および施策の協議を行っています。
※ 健康施策運営への投資額は、健康保険組合とあわせて年額約8億5千万円（法定健診費用除く）

● 取り組み5 働きがいと生産性の向上
　生産性指標の確立を目指し、主な指標7項目を含め、計29項目のKPIを定めて各健康施策を展開して
います。

主要7項目（積水化学グループ /国内）

パフォーマンス・データ

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

メンタルヘルス不調による長期休業率（%）※5 ※6 1.02 1.13 1.14 1.28 1.25 

7つの健康習慣4つ以上実施率（%）※5 54.0 63.9 63.5 64.5 65.0

職場環境改善実施率（%）※5 64.9 57.3 63.0 69.1 64.8

プレゼンティーズム（%）※1 ※5 64.7 57.6 57.6 58.3 58.9

アブセンティーズム（日）※2 ※5 1.31 2.34 3.05 2.88 2.77 

理想的健康状態にいる人（%）※3 ― 33.1 31.9 33.3 33.6

ワークエンゲージメント※4 ― 3.05 3.01 3.04 3.05 

※1 プレゼンティーズム：勤務はしているものの、健康上の問題によって完全な業務上パフォーマンスが出せない状態。算出においては0から10までの
尺度上で、過去4週間（28日間）の勤務日における総合的なパフォーマンスを自己評価した数値を採用しており、高いほど損失が少ないことを示
す。WHO-HPQを用いて調査。2025年度調査対象人数19,883人、回答率96.8％

※2 アブセンティーズム：傷病による欠勤。2022年度より実数計算。2025年度調査対象人数19,883人、回答率96.8％
※3 理想的健康状態にいる人：OECD「良い暮らし指標（BLI： Better Life Index）」の調査項目を参考に質問項目を作成し、普段の心と身体の主観的な

健康状態が「とても良い、良い」と回答した人の割合
※4 ワークエンゲージメント：ワークエンゲージメント測定において最も広く活用されているユトレヒト・ワーク・エンゲイジメント尺度の9項目版を使用

し、9項目を合算した平均値。2025年度調査対象人数19,883人、回答率96.8％
※5 精度向上のため過去にさかのぼり一部数値を見直している
※6 当該年においてメンタルヘルス不調を理由に１か月を超える休暇をした従業員の比率

女性の健康課題に関する施策への参加状況（積水化学グループ /国内）

パフォーマンス・データ

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

全従業員向け女性の健康セミナー受講率（%） 74.4 67.1 ― 70.8 70.1

管理職向け女性の健康セミナー受講率（%） ― 91.7 76.9 78.3 79.1

女性従業員向け女性の健康セミナー受講率（%）※ ― 65.0 67.7 4.6 52.7

※ 女性従業員向け女性の健康セミナー受講率： 2022、2023、2025年度はe-ラーニング受講率、 2024年度はウェビナー開催当日の受講率

ライフステージ別健康課題への対策
　2025年度は、女性の健康課題解決に向けて、女性従業員向け、全従業員向け、管理職向けの女性の
健康に関するe-ラーニングを実施しました。女性従業員向けe-ラーニングでは、年代別の健康課題を
テーマとして「プレコンセプションケア」、「働く女性の健康」を実施し、2,345名が受講しました。また、
2025年度は、前年度の参加者アンケートで要望が多かった「働く女性の更年期障害」をテーマとした外
部講師によるオンラインセミナーを実施しました。当日は希望者202名が受講し、満足度94.2%、理解度
99.3%でした。男性従業員向けには、前年度参加者満足度が高かった「男性更年期」に関するe-ラーニ
ングを引き続き実施し、2025年度は7,100名が受講しました。いずれのセミナーも従業員のニーズに応
じた生物学的性別やライフステージ特有の健康課題について理解を深める機会となりました。また、産
学連携によるITを活用した更年期世代（男女）の健康に関する共同調査を実施し、生物学的性差を考慮
した健康施策のあり方に関して検討を進めています。
　引き続き、すべての従業員が安心して働ける職場風土醸成の推進に向けて取り組んでいきます。

社外からの評価
　全社的な視野で従業員の健康に関する課題解決に取り組んでいることが
認められ、当社グループ国内関係会社33社とともに9度目の「健康経営優良
法人（大規模法人部門（ホワイト500））」に認定されました。

健康経営優良法人（大規模法人部門（ホワイト500））
https://www.sekisui.co.jp/news/2026/1449644_42699.html
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安全

戦略（姿勢・考え方、リスク認識）
  基本的な考え方

　積水化学グループでは、従業員が安全に安心して働くことができる職場づくりは、企業としての責
任であり経営における最重要課題の1つであると考えています。この考えのもと、①～⑤の5つのテー
マを柱とするトータルセーフティー活動（労働災害ゼロ、設備災害ゼロ、通勤災害ゼロ、疾病長欠ゼ
ロ）に取り組んでいます。しかし、いくら会社が安全・安心な環境を整えても、そこで働く従業員一人ひ
とりが「自分の身は自分で守る」ことをしなければ、事故を防ぐことはできません。各個人の安全行動
がなくては、安全は成り立たないのです。そのため、安全教育や危険への感受性を高めるための取り
組みとともに、「定めたルールを守り、守らせる」風土づくりにも力を入れています。次期中期経営計
画においては、全社重大リスクの極小化に向
けた取り組みを継続するとともに、増加傾向
にある休業災害の低減と、現場リスクの再発
掘に注力します（KPI度数率半減：0.4以下、リ
スク未抽出災害率半減：30%以下）。

① OHSMSによる「安全管理」
② 設備本質安全化※

③ 従業員の「安全教育」
④ リスクアセスメント等の「リスク管理」
⑤ 上記の活動状況を評価する
　 「安全監査・防災監査」

※ 当社グループが推進する「機械安全」活動の名称。
生産設備の不安全箇所に対し本質的安全設計方
策および安全防護による改善を推進している。

  リスク認識
　当社グループは安全に関するリスクを以下のとおり認識しています。

● 重大設備災害（火災・爆発）
従業員および近隣住民の身体または財産の棄損、長期業務停止、顧客生産停止、事業継続不可

● 業務に起因した死亡・重篤事故
信頼失墜、風評被害により人材確保困難

● 大規模有害物質漏えい・環境汚染
従業員および近隣住民の身体または財産の棄損、長期業務停止、顧客取引停止、除染費発生

● 環境関連法令の重大違反
信頼失墜、長期業務停止、顧客取引停止、規制強化による事業継続リスク

  危険を危険と判断できる人材の育成
　当社グループでは、生産現場におけるリスク低減を図るキーマンとして以下の育成を推進してい
ます。

1. セーフティリーダー（SL）
各事業場で安全管理者を補佐し、安全管理活動を推進する人材。各自が所属する事業場で、リス
ク発掘・改善、安全教育を推進する役割を担っている。

2. セーフティサブアセッサー（SSA）
各事業場における新規導入される生産設備の安全仕様の確保、既存生産設備に関するリスク発
掘・改善を担う機械安全のスペシャリスト。

①安全管理

②設備
本質安全化

マネジメントシステム 現場

③安全教育 ④リスク管理

・OHSMS

・ 教育
・ 訓練/啓発活動

・ リスクアセスメント
・ 危険予知（KY）活動
・ ヒヤリハット（HH）活動
・ 5S活動

⑤安全監査・防災監査

SUSTAINABILITY REPORT 2026
積水化学グループ
サステナビリティレポート

ページ
115

人的資本 安全 ステークホルダー・エンゲージメント 人権尊重 責任ある調達

115

はじめに トップメッセージ 積水化学グループの
サステナビリティ 環境 ガバナンス 参考資料社会

HOME



ガバナンス
  労働安全に関する体制

　労働安全の基本理念として、「積水化学グループ 安全方針」を
制定し、全従業員と共有しています。
　労働安全衛生に関する取り組みは、サステナビリティ委員会の
下に設置した「安全分科会」において方針や活動指針を策定し、生
産基盤強化センター安全環境グループの主導のもと、各事業場が
実働、推進しています。
　当社グループは、労働安全衛生に関する各種データを集計して
います。このデータは、生産・施工現場での作業中や研究活動で発
生したものであり、グループ社員のほか、事業内で働くグループ外
の協力会社のデータを含みます。
　2025年度の安全分科会は、10月と3月の計2回開催しました。
　実際に労働災害が発生した際には、被災者の雇用形態を含めて
情報を収集します。事業場における管理に問題があれば、必要な
改善を求めていきます。
　当社グループでは、事業場ごとにISO45001認証の要否を判断
し、取得または取得活動を推進しています。認証を取得しない事業
場も、ISOの要求事項を反映した安全衛生マネジメントシステムを
構築・運用しています。安全監査・防災監査を通じて活動状況のモ
ニタリングを行い、安全管理活動の維持・活性化を促しています。
　当社グループの国内外の全生産事業所数（96拠点）に対し、
ISO45001の認証取得事業所（39拠点）の割合は41%です。

● 外部認証（ISO45001）を受けている事業場（国内）
・ 積水化学工業株式会社 滋賀栗東工場（西日本積水工業株式会

社 本社・岡山製造所を含む）
・ 積水化学工業株式会社 群馬工場（東日本積水工業株式会社 本

社・亘理事業所を含む）
・ 東都積水株式会社 本社工場
・ 四国積水工業株式会社
・ 奈良積水株式会社
・ 千葉積水工業株式会社
・ 山梨積水株式会社
・ 徳山積水工業株式会社
・ 九州積水工業株式会社
・ 積水化学工業株式会社 滋賀水口工場
・ 積水化学工業株式会社 多賀工場
・ 積水化学工業株式会社 京都研究所
・ 積水メディカル株式会社 岩手工場
・ 積水メディカル株式会社 つくば工場（阿見事業場を含む）
・ 積水メディカル株式会社 創薬支援センター
・ 積水メディカル株式会社 徳山工場
　当社グループの国内の全生産事業所数（52拠点）に対し、

ISO45001の認証取得事業所（18拠点）の割合は35%です。

● 外部認証（ISO45001）を受けている事業場（海外）
SEKISUI S-LEC AMERICA, LLC.
SEKISUI S-LEC MEXICO S.A. de C.V.
SEKISUI S-LEC B.V.
SEKISUI POLYMATECH EUROPE B.V.
SEKISUI SPECIALTY CHEMICALS EUROPE S.L.
SEKISUI DIAGNOSTICS （UK） LIMITED

SEKISUI SPECIALTY CHEMICALS （THAILAND） CO., LTD.
SEKISUI RIB LOC AUSTRALIA PTY.LTD.
SEKISUI PILON PTY.LTD.
SEKISUI S-LEC （THAILAND） CO., LTD.
SEKISUI DLJM MOLDING PRIVATE LTD. Greater Noida
SEKISUI DLJM MOLDING PRIVATE LTD. Tapukara
SEKISUI DLJM MOLDING PRIVATE LTD. Chennai 1
SEKISUI DLJM MOLDING PRIVATE LTD. Gujarat
積水中間膜（蘇州）有限公司
積水医療科技（中国）有限公司
積水医療科技（蘇州）有限公司
　当社グループの海外の全生産事業所数（44拠点）に対し、
ISO45001の認証取得事業所（21拠点）の割合は48%です。

安全 推進体制

取締役会

各カンパニー安全担当部署
カンパニー

コーポレート

サステナビリティ委員会

委員長：
委　員：
事務局：

出口好希 執行役員 生産基盤強化センター所長
各カンパニー執行役員、技術CS・部門長
生産基盤強化センター安全環境グループ

安全分科会

生産事業場・研究所

施工会社

安全担当部署

安全担当部署

生産基盤強化センター 安全環境グループ
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  安全衛生委員会の開催
　当社グループは、各事業場で法定の「安全衛生委員会」を開催し、労働安全衛生についての労使
間での災害調査、対策立案等を行っています。
　グループ全体での労使間の会議体として、2019年度まで本社にて「中央安全衛生委員会」を開催
していました。2020年度以降は新型コロナウイルス感染症の影響等により、対面の会議の開催を控
えていましたが、2022年度から「中央安全委員会」として再開し、労使間で安全活動の課題・対策を議
論しています。

  各部門トップによる「私の安全行動宣言」の発表
　当社グループは、安全活動において、各事業場のトップがリーダーシップを発揮し率先垂範するこ
とがもっとも重要であると認識しています。この認識のもと、社長をはじめ各部門のトップが自筆の

「私の安全行動宣言」を毎年度発表し、イントラネットに公開しています。

リスク管理
　当社グループでは、安全に関するリスクを以下のとおり特定し、リスク管理を行っています。

● 重大設備災害（火災・爆発）
重大設備災害防止の設備管理基準作成、安全監査におけるマネジメント評価書に設備管理評価項
目を追加、設備管理指標を定義してそのデータを活用することでリスク管理を実施しています。

● 業務に起因した死亡・重篤事故
機械設備での挟まれ・巻き込まれ災害は重篤な後遺障害や死亡事故につながる可能性が高いことか
ら、これらの発生リスクを重点的に識別して改善する活動を実施しています。

● 大規模有害物質漏えい・環境汚染
事業活動において環境に著しい影響を与えるリスクをあらかじめ識別して未然防止対策を講じるとと
もに、発生時を想定した訓練により事業場外への大規模な流出を防止する活動を実施しています。

● 環境関連法令の重大違反
各事業場に適用される環境関連法令・条例を特定してこれらを監査基準として環境監査を実施する
ことで、事業場における重大な法令違反を未然に防ぐ活動を実施しています。

イントラネットに掲載した「私の安全行動宣言」
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  安全監査の実施
　当社グループは、労働安全衛生マネジメントシステム評価項目を整備し、各事業場での自己評価
およびコーポレートによる安全監査の評価に活用しています。安全監査は、生産事業所・研究所につ
いて3年ごとに行っており、2025年度は、国内17事業場を対象に実施しました。より広い視野での現
場巡視と密な情報交換を含めた書類審査を実施することができました。評価項目は、全社的な安全
管理活動上の課題を勘案し、毎年見直しています。今後も、目的や状況にあわせたより適切な安全監
査を実施できるよう、改善を続けていきます。　

  労働安全アセスメントの実施
　当社グループでは、「安全管理規則」第14条で、新規事業等を立ち上げる際に、当該事業部長の責
任で労働安全に関する総合的な事前評価を行うように定めています。この安全規則にもとづいて事
業を立ち上げるカンパニーが、アセスメントを実施しています。
　海外事業場においては、地域・国・州により法令規制が異なります。このため、外部コンサルタント

（地域法令有識者）による監査を行い、法令遵守状況を確認しています。

  健康診断の実施
　従業員に対する健康診断については、ハイリスク者に関する就業判定ガイドライン（健康管理責任
者向け）による健康診断結果にもとづき、ハイリスク者に対して、措置を講じています。また、各事業場
にて以下の法定健康診断を実施していることを安全監査等で確認しています。
・ 特殊健康診断
・ 特定業務従事者健康診断

指標・目標
  目標

　現中期経営計画では、設備への挟まれ・巻き込まれを防ぐことで後遺障害の残るような重大な災害
を防止することを目的として、「設備起因災害発生件数ゼロ」をKPIに掲げ、安全活動を推進していま
す。2025年度の設備起因災害件数は5件でした。

主要実施策 管理指標 現中期最終年度（2025年度）目標 2025年度件数  

安全監査、相互巡視、
現場リスクアセスメントによる

指摘と着実な改善

設備起因
災害発生件数ゼロ

0件 5件 

※ �設備起因災害の定義：工場内の機械設備を対象とし、稼働中の機械設備が、そのエネルギーもしくは蓄積されたエネルギーによって、「直接的に」人へ危害を
発生させたもの

主な取り組み
  安全活動を率先する人材の育成

　当社グループは、安全活動を強化するため、セーフティリーダー（SL）認定制度を構築し、2017年
度より推進しています。SLは各事業場で安全管理者を補佐し、安全管理活動を推進する人材の資格
です。
　2025年度には16人（2017年度からの累計合格者217人）のSLが認定試験に合格しました。
　SLは各自が所属する事業場でリスク発掘・改善を進めています。同時に、当社グループ内のSLが
集結する研鑽会を開催し、安全教育内容の充実や好事例の展開を進めています。
　また、2017年度より機械安全活動を推進する「セーフティサブアセッサー（SSA）※」資格取得支援を
継続しています。2026年3月現在累計278人が合格し、資格保持者は239人となっています。さらに、そ
の中から、SSAの上位資格である「セーフティアセッサー（SA）※」資格は累計25人が合格し、資格保持
者は23人、「セーフティシニアアセッサ（SEA）※」資格は2人が取得しています。
※ 日本認証株式会社による国際安全規格にもとづく機械安全の知識能力を認証する安全資格
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  新設備安全設計基準
　当社グループでは、使用する生産設備に必要な安全仕様を示した「新設備安全設計基準」を、設備
本質安全化※1活動のスタートとともに、機械安全のISO/JIS規格を反映させた内容に刷新しました。生
産設備改善のための重要な文書として、活用しています。
　文書としてもISO/IECガイド51にならって体系化を図り、以下の構成としています。
A 基準：基本安全基準
B 基準：共通安全基準
C 基準：個別安全基準
　2020年より、SSA※2資格者12人で構成された改定委員会を発足。 年1回の内容改定を目標として活
動し、内容のブラッシュアップを行っています。
※1 当社グループが推進する「機械安全」活動の名称。生産設備の不安全箇所に対し本質的安全設計方策および安全防

護による改善を推進している。
※2 日本認証株式会社による国際安全規格にもとづく機械安全の知識能力を認証する安全資格

  相互巡視によるリスク発掘機会の増加・好事例の展開
　当社グループは、2021年度より製造拠点間での相互巡視を行っています。これは、各カンパニーの
技術・CS部が主体となり、異なる製造拠点間の従業員が、互いの拠点のリスクを発掘し合う取り組み
です。3年に1回実施している安全/防災/環境監査では、頻繁な監査ができ
ず、また他事業場の好事例を水平展開するのが困難でした。
　相互巡視では、巡視に参加する従業員のリスクへの気付き・感受性を向上
させるとともに、巡視を受ける現場リーダー等が他事業場の目線から学ぶこ
とができます。これにより、自事業場のリスクの再認識と好事例の速やかな水
平展開が容易になりました。
　また、各事業場の安全担当者には、自らリスクを発掘するための指針とし
て、安全環境グループが作成した「現場リスク抽出ハンドブック」を配布して
います。

  緊急事態対応スキルの向上
　当社グループでは、リスクが高く特に予防に注力すべき災害として、以下の3つを設定しています。

・ 生産事業場における「挟まれ・巻き込まれ」
・ 施工現場における「墜落・転落」
・ 化学プロセスにおける「火災・爆発」
　化学プロセスを製造の軸とする工程では、「頭上訓練」を実施しています。具体的には、現場で長年
勤務している指導担当者が「想定していた危険回避のための装置が機能しなかったらどうする？」等
の質問を投げかけます。訓練を受ける側は、対処法を頭の中で考え回答します。このように現場レベル
で長年培った安全ノウハウを後進に伝えることで、災害発生時の想定外事態対応のスキルを向上して
います。そして訓練を通して設備的対策の改善や、作業手順書の見直しも進めています。この訓練は、
トラブル処置以外にも避難訓練や防災訓練等、さまざまな機会に応用しています。
　また、化学プロセスを製造の軸とする事業場を対象に、当社グループでの強み、弱みを把握するた
め、2024年度末と2025年度に一事業場ずつ、プロセス安全監査を試みました。外部有識者による
チェック結果より、古い設備の安全設計の追加試験や点検に課題があることがわかりました。今後、対
象事業場での確認を順次進めていく予定です。

 「安全基本原則」の浸透
　当社グループでは、設備本質安全化活動により、生産設備に起因する労働災害を防止しています。
また一方で、働く人の行動に起因する労働災害の防止にも取り組んでいます。グループ内の事業場で
実際に発生した過去の労働災害から
得られた教訓をもとに、作業時の遵守
事項・禁止事項を作業工程ごとに6項
目にまとめた「安全基本原則」を制定
し、運用しています。
　この原則を速やかにグループ内に
浸透させるため、イラストを交えてわ
かりやすく示したポスターを作成し、
国内外の各事業場に配布しました。

「火気使用工事6原則」ポスター（タイ語版）
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  火災・爆発防止対策
　火災・爆発災害は、発生すると周囲の環境や事業の継続に大きな影響を与
えます。当社グループは火災・爆発災害を防止するため、安全監査を行う際に
外部の防災専門家を招き、「防災監査」を実施しています。
　「危険物の保管・取扱状況」、「自然災害等の被災時の復旧体制」などを確
認し、災害リスクを早期に発見し、未然防止対策を進めています。
　2025年度は15事業場で実施し、336件の指摘がありました。指摘について
は、各事業場にて改善を進めています。

監査の種類 監査の対象・ねらい

安全監査

・ 書類審査
   安全衛生管理活動状況の確認
・ 現場巡視
   人の動き･作業環境･足元安全等の確認
・ 設備本質安全化対応状況
   設備設計・導入段階での災害防止対策盛り込み
・ 設備管理部門業務審査
   設備導入管理、工事管理、保全管理
※安全監査のみを実施する事業所においては、以下の「防災監査」の内容を含めて実施する。

防災監査

主に事業継続に関わる災害防止対策を監査
・ 危険物および指定可燃物の貯蔵･取扱状況確認
・ 消防設備整備状況確認
・ 地震等の自然災害対策

  海外事業場安全監査
　当社グループは、安全に関するグローバル基準を定め、展開しています。法規制や文化が異なる海
外の生産事業所において安全活動レベルを底上げすることを、目的としています。
　2025年度は16事業場に監査員が直接赴き、現場巡視を実施しました。また、現場巡視を完了した事
業場を対象として、リモート会議にて当社評価基準にもとづく労働安全衛生マネジメント審査を実施
しました。

  安全表彰
　毎年、「積水化学グループ安全大会」を開催しています。
　2025年度は社長による表彰、安全成績優秀事業場による事例発表等をオンライン形式で5月29日
に開催しました。

  施工現場のサプライチェーンにおける安全管理
　住宅カンパニーでは、住宅の現地施工にかかわる協力会社従業員の安全を確保するため、協力会
社と「セキスイハイム協力会」を組織し、定期的な会議等を開催しています。会議では、当社グループの
安全方針の共有、安全教育会、労働安全に関する各種の研修機会の提供等を行っています。

  輸送工程での安全
　住宅カンパニーでは、大型輸送物である住宅ユニットの輸送にかかる労働安全を確認しています。
2025年度は9件の労働災害がありましたが、重大災害および輸送事故はありませんでした。

  緊急時に備えた訓練
　各事業所では、緊急事態が発生した時の環境汚染の予防および拡大防止のため、緊急時の処置・
通報訓練を実施しています。訓練は事業所の特性にあわせて、さまざまなケースを想定しており、年1
回以上の頻度で実施しています。

  環境関連の苦情・事故
環境関連の苦情・事故（2025年度）

指標 算定方法

火災件数 当該年度に発生した公設消防機関による消火活
動が行われた火災事故件数

漏えい件数
当該年度に発生した指定数量の1/5以上または
200リットル以上の危険物・毒劇物が場外に漏え
いした事故件数

苦情件数 当該年度に発生した近隣住民の生活環境に著し
い影響を与える可能性のある苦情件数

分類 件数 内容

事故
火災 0  ―

漏えい 0  ―

苦情 0  ―
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  安全成績
国内
集計範囲：国内48生産事業所、5研究所

労働災害発生件数 疾病長欠件数 度数率の推移

通勤災害発生件数

パフォーマンス・データ

指標 算定方法

労働災害発生件数
当該年度（4月～翌年3月）に発生した労働災害（休業
災害・不休災害）の件数

指標 算定方法

疾病長欠件数

当該年度（4月～翌年3月）に国内生産事業場・研究所
で発生した疾病や怪我で暦日30日以上休業したもの
で、新たに発生したものをいう。出勤開始後6カ月以内
の再発はカウントしない。ただし、労働災害が原因の
場合は労働災害としてカウントし、疾病長欠としない 指標 算定方法

度数率
当該年度（4月～翌年3月）の総労働時間1,000,000時
間当たりの休業災害死傷者数。計算式：（休業災害死
傷者数÷総労働時間）×1,000,000

指標 算定方法

通勤災害発生件数
当該年度（4月～翌年3月）に、国内生産事業場・研究
所で発生した通勤中の災害件数。加害・被害・自損・事
故をカウントする。歩行中の事故を含む
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重大設備事故発生件数

指標 算定方法

重大設備事故発生件数

当該年度（4月～翌年3月）に発生した下記の①～③の
いずれかひとつ以上の項目（積水化学グループ基準）
を満たす設備に関する不具合事象（火災・漏えい等）
の件数
①人的被害：損失日数30日以上の休業災害
②物的被害：10百万円以上
③機会損失：20百万円以上
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積水化学グループ 全国製造業平均※

0.64

1.29 1.30

0.84

1.34

※ 全国製造業データ出所：厚生労働省「労働災害動向調査」

事業場の就業人数
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休業を伴う災害発生率（LTIFR） 住宅カンパニー施工現場における安全成績

業務上疾病発生率（OIFR） 環境・ライフラインカンパニー施工現場における安全成績

指標 算定方法

休業を伴う災害発生率 （休業災害発生件数÷総労働時間）×1,000,000
指標 算定方法

住宅カンパニー施工現場に
おける安全成績

住宅カンパニー管轄施工事業場において当該年度（4
月～翌年3月）に発生した労働災害（休業災害・不休災
害）の件数

指標 算定方法

業務上疾病発生率
（業務上疾病発生件数÷総労働時間）×1,000,000
業務上疾病：熱中症、腰痛、化学物質中毒等、厚生労
働省が定義する業務上疾病

指標 算定方法

環境・ライフラインカンパニー
施工現場における安全成績

環境・ライフラインカンパニー管轄施工事業場におい
て当該年度（4月～翌年3月）に発生した労働災害（休
業災害・不休災害）の件数
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集計範囲：海外45生産事業場
労働災害発生件数

指標 算定方法
海外生産事業場、研究所に
おける労働災害発生状況

当該年度（4月～翌年3月）に海外生産事業場、研究所
で発生した労働災害（休業災害・不休災害）の件数
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強度率の推移

指標 算定方法

強度率
当該年度（4月～翌年3月）の総労働時間1,000時間あ
たりの労働損失日数。計算式：（労働損失日数÷総労
働時間）×1,000

2025
0

0.1

2021 2023 2024

0.08

0.016 0.023

0.06 0.06

0.006

2022
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※ 全国製造業データ出所：厚生労働省「労働災害動向調査」
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  安全衛生・防災コスト
集計範囲：国内46生産事業場、5研究所、コーポレート各部署、カン
パニー間接部署

防災コスト（2025年度）
項目 積水化学グループ

分類 内容 費用額 投資額

1 事業場エリア内コスト
安全衛生対策､救護･保護具関係､作
業環境測定､健康管理､労災保険等

1,397 4,422

2 管理活動コスト
OHSMS構築･運用､安全教育､人件
費等

2,157 0

3 その他 安全表彰金等 6 0

合計 3,561 4,422

費用額・投資額の推移

指標 算定方法

費用額
当該年度（4月～翌年3月）の安全衛生・防災活動に
伴って発生した費用

投資額
当該年度（4月～翌年3月）に承認された安全衛生・防
災関連の投資金額

※ 2021年度より、事業場エリア内コストに保全（生産・物流・受変電設備管理）コストを追加
して集計
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損失コストの推移

指標 算定方法

損失コスト
当該年度（4月～翌年3月）に発生した労働災害・設備
災害・通勤災害・疾病長欠発生時の対応費用および
工数分費用

（百万円）

国内、海外
集計範囲：国内48生産事業場、5研究所、31施工事業場

海外45生産事業場

労働災害による死亡者の発生状況
2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

社員 0 0 0 0 　　   0　

国内 0 0 0 0 　　   0　

海外 0 0 0 0 　　   0　

協力会社 0 0 0 0 　　   0　

国内 0 0 0 0 　　   0　

海外 0 0 0 0 　　   0　

合計 0 0 0 0 　　   0 

（人）
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ステークホルダー・エンゲージメント

戦略
  基本的な考え方

　積水化学グループでは、「お客様」、「株主」、「従業員」、「取引先」、「地域社会・地球環境」の5つのス
テークホルダーとの信頼関係を構築するために、企業価値向上に向けた建設的な対話が重要だと考
えています。
　ステークホルダーを企業価値向上に向けたパートナーと位置付け、建設的な対話を通じて、その期
待や要請を把握し、社会全体の課題をともに解決していくことが、当社グループにとっての大きな事業
機会につながります。また、ステークホルダーと共存共栄の関係をつくり、持続的な成長をさらに進めて
いきます。
　すべてのステークホルダーとの建設的な対話を促進させるため、専務執行役員（ESG経営推進部担
当役員）の責任のもと、ESG経営推進部がその役割を担っています。そして、ステークホルダーの皆様
からいただいたさまざまな評価や意見は、代表取締役社長が委員長を務め、取締役で構成されたサ
ステナビリティ委員会で報告し、適切に企業活動に反映させるよう努めています。また、適時、適切か
つ積極的な情報開示をグループ全体で確実に実践していくため、「企業情報開示理念」のもと、具体
的な開示内容や開示体制等に関して「企業情報開示規則」を策定し、IR（開示）ポリシーに沿って開示
しています。
　なお、2025年度に各エンゲージメントを通じてステークホルダーの皆様から提起された重大な懸念
事項はありません。
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主な取り組み
各ステークホルダーに対する積水化学グループの責任とコミュニケーション方法

ステークホルダー 積水化学グループの責任 窓口 コミュニケーション方法 頻度

お客様
私たちはお客様の声に真摯に耳を傾け、際立つ技術と品質で、
指名され続ける製品・サービスを提供し、お客様と長期的な信
頼関係を築くよう努めます。

・品質管理担当部門
・営業部門

・お客様相談室（お問い合わせ対応） ・日常的
・CSアンケート（顧客満足度調査） ・随時（各カンパニー、事業場、営業所で都度実施）
・営業活動 ・日常的
・ウェブサイト、ソーシャルメディア ・日常的
・展示場、展示会・イベント ・随時（会場でアンケートや対話を通じて実施）

株主
私たちは株主の皆様の期待に応えるため、高い資本効率、公正・
公平な情報開示、利益の適正な還元、持続的な成長による企業
価値の増大に努めます。

・法務担当部門
・IR担当部門
・ESG担当部門

・株主総会 ・1回/年
・経営説明会、事業説明会等 ・6回/年（機関投資家、アナリスト向け説明会はウェブサイトにて公開）
・統合報告書 ・1回/年発行
・ESG評価機関からのアンケート対応 ・随時（問い合わせ順に対応）

従業員
私たちは従業員のチャレンジ精神をサポートし、一人ひとりが
際立ち、多様な人材が活躍する、働きがいのある職場づくりを
推進します。

・人事担当部門
・安全担当部門
・法務担当部門
・ESG担当部門
・広報担当部門

・上司、部下との個人面談 ・定期的
・カウンセリング ・随時（社内産業カウンセラーや外部の臨床心理士による、希望者へのカウンセリング）
・労使協議 ・定期的
・中央安全委員会 ・0回/年  
・社内通報制度 ・随時（相談・通報があったものについて対応）
・エンゲージメント調査 ・1回/年
・従業員各種アンケート ・随時（社内発行物、各種研修等のアンケートを実施）
・経営層との対話 ・定期的
・イントラネット ・随時（都度、情報を更新）
・社内報 ・4回/年

取引先

私たちは、資材調達にあたり、オープン、公平・公正、法令・社会
的規範の遵守、相互信頼、環境配慮、腐敗の防止、人権配慮を
基本としています。お取引先とのパートナーシップを深め、公正
な取引により共存共栄を図ります。また、お取引先のご協力のも
と、CSRの推進に取り組みます。

・購買担当部門
・法務担当部門

・購買活動 ・日常的
・仕入先説明会 ・定期的
・CSR調達アンケート ・1回/3年
・お取引先からの相談、通報窓口 ・随時（相談・通報があったものについて対応）
・ウェブサイト ・随時（都度、情報を更新）

地域社会
私たちは事業を通じた地域の発展への貢献、地域との共生、環
境保全という視点を重視しています。各地域のニーズにあった
施策を考え、実行し、信頼される事業活動を推進します。

・ESG担当部門
・工場、事業所
・広報担当部門

・従業員によるボランティア活動 ・定期的
・NPO、NGOとの対話 ・随時（活動の前後で必要に応じて実施）
・学習支援（講師派遣、工場見学会等） ・定期的
・ニュースリリース ・随時（都度、最新情報を掲載）

地球環境
私たちは“生物多様性が保全された地球”の実現に向けて、サス
テナビリティ貢献製品の市場拡大と創出、環境負荷の低減、自
然環境の保全に取り組みます。

・ESG担当部門
・工場・事業所
・営業担当部門
・購買担当部門

・従業員によるボランティア活動 ・定期的 
・NPO、NGOとの対話 ・随時（活動の前後で必要に応じて実施）
・営業活動 ・日常的
・購買活動 ・日常的
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  経営トップと従業員との相互理解促進に向けた直接対話イベント
　当社グループは、会社を取り巻く問題点や仕事上の課題を解決するために、経営トップと従業員
の対話が不可欠だと考えています。
　「トップと語ろう」は経営トップの素顔や本心を知り、期待感や信頼感を醸成し活力を生み出すた
めのイベントとして、2024年度に引き続き開催しました。2025年度は、社外取締役が関係会社や事業
所を訪問し、より深い理解と信頼関係を築くことができました。また、海外の関係会社でも「トップと語
ろう」を開催し、海外の従業員も経営トップと直接対話する機会を得ることができ、グローバルな視点
での意見交換が行われました。
　これらの対話の場では経営トップの想いや経験談等を聞くだけではなく、参加者自身の悩み、課
題感に対してアドバイス等を求めて直接質問する機会となり、日常業務に活かせそうなヒントを得る
等、双方向での活発な対話が進められました。

  投資家との相互理解促進に向けた直接対話
　当社グループでは、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に向け、株主や投資家の皆様と建
設的な対話を行うことは極めて重要だと考えています。 そこで、「投資家と経営層の積極的なエンゲー
ジメント」を重要課題の1つとして掲げ、代表取締役社長および専務執行役員 経営戦略部長を中心に、
四半期ごとの決算説明会や株主・機関投資家の方 と々の直接対話を積極的に行っています。株主・投
資家の皆様との対話でいただいたご意見やご質問は、企業価値向上のための経営戦略に活かすとと
もに、フェアディスクロージャーを意識し、可能な限り統合報告書をはじめとする各種IR資料に反映する
よう努め、Webサイトでの情報発信を強化しています。
　2025年度は、65回のエンゲージメントを実施しました。積極的に証券会社主催のカンファレンスに参
加し、機関投資家との対話の機会を増やすとともに、当社事業への理解を深めていただくために「エレ
クトロニクス分野説明会」を開催し、その模様をウェブサイトで公開しました。

　近年、グローバルでESG投資への関心が高まり、格付機関による調査も活発に行われています。当
社グループではGRI、SASBスタンダード等を参考に、格付機関のアンケートや第三者からのレビュー
等をふまえ、社会にとっての重要性と積水化学グループにとっての重要性の両方を考慮のうえ、「サ
ステナビリティレポート」を編集し、発行しています。

  従業員へのESG経営概念の理解と浸透の推進
　当社グループの新入社員、新任管理職等を対象とする階層別研修において、ESG経営に関する教
育を実施しています。
　このほか、2024年度に引き続き2025年度も、海外において各現地法人社長を対象の「社長研鑽
会」を実施しました。挑戦行動・エンゲージメント向上施策の進捗や効果を地域によっては人事部長
および他の幹部出席のもと確認し、他社事例から自社の課題解決につながる気付きを得ることがで
きました。
　なお、各地域統括会社では、それぞれのグループ会社の従業員に対して、ESG関連の情報を発信
しています。ヨーロッパでは月1回イントラネットにESG関連の情報を掲載し、アメリカでは階層別
ESG研修の定期的開催や2025年度からはESGポスターコンペを開催しています。中国、アジアでは、
ESGポスターコンペの開催や動画配信、地域担当者研修等を通じて、従業員のESG意識向上に努め
ています。

2021年度実績 2022年度実績 2023年度実績 2024年度実績 2025年度実績

エンゲージメントの回数※ 82 74 80 73 65

投資家と経営層との積極的なエンゲージメント実施回数 

※ 取締役および執行役員が投資家と対話した回数
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パフォーマンス・データ

 

  賛同・支持するイニシアチブと参画団体
　積水化学グループは、世界人権宣言、ISO26000、OECD 多国籍企
業行動指針、ILO国際労働基準、国連「国際人権章典」、国連「ビジネス
と人権に関する指導原則（ラギー・フレームワーク）」等の国際規範・規
格を尊重し、2009年3月に、国連グローバル・コンパクト※に署名してい
ます。
　また「気候変動イニシアチブ（Japan Climate Initiative : JCI）」の
“脱炭素化を目指す世界の最前線に日本から参加する”宣言に賛同
し、参加しています。 
※ 国連グローバル・コンパクト：

「人権」「労働基準」「環境」「腐敗防止」に関する10原則等を世界の企業トップが
企業の影響のおよぶ範囲で遵守することを宣言するとともに、持続可能な成長
を実現するために世界的な枠組みづくりに参加する自発的な取り組み

  ステークホルダーへの価値配分
　当社グループでは、GRIスタンダード等を参考にして、ステークホルダー別に、財務諸表にもとづい
た配分状況を算出しています。

ステーク
ホルダー 金額の算出方法 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

株主 配当金 23,177 25,100 29,094 32,937 35,578

取引先
売上原価、販売費・一般管理費

（人件費除く）
858,944 926,822 930,019 944,955 957,760

従業員 労務費等 210,122 224,034 232,120 244,848 245,044

地域社会 寄付 198 198 296 297 ー

地球環境 環境保全コスト 27,522 26,373 15,726 14,852 ー

政府・行政
法人税、住民税および事業税 
※法人税調整額を含めない

35,995 27,325 38,400 33,276 35,341

債権者
営業外費用のうちの

支払い利息
774 872 1,103 1,039 1,443

（単位：百万円） （単位：千円）

2025年度の寄付活動内容（積水化学グループ）

寄付の種類 総額

寄付金 264,808

従業員のボランティア 39,234

現物供与 7,707

管理経費 1,602

2025年度の現金による寄付の内訳

学術･研究･教育
 68.2%

その他 5.2%

健康･医学･スポーツ 
6.0%

環境 2.0%

国際交流･
協力 
11.8%

地域社会・
社会福祉 
6.7%

災害支援 0.2%

寄付金
2億65百万円
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  積水化学グループが参画する主な団体  気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）の提言にもとづいた情報開示
　  自然関連財務情報開示タスクフォース（TNFD）ガイドに準拠した情報開示
　当社グループは、2019年1月に、TCFD※1への賛同を表明しました。そして、この提言にもとづいた
情報開示を2019年7月より開始しました。さらに、TNFD※2により2023年2月に公開されたガイドにも
とづいて、当社グループの生物多様性の課題への対応を2023年7月より開始しました※3。これらの情
報開示を推進していくことで、ステークホルダーとの信頼関係を含めた持続可能な経営基盤の構築
を図っていきます。
※1 TCFD：金融安定理事会（FSB）により2015年に設立された、気候関連財務情報開示タスクフォース（Task Force on 

Climate-related Financial Disclosures）。企業に対し、気候変動が財務に及ぼす影響に関する情報開示
の枠組みを提言してきた。2023年10月に任務を終了し、その考え方および枠組みは現在、ISSBにおける気
候関連開示基準に引き継がれている。

※2 TNFD：自然関連財務情報開示タスクフォース（Task Force on Nature-related Financial Disclosures）。2021年、
民間企業や金融機関が、自然資本および生物多様性に関するリスクや機会を適切に評価し、開示するため
の枠組みを構築するために設立された。TCFDに続く枠組みとして、自然関連リスクに関する情報開示フ
レームワークを整備している。

※3 TCFDの提言に基づいた情報開示、TNFDガイドに準拠した情報開示は、当社のウェブサイトで公開しています。以
下をご覧ください。

団体名、委員会、協議会等 積水化学グループ役員等が
就任している主な役職

一般社団法人日本経済団体連合会 都市・住宅政策委員会 委員長

一般社団法人日本経済団体連合会 企業行動・SDGs委員会 企画部会長

経団連自然保護協議会 副会長

一般社団法人 日本化学工業協会 理事

日本プラスチック工業連盟 理事

一般社団法人 関西化学工業協会 副会長・常務理事

一般社団法人 住宅生産団体連合会 理事

一般社団法人 プレハブ建築協会 常務理事

一般社団法人 住宅生産振興財団 理事

一般社団法人 優良ストック住宅推進協議会 副会長

日中建築住宅産業協議会 理事

塩化ビニル管・継手協会 理事

強化プラスチック複合管協会 会長

公益社団法人 日本下水道協会 参与会理事

一般社団法人 日本水道工業団体連合会 理事

日本SPR工法協会 副会長・理事

一般社団法人 日本管路更生工法品質確保協会 理事

一般社団法人 日本非開削技術協会 理事

管路品質評価システム協会 理事

一般社団法人 下水道管路データバンク 代表理事

日本粘着テープ工業会 副会長・理事

一般社団法人 環境共生まちづくり協会 ー

SDGs-スマートウェルネス住宅研究開発コンソーシアム ー

一般社団法人 高齢者住宅協会 ー

一般社団法人 日本住宅協会 ー

地中熱利用促進協会 ー

一般社団法人 自然環境共生技術協会 ー

RE100 ー

クリーン・オーシャン・マテリアル・アライアンス（CLOMA） ー

一般社団法人SusPla（Sustainable Plastics Initiative） 理事

2026年3月31日現在

TCFD / TNFD提言に基づく情報開示 https://www.sekisui.co.jp/sustainability_report/report/#tcfdWEB
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人権尊重

戦略
  基本的な考え方

　積水化学グループは、自らの事業活動において影響を受けるすべての人々の人権擁護を責務として認識しています。また昨今、 国内外で
人権に関する法制化・ルール化が進み、人権問題に対する社会からの注目度が高まっている中、持続可能な経営基盤を強化するためには、グ
ループ従業員に限らず、ビジネスパートナーを含む多方面のステークホルダーの人権尊重に取り組むことが必要であると考えています。
　このような考えのもと積水化学グループは、2019年5月、すべてのステークホルダーに対する責任を果たすため、国連「ビジネスと人権に関
する指導原則」にもとづく人権方針を策定。また2024年2月には、当社グループが顕著ととらえる人権課題を明記しました。本方針にもとづい
て、積水化学グループは当社に即した人権取り組みを以下のとおり整理し、人権影響評価・事業への統合・報告・苦情処理メカニズムの構築
を進めることで、当社の事業活動が引き起こす可能性のある人権リスクの特定・対処・是正に努めていきます。
　なお、現中期経営計画では、①人権尊重の風土醸成・浸透、②人権デューデリジェンスの実装とリスクの低減、③苦情処理メカニズムの実装
を重要課題に設定し、人権分科会を中心に「ビジネスと人権」の取り組みを着実に進めてきました。また、RHQ（地域統括会社）における実行力
強化にも取り組んできました。
　次期中期経営計画では、「ビジネスと人権」取り組みの実効性を高めるために、カンパニーを含めた推進体制で普及・浸透を促進するととも
に、バリューチェーンを対象としたリスクの特定と施策、法規制への適切な対応を進めていきます。

積水化学グループの人権取り組み全体像

 リスク認識
　積水化学グループでは、2018年、リスクの高いエリアと産業
視点において、Verisk Maplecroft社のデータを活用して人権
リスクスコアを算出し、タイ、中国、インドにおいて、潜在的人権
リスクが高いことを確認しました。2019年には、海外有識者と
のダイアログを通じて、国内の外国人労働者の人権リスクが
高いことを認識しました。2021年には当社グループ会社が所
在する全エリアに対し、アンケート形式での一斉調査を実施し
ました。調査では即時対応を要する課題は発見されませんで
したが、さらなる状況調査を必要とする課題を抽出し、是正へ
の対応を継続的に行っています。2025年には特定営利法人経
済人コー円卓会議日本委員会※1の最新情報をもとに人権イン
パクトアセスメントを実施し、タイ、中国、インド、インドネシア、
メキシコ、台湾において、当社事業に関する潜在的人権リスク
が高いことを確認しました。また、カンパニー別のバリュー
チェーン上の潜在的人権リスクについても抽出を行いました。
　当社グループでは、潜在的人権リスクの分析を今後も定期
的に実施していきます。また、調査やアンケート、海外有識者と
のダイアログを適宜実施し、グローバル基準での新たな人権
課題の認識とリスクの抽出を図っていきます。
※1 �企業のサプライチェーン内の人権リスクを低減する取り組みに対する

支援実績が豊富であり、国内外のさまざまなCSRイニシアチブ団体と
のネットワークを有する特定非営利活動法人

人権方針 https://www.sekisui.co.jp/sustainability_report/basic_policies/#anc-P01WEB

Step1

2019年5月

積水化学G
人権方針制定

※グローバルスタンダード
で網羅的内容

方針・取り組みを
対外開示

※英国現代奴隷法対応含む

ステークホルダーエンゲージメント

未
然
防
止・

早
期
発
見

早
期

対
応

当
社

G
内

取
引
先

潜在リスク
の抽出

目標値設定

研修
（基本知識）

施策落し込み・
実行

研修
（当社課題）

アンケート・
ガイドライン策定

顕在影響度
の評価

監査 or
認証化

有識者ダイアログ

苦情処理メカニズム
（人権版S・C・A・N） 社内通報窓口（S・C・A・N） サプライチェーンにも窓口を拡大

人権方針策定 Step2 人権影響評価 Step3 事業への統合
（目標値・施策化） Step4 見直し・報告

https://www.sekisui.co.jp/sustainability_report/basic_policies/#anc-P01
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  苦情処理メカニズム
　当社グループは、自らの事業活動において人権への負の影
響が生じた場合に是正に向けて適切な対応をとるべく、内部
通報制度、取引先通報窓口、お客様相談室、サステナビリティ
に関するお問い合わせ窓口など、ステークホルダーの声を拾
い上げるさまざまな仕組みを整備しています。
　グループ従業員向けには、国内の全従業員が利用できる通
報制度「S・C・A・N（セキスイ・コンプライアンス・アシスト・ネッ
トワーク）」、グローバルの全従業員が多言語で利用できる通
報制度「SEKISUI CHEMICAL Group Global Hotline」を運用
し、通報・相談を随時受け付けています。
　取引先向けには、積水化学グループ各社と継続的に業務上
の取引を行っている日本国内の取引先の役員・従業員が利用
可能な通報・相談窓口を当社ウェブサイト上に設置し、運用し
ています。
　グローバル対応として、海外取引先など幅広いステークホ
ルダーが多言語で通報・相談できる仕組みである「SEKISUI 
CHEMICAL Group Global Hotline」を展開中であり、現在は
米州以外への導入を完了しました。

ガバナンス
  体制

　当社グループでは、広範な領域にわたる人権課題に対して組織横断的に対応を強化するべく、2022年度よりサステナビリティ委員会の
下に人権部会を発足させ、取り組みを推進しています。
　2024年度からは、サステナビリティ委員会傘下の7つ目の分科会となる人権分科会を新たに発足させました。また、人権部会は、人権分
科会の下部組織である人権推進部会として改編しました。
　人権分科会は、人事部担当執行役員を委員長、コーポレート各専門部署長を委員とし、人権に関する全社的な方針策定の役割を担うとと
もに、人権推進部会に紐付く4つのワーキンググループでは、具体的な施策を立案・実行しています。
　人権分科会および各ワーキンググループで定まった方針や施策をコーポレート・カンパニーの各該当部署と共有し、事業拠点レベルまで
落とし込むことで、全社で人権の取り組みを推進していきます。
　2025年度は人権分科会を1回、人権推進部会を6回開催しました。

取締役会

サステナビリティ委員会

人権分科会

全社人権方針策定、テーマ設定と推進体制編成、
社会要請の動向把握、社内人権関連情報の集約

人事部、ESG経営推進部
事務局

コーポレート各専門部署長
委　員

村上和也  取締役 常務執行役員 人事部長
委員長

ワーキンググループ（WG）

人権DDWG
（グループ内）

人権DDWG
（取引先） 人権教育WG 苦情処理

メカニズムWG

人権分科会の決定方針に基づき具体施策の立案と実行

メンバー

役割

コーポレート
各部

カンパニー
（人事・ESG)

海外統括会社

カンパニー
各部

各
事
業
拠
点

（2026年4月1日現在）
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リスク管理
 リスク管理

　当社グループでは、有識者ダイアログと専門機関（Verisk Maplecroft社※2）による潜在的な人権リ
スク分析調査や、全グループ会社へのアンケート形式での一斉調査による高リスク拠点の洗い出し
のもと、優先順位をつけて、人権デューデリジェンスを専門機関とともに実施しました。抽出された課
題については、是正計画および実行を当該拠点・RHQ（地域統括会社）・カンパニー・コーポレートが
協働します。これにより、グローバルでの全社によるリスク管理活動を実装し、リスク低減を目指して
いきます。
※2 人権・経済・環境リスクについての世界的視野と知見を有するリスク分析・リサーチ企業

  人権デューデリジェンス（積水化学グループ内）
　積水化学グループは2018年11月より、人権デューデリジェンス※3の仕組み構築に向けた取り組み
を開始しました。2025年度までに実施した主な取り組みは以下のとおりです。
※3 �人権デューデリジェンス：自社の事業活動において、人権に負の影響を与える可能性（人権リスク）がないかを分

析・評価して特定し、もし可能性があれば、その影響を防止または軽減するための仕組みをつくり、対処する継続的
なプロセス

● 2018-2019年度
  専門機関（Verisk Maplecroft社）に依頼し、主要事業における潜在的な人権リスク分析およびその

結果にもとづいた社内ヒアリングを実施。
● 2020年度
  国内生産事業所における人権インタビューを実施。
● 2021年度
  全グループ会社のマネジメント層および選定された事業所の一般従業員（間接雇用含む）に対し
て、グローバルでアンケート形式の人権リスクアセスメントを実施。

● 2022年度
  上記リスクアセスメントによって抽出された課題の是正および国内外2拠点における人権インタ
ビューを実施。 

  - 環境・ライフラインカンパニー　積水塑膠管材股份有限公司（台湾）
  - 住宅カンパニー　近畿セキスイハイム施工株式会社
● 2023年度
  海外生産事業所、国内介護現場、国内施工現場の3拠点における人権インタビューを実施。
  - 高機能プラスチックスカンパニー　PT. SEKISUI POLYMATECH INDONESIA 
  - 住宅カンパニー　株式会社ヘルシーサービス 
  - 住宅カンパニー取引先の施工会社
● 2024年度
  海外生産事業所、国内施工現場の計4拠点における人権インタビューを実施。
  - 高機能プラスチックスカンパニー　THAI SEKISUI FOAM CO., LTD.
  - 住宅カンパニー取引先の施工会社3社
● 2025年度
  海外生産事業所、国内施工現場、国内生産事業所の計7拠点における人権インタビューを実施。
  - 高機能プラスチックスカンパニー　SEKISUI DLJM MOLDING PRIVATE LTD．
  - 住宅カンパニー　取引先の施工会社4社、国内生産事業所1拠点
  - 環境・ライフラインカンパニー　国内生産事業所1拠点

  人権リスク特定・是正
　積水化学グループでは、グローバル人権リスクアセスメントにもとづいた、人権リスクの特定・是正
に関する取り組みを実施しています。
　2025年度の取り組みは次のとおりです。

  海外生産事業所における人権インタビュー
　2025年度も2024年度に引き続き、海外生産事業所（インド）における人権インタビューを実施しました。
　SEKISUI DLJM MOLDING PRIVATE LTD．社は、2018年度の外部専門機関（Verisk Maplecroft社）
による潜在的な人権リスク分析および全グループ会社を対象とした人権アンケートの結果、従業員の
人権リスクが比較的高いことが確認され、さまざまな対策により改善を図ってきました。その現状を評価
するために、インタビューを行いました。このインタビューは、現地の従業員の実際の労働実態（差別・ハ
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ラスメント、適正賃金、適正な労働時間、強制労働、職場における労働安全衛生等）を把握し、現状の課
題についてより良く理解することを目的として実施しました。

● 対象
  高機能プラスチックスカンパニー SEKISUI DLJM MOLDING PRIVATE LTD．で勤務する労働者

397名（うち契約社員259名）のうち15名（うち女性社員4名）にインタビューを実施。
● 実施方法
 1 事前調査として、責任ある移住労働者の雇用に関する国際規範「ダッカ原則」にもとづいたアン

ケートを従業員に対して実施。
 2 役割ごとに分かれた従業員に対して経済人コー円卓会議日本委員会が、各1時間ほどの事前アン

ケートにもとづいたインタビューを実施。
● 調査内容
  �差別・ハラスメント、適正賃金、適正な労働時間、休暇・休業、結社の自由と団体交渉権、女性の権利
の尊重等

● 結果
  今回のインタビュー調査において、従業員の人権への著しい負の影響は見いだせなかったものの、

適正な労働時間・雇用条件と賃金情報の透明性・女性従業員の権利の尊重・労働安全衛生・救済へ
のアクセス等、より良い職場環境構築のための改善点が抽出されました。これらの課題に対して、
SEKISUI DLJM MOLDING PRIVATE LTD．が是正計画を策定し、対応を行いました。

  国内生産事業所、国内施工現場における人権インタビュー
　積水化学グループでは、海外有識者ダイアログ等において一般的な日本国内の外国人労働者の
労働環境に関する人権リスクの高さについて指摘を受けたことをきっかけに、2020年度より外国人
労働者を雇用する国内生産事業所および住宅カンパニーの施工会社に対して、従業員インタビュー
を含む人権アセスメントを実施しています。
　2025年度は、住宅カンパニー取引先施工会社である右記の4社と住宅カンパニーと環境ライフライ
ンカンパニーの国内生産事業所各１社における場内取引先各１社に対して従業員インタビューを含
む、外国人雇用管理アセスメント※4 を実施しました。

● 対象
  1 住宅カンパニー取引先施工会社 H 	 外国籍従業員2名（うち女性0名）+管理者1名
  2 住宅カンパニー取引先施工会社 H 	 外国籍従業員2名（うち女性0名）+管理者1名
  3 住宅カンパニー取引先施工会社 A 	 外国籍従業員5名（うち女性0名）+管理者1名
  4 住宅カンパニー取引先施工会社 H 	 外国籍従業員2名（うち女性0名）+管理者1名
  5 住宅カンパニー国内生産事業所 取引先Ｐ社 　外国籍従業員14名（うち女性0名）+管理者1名
  6 �環境ライフラインカンパニー国内生産事業所 取引先O社　外国籍従業員100名（うち女性35名）+

管理者1名
● 実施方法
  1 社長・役員・外国人労働者雇用労務責任者または人事労務管理担当者等に対して、人権に関する

設問40項目・342問にわたる事前アンケート・およびアンケート結果にもとづいたインタビュー
を実施。

  2 外国籍従業員および人事労務責任者に対してインタビューを実施。
  3 アセスメントの結果、第三者機関より指摘を受けた事項について是正対応を実施（是正内容例：

会社支給の安全靴を着用するなど）。
● 結果
　インタビュー対象の6社については、「採用」、「労務」、「社内合意」、「人権」、「働きがい」等の項
目で適正判定基準を上回る評価を得て、いずれも外国籍社員を適正に雇用する適正事業者であると
認められました。一方、今後の課題として指摘された事項の多くは、評価制度、日本語教育、キャリア
プラン教育等であり、取引先に対してフィードバックを行いました。
※4 �外国人材紹介、外国人雇用支援、日本語教育支援事業を展開する（株）One Terrace が認証機関を務め、外国籍人

材が適正に雇用されているかを確認するためのアセスメント
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指標・目標  人権デューデリジェンス（取引先）
● サプライチェーン全体で人権問題に配慮
　2024年度は3年に一度の新たな取り組み変更の年であり、活動を改善しました。持続可能な調達
調査において取引先の会社規模にかかわらず理解ができる調査票を作成し配布しました。調査票は
人権問題に取り組むべきチェックリストとしても使用できる内容となっています。また今までの調査票
では日本語、英文、中文の3カ国語で進めていましたが、取引先の所在地や担当者の言語、国籍を考
慮し中国語（繁体）、アラビア語、ドイツ語、インドネシア語、韓国語、マレーシア語、オランダ語、スペイ
ン語、タイ語、ベトナム語を加えた13言語の調査票を作成しました。調査票は今年度実施の調査フ
ローにもとづき、グローバル全体で617社へ配布しました。

● サプライチェーンにおける人権デューデリジェンス実施内容
　2024年度は3年に一度の新たな調査フローにもとづき「持続可能な調達調査」を実施しました。
2022年度、2023年度の原材料購入実績にもとづき1,085社を対象とし、取引先の種々の条件、ESGに
関する外部データサービスでの確認、新たな調査票を活用したアンケート調査による確認を実施しま
した。新たな調査票を用いたアンケート調査は617社に配布し、全社から回答を得ました（回収率
100%）。
　2025年度は、その調査結果もふまえ、自社基準で重要サプライヤーと判断したお取引先への直接
訪問を実施しました。訪問においては、アンケートの内容に加え、従業員インタビューを通じてリスク
の実態把握に努めました。直接訪問は28社に対して実施し、結果として高リスクと判断されるお取引
先は確認されませんでした。なお、本確認には児童労働に関する事項も含まれています。また、中国、
台湾、韓国、東南アジア（タイ）、欧州（オランダ）、米国（アメリカ）と日本を含めた7地域それぞれのプ
ログラムを準備し、外部講師による「持続可能な調達」に関するセミナーも開催しました。

中期経営計画目標（2023〜2025年度） 2025年度の結果

人権デューデリジェンスの継続的な実施と運営主
体の各カンパニー・地域統括会社へ段階的移行

●自社グループ
・高機能プラスチックスカンパニー　SEKISUI DLJM MOLDING PRIVATE 

LTD．（インド）にて人権インタビュー実施 
●国内生産事業所 
・�住宅カンパニー1拠点、環境・ライフラインカンパニー1拠点にて人権インタビュー

実施
●取引先施工会社 
・住宅カンパニー 取引先施工会社5社にて人権インタビュー実施

サプライチェーンにおける重点リスクの 
管理範囲拡大、管理規定整備、自己監査の運用
展開および外部評価の活用

・持続可能な調達調査 ダイアログ 28社、セミナー開催 7拠点 実施
・持続可能な木材調達調査　実施率 100% 
・責任ある鉱物調達調査　実施率 100%

人権尊重の風土醸成および浸透
・「人権月間」の実施（グローバル） 
・経営層・幹部層の理解 新任執行役員・グループ会社取締役対象に実施 
・既存研修織り込み実施（新入社員、海外赴任等の節目で実施）

苦情処理メカニズムとしても機能する多言語通報窓
口（SEKISUI CHEMICAL Group Global Hotline）の 
グローバルでの導入完了

・�グローバルの積水化学グループ会社すべて（中国、アジア、豪州、欧州、米州）
に導入完了（2024年度）

・豪州除く全地域からの通報実績あり
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主な取り組み
  人権教育

●グループ従業員向けの人権研修
　当社グループは、人権に配慮した経営を行うため、従業員
に対して人権をテーマとした研修や教育を行っています。グ
ローバルに全グループ従業員に向けた周知イベントとして、

「人権月間」を実施しています。また、経営幹部層に対しての研
修を実施、さらに入社時や昇進時等の節目に実施される階層
別研修に、強制労働、児童労働、ハラスメント等、人権に関わる
問題について意識を高める内容を取り入れることで、人権尊
重の重要性および人権方針の周知を進めています。　

●積水化学グループ「人権月間」の実施
　従業員に人権を尊重した行動を促す機会として、2022年度
から毎年12月を「人権月間」と定め、グループ全従業員（グ
ローバル）が参加しています。2025年度は、社長メッセージ・ポ
スター掲示「人権・コンプライアンス e-Learning2025」（いず
れも12カ国で発信）を実施しました。「人権・コンプライアンス 
e-Learning2025」は、20,490名（78.35%）が受講しました。ま
た、国内活動として12月5日にオンラインセミナー「人権の問題
は、あなたの身近にも存在する！？ やさしく学ぶ『ビジネスと人
権』のキホン」を開催し、457名（アーカイブ含む）が視聴しまし
た。身近な事象にも人権侵害の可能性があることへの気付き
をテーマにし、人権月間の期間中、動画視聴を提供しました。
　同時にできるだけ得意な言語で理解してもらえるように人
権方針の翻訳言語数を従来の日英中の3言語から12カ国語に
増やし、グローバル全体に発信し直しました。

●経営幹部層の理解促進
　新任の執行役員とグループ会社取締役を対象とした研鑽
会にて研修を実施し、人権方針にもとづく積水化学グループの

「ビジネスと人権」に関する取り組みについて、経営幹部として
の視点での理解促進と実行を求めています。

●階層別研修での人権教育強化
　入社、昇格、海外赴任等の節目に行われる研修にて、人権尊
重の重要性および人権方針の周知を進めています。2025年
度は、階層別に導入e-ラーニングを見直しました。

  ステークホルダーエンゲージメント
　積水化学グループは、2024年6月～12月に、さまざまな業種
に属する企業やNPO・NGOの方々、有識者が人権デューデリ
ジェンスの取り組み推進に向けて意見交換を行う、ステークホ
ルダーエンゲージメントプログラム※5に参加しました。参加企
業はNPO・NGOおよび有識者から国内外で注目される人権・
環境を中心に幅広く社会的課題の提起を受けた後、さまざま
なステークホルダーを交えて「業界ごとに重要な人権課題」の
特定に向けて議論しました。ここで得られた新たな情報や知
識を共有し、当社の人権への取り組みの基盤を強化すること
でさらに活動を進めます。
　今後も、こうしたステークホルダーからの意見を活用しなが
ら、「ビジネスと人権に関する指導原則」に則った体系的な人
権取り組みを推進していきます。
※5 ステークホルダーエンゲージメントプログラム：経済人コー円卓会議

日本委員会による主催

  英国現代奴隷法への対応
　当社グループは、英国で施行された2015年英国現代奴隷
法第54条第1項にもとづき、自らおよびそのサプライチェーン
における奴隷労働その他の隷属状態下での労働ならびに人
身取引を防止すべく取り組んでいる内容について、取締役会
で決議した声明を開示しています。
　英国以外の国・地域の人権に関する法規制についても、当
社グループが適用対象となるものに関しては、適宜対応を
行っていきます。

 英国現代奴隷法に関する声明
https://www.sekisui.co.jp/sustainability_report/pdf/
Japanese_Modern_Slavery_Statement_for_FY2024.pdf

WEB
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責任ある調達

  基本的な考え方
　積水化学グループは、長期ビジョン「Vision 2030」のビジョンステートメント「“Innovation for the 
Earth”サステナブルな社会の実現に向けて、LIFEの基盤を支え、“未来につづく安心”を創造する」に
もとづき、調達活動においても説明責任、透明性、ステークホルダーの利害の尊重に関して、進化し続
けることを目指しています。
　2023年度から2025年度は以前より進化した、持続可能な調達の推進に取り組み、サプライヤー・
デューデリジェンス（全サプライヤーの把握、持続可能な調達調査、お取引先との対話、現地確認、お
取引先および積水化学グループ購買部門担当向けのセミナー）を3年かけ実行しました。また、お取
引先とともに持続可能な社会を実現するため「持続可能な調達に関する同意書」を新たに制定し、
2025年度からお取引先と順次締結を進めています。
　2026年度以降は新たなサプライヤー・デューデリジェンスに取り組み、より広い範囲のお取引先へ
の啓発と、必要に応じ、より深くお取引先との取り組みを進めていきます。加えて、各国・地域における
関連法規制への適切な対応を図るとともに、情報開示についても推進していきます。

  リスク認識
　当社グループは、調達に関するリスクを、以下のとおり認識しています。 
・サプライチェーンにおける不当調達 
　不当調達が発生した場合、適切な手続きを通じて事態の把握および是正に取り組みます。 一定期間
内に是正されない場合は、製品販売と原材料購入の両面で、取引停止/中止を含む対応を検討します。

  調達基本方針
　当社グループは、「積水化学グループ調達基本方針」をCSR調達方針として制定し、ウェブサイトに
掲載、開示しています。2006年10月の制定以降、社会課題および社会からの要請にあわせて、2014年

「紛争鉱物について」、2018年「木材調達について」の各項目を付加しました。また、2019年には環境
への配慮に関する項目を充実させました。サプライチェーンに対する社会要請の多様化に伴う人権
や持続可能性、腐敗防止等、近年のさらなる社会課題の深刻化や社会要請の拡大に対応するため、
2024年2月に、「積水化学グループ人権方針」とともに「調達基本方針」、2024年9月に、「責任ある鉱
物調達について」（方針）を改定、サプライヤーに対しても人権尊重の責任を果たすことを要求し、当
社ウェブサイトへの掲載を行い、広く周知しました。

戦略（姿勢・考え方、リスク認識）

調達基本方針 https://www.sekisui.co.jp/sustainability_report/basic_policies/#anc-P08WEB

  持続可能な調達ガイドライン（サプライヤー行動規範）
　当社グループおよびお取引先が調達において目指す項目を、「持続可能な調達ガイドライン（サプ
ライヤー行動規範）」としてまとめています。国連グローバル・コンパクト10原則、ビジネスと人権に関
する指導原則、および積水化学人権方針に沿ったものであり、当社および製品の生産にかかわるす
べてのお取引先の皆様に対して、遵守すべき基準としています。
　お取引先には本ガイドラインの趣旨と内容のご理解と遵守をしていただき、ともに持続可能な社会
の実現に向けて取り組んでいけるようご協力をお願いしています。

持続可能な調達ガイドライン https://www.sekisui.co.jp/resource/pdf/company/guideline_4_20230303.pdfWEB
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ガバナンス
  体制

　当社グループは、2022年度よりサステナビリティ委員会の下に人権部会を発足させ、2024年度からは人権分科会を設置したうえで人権
部会を人権分科会の下部組織として改編しました。コーポレート購買部門が中心となり、事業場・グループ会社購買部門や海外統括グ
ループと協力して、調達に関する取引を行っています。すべての取引は、「持続可能な調達」の基本方針やガイドラインにもとづいて実施し
ています。 サプライチェーン全体でより適切な調達を実現するため、1次お取引先を通じて、2次・3次サプライヤーに対しても社会的に責任
ある状況を実現・維持するよう働きかけています。
 　「持続可能な調達」の実現には、お取引先との協働が欠かせません。このため、「持続可能な調達」や調査に関するお取引先の理解促進
を図っています。「持続可能な調達」の基本方針とガイドラインについては、海外お取引先向けに英語、中国語版をウェブサイトで公開して
います。

取締役会

サステナビリティ委員会

人権分科会

全社人権方針策定、テーマ設定と推進体制編成、
社会要請の動向把握、社内人権関連情報の集約

人事部、ESG経営推進部コーポレート各専門部署長村上和也  取締役 常務執行役員 人事部長

（2026年4月1日現在）

事務局委　員委員長

ワーキンググループ（WG）

人権DDWG
（グループ内）

人権DDWG
（取引先） 人権教育WG 苦情処理

メカニズムWG

人権分科会の決定方針にもとづき具体施策の立案と実行

メンバー

役割

コーポレート
各部

カンパニー
（人事・ESG)

海外統括会社

カンパニー
各部

各
事
業
拠
点
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「持続可能な調達」調査にもとづくサプライチェーン構築
　当社グループは、お取引先が社会的に責任ある状況にあることを評価する「持続可能な調達」調
査を行っています。この調査の目的は、責任あるサプライチェーンを構築し、持続可能な調達を実現・
維持することです。なお、本調査は主に既存のお取引先を対象として実施しており、調査結果にもと
づき、課題がある場合はお取引先とともに解決に取り組みます。
　2024年度「持続可能な調達」調査を3年ぶりに大幅に改定しました。確認対象を拡大し、そのため
把握すべきお取引先が増加しましたが、外部データベースの活用や調査以外による手法も取り入れ
ています。
　質問表も2021年度に変更したGCNJ（グローバル・コンパクト・ネットワーク・ジャパン事務局）作成
の「CSR調達セルフ・アセスメント質問表」最新版の活用以外に、お取引先の会社規模や所在国にか
かわらず内容が容易に理解できる質問表を専門コンサルティング会社協力のもと作成し、調査を実
施しました。新たな質問表はお取引先や積水化学グループの購買部門において、持続可能な調達を
進めていくうえでのチェックリストとしても活用できるようになりました。
　新規のお取引先への適用については、今後の運用拡充に向けて検討を進めていきます。

リスク管理
　当社グループは、2023年度に購入品および原材料調達先の一元管理が可能なシステムを導入し
ました。これにより全社における調達関連を統括する部署にて、購入品および調達先における「持続
可能な調達」へのリスクの有無を確認することが可能となりました。リスクがある場合は、その定量的
情報、リスクへの対応状況も確認できます。
　2024年度から新たなお取引先や購入品情報等を把握するのに活用しており、システムにおいて

「持続可能な調達」関連の情報、例えば調査結果等を適時適切に更新することで、「持続可能な調達」
を維持する対策立案に活用しています。

「持続可能な調達」調査プロセス
●確認対象
1. 製品を構成、または付随する原材料および資材等（梱包材含む）のお取引先 
2. お取引先が商社の場合、商社および製造元 
3. 取引先が当社グループ会社の場合は対象としません
●実施頻度
3年に一度
●確認方法
複数の手法による確認を実施
・外部データベース（Moody's）
・「CSR調達セルフ・アセスメント質問表」最新版および「オリジナル質問表」を用いたアンケート
・お取引先との直接対話（ダイアログ）
●確認体制
　コーポレート購買部門が全体を管理し、お取引先へのアンケート依頼・回答収集等はお取引先と
の関係を鑑みコーポレート購買部門のほか、事業場・グループ会社購買部門が担います。海外のお
取引先については、海外統括グループとグループ会社購買部門が担当します。

お取引先向けオリジナル質問表（24年度作成）
https://www.sekisui.co.jp/sustainability_report/pdf/Japanese_Sustainable_Procurement_Self-Assessment_Questionnaire.pdf

WEB

2021 年度調査 2024 年度調査

確認対象範囲
年間30百万円以上の取引があり、 一定の資本金
を持つ主要な購入先

梱包材を含む原材料かつ年間10百万円以上の
取引がある会社が確認対象

質問表
GCNJ「CSR 調達セルフ・アセスメント質問表」 
最新版を用いたアンケート

・外部データソース等も活用し評価
・質問表を活用する場合は、GCNJ「CSR調達

セルフ・アセスメント質問表」最新版を用いた
アンケートおよび、 新たに作成したオリジナル
質問表

スケジュール 3 年ごとに一斉調査を実施 3 年ごとに一斉調査を実施
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主な取り組み
  2025年度「持続可能な調達」調査

　当社グループは、お取引先に対して「持続可能な調達」についての調査を実施しています。 
　2024年度は、3年に一度のアンケート調査を含む、お取引先確認を行いました。確認対象のお取引
先は1,085社に上り、外部データベースの活用やアンケート調査等を実施し確認に努めました。アン
ケート調査の対象はそのうち617社へ実施し、全社から回答を得ました（回収率100%）。
　2025年度は、その調査結果もふまえ、自社基準で重要サプライヤーと判断したお取引先への直接
訪問を実施しました。訪問においては、アンケートの内容に加え、従業員インタビューを通じてリスク
の実態把握に努めました。直接訪問は28社に対して実施し、結果として高リスクと判断されるお取引
先は確認されませんでした。未訪問の1社については、2026年度の実施を予定しています。また、中
国、台湾、韓国、東南アジア（タイ）、欧州（オランダ）、北米（アメリカ）と日本を含めた7地域それぞれの
プログラムを準備し、外部講師による「持続可能な調達」に関するセミナーも開催しました。

  パートナーシップ構築宣言
　当社グループは、2022年3月、「サプライチェーン全体の共存共栄と新たな連携（企業間連携、IT実
装支援、専門人材マッチング、グリーン調達等）」、「振興基準の遵守」に重点的に取り組むことを宣言
した『パートナーシップ構築宣言』に署名しました。また、2024年8月、2026年3月に新たなひな形での

『パートナーシップ構築宣言』に署名しました。

指標・目標
  目標

パートナーシップ構築宣言 https://www.biz-partnership.jp/declaration/129162-05-08-osaka.pdfWEB

重要実施項目 内容 2025 年度
目標

2025 年度
実績

重点リスクの
管理範囲拡大

持続可能な木材調達調査
実施率
100%

実施率
100%

責任ある鉱物調達調査
実施率
100%

実施率
100%

調達リスクの極小化

自社基準で判断した重要サプライヤーへの
ダイアログ

29 社 28 社

持続可能な調達セミナーの開催
世界 7 拠点

実施
〇
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  2025年度「責任ある鉱物調達」調査
　当社グループは、対象紛争鉱物（武装勢力への資金源となる鉱物）の背景や社会的な変化（児童
労働等の人権侵害）について、社内研修会を実施し、調査への理解を深めています。
　この研修は、「責任ある鉱物調達」調査マニュアルをもとに実施する調査に先立って、行ったものです。
　調査は対象鉱物を扱っている国内海外含めた55拠点を対象に行いました。その結果、国内におい
ては対象鉱物を含む原材料のうち、85%は製錬所を特定、15%は非開示または不明でした。海外にお
いては、製錬所を100%特定しました。
　今後、製錬所が非開示または不明の場合には、お取引先と協議のうえ、個別に適切な対応策を検
討していきます。

「責任ある鉱物調達」調査方法

  持続可能な木材調達
　当社グループは事業活動において、木そのもの、または木を原材料とするものを調達しています。
このことが人権、環境に関して負の影響をもたらす可能性があることを認識しています。 また、2021
年11月開催のCOP26で、日本を含む世界100カ国超の首脳が、2030年までに森林破壊を終わらせる
と約束する文書に署名しました。
　これらを受けて、当社グループは2022年度、デューデリジェンスを大きく進化させました。 具体的
には「2030年：森林破壊ゼロ」の目標を新たに掲げ、その達成に向け、「木材調達方針」を見直しました。

　当社グループは、木材調達方針に沿った調達実現のために「持続可能な木材調達ガイドライン」を
制定しています。合法的な木材調達は当然のこととして、さらに森林破壊による先住民の人権や環境
への負の影響を低減することを目指しています。 
　調達先73社を対象に、樹種、伐採地等のアンケート調査を行っています。原材料が絶滅危惧種、伐
採地が高リスク国である材料の調達先については、ヒアリングを実施し、トレーサビリティを明らかに
してきました。特にもっともリスクが懸念されるマレーシア・サラワク州原産の木材については、調達
の排除を要請しています。その結果、2025年度実績においても当該木材を調達していないことをお
取引先に直接確認しました。エリア別調達比率は以下のとおりです。
　今後は、マレーシア・他州、インドネシア、中国、ベトナム原産の木材ついても詳細な調査を実施し、
リスクの特定を進めていきます。

樹種割合（2025年度調査）

※ リスク国：マレーシア、インドネシア、中国、ベトナム

伐採国割合（2025年度調査）

問題なし
100%

絶滅危惧種
0%

問題なし
95%

リスク国※
5%

木材調達方針 https://www.sekisui.co.jp/sustainability_report/basic_policies/#anc-P08WEB

持続可能な木材調達ガイドライン https://www.sekisui.co.jp/sustainability_report/basic_policies/#anc-P08WEB

調査方法

対象リスク
・武装勢力の資金源か否か
・児童労働を含む人権侵害全般

対象地域
・CAHRAs（EU 紛争鉱物原則）：28カ国
・コンゴ民主共和国および周辺国：10カ国
合計 34カ国（重複があるため）

対象鉱物 3TG（タンタル、タングステン、スズ、金）+コバルト、マイカ

対象原材料 対象鉱物を含有する原材料

報告内容
・お客様から問い合わせがあった会社数、製品数
・原材料リスト、対象鉱物名、製錬所名、産出国等を記載
・リスクレベル高、中の対応
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コーポレート・ガバナンス

コーポレート・ガバナンス

戦略（姿勢・考え方）
  基本的な考え方

    積水化学グループは、持続的な成長と中長期的な企業価値の
向上を図ることをコーポレート・ガバナンスの基本方針としており、
この基本方針は次期中期経営計画でも引き続き堅持します。
　その実現に向け、経営の透明性・公正性を高め、迅速な意思決
定を追求しています。同時に、社是に掲げる社会的価値の創造を
通して、当社グループが重視する「お客様」、「株主」、「従業員」、「取
引先」、「地域社会・地球環境」の5つのステークホルダーの期待に
応え続けていきます。

  SEKISUIコーポレート・ガバナンス原則
   当社は、コーポレート・ガバナンス向上の取り組みを一層進化させ、
ステークホルダーに対して、当社の考え方と取り組みについてお伝え
することを目的として、「SEKISUIコーポレート・ガバナンス原則」を制
定・公表しています。
　上記原則に加えて、「コーポレートガバナンス・コード」における基
本原則・原則・補充原則の当社の取り組み状況や考え方について、

「コーポレートガバナンス・コード各原則への取り組みについて」とし
て取りまとめ、公表しています。
　当社の「コーポレート・ガバナンス報告書」、「SEKISUI コーポレー
ト・ガバナンス原則」、「コーポレートガバナンス・コード各原則への取
り組みについて」は、いずれも以下のウェブサイトで公表しています。

ガバナンス
  機関設計

　積水化学は、会社法上の機関設計として、監査役会設置会社を
選択しています。カンパニー制のもと、各カンパニーの事業環境変
化に迅速に対応するため、監督機能（取締役）と業務執行機能（執
行役員）の分離を行うことを目的とした執行役員制度を導入してい
ます。

機関の設計 監査役会設置会社

取締役の合計人数 12名（社内7、社外5）
※うち女性取締役3名

社外（独立）役員比率 41.7%

女性取締役比率 25.0%

取締役の任期 1年

執行役員制度の採用 有

社長の意思決定を補佐する機関 政策会議

取締役会の任意諮問機関 指名・報酬等諮問委員会および
ダイバーシティ推進委員会を設置

コーポレート・ガバナンス強化に向けたこれまでの取り組み
1999

理念体系

ガバナンス
強化の
取り組み

2009 2015 2020

59年　社是　3S精神　制定

99年～　企業理念 14年　見直しにより社是・グループビジョンへ統合

09年～　グループビジョン

01年　カンパニー制導入

07年　取締役任期を2年から1年に短縮

08年　執行役員制度導入

08年～　独立社外取締役　2名 22年～　5名

03年～　社外監査役に品質の専門家を選任　07年～　法律、会計、品質の専門家体制に

16年～　指名・報酬等諮問委員会

22年～　ダイバーシティ推進委員会

15年　SEKISUIコーポレート・ガバナンス原則　制定コーポレート・ガバナンス
https://www.sekisui.co.jp/company/outline/governance/

WEB
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コーポレート・ガバナンス

  取締役会の役割・責務
　取締役会は、全社基本方針の決定や高度な経営判断、業務執行
の監督を行う機関と位置付けています。
　非業務執行取締役である会長が取締役会議長を務めるととも
に、十分な独立性を有する社外取締役を選任することにより、取締
役に対する実効性の高い監督体制を構築し、経営の透明性、公正
性を確保しています。
　取締役には原則として、取締役会に100%出席することを要請し
ています。

  取締役会の構成
　当社は、取締役の員数を15名以内としており、そのうち複数の社外
取締役を選任することとしています。
　当社の取締役会は、優れた人格・見識・高い倫理観を有し、かつ知
識・経験・能力を備えている取締役によって構成しています。
　また、社外監査役を含む監査役全員が取締役会に出席することと
しています。監査役は、1名以上に企業財務・会計、また1名以上に法
制度に関する知識と知見を備えている人物を選任することとしてい
ます。
　当社は事業領域・規模に応じた適切な意思決定を行うために、取
締役会メンバーの多様性と適正人数を保つこととしています。
　社内取締役に事業のトップであるカンパニープレジデントと豊富
な経験・専門性を有するコーポレートの統括役員を選任し、広範な知
識と経験を有する複数の独立社外取締役、専門性を備えた監査役を
含めて、多様性・規模の適正性、能力のバランスを確保し、取締役会
の役割・責務を実効的に果たしています。加えて、2022年6月の定時
株主総会以降、継続して女性取締役3名が選任されています。
　以上のことから、当社の取締役会メンバーの多様性は、スキル・
ジェンダーのいずれの観点でも確保されているものと考えています。

選任・解任

取締役会 取締役12名
（うち社外取締役5名）

ダイバーシティ推進委員会

環境分科会 サステナビリティ
委員会

CS品質分科会 R&D委員会

監査室人材分科会

コンプライアンス分科会

安全分科会

関係会社DX分科会

人権分科会

代表取締役社長 政策会議

予算会議

各カンパニー執行役員会

選任・解任

監査役会
監査役5名

（うち社外監査役3名）

選任・解任

会計監査人

関係会社監査役

株主総会

監査 連携

監査 監査

連携 連携

監査監査
事業部門・コーポレート各部

指名・報酬等諮問委員会

コーポレート・ガバナンス体制図 ※2026年4月1日時点

はじめに トップメッセージ 積水化学グループの
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コーポレート・ガバナンス

取締役・監査役の出席状況 役員の年齢構成について ※ 2026年3月31日時点

氏名 当社における
地位

在任年数
（2026年6月

株主総会
終結時）   

取締役会への
出席状況

（2025年度）

監査役会への
出席状況

（2025年度）

指名・報酬等
諮問委員会への

出席状況
（2025年度）

ダイバーシティ
推進委員会への

出席状況
（2025年度）

加藤　敬太 取締役 12年 100%
（17/17回） ― 100%

（9/9回）
100%

（3/3回）

清水　郁輔 代表取締役社長
社長執行役員 7年 94%

（16/17回） ― 100%
（1/1回）

100%
（3/3回）

髙下　貞二 取締役 21年 100%
（17/17回） ― 100%

（8/8回）
100%

（2/2回）

平居　義幸 取締役
専務執行役員 11年 100%

（17/17回） ― ― ―

𠮷田　匡秀 取締役
専務執行役員 2年 100%

（17/17回） ― ― ―

浅野　陽 取締役
常務執行役員 1年 100%

（14/14回） ― ― ―

村上　和也 取締役
執行役員 5年 100%

（17/17回） ― ― 100%
（3/3回）

大枝　宏之 独立社外取締役 8年 100%
（17/17回） ― 100%

（9/9回）
100%

（3/3回）

野崎　治子 独立社外取締役 4年 100%
（17/17回） ― 100%

（9/9回）
100%

（3/3回）

肥塚　見春 独立社外取締役 4年 100%
（17/17回） ― 100%

（9/9回）
100%

（3/3回）

宮井　真千子 独立社外取締役 4年 100%
（17/17回） ― 100%

（9/9回）
100%

（3/3回）

畑中　好彦 独立社外取締役 3年 94%
（16/17回） ― 100%

（9/9回）
100%

（3/3回）

井津上　朋保 常勤監査役 3年 100%
（17/17回）

100%
（15/15回） ― ―

坂井　道生 常勤監査役 1年 100%
（14/14回）

100%
（11/11回） ― ―

蓑毛　良和 独立社外監査役 4年 100%
（17/17回）

100%
（15/15回） ― ―

新免　和久 独立社外監査役 3年 100%
（17/17回）

100%
（15/15回） ― ―

田中　健次 独立社外監査役 3年 100%
（17/17回）

100%
（15/15回） ― ―

30歳未満 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60歳以上

取締役年齢構成別人数
（人）

男性 0 0 0 2 7
女性 0 0 0 0 3

● 社外取締役
　当社グループとは異なるバックグラウンドにおける豊富な経営経験と専門的知見から監督および
助言をいただき、当社の企業価値向上に貢献いただくため、独立性の確保された社外取締役を選任
しています。特に当社が重点的に取り組みを進めているグローバル展開、ビジネスモデル革新、ESG
経営の強化等の施策に対して、多様で客観的な視点から助言を得ています。

大枝 宏之　社外取締役
　株式会社日清製粉グループ本社特別顧問を務めており、国内最大手製粉会社の経営者として培
われたグローバルな企業経営や経営戦略、海外M&Aの実施等幅広い経験と手腕を活かし、当社の
経営への助言や業務執行に対する適切な監督を行い、当社グループの企業価値向上に寄与してい
ただけるものと判断し、選任しています。

野崎 治子　社外取締役
　株式会社堀場製作所における人事、教育に関する経験と、ダイバーシティ推進、次世代育成等に関
する高い見識を持ち、現在は京都大学理事および西日本旅客鉄道株式会社社外取締役の職を務め
ています。当社取締役会において人材に関する知見を中心とした中長期的課題に対する的確な助言
を行っていただくことに期待し、それにより当社グループの企業価値向上に寄与していただけるもの
と判断したため、選任しています。

肥塚 見春　社外取締役
　株式会社髙島屋で代表取締役企画本部長、営業本部長を歴任され、経営陣の一員として、長年、同
社の経営に携わってきました。現在は南海電気鉄道株式会社の社外取締役の職を務めています。当
社取締役会において多様な業界における経験を活かし、多角的かつ的確な助言を行っていただくこ
とに期待し、それにより当社グループの企業価値向上に寄与していただけるものと判断したため、選
任しています。
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コーポレート・ガバナンス

宮井 真千子　社外取締役
　パナソニック株式会社で役員の職を歴任し、その後は森永製菓株式会社において取締役および
マーケティング部門の部門長を務める等、消費者を意識した職務を中心に、当社グループとは異なる
業界で幅広い職務経験を持っています。当社取締役会において豊富な経験と幅広い知見を活かし、
的確な助言を行っていただくことに期待し、それにより当社グループの企業価値向上に寄与してい
ただけるものと判断したため、選任しています。

畑中 好彦　社外取締役
　アステラス製薬株式会社で役員の職を歴任し、欧米等海外での豊富な経験で培われたグローバ
ル企業経営に関する幅広い見識に加え、経営企画責任者としての経験から企業統合等に関する高
い知見を有しています。これらの経験と実績から当社グループの経営に適切な助言を行っていただ
くことを期待し、企業価値向上に寄与していただけるものと判断したため、選任しています。

  取締役会の実効性に関する評価
　当社では、毎年、取締役会実効性評価アンケートを取締役・監査役向けに実施し、アンケート結果
をふまえて取締役会の実効性を評価しています。
　アンケートの結果から、取締役会では、喫緊に対応を要する明白な課題が存在しないことを確認し
たとともに、将来に向けた改善として、審議を拡充すべき経営上の重要議題の抽出を行っておりま
す。以上のことから、当社取締役会は、当社グループの企業価値向上に寄与し、適切に機能している
と判断しています。
　なお、2025年度は取締役会を17回開催し、重要な経営課題として、成長戦略（R&D、大型新規事
業、大型設備投資等）と基盤戦略（サステナビリティ委員会報告、デジタル変革、安全、コンプライアン
ス、CS品質等）を取りあげ、取締役会で十分な審議を行いました。
　取締役・監査役候補者の選定や個人別評価・報酬等の額は、指名・報酬等諮問委員会で審議を行
い、その答申を受け、取締役会で決定しました。指名・報酬等諮問委員会は、取締役会の構成および
実効性、ガバナンス強化の取り組み等の議論も含め、9回開催しました。

  取締役および監査役への支援および連携
　社外取締役に対しては、取締役会での審議の充実を図るため、取締役会資料の事前配布および事
務局担当役員による事前説明を行っています。また、就任時のオリエンテーション、事業説明会およ
び事業所視察等により、事業への理解を深める機会を継続的に提供しています。
　社外役員による経営監督の実効性を一層高めるため、委員の過半数が社外取締役である指名・報
酬等諮問委員会での審議を充実させる他、監査役や会計監査人との対話も実施しています。後継者
計画の観点では、株主総会後の新経営体制発足時に取締役・監査役・執行役員が一堂に会する機会
を設ける等、現経営陣と次期経営層候補者との接点も強化しています。

  事業への理解を深める機会
　当社および当社グループの幅広い事業内容についての理解を深めるため、毎年、社外役員による
事業所視察や、社外役員に対する事業説明会を実施しています。
　2025年度は、住宅カンパニー開発統括部において、新商品を中心とした視察を実施しました。

  経済、環境、社会項目に関する社外動向の把握
　四半期決算ごとに行う執行役員連絡会で決算発表の共有を実施しています。あわせて、社外から
講演者を招聘し、経営課題に直結する経済・環境・社会動向の最新情報、および他社・他業界の知見
を得るようにしています。

● 執行役員連絡会の2025年度講演テーマ
①第一法律事務所　弁護士　村中 徹様
　テーマ：「インサイダー取引の防止と役職員の責務」
②キリンホールディングス株式会社　代表取締役会長CEO最高経営責任者　磯崎 功典様
　テーマ：「キリンのCSV経営と未来への挑戦」
③りそなアセットマネジメント株式会社　執行役員　蔦谷 智之様
　テーマ：「株式アクティブファンドマネージャーの企業評価とエンゲージメント」
④一般社団法人　Japan Innovation Network　松本 毅様
　テーマ：「未来へ向けたイノベーションの起こし方」

はじめに トップメッセージ 積水化学グループの
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  指名・報酬等諮問委員会
　当社は、取締役会の機能を補完し、より経営の公正性・透明性を高めるため、指名・報酬等に関す
る任意の諮問委員会を設置しています。
　指名・報酬等諮問委員会は、経営陣幹部の選解任、取締役候補の指名、取締役の報酬制度・報酬
水準等、取締役会の実効性向上にかかる事項、元代表取締役社長等の顧問・相談役の委嘱や処遇等
を審議し、取締役会に意見の答申および助言を行います。
　指名・報酬等諮問委員会は、過半数を独立社外取締役とする7名の委員で構成し、委員長は独立
社外役員より選出します。

  役員の報酬等
● 報酬等の決定に関する方針

①基本方針
　当社役員の報酬制度は、当社グループの経営理念実現のために、次の方針を定めています。
・当社グループの持続的成長と中長期的な企業価値の向上に資するものであること
・当社役員が、株主と利益意識を共有し、株主重視の経営意識を高めるものであること
・当社役員にとって、経営計画の達成を動機づける業績連動性の高い報酬制度であること
・当社グループの競争力向上のため、多様で優れた経営人材を獲得し保持できる仕組みおよび水準

であること
②報酬の考え方
　当社の業務執行取締役の報酬等は、基本報酬、賞与、株式報酬で構成されています。
　社外取締役および監査役の報酬は、基本報酬のみで構成されています。

〈基本報酬〉
・月例の定額報酬※

・役員報酬枠の範囲内で、取締役の役割と責任に応じた一定額を支給
※ 業務執行取締役には、基本報酬のうち一定額を、役員持株会を通じて当社株式の購入を義務付ける

〈賞与〉
・ROE、配当額について一定基準を満たす場合に支給
・全社営業利益に連動した基準額に対し、職務別に設定した乗率、ならびに財務指標（営業利益、

ROIC等）および非財務指標（GHG排出量削減率、廃プラスチックマテリアルリサイクル率、挑戦行
動発現度、人材定着率、オープンイノベーション件数等）の目標達成度に連動したカンパニー別の乗
率（60～120%）を反映し決定

〈株式報酬〉
・中長期的な業績向上と企業価値の増大への貢献意欲を、一層高めるためのもの
・役位に応じたポイントを毎年付与し、在籍期間中の累積ポイントに相当する株式を退任時に交付

● 役員報酬の決定プロセス
　当社は、役員報酬制度の目的を達成するため、取締役会の諮問機関として、「指名・報酬等諮問委
員会」を設置しています。この委員会で取締役の報酬の仕組みと水準を審議し、個別報酬の妥当性を
検証しており、客観性・透明性ある手続きでなされています。以上の手続きをもって、取締役会は、当
該事業年度にかかる取締役の個人別の報酬等の内容が決定方針に沿うものであると判断してい
ます。

〈指名・報酬等諮問委員会の概要と報酬等の決定方法〉
・本委員会は、委員長（社外取締役）が招集する。
・本委員会の議案は各委員より上程され、事務局がこれを取りまとめて委員長に提示する。
・本委員会の審議結果は、委員長が取締役会に答申する。
・取締役の報酬等の決定方針については、本委員会の答申を尊重し、取締役会が最終的な方針決定

を行う。なお、本委員会の委員および取締役は、これらの決定にあたり、当社の企業価値ひいては
株主共同の利益に資するか否かの観点から行うことを要し、自己または当社の経営陣を含む第三
者の個人的利益を図ることを目的としてはならない。

・個人別の取締役報酬の具体的な支給額、支給時期および支給方法等は、取締役会の監督機能をよ
り一層強化するとともに、さらなる客観性と透明性を確保する観点から、指名・報酬等諮問委員会の
答申をふまえて取締役会で決定している。

はじめに トップメッセージ 積水化学グループの
サステナビリティ 環境 ガバナンス 参考資料社会
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（注1） 上記には、2025年6月20日開催の第103回定時株主総会の終結の時をもって退任した取締役1名および監査役1名を含んでいます。
（注2） 上記報酬等の額には、使用人兼務取締役に支給した使用人分給与賞与相当額48百万円を含んでいません。

（金額：百万円）2025年度の役員報酬額

区分
基本報酬 賞与 株式報酬 計

対象人員 金額 対象人員 金額 対象人員 費用計上額 対象人員 総額

取締役 13名 418 7名 312 7名 109 13名 841

うち社外取締役 5名 72 －名 － －名 － 5名 72

監査役 6名 83 －名 － －名 － 6名 83

うち社外監査役 3名 36 －名 － －名 － 3名 36

● 役員の自社株保有ガイドライン
　取締役（社外取締役を除く）と執行役員を対象に、中長期的な業績向上と企業価値の増大への貢
献意欲を一層高めるため、「株式報酬制度」を導入しています。また、一定数以上の株式を保有する

「自社株保有ガイドライン」を設けています。

  執行役員制と執行役員会
　当社は、企業価値の最大化を図るべく、カンパニー制にもとづくマネジメント体制を構築していま
す。業務執行に専念する執行役員を各カンパニーに置くとともに、カンパニーの最高意思決定機関と
して執行役員会を設置し、取締役会から大幅な権限を委譲しています。執行役員の任期は1年とし、
取締役会の決議により選任します。
　カンパニーへの権限委譲により、取締役会は、積水化学グループの経営の基本方針決定と高度な
経営判断、業務執行の監督を担い、企業価値の継続的な向上に努めます。

  監査体制
● 監査役選任の考え方
　監査役は、常勤の社内監査役2名と非常勤の社外監査役3名の合計5名の体制です。1名以上に企
業財務・会計、1名以上に法制度、1名以上にメーカーとして極めて重要なモノづくり・CS 品質に関す
る知識と知見を備えた人材の登用を図っています。
　2025年度の社内監査役には、当社工場長および監査室長経験者を選任しています。
　社外監査役には、監査法人勤務経験を有する公認会計士、企業法務の経験が豊富な弁護士、品質
管理を専門とする大学教授の3名を選任しています。

  内部統制システム
　2006年5月、当社における業務の適正を確保するための内部統制システム構築に関する基本方針
を、取締役会で決議しました。
　具体的にはグループ経営理念にもとづく「企業行動指針」のもと、当社とグループ会社間の指揮・
命令、意思疎通の連携を密にしています。同時に、当社はグループ会社に対して指導・助言・評価を
行いながら、グループ全体としての業務の適正を図っています。

  内部統制システム全般
　当社およびグループ会社の内部統制システムを適切に整備・運用するため、当社の監査室は年間
の監査計画にもとづき、当社およびグループ会社の業務監査および会計監査を行い、業務執行が適
正かつ効率的に行われているかを監査しました。なお、内部監査の結果は、定期的に経営会議に報
告されます。さらに内部監査の指摘事項については、必要に応じその改善状況等が担当取締役また
は常勤監査役から取締役会に報告されています。

はじめに トップメッセージ 積水化学グループの
サステナビリティ 環境 ガバナンス 参考資料社会

株主総会招集通知 https://www.sekisui.co.jp/ir/event/meeting/WEB

https://www.sekisui.co.jp/ir/event/meeting/
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主な取り組み
  取締役の職務執行

　当社の経営方針および経営戦略にかかわる重要事項は、執行を担当する社内取締役を構成員と
する政策会議において議論を行い、その審議を経て取締役会において決定しました。

  監査役の職務執行
　監査役は、取締役会の他各種重要会議への出席、グループ会社を含む関係部署の調査や重要案
件の決裁書確認等により、内部統制システムの整備・運用状況の確認を行いました。また、自ら各拠
点を往査するとともに、内部監査部門や内部統制等を所管するコーポレート各部署からの報告を受
けています。2025年度は監査役会を15回開催し、これらの情報共有を図っています。会計監査人とは
定期的に相互の情報と意見交換を行い、連携を密にして監査の実効性を高めました。関係会社監査
役とは連絡会を開催し、監査役の連携強化、監査品質の向上を図っています。さらに、代表取締役と
定期的に会合を持ち、社外取締役とも意見交換を行いました。

  グループ会社の経営管理
　国内外の関係会社取扱規則や関係会社決裁基準要項等により、グループ会社から当社へ決裁・
報告を受ける体制を構築しています。また、当社の監査室による内部監査を実施するとともに、グ
ループ会社の監査役による監査の結果を当社監査役会で集約しています。

はじめに トップメッセージ 積水化学グループの
サステナビリティ 環境 ガバナンス 参考資料社会
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ガバナンス
  ERM（Enterprise Risk Management：全社的リスクマネジメント）の

　  取り組み
　企業を取り巻く事業環境が不確実性、複雑性を増す中、当社グループでは「リスク」と「機会」を適
切にマネジメントするためには、従業員の「リスク感性の向上」が不可欠と考え、リスクマネジメントに
関する国際標準規格ISO31000に沿ったPDCAサイクルを回し続けています。さらに、重大インシデン
トにつながる可能性が高い「全社重大リスク」を、コーポレート各専門部署が「安全、品質、会計、法務・
倫理、情報管理」の5領域に、2024年度以降、「人権、環境」を加えて特定し、対応にあたっています。さ
らに組織別リスク管理活動でアセスメントを行うことを必須化することで、重大インシデントの抑え込
みを図り、グループ内で共有・管理するERM体制を構築しました。定期的にリスクの変化を確認する
ことで、ERMの有効性を継続的に検証しています。 2025年度はコーポレート専門部署が実施する監
査やリスクアセスメント結果をリスク管理でも活用させる連携活動に着手しました。組織別リスク管理
活動では、各々の組織の事業目的にかかわるさまざまなリスクを網羅的に洗い出し、そのリスクを「結
果」と「起こりやすさ」等の観点から定量化します。

戦略（姿勢・考え方）
  リスクマネジメントの考え方

　激変する経営環境下で長期ビジョンを実現するためには、積極果断なリスクテイクおよびステーク
ホルダーの信頼・期待・安心感獲得が不可欠です。積水化学グループは、そのためにはリスクテイク
を可能とするリスクコントロール力とレジリエンス力が鍵になると考え、リスクマネジメントを経営基
盤の1つと位置付けて取り組んでいます。 
　当社グループがリスクマネジメントに取り組むにあたり、リスク事象の発生前後にある「リスク管
理」と「危機管理」を一元的に管理しています。これにより抜け漏れなく機動的なリスクマネジメントが
できると考え、未然防止と発生時の影響最小化を一体化させています。
　次期中期経営計画においては、メガトレンドから中長期的に当社に影響を与える「リスクと機会」
を検討した内容を当社のマテリアリティ（重要課題）へ接続させ、戦略策定から実行まで一貫性を
持った体制構築と運用を図っていきます。
　また全社重大リスクの低減に向けた全社取り組みは継続し、リスク管理活動（未然防止）と危機管
理の両面からリスクの極小化に努めていきます。

リスクマネジメント

一元管理

積水化学グループのリスクマネジメント（広義）

平時対策 有事対策

全社リスク管理（ＥＲＭ） 危機管理

リスク
事象

[A] [C]

[D]防災・BCP（事業継続計画）

危機への事前準備

発生させない
（頻度を下げる）対応

被害・影響を
小さくする対応

危機に備えて
組織別

アセスメント
（特定・分析・評価）

ローカルリスク
の選定・追加

全社重大リスク
の特定

[B]
各
事
業・現
場
組
織
の

状
況
確
認

領域別アセスメント
海外地域別アセスメント

未然防止 緊
急
時
対
応

二次的危機
発生防止

被害/影響
拡大防止

再発
防止

復旧

A、B：リスク管理の体制、取り組みについてP.149 C、D：危機管理の体制、取り組み参照P.150

リスク管理に関する文書

リスク管理に関連する全社的組織

文書名 制定年度 内容
リスク管理要領 2015 リスク管理の考え方と進め方に関する要領書

リスクマネジメント規則 2018 グループ規則で連結子会社にリスク管理活動を義務付け

組織名 設置年度 位置付け

サステナビリティ委員会 2007
リスク検討部会・各マテリアリティ分科会（安全、人材、コンプライアンス、CS品
質、環境、人権、DX※）からのインプットから施策を審議し、取締役会への報告を経
て全組織での次年度のリスク管理活動に反映（年2回）。

全社リスク検討部会 2020
内外環境の変化をふまえ、前年に特定した全社重大リスクの是正・修正、結果や
起こりやすさの変化の有無を審議。結果およびリスク低減策をサステナビリティ
委員会に上程（年1回）。

※2026年4月1日付でDX分科会へサイバーセキュリティ分科会を統合

はじめに トップメッセージ 積水化学グループの
サステナビリティ 環境 ガバナンス 参考資料社会
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取締役会

環境分科会

CS品質分科会

人材分科会

コンプライアンス分科会

安全分科会

DX分科会※2

人権分科会

各分科会
報告・審議

報告・審議

報告

報告

カンパニー
事業部

カンパニー
営業支店

工場・研究所
（国内）

関係子会社
（国内）

関係子会社
（海外）

モニタリング

全社方針

委 員 長 ：
副委員長 ：

委　　員 ：

代表取締役社長
専務執行役員
ESG経営推進部、財務部、経理部および
新事業開発部担当、経営戦略部長
3カンパニープレジデント含む取締役専務執行役員

サステナビリティ委員会

部会長※1 ：
メンバー ：
事 務 局 ：

代表取締役専務執行役員
専門部署管掌役員
ESG経営推進部

全社重大リスク・カンパニーリスク
領域別リスクのアセスメント

全社リスク検討部会

組織別ERM活動

コーポレート専門部署/RMG（事務局）

※1 部会長：当社におけるリスクマネジメント責任者の位置付け
※2 2026年4月1日付でDX分科会へサイバーセキュリティ分科会を統合

  リスクマネジメント活動の体制
　当社グループのリスク管理は、従来、多様な事業、業態を有するという特性にあわせ、各事業・組織
におけるリスク特定と対応（ボトムアップ型アプローチ）を中心に進めていました。2022年度以降は
連結売上高99%をカバーする組織が活動に参画しています。
　現中期経営計画ではこれに加え、全社の経営、事業継続へ多大な影響を及ぼす可能性があるリス
ク（全社重大リスク）を特定し、全社施策および各事業・組織施策に展開するトップダウン型アプロー
チの体制を構築・強化してきました。重大リスクを中心にリスク検討部会およびサステナビリティ委員
会において経営層とともにリスク評価、優先対応すべき施策の進捗、有効性を確認しています。リス
ク管理活動の前年度の結果と今年度の計画については、組織ごとにオーナー面談の場を設け、リス
クオーナーとリスクマネジャーに対するフィードバックと改善のアドバイスを毎年実施しています。
　次期中期経営計画では、グローバルでのリスク検知力の強化、各事業・組織と本社専門部署が一
体となったリスク低減力の強化に取り組みます。

リスクマネジメント体制（2026年4月1日現在）
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全社緊急対策本部の初動対応（例：大規模地震発生時）

緊急事態発生直後の現場からカンパニー・コーポレートへの連絡手順

全社緊急対策本部の機能（例：大規模地震発生時）

全社・緊急対策本部 （優先順：①東京、②京都、③大阪）
本部長（社長）

危機管理担当役員

危機管理カンパニー受入責任者
カンパニー緊急対策本部

カンパニー
プレジデント

事務局長
事務局：安全環境G/RMG

情
報
シ
ス
テ
ム

広
報

法
務

秘
書

状況により
専門部署から
招集

本部長（プレジデント）

総
務
総
務

人
事

就業中 ⇒ 1時間後
休日昼間 ⇒  3時間後
夜間早朝 ⇒ 翌朝9時

⑥ミニ本部閉鎖
状況が不明

①震度6弱以上の大地震発生

②情報収集目的のミニ本部立上げ

⑦全社緊急対策本部
　の設置を提言

⑧全社緊急対策本部を設置

⑨情報をイントラネット
　で公開

③情報収集
　 従業員の安否
　 施設・設備の被災状況
　 通信状況
　 周辺インフラの被災状況
　 交通機関の状況

経過注視および
⑤状況判断④情報集約

被害が甚大・広域
全社的な支援が必要
社外対応が必要

軽微な被災

安否確認
完了

NO

YES
全社緊急対策本部
設置の告知

地震発生より

安否確認対象事業所
リスト作成・発信

安全環境グループ
リスクマネジメントグループ

被災情報 各拠点

ミニ本部立上げ目標時間

  国内危機管理組織体制

いつ

どこへ

安全確保・応急措置着手後、速やかに

カンパニー所属の事業所の場合

関連部署

社長（秘書）

コーポレートの受入部署カンパニーの受入部署

緊急事態発生

カンパニー所属以外の事業所の場合

緊急事態発生

   海外危機管理組織体制
危機管理担当役員

カンパニー・
コーポレート
危機管理担当者

統括会社
（北米地域長）

拠点長

事業所長
（工場）

事業所長
（事業所、営業所）

統括会社
（欧州地域長）

拠点長

事業所長
（工場）

事業所長
（事業所、営業所）

統括会社
（東南アジア・ 
 豪州地域長）

拠点長

事業所長
（工場）

事業所長
（事業所、営業所）

統括会社
（中国地域長）

拠点長

事業所長
（工場）

事業所長
（事業所、営業所）

台湾地域長

拠点長

事業所長
（工場）

事業所長
（事業所、営業所）

韓国地域長

拠点長

事業所長
（工場）

事業所長
（事業所、営業所）

海外危機管理事務局
事務局長：ESG経営推進部リスクマネジメントグループ長
事務局員：海外危機管理事務局長より任命された者
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● カンパニーリスクアセスメントの継続実施
　高機能ＰＣ独自の法務コンプライアンスのリスクアセスメントを統合させ、DDBリスクデータを活用
する取り組みに変更することで、特に海外でのＣＰＡ会議を通じたモニタリングが実践的に行われる
ようになりました。

　全社重大リスクにかかるリスクアセスメントをリスク管理活動の対象全組織で必須化しています
が、2023年度より住宅カンパニーではコンプライアンスリスクで重要と思われる業務リスクを特定し
て傘下の全組織のアセスメントに展開し、継続実施しています。

  危機管理
　2019年度末に発生したCOVID-19を契機に、前中期経営計画では本社主導で全組織のBCP整
備・刷新を行い、BCM体制を構築しました。現中期経営計画では、各組織にBCM推進責任者を置き
自律的訓練の実行と文書見直しを定着させ、弛まぬレベルアップに取り組んでいます。また、各組織
の新任BCM推進責任者向けの研修を実施する等、きめ細かいサポートを実施しています。

リスク管理と危機管理
  リスク管理

　組織別リスク管理活動は、独自のリスク管理システム『デジタルダッシュボード（DDB）』に登録する
ことによりリスク特定・評価やリスク対応の進捗の可視化が図られています。国内は2018年度、海外
は情報セキュリティ対応を経て2024年度よりDDBを導入しています。DDBには組織のリスクに全責
任を負うリスクオーナー、リスク管理の推進責任者であるリスクマネジャー、推進メンバーである協議
メンバーといった活動推進メンバーがアクセスできる環境を整備しており、各リスクへの対応状況や
推進状況をデータベース化し、組織間の相互参照によるリスク管理活動の効率化とアカウンタビリ
ティーを担保しています。また、これら活動はカンパニーおよび専門部署がモニタリングと指導にあ
たっています。

登録

データ集約・分析
リスクマネジメントグループ

モニタリング
専門部署・カンパニー・

監査室

D
E

リスクアセスメントシート

RMシート

リスクマトリクス

デジタル
ダッシュボード

共有・水平展開

DDB

取締役会
報告・審議

報告・審議

全社方針
サステナビリティ委員会

・全社重大リスクの報告、審議

・全社重大リスクの評価、特定の報告・審議

・全社リスク項目とリスクレベルを確認、検証
・全社重大リスクの特定、評価
・各リスク管理活動組織の活動状況確認

全社重大リスクの
アセスメント

全社リスク検討部会

組織別ERM活動（リスク管理システムを活用した運用）

組織・会社A

ヒートマップ

協議

全社ERM活動

全社ERM活動の概要

※ 大規模M&Aによる一時的な低下

2015 2016 2017 2018 2019 2021 20222011 2012 2013 2014

（%）

0

20

40

60

80

100

売上構成比率＝ ×100（%）リスク管理活動組織の売上高合計

44 46

65

80
89

89

93

93 93

※

グループ規則
リスクマネジメント
規則の制定・施行

コンプライアンス中心
にカンパニーリスクの
アセス開始（住宅）

内部統制システムの
基本方針の改正
（改正会社法対応）

リスクマネジメントグループ設置

リスクマネジメントproj発足

53

2020 2023

99 99

2024 2025

9994

・ERMと融合した組織別
リスク管理活動の導入
・全組織で全社重大リス
クアセスメント開始

積水化学グループの総売上高

99

階層別管理制の導入
2024年度住宅/2025年度
全カンパニーへ展開着手

活動開始 国内組織導入拡大
海外組織導入拡大

活動強化と
定着化

活動の
自立化

連結組織のリスク管理活動参画状況推移
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指標・目標
  目標

　当社グループは地震、パンデミックその他のインシデント発生時の影響の極小化を目的として、
BCP策定・運用率100%に向けた取り組みを行い、2022年度にBCP運用率100%を達成しました。現
中期経営計画に入り、2023年度から2024年度にかけてBCMサイクル（自主訓練、文書改訂）を回し、
実践的により機能するBCPとし、BCM運用定着とBCPのブラッシュアップを図りました。2025年度に
は各組織にBCM推進責任者を置き、BCM活動の自律的運営化を進めてきました。次期中期経営計
画ではサプライチェーンを含め、事業継続のために備えるべき課題の抽出と対応を強化していき
ます。
　同様にリスク管理活動については、国内においてはグループ各社の自立的リスク管理活動を強化
するために導入した階層別管理の仕組みを、2025年度はさらに上の階層による管理の仕組みを構
築し管理強化を図ってきました。海外においてはリスク管理システム（DDB）の海外展開を推進し、活
動全組織への導入を完了し、RHQによるモニタリングを可能にしました。次期中期経営計画ではその
仕組みを活用し、傘下の組織のさらなるガバナンス強化を図っていきます。

主な取り組み
  研修体系

　組織別リスク管理活動において各組織に置いているリスクマネジャー※の力量確保のため、新任リ
スクマネジャーの受講を必須とする研修を2017年度より毎年実施しており、2025年度は新組織や新
任のマネジャー23名に実施、累計で304名が受講しました。
　また、危機管理についても新規組織向けのBCP策定講座に加え、その有効性を維持するための訓
練とBCPの見直しを行うBCM活動を各組織において自律的な運営ができるよう、BCM推進責任者
研修を開催しました（2025年度対象＝32組織、73名）。
※ リスクマネジャー：各組織のリスク管理活動推進責任者

リスクマネジメント関連研修
カテゴリー 研修名称 対象 内容

リスク管理
新組織活動向け導入
オリエンテーション

新組織のリスク管理活動推
進メンバー（社長、リスクマネ
ジャー、各部署長）

リスクマネジメント（リスク管理と危機管理）の基本的
考え方とリスク管理の推進方法（リスク管理システム
の操作方法含む）

リスクマネジャー研修 新任リスクマネジャー 上記に加え、リスク管理の知識とスキルの深度化

危機管理

BCM責任者研修 各組織のBCM推進責任者 BCMに必要な知識と力量の習得

BCM訓練講座 BCM推進メンバー
机上訓練、被災想定をもとにしたmapを用いた危機対
応訓練を各組織で実践可能にするための講座

海外赴任前研修 海外赴任が決まった者
リスクマネジメント（リスク管理＋危機管理）研修全般
赴任先の文化風習タブー、犯罪に巻き込まれないた
めの知識や行動の注意点、大使館・領事館の情報等

海外出張前研修
全海外出張者、およびCランク
判定の国や地域に渡航しよう
とする者

e-ラーニング形式で渡航先の文化風習や行動の注意
点、大使館・領事館の情報等、危機管理に特化した内容
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  リスク管理活動
　現中期経営計画において階層別管理の実装により、各組織の活動の自立化と管理強化を図ってき
ました。具体的にはグループ各社の本社が重点取り組みをするリスクを傘下の支店等に展開し、進捗
管理する仕組みをリスク管理システム（DDB）にて構築し、ガバナンス強化を図りました。管理階層は

「カンパニー→グループ各社→本社→支店」となっており、各階層によるモニタリングにより統治を図
る仕組みとしました。海外組織においてもRHQによる地域ごとのモニタリングの仕組みを導入して管
理強化を図っています。現中期経営計画の活動にあたって、コーポレートは全組織に全社重大リスク
を、カンパニーは固有の重要なリスク（カンパニーリスク）のシナリオを提供し、傘下組織にアセスメン
トを必須化しております。これらリスクシナリオには各監査の結果や全社リスクCSAの結果も反映さ
せています。

  危機管理活動
　当社グループは、東日本大震災の経験をふまえ2011年度に危機管理体制を全面的に見直し、以
後その体制や仕組みを強化しています。危機管理活動は、「積水化学グループ危機管理要領」にもと
づき実施しています。
　コーポレート各専門部署とカンパニー担当者で構成する危機管理連絡会を年3回開催し（うち1回
は訓練）、事例研究や訓練を重ねています。具体的には全社対策本部メンバーが出席する訓練によ
り、緊急対策本部手順書の見直しや連携確認を実施しています。 また、毎年全従業員に対して緊急
事態初動手順書を配付しています。これにより、緊急時に個々人が適切な初動対応を取れるようにし
ています。また2019年度から、緊急事態でも従業員の安否が迅速に確認できるように、全従業員の携
帯電話等に安否確認アプリを実装しています。

  BCP（事業継続計画）の実装
　当社グループでは、事業戦略を支えるうえで必要不可欠なツールとして、BCPを位置付けていま
す。カンパニー制を採用し事業内容が多岐にわたる当社グループは、事業責任者（事業部長、事業会
社長等）それぞれが事業の内容に応じてBCPの必要性を個別に判断することを基本姿勢としていま
す。これをふまえ、事業継続マネジメント（BCM）の構築方法を規格化したISO22301に沿ったBCPの
策定とBCMの構築を推奨してきました。しかし、さまざまな脅威が増大している昨今、主要な経営資
源が中長期間にわたり喪失した場合の業務継続方法の決定とそのための備えの必要性が高まって
います。この状況をふまえ、2021年度からグループ全体の取り組みとして、すべての組織において、

「人命保護」を第一とした初動対応計画（ERP）の文書改訂および策定をBCP①、また主要な事業組
織ではあらゆる危機事象に対応する「オールハザードBCP」としてリソースベースの事業継続計画

（BCP）の策定をBCP②と位置付け、推進しました。 2025年度末現在126組織でBCM展開していま
す。活動は各組織の自律的運営のため、各組織にBCM推進責任者を置いて推進しています。
　2022年度は対象組織すべてにおいて机上訓練を必須とし、初動対応計画（ERP）文書の実効性の
検証と文書改訂を実施し、BCMサイクルのPDCAを一巡させました。また、各カンパニープレジデント
出席のもと、対策本部の連携訓練も実施し、カンパニーのレジリエンス向上も図りました。2023年度
以降は簡易訓練ツールを活用し、各組織が自律的にBCM運用を実施。現在は各カンパニー主導で
拠点間連携体制の整備や地域連携強化に取り組んでいます。 2024年度は全社緊急対策本部の危
機対応フローの確認と要員の役割確認や、南海トラフを題材に危機対応の机上訓練（シミュレーショ
ン訓練）を実務者対象に実施しました。
　以上により、企業の存続を揺るがす緊急事態において、迅速な初動対応と重要業務の早期復旧を
可能とします。自社・顧客の損失を最小限に抑え、企業としての社会的な責務を果たす仕組みを構築
しています。2025年度は南海トラフ地震を想定した訓練を実施。通常の訓練に加え各カンパニーの
サプライチェーンの被災による影響も含めた被災想定を事前に行い、組織で確認。事業再開に向け
た行動と事前の備え、カンパニーを跨いだ連携についても協議し、課題対応を推進しました。
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● 全社共通危機管理ツール類   海外危機管理の取り組み
　当社グループは、社規「海外安全管理規則」にもとづき、世界を6つの地域に分けて危機管理を
行っています。海外危機管理事務局（ESG経営推進部 リスクマネジメントグループ）が中心となり、出
張者、駐在員、現地従業員へ危機管理情報の共有やタイムリーな注意喚起、渡航規制の指示等、平
時・緊急時の対応を実施しています。海外拠点が増え、海外事業の重要性が増している状況をふま
え、主要4地域に海外統括会社を設置し、地域長にその責任者を任命しています。危機事象が発生し
た場合には、地域長と海外危機管理事務局が連携し、情報収集、初動対応を行います。また、セキュリ
ティアシスタンスおよび医療アシスタンス提携会社と連携し、より専門的な支援体制を構築していま
す。さらに、海外への赴任者を対象とする海外赴任前研修、出張者を対象とする出張前e-ラーニン
グ、現地の治安状況をふまえた国別研修を実施し、危機管理の基本事項や具体的な安全対策等の教
育を行っています。 2024年度に実施した地政学リスク検討会での有事の際の当社グループ影響シ
ミュレーションをふまえ、2025年度も継続し対応レベル強化を図っています。

全ツール、安否確認システム

危機管理要領（国内・海外） 緊急事態初動手順書

緊急対策本部手順書 ＢＣＰ（ＢＣＭ）策定
ガイドラインとテンプレート

安否確認システム
（全組織加入）

防災ハンドブック
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  CS品質現中期計画
2023 2024 2025

QMS強化

新事業
新製品

（開発管理）

現有事業
（モノづくり日常管理）

評価と是正

CS強化

CSモニタリング

CS品質情報発信

改善活動
地力アップ

質向上

領域拡大

CS品質人材強化
（教育・制度）

ＣＳ品質セミナー、新媒体での発信

各カンパニーとの連携強化と協働

戦略（姿勢・考え方、リスク認識）
  基本的な考え方

　積水化学グループは、1999年からお客様満足（CS）に重点を置くCS経営に取り組んできました。
2004年からは、「CS」と「品質」は不可分なものという考えのもと、継続的に当社グループを選択するに
足る価値を提供する「CS品質経営」に取り組んでいます。すべての事業活動において、モノの品質革新
に徹底的にこだわり、お客様の期待に応える価値（商品・サービス）を常にお届けするよう努めています。

「モノづくりのはじまりはお客様の声から」のキャッチフレーズのもと、グループ一丸となって「人の品
質」、「仕組みの品質」、「モノ（製品とサービス）の品質」の磨き上げに取り組むことで、「指名され続ける
品質」の実現を目指しています。そして、お客様に継続的に当社グループを選択していただき、お客様
とともに長期的に発展、成長し続けることを目指しています。これらを実現する品質を支えるのは、現場
でのモノづくりであると認識し、基盤品質の強化と品質コンプライアンスの遵守を重視しています。
　次期中期経営計画においては、「モノづくり基盤のリスク極小化」と「モノづくり基盤の企業価値最大
化」を掲げ、データ堅牢化の推進と新事業のリスク低減活動教育、改善活動における事業所の自立化
支援、新モノづくり教育体系の定着に取り組みます。

※1 GR：ゲートレビュー　次のステージへの移行の可否を判断する組織的な活動（関所管理機能）

CS品質

GR※１運営と管理

新事業リスク低減の仕組み構築と運用

国内：事業所支援、海外：事業所支援

各研修コンテンツデジタル化

実践研修・オープンセミナー開催

改善活動発表会の進化・全社連携企画の推進

日常管理状況モニタリングと支援

監査レベル向上企画と準備

重要品質問題是正確認

各カンパニー毎に検査データ堅牢化推進
システム稼働状況確認

強化必要事業支援

監査実態把握

アンケート現状分析
改善施策検討

媒体・方法再構築

間接業務への展開　　　　　　　　

CS人材要件検討 テスト拠点での調査検証

人
（一人ひとり
の行動）

モノ
期待に応える
価値の提供

お客様 安
心
で
豊
か
な
社
会

（製品とサービス）

仕組み
（お客様の声の活用） 安心と感動の

対価
継続的な当社の選択

企業価値の向上

CS品質経営方針 https://www.sekisui.co.jp/sustainability_report/basic_policies/#anc-P03WEB

モノづくり教育整理 モノづくり教育
職種・階層別再体系化

積水化学グループのCS品質経営の循環図
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  リスク認識
● 不具合の未然防止と日常管理の強化と品質不正の抑止
　当社グループでは、品質コンプライアンスの遵守を重視しています。不具合発生の未然防止や日
常管理の強化といった品質を支える基盤の強化に継続的に取り組むことで、不正を生み出さない、
品質を最優先とする文化構築に努めています。特に品質不正については、品質に関する資源配分の
不足や組織体制、内外からのさまざまなプレッシャー等により発生するとの仮説のもと、そのリスクの
根本を断つために、2020年から「組織体制見直し」、「品質データのデジタル化・堅牢化」、「品質コン
プライアンス教育」、「新規事業のレビュー強化」に取り組んでいます。

  品質に関するガイドラインの制定
　当社グループでは、商品開発から設計、生産、販売、アフターサービスというバリューチェーン全体
で一貫した品質管理を行っています。その中で、各プロセスレベルの向上を図るために、以下の3つ
のガイドラインを制定・発行しています。

● 品質保証力強化のための開発ガイドライン
商品化後に起こり得る品質リスクを事前に予測することで、品質
にかかわる問題の発生を未然に防ぐことを目的としています。

● 日常管理の進め方に関するガイドライン
製造部門が実行すべき日常管理の基本的指針をまとめています。

● 契約・仕様書に関するガイドライン
製品販売において、拡大補償※発生リスクを削減することを目的と
しています。

※ 製品に不具合があった場合に、当該製品の返品・交換だけではなく、顧客が加
工・施工・使用した製品・施工物・対象物、および関係する損害についても補償
が求められること。

 「消費者志向自主宣言」フォローアップ活動
　当社は、消費者庁が進める「消費者志向経営」の実現に向けた取り組みに賛同し、当社の考え方や
取り組み方針を表明する「消費者志向自主宣言」※を2017年1月に実施しました。

※ 企業が自主的に消費者志向経営を行うことを宣言し、宣言内容にもとづい
た取り組みを行うとともにその結果をフォローアップして公表する活動。

　「消費者志向自主宣言」をもとに、2025年度は以下に取り組みました。

● 基盤品質の確保
商品開発の段階から設計・生産・販売に至るプロセス全般にわたる「品質保証体系」を構築し、品
質保証の体制を整え、設計開発管理、日常管理活動を推進しています。
また、各職場で少人数のグループをつくり、品質や生産性の改善等の各種テーマに取り組む「グ
ループ改善活動」を国内外のグループ会社で展開・推進しています。

● お客様の期待を超える価値の創出
お客様の期待を超える価値の創出のヒントとなるよう、社外の有識者や事例を紹介する「CS品質
セミナー」を2回開催しました。

● 技術力の磨き上げ
新製品の開発に際しては、品質問題の発生を未然に防止するため、効果的かつ効率的な未然防
止手法を習得することを目的とした「開発未然防止セミナー」を1回実施しました。
さらに、プロセスアプローチの考え方にもとづきQMSの効果的運用を行っています。特に内部
監査において、積水化学独自の評価ツールであるSPMC（セキスイ・プロセス・マネジメント・
チャート）を活用できるよう「SPMC内部監査実践研修」を4事業所で開催しました。

消費者志向自主宣言
https://www.sekisui.co.jp/news/2017/1298341_29186.html

WEB
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● コミュニケーションの充実
当社グループの各事業におけるCS品質好事例や、お客様相談室に寄せられる問い合わせ情報、
他社グループ改善活動事例等を紹介するCS品質情報誌「Shining」を2回発行しました。

● 従業員教育の徹底
新入社員に向けて、CS品質に関する研修を行っています。特に、2025年度からは効率化と習熟度
アップを狙い動画を使った研修を始めました。当社グループの「CS品質経営」の考え方や、お客様
に満足いただくため、どうしたらよいか考えてもらい、日常業務における行動に活かせるようにし
ています。

ガバナンス
  CS品質分科会

　当社グループでは「CS品質」に関して、サステナビリティ委員会およびその下部委員会であるCS
品質分科会を、それぞれ年2回開催しています。
　2025年度のCS品質分科会は、10月と3月に計2回開催しました。

取締役会

生産事業所 品質保証課

販売会社 技術部

お客様相談室

アフターサービス部門 お客様相談室

お客様相談室

各カンパニーCS品質担当部署

カンパニー

コーポレート

サステナビリティ委員会

委員長：
委　員：
事務局：

出口好希　執行役員　生産基盤強化センター所長
各カンパニー技術CS・部門長
生産基盤強化センターCS品質グループ

生産基盤強化センターCS品質グループ

CS品質分科会

CS品質経営推進体制
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  品質保証体系の構築
　当社グループでは、商品開発の段階から設計・生産・販売に至るプロセス全般にわたる「品質保証
体系」を構築しています。
　各プロセスで品質保証の体制を整え、標準を重視した日常管理を推進しています。同時に、品質を
支えるのは現場でのモノづくりであると認識し、生産活動の革新に注力しています。
　また、製品の開発や改良に際しては、品質保証・安全等の観点から厳格な設計審査を行ってい
ます。
　そして、販売後もお客様へのサービスを維持管理できる体制を構築しています。

リスク管理
  新事業リスクへの対応

　当社グループでは、新規事業を立ち上げる際の不具合発生をリスクととらえています。このリスク
を低減するため、厳格な設計審査を実施する仕組みとして、特にコーポレートでは「ゲートレビュー」

（GR）※を構築し運用しています。
　設計時に気を付けるべき観点を示した設計チェックシートを活用し、設計審査時の議論のポイント
を明確化しています。また、新規事業に関連する業界や法律等の事項についての設計初期のイン
プット情報として、社内外の有識者から新たな知見を得ることを目的とした「外部知見者レビュー」を
行っています。
※ GR：次のステージへの移行の可否を判断する組織的な活動（関所管理機能）。

  現有事業リスクへの対応
　当社グループでは、現有事業の推進において重要品質問題※を、最優先に解決するリスクととらえ
ています。このリスクの低減を目指し、重要品質問題を迅速かつ適切に解決するために定めた問題
解決フローにもとづき、対応しています。発生した重要品質問題に関しては、毎月、品質担当執行役員
が是正状況をモニタリングしています。
※ 重要品質問題：「製品・技術・サービスの品質」に関し、緊急に根本解決を図らなければ、お客様・社会・当社グループ

に対し重大な損害を与える問題。

商品企画

市
場・品
質
情
報・顧
客
情
報

生産準備 生産設　計 販売･サービス/苦情･クレーム解決

商
品
企
画

商
品
企
画
の
審
査

設
　
計

試
験・評
価
項
目
の
設
定

試
作・実
験

設
計
試
作
の
審
査

生
産
設
計・生
産
準
備

量
産
試
作
の
審
査

苦
情・ク
レ
ー
ム

苦
情・ク
レ
ー
ム
解
決・分
析

原
因
究
明・再
発
防
止

効
果
確
認

検
査

生
産

出
荷

販
売・サ
ー
ビ
ス

お
客
様
満
足
度
調
査

品質保証体系

はじめに トップメッセージ 積水化学グループの
サステナビリティ 環境 ガバナンス 参考資料社会



SUSTAINABILITY REPORT 2026
積水化学グループ
サステナビリティレポート

ページ
159

コーポレート・ガバナンス リスクマネジメント 法務・倫理 情報管理 イノベーション DX

HOME

知的財産マネジメントCS品質

159

指標・目標
  目標

　当社グループは現中期経営計画において、重大インシデント発生による企業価値毀損を防ぐこと
を目的に「CS品質レベル向上イベント※回数」をKPIに掲げ、CS品質活動を推進してきました。
　主要実施策の結果は以下のとおりです。

主な取り組み
  QMS強化

● 日常管理の強化
　当社グループは、ISO9001：2015への認証移行時、プロセスアプローチへの対応を強化するため
に、「SPMC（セキスイ・プロセス・マネジメント・チャート）」と名付けたオリジナルの管理シートを考案
しました。このシートは管理フローが一目でわかるた
め、日常管理のチェック、是正処置、内部監査、品質教
育等に効果的に活用できます。
　2025年度は、対象事業所を増やし、「QMS内部監
査員養成研修」、「SPMC内部監査実践研修」を開催
しました。さらに、監査の質問スキルを向上させる「内
部監査レベルアップ研修」を導入し、内部監査の質向
上を図りました。引き続き、品質マネジメントシステム
の質を向上させる取り組みを推進していきます。

● 検査データ堅牢化の推進
　当社グループでは、2020年度より、データの不正や改ざん防止を徹底するための体制づくり、仕組
みづくり、データインテグリティ※1の向上を進めています。
　2025年度は、データ入力ミスや改ざんができないようなシステムの構築と現地調査を進め、8拠点
のシステムが基準を満たしていることを確認しました。またALCOAの観点を用いたデータ保存に関
する教育を国内外で16回開催しました。
　当社グループは、品質保証力の向上を目的に、不正が発生する余地を撲滅するためコンプライア
ンス意識の再徹底を図り、社内品質管理の強化および品質コンプライアンス教育を継続的に実施し
ていきます。

※ CS品質レベル向上イベント：CS品質グループ主催の全社向けCS向上または品質向上に関するイベント

※1 データインテグリティ：データそのものが完全性、正確性、一貫性を担保している状態をさす

主要実施策 管理指標
現中期最終年度

（2025年度）目標
2025年度実績

重要品質問題の
発生未然防止

CS品質レベル向上イベント
の実施

4回/年実施
CS品質セミナー2回、

グループ改善活動「グローバル全社大会」1回、
カスタマーハラスメント対策e-ラーニング1回

SPMC内部監査実践研修
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● 製品の安全に関する法令および自主規制の遵守
　当社グループでは、品質のもっとも重要な要素として製品安全を位置付けています。お客様に安全
な製品をお届けするために、グループ各社が製造・販売する製品の安全確保に努めています。
　設計開発段階で、製品安全の確保のためにセーフティーレビューを実施しています。また、製品の
安全に関する法令に違反する事例が内部で確認、または外部から指摘された場合には、その事実を
迅速に情報開示し、原因究明や再発防止に努めることとしています。これは、グループ各社が自主的
に定めた製品安全の基準に違反した場合も同様です。
　2025年度、製品の安全に関する各種法令および自主的な規制の違反事例はありませんでした。

● 製品品質表示とラベリング
　当社グループでは、製品の品質や安全性に関する情報表示について、関連する法令および社内規
定の遵守を徹底するため、開発段階で法令、製品情報表示のチェック項目を設定し確認し、DRを実施
しています。
　2025年度、製品品質表示とラベリングに関する各種法令および自主的な規制の違反事例はありま
せんでした。

  CS強化
● CS人材要件
　2025年度は、2024年度に策定した当社グループとしてのお客様満足（CS）向上に求められる人材
要件をテスト拠点で運用・検証し、要件の精度向上を開始しました。今後、数年定点観測を実施し、要
件の精度向上、施策への反映を検討します。

● CS品質情報発信
CS品質セミナー
　CS品質セミナーは、お客様満足に関する事例や、お客様満足を提供できる組織・人づくり等、幅広
いテーマに関する社外有識者をお招きして開催する社内講演会です。CSや品質に対する意識向上
のために、2001年度より開催しています。2024年度末までに計70回開催しています。

Shining No.04（2025年4月）

Shining No.05（2025年12月）

　2025年度は、上期1回、下期1回の計2回を開催しました。

CS品質情報誌の発行（Shining）
　当社グループでは、CS品質経営の推進
のために、2006年度からCS品質情報誌を
発行してきました。2023年度からは、Vision 
2030の実現に向けてCS品質経営を加速
すべく、従来のCS品質情報誌を統廃合し、
新たなCS品質情報誌として「Shining」を創
刊しました。
　2025年度は、「Shining」を計2号発行し、
No.5からはPC・タブレット等で閲覧しやす
くするためにWeb化しました。今後は閲覧
データから内容改善に役立てていきます。

はじめに トップメッセージ 積水化学グループの
サステナビリティ 環境 ガバナンス 参考資料社会

〈第71回〉
『お客様一人ひとりの「嬉しい」を理解する為の取り組みとは』
ネスレ日本株式会社 
マーケティング＆コミュニケーションズ本部
コンシューマーエンゲージメントサービス部
宮崎 康司 氏・田代 武志 氏・定浪 葵 氏
 （2025年9月29日）

〈第72回〉
日常管理の意義と重要性
～パフォーマンスの向上を目指して~
株式会社クオリティ・クリエイション　
代表取締役 古谷 健夫 氏
 （2025年11月6日）
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  改善活動地力アップ
　当社グループでは、品質を支える現場のモノづくり力向上を目指して、グループ改善活動（小集団
改善活動）を1966年からスタートし、改善に継ぐ改善を続けています。

● 改善の質向上
　国内事業所だけでなく海外事業所にも、グループ改善活動推進支援を実施しています。その結果、
支援事業所の地力アップと改善マインドアップを図ることができました。

● 改善活動領域の拡大
　製造業務だけでなく間接業務にも、グループ改善活動の領域を広げる企画を継続的に実施してい
ます。2022年度からは、カンパニーとの連携をさらに深め間接業務に着目した「改善交流会」を開催
しています。その結果、紹介者と参加者相互の「改善工夫・改善知恵」を伝え・活かし合う交流の場が
生まれ、改善力をともに高めることができています。

● グループ改善活動「グローバル全社大会」
　当社グループ全体のグループ改善活動「グロー
バル全社大会」（全社発表会）を毎年1月に開催し
ています。
　「広めよう改善の輪。高めよう改善の質。早めよ
う改善スピード。」を合言葉に、日本国内だけでな
く、欧州・米国・中国・アジアの各エリアの選抜大会
を勝ち抜いた代表事業所が一堂に集結し、自分た
ちの改善成果を当社グループ全体に発信し、当社
グループの改善力向上に貢献しています。2025
年度はグローバル全社大会に出席した経営幹部
および代表者同士、代表者と参加者との交流を深
める場として、「Q&Aセッション」を企画し好評を得
ています。
　2024年新規に制作したグローバルに通じる

「KAIZEN」シンボルロゴのもと、これからも当社グ
ループのDNAの1つである「SEKISUI KAIZEN」を
推進してまいります。

  CS品質人材強化
　当社グループでは、CS品質人材強化の取り組みとして、さまざまな研修を実施しています。
　品質については、品質管理の強化や品質問題の未然防止の研修等を実施しています。　

主な研修実績

　これらの研修以外にも、テレワークや業務効率化のために研修のデジタル化にも力を入れ、オン
デマンドで学べる仕組み体制を実現し、運用しています。

2025年度 グループ改善活動「グローバル全社大会」

グローバル「KAIZEN」シンボルロゴ

区分 対象 研修/教育・支援内容 2025年度実績

品質

新入社員 品質の基礎研修 1回

新任管理職 品質ガバナンスの研修 1回

モノづくり社員 階層別品質知識、手法教育等の動画コンテンツの提供 適宜実施

内部監査員
内部監査員新規養成 2回

内部監査のレベルアップ研修 5回

開発設計社員 効果的で効率的な未然防止手法の習得研修 1回

CS 企画/スタッフ お客様の声を収集・活用する仕組みを強化するための
アンケート調査設計研修 コンテンツ公開

はじめに トップメッセージ 積水化学グループの
サステナビリティ 環境 ガバナンス 参考資料社会
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● 重要品質問題に関するデータ

● 外部損失費に関するデータ
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0
2024

2

1 1

0 0
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指標 算定方法

重要品質
問題

商品・サービスの品質に関し、緊急に根本解決を図らなければ、お客様・社会・積水化学グループに対し重大な損害を与
え、社会的信頼が失墜すると品質保証責任者が検討・判断し、コーポレートまたはカンパニープレジデントが決定した問
題をいい、次の項目を含む

（1）重大事故
・使用者の生命または身体に対する危害が発生した事故のうち、危害が重大であるもの
・商品が滅失しまたは毀損した事故であって、使用者の生命または身体に対する重大な危害が生ずる恐れのある

もの
（2）お客様、使用者および社会に対し重大な影響（損害）を与える問題
（3）商品・サービスの品質に関するコンプライアンス上（関連法規遵守等）の問題
（4）商品リコール問題

指標 算定方法

外部損失費 製品に関するクレーム対応の費用

重要品質問題の発生件数

外部損失費

● お客様相談室の入電に関するデータ（積水化学単体）

0
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（件）
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2023

住宅カンパニー

7,144

2,008

999

3,530

555

7,888 7,691

2,225 2,300

1,079 1,038

4,046 3,839

500 476

2024 2025

58

2021

8,261

1,837

1,387

4,318

661

2022

環境・ライフラインカンパニー
高機能プラスチックスカンパニー メディカル その他

66 52 38 38
メディカル

入電内訳（カンパニー別）

指標 算定方法

入電内訳
（カンパニー別） 電話、メール、手紙等による問い合わせ件数

入電内訳
（内容別）

入電内容を「はや耳ネット」※に登録し以下のように分類
・お問い合わせ：積水化学グループの商品の仕様や使い方、施工方法、販売店、修理等のサービスに関するお問

い合わせ案件
・お叱り・ご不満：お客様から積水化学グループの製品・サービスや対応にご不満の言葉をいただいた案件
・お褒め：お客様から積水化学グループの製品・サービスや対応にご満足の言葉をいただいた案件
・ニーズ・期待：お客様からの積水化学グループの製品・サービスに関するご要望（製品改良や新製品等）や営業

活動につながるお問い合わせ、また、当社に対する期待の声等のお問い合わせ案件
※ 「はや耳ネット」：お客様相談室へ寄せられた入電内容をリアルタイムに公開している積水化学グループのイントラ

ネットサイト

2025年度
7,691件

お褒め
1件（0%）お叱り・ご不満

169件（2%）

お問い合わせ
7,521件（98%）

入電内訳（2025年度・内容別）

パフォーマンス・データ

● 2025年度の実績
　当社グループにおいて、2025年度に発生した重要品質問題は0件でした（カンパニー個別基準に
よる）。
　外部損失費※1は2022年度比で72%となりました。
　引き続き、グループ全体の品質保証システムの強化および設計開発プロセスに着目し、開発未然
防止手法（QFD※2、DRBFM※3等）の活用を推進することによって外部損失費の削減を目指します。
※1 外部損失費：製品に関するクレーム対応の費用
※2 QFD：Quality Function Deployment（品質機能展開）
※3 DRBFM：Design Review Based on Failure Mode（変更点、変化点に着目して新設計の問題を発見し、解決する未

然防止手法）

はじめに トップメッセージ 積水化学グループの
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● 品質マネジメントシステム第三者認証取得事業所
当社グループの全生産事業所数に対し、ISO9001の認証取得事業所の割合は87%です。
ISO13485、IATF16949、AS9100Dも含めると99%です。

住宅カンパニー（関連事業所）
　技術・CS統括部
　　技術部
　　施工革新部
　　安全・環境部
　　CS・品質保証部
　渉外・購買部
　　購買部
　セキスイ・グローバル・トレーディング株式会社
　開発統括部
　　住宅開発部
　　住宅技術研究所
　　企画管理部
　　リフォーム開発部
　　北海道開発室
　北海道セキスイハイム工業株式会社
　東北セキスイハイム工業株式会社
　セキスイハイム工業株式会社
　　関東事業所
　　東京事業所
　　中部事業所
　　近畿事業所
　中四国セキスイハイム工業株式会社
　九州セキスイハイム工業株式会社
　セキスイハイム工業株式会社 本社
　　東日本管理部
　　サプライ事業部
　　西日本管理部
セキスイボード株式会社
　水口事業所
　群馬事業所

積水LBテック株式会社
積水化学工業株式会社ライフサイエンス
事業開発部

積水メディカル株式会社
Sekisui Diagnostics,LLC. Burlington
Sekisui Diagnostics,LLC. San Diego
Sekisui Diagnostics P.E.I. Inc. 
Sekisui Diagnostics (UK) Ltd.
Veredus Laboratories Pte. Ltd.
積水医療科技（中国）有限公司
積水医療科技（蘇州）有限公司

積水化学工業株式会社 滋賀栗東工場	
積水化学工業株式会社 群馬工場
積水アクアシステム株式会社
積水ホームテクノ株式会社
積水化学北海道株式会社
株式会社日本インシーク
積水ソフランウイズ株式会社
山梨積水株式会社
東都積水株式会社 本社工場
千葉積水工業株式会社
四国積水工業株式会社
九州積水工業株式会社
徳山積水工業株式会社
徳山積水工業株式会社 管材工場
SEKISUI ESLON B.V.
Sekisui Chemical G.m.b.H.
Sekisui Rib Loc Australia Pty. Ltd.
積水（無錫）塑料科技有限公司
積水塑膠管材股份有限公司
Sekisui Specialty Chemicals (Thailand) 
Co., Ltd.
S and L Specialty Polymers Co., Ltd.

積水化学工業株式会社 武蔵工場
積水化学工業株式会社 滋賀水口工場
　ファインケミカル製造部
　機能樹脂製造部
積水化学工業株式会社 滋賀水口工場 
　中間膜製造部
積水化学工業株式会社 多賀工場
積水テクノ成型株式会社 三重工場
積水テクノ成型株式会社 愛知工場
積水テクノ成型株式会社 栃木工場
積水マテリアルソリューションズ株式会社
積水ナノコートテクノロジー株式会社
積水フーラー株式会社 東京本社
積水ポリマテック株式会社
積水成型工業株式会社 本社
Sekisui S-Lec Mexico S.A. de C.V.
Sekisui S-Lec B.V. Resin Plant
Sekisui S-Lec B.V. Film Plant
Sekisui S-Lec Thailand Co., Ltd.
積水中間膜（蘇州）有限公司
Sekisui S-Lec America, LLC. 
Sekisui Alveo AG
Sekisui Alveo BS G.m.b.H.
Sekisui Alveo B.V.	
Thai Sekisui Foam Co., Ltd.
Sekisui Voltek, LLC. 
Sekisui Pilon Pty. Ltd.
映甫化学株式会社
積水映甫高新材料（無錫）有限公司
Sekisui Specialty Chemicals America, 
LLC.
Sekisui Polymatech America, LLC.

Sekisui Specialty Chemicals Europe, 
S.L.
Sekisui DLJM Molding Private Limited-
Chennai-1
Sekisui DLJM Molding Private Limited-
Chennai-2
Sekisui DLJM Molding Private Limited-
Greater Noida
Sekisui DLJM Molding Private Limited-
Tapukara
Sekisui DLJM Molding Private Limited-
Gujarat
Sekisui Polymatech (Thailand) Co., Ltd.
PT. Sekisui Polymatech Indonesia
積水保力馬科技（上海）有限公司
Sekisui Polymatech Europe B.V.
Sekisui Aerospace Corporation Orange 
City
Sekisui Aerospace Corporation Renton/
Sumner
SEKISUI KYDEX, LCC. Bloomsburg
SEKISUI KYDEX, LCC. Holland

住宅カンパニー 環境・ライフラインカンパニー コーポレート

メディカル

高機能プラスチックスカンパニー

はじめに トップメッセージ 積水化学グループの
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戦略（姿勢・考え方、リスク認識）
  基本的な考え方

● コンプライアンス経営
　積水化学グループでは、2003年に「コンプライアンス宣言」を制定しました。「社会への貢献」、「信
頼される企業」、「法やその精神の遵守」等の考え方を基本として、当社グループの理念体系および企
業行動指針に掲げられた精神に則り、コンプライアンスを通じて社会から高い信頼を獲得する姿勢
を明確にしています。 
　現在、長期ビジョン「Vision 2030」のもと、持続的な成長を目指していますが、その根幹となるのが
コンプライアンスです。2026年度から始まる次期中期経営計画においても、重大インシデントの抑え
込みによる持続経営力の向上を図っており、各種コンプライアンスプログラムの推進によって、従業
員一人ひとりのコンプライアンス意識の底上げに努めています。 今後も、当社グループが広く社会か
ら信頼されるよう、コンプライアンス経営のさらなる強化に取り組んでいきます。

  リスク認識
　当社グループでは、「独禁法」、「贈収賄関連法」および「安全保障貿易関連法」への違反リスク、な
らびに「個人情報」・「秘密情報」の漏洩リスクをコンプライアンス上の重大リスクと考え、その抑え込
みに注力しています。また当社グループでは、法令のみならず、社内規則やルール、社会規範やモラ
ルを含めて遵守するという、より広い意味でコンプライアンスをとらえています。つまり、当社グルー
プにおけるコンプライアンスとは「社会的要請に適応すること」になります。この社会的要請は常に変
化し続けるものであると認識しています。変化を敏感に察知し、対応することができなければ、自覚な
くコンプライアンス違反を犯すリスクがあると考えています。

  コンプライアンス方針の策定
　当社グループは、2003年に「コンプライアンス・マニュアル」を作成しました。腐敗防止、利益相反、
独禁法遵守、会計、ハラスメント等の各コンプライアンス項目に関する行動指針とその詳細な解説に
よって構成されており、社内教育等に利用してきました。 
　2022年からは、当社グループのコンプライアンスに対する考え方を広くステークホルダーに知って
いただくことを目的に、同マニュアルから行動指針部分を抜き出す形で「コンプライアンス方針」を策
定し、ウェブサイト上に公開しています。

法務・倫理

社会規範・モラル・倫理観・常識

社内規則・ルール・マニュアル

法令
（法律・政令・省令等）

コンプライアンス方針 https://www.sekisui.co.jp/sustainability_report/basic_policies/#anc-P09WEB

はじめに トップメッセージ 積水化学グループの
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ガバナンス
  体制

　当社グループは、コンプライアンス経営を確実に実践していくため、現実的かつ効果的なコンプラ
イアンス推進体制を構築しています。グループのコンプライアンスを統括する組織として、サステナビ
リティ委員会のもとに法務部担当執行役員を委員長とする「コンプライアンス分科会」を設けて、方針
や実施策の立案を行っています。また、コーポレートおよび各カンパニーには「コンプライアンス推進
部会」を置き、コンプライアンス推進実務責任者を任命して各施策の実施・展開を図っています。 重要
コンプライアンス問題が発生した際には「コンプライアンス審議会」を開催し、事後対応や再発防止策
の検討等を行います。 
　2025年度はコンプライアンス分科会を、5月と11月の2回開催しました。

リスク管理
  リスク管理体制

　当社グループでは、コンプライアンス経営実践のため、コンプライアンス推進体制を構築し、コンプ
ライアンスリスクの特定、評価等を行っています。また、定期的な教育・研修、監査等により、コンプライ
アンスリスクの低減や状況の把握に努めています。 当社グループにおけるコンプライアンスリスクの
管理にかかわる主な取り組みは、以下のとおりです。
・e-ラーニングを含むコンプライアンス教育 
・独禁法や輸出管理に関する法務監査 ・独禁法遵守プログラムの周知と運用
・贈収賄防止プログラムの周知と運用 
・国内通報制度「S・C・A・N」、海外通報制度「SEKISUI Chemical Group Global Hotline」の周知と運用 
・取締役会・コンプライアンス分科会における通報制度の運用状況・コンプライアンス違反状況の報告お

よび審議 
・コンプライアンス推進部会における個別のコンプライアンス違反事案と再発防止策の報告および審議 

指標・目標
  目標

　当社グループは2023年度～2025年度中期経営計画において、重大インシデント発生による企業
価値毀損を防ぐことを目的として、海外グループ会社統制の強化を進めてきました。 主要実施策の
結果は以下のとおりです。2026年度から始まる次期中期経営計画においては、引き続き重大インシ
デントの未然防止を図るため、重要ルールの運用状況に関するモニタリングの強化、コンプライアン
ス活動の効率化・精緻化、通報対応の効率化・海外対応力強化に取り組んでいきます。

コンプライアンス推進体制

報告

報告

実施策の推進展開

報告 指示・伝達

コンプライアンスに関する積水化学グループ
基本方針の審議、教育・研修等実施策の策定

分科会が審議した方針・
実施策の推進等

個別コンプライアンス問題への
対応策・再発防止策の検討等

取締役会

コンプライアンス推進部会
コンプライアンス
推進担当者

（推進責任者）

コーポレート・カンパニー

コンプライアンス
審議会

（事後対応）

サステナビリティ委員会

委員長：
委　員：

事務局：

福冨直子 執行役員 法務部長
各カンパニー・コーポレート
コンプライアンス担当部署長、監査室長
法務部

コンプライアンス分科会

主要実施策 管理指標 現中期最終年度（2025年度）
目標 2025年度実績

海外グループ会社統制の
強化

海外グループ会社への重要規則（独禁
法、贈賄防止等の重要規則）導入率 100% 100%(57/57社)

海外通報制度のシステム導入と展開
（地域数）

海外全エリア（10地域）
周知展開完了

海外全エリア（10地域）
システム導入完了
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主な取り組み
  コンプライアンス意識の醸成

　当社グループでは、コンプライアンスの意識を従業員一人ひとりに根付かせるため、「コンプライア
ンス・マニュアル」とその海外版である「グローバル・コンプライアンス・マニュアル」、携帯用の「コン
プライアンス・カード」を作成し、全従業員に配布しています。

  コンプライアンス教育
　当社グループは、コンプライアンス経営の実践につながる取り組みの一環として、従業員のコンプ
ライアンス教育に力を入れています。新入社員研修や階層別研修等にコンプライアンスに関する内
容を盛り込み、コンプライアンスに特化したe-ラーニングを、毎年4回以上実施しています。グループ
のすべての従業員を対象として、継続的にコンプライアンスの大切さについて学ぶ機会を提供してい
ます。
　2025年度も、製造現場勤務等個別にイントラネットを閲覧できる環境にない従業員に対して同等
の学ぶ機会を提供するため、グループ会社や事業所からの希望に応じて紙による受講機会を提供し
ました。

  社内通報制度の周知と運用
　当社グループでは、国内通報制度「S・C・A・N（セキスイ・コンプライアンス・アシスト・ネットワー
ク）」を構築しています。法務部担当執行役員の監督のもとで、ハラスメントを含む当社グループ内の
コンプライアンス問題の早期発見、是正および再発防止の仕組みとして運用しています。 
　当社グループの従業員は、匿名・顕名を問わず、この制度を利用することができます。社内窓口だ
けでなく、当社から独立した社外の弁護士窓口に通報することも可能です。 
　社内通報規則では、通報者情報の秘匿、通報者への不利益扱いや報復の禁止等、通報者保護を厳
格に定めています。また従業員に対して、コンプライアンス違反行為を知った際に報告・通報すること
を求めています。 
　通報受信後は、通報者や関係者等へのヒアリングやさまざまな証跡をもとに事実確認と認定を行
い、通報窓口として公平な立場での組織的課題の解決を図っています。また、通報事案に経営陣がか
かわっている場合には、当該経営陣からは独立した者が調査等の対応を行っています。 
　2024年度には、海外の当社グループ従業員が多言語で利用できる海外通報制度「SEKISUI 
Chemical Group Global Hotline」の全世界での稼働および周知展開が完了し、2025年度も引き続
き各エリアからの通報を随時受け付けています。
　また、グループ各社と継続的に業務上の取引をしているお取引先の役員・従業員の方々を対象と
して、日本国内においては、従来より当社のウェブサイトに用意している専用フォームにて通報や相
談を随時受け付けています。
　今後、グローバル対応として、多言語で通報・相談できる仕組みである「SEKISUI Chemical Group 
Global Hotline」をグローバルのお取引先にもご利用いただけるよう展開中であり、2025年度は米
州以外への導入を完了しました。

  腐敗および贈収賄の防止に関する状況
　当社グループは、自主行動原則で「腐敗防止」を定めている国連グローバル・コンパクトに署名・賛
同しています。その精神にもとづき、法務部担当執行役員の監督のもとで、社内規則の1つとして国際
連合腐敗防止条約等に準拠した「贈収賄防止規則」を整備し、当社グループ全社で導入するなど、腐
敗および贈収賄を未然に防止するための取り組みを推進しています。贈収賄防止規則では、「贈賄」を

「公務員等または民間企業の役職員に対し、営業上の不正の利益を得るために、（ⅰ）その『職務に関

コンプライアンス・
マニュアル

携帯に便利な名刺サイズの
コンプライアンス・カード

グローバル・
コンプライアンス・
マニュアル（英語版）
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  利益相反取引の防止に関する状況
　当社グループは、「会社の利害と私たち個人の利害が相反する場合は、会社の利益になるかという
観点から検討し、会社に損害を与えない」という方針を掲げています。
　上記方針を徹底するため、2023年に「利益相反の懸念が生じうる外注取引ガイドライン」を制定し
ました。これにより、利益相反の懸念が生じ得る外注取引を事前にチェックするためのルールを運用
しています。

  取引適正化の推進
　2026年1月に施行された中小受託取引適正化法（通称：取適法、旧 下請代金支払遅延等防止法）
をふまえ、当社グループでは取引適正化を重要なコンプライアンス課題と位置付け、全社的な取り組
みを推進しています。具体的には、法令の趣旨や判断基準を明確化した「取引適正化マニュアル」を
策定し、取引にかかわる役員・従業員が共通の認識のもとで行動できる体制を整備しました。あわせ
て、現場における取引実態の調査を実施し、リスクの把握と是正、再発防止につなげています。さら
に、e-ラーニング等による継続的な教育・研鑽活動を通じて、取引の公正性・透明性に対する理解を
深め、健全で持続可能な取引慣行の定着を図っています。

  独禁法および広告・表示等における法令遵守の状況
　当社グループでは、独禁法遵守プログラムとして、事業者団体加入決裁制度、競合他社と連絡をす
る場合の事前申請制度および価格改定委員会制度を運用しています。毎年、同プログラムの運用状
況について監査を実施し、適宜プログラムの見直しを行っています。また、カルテルリスクの高い国
内事業会社にも同プログラムを導入しています。 
　事業活動を行うにあたり、広告・表示等における景品表示法等の各種法令を遵守し、誠実な営業
活動を徹底しています。
　なお、2025年度は、独禁法および広告・表示に関する重大な違反は確認されていません。

する行為』をさせ若しくはさせないこと、または（ⅱ）その地位を利用してその『職務に関する行為』をさ
せ若しくはさせないようにあっせんをさせることを目的として、金銭その他の利益（小切手、商品券、
旅行、食事、貸付、友人や血縁者への教育機会や雇用機会の提供等を含むが、これらに限定されな
い。以下同じ）を供与し、または供与の申し込み・約束をすること」と定義しており、「収賄」を「その職
務に関し、不正な目的のために、金銭その他の利益を収受し、または金銭その他の利益の要求若しく
は約束をすること」と定義しています。 
　また、当社グループの従業員が日本国内、アメリカおよび中国でビジネスを行う際に遵守すべき
事項をまとめた「贈収賄防止ガイドライン」を作成しています。これらの規則やガイドラインは、イント
ラネットを通じて周知を図っており、従業員はいつでも確認することができます。 
　腐敗と贈収賄の主な防止策として、違反行為を未然防止する規則を設定・運用しています。具体的
には、リスクの高いケースを特定し、以下のように規則を設定しています。

・�公務員等に対して接待・贈答を行う場合：所定の事前申請書を管理者に提出して承認を得なければ
ならない 

・�海外の公務員等との取引に関連して、代理店・コンサルタント等を起用する場合：代理店・コンサル
タント等に対する報酬の支払いが贈賄に該当する恐れがないこと、合理的な理由があるため贈賄
と疑われないことを確認したうえで、所定の決裁手続きを経なければならない

　また、腐敗や贈収賄リスクが特に高い部門に対しては、腐敗と汚職防止に特化した研修を実施して
います。これにより、規則やガイドラインの習得と申請書等の活用を促しています。 
　さらに、コンプライアンス方針、コンプライアンス・マニュアルおよびグローバル・コンプライアンス・
マニュアルにおいても、贈収賄防止に関する方針の周知を図っています。 
　2025年度も2024年度に引き続き、国内のみならず、海外のグループ会社の従業員を対象とする
e-ラーニングにおいても贈収賄に関する問題を出題しました。 
　なお、2025年度は、腐敗・贈収賄に関する重大な違反は確認されていません。
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  会計コンプライアンスの強化
　当社グループでは、財務・会計に関するリスクを削減するため、全社的な会計スキル・財務知識の
向上に取り組んでいます。 国内外の連結会社の経理責任者を対象に、経理会議を開催しています。
この会議で、会計関連のルールや会計コンプライアンス活動等を説明・共有しています。また、経理研
鑽会やe-ラーニングにより、会計スキル・財務知識に関する教育を実施しています。誤った会計処理
や会計不正が発生するのを防ぐとともに、経理業務に携わる部門・従業員のコンプライアンス意識向
上も図っています。 2025年度の経理会議は、国内および海外の地域ごとにオンラインと対面のハイ
ブリッドで開催し、経理責任者を中心に合計272名が参加しました。 
　経理研修は、テーマを定めてオンラインで実施し、録画視聴者とあわせて38名が受講しました。ま
た、会計コンプライアンスの注意喚起のために対象者を拡大して実施しているe-ラーニングは、延べ
6,746名が受講しました。

  税務コンプライアンス
　当社グループは、納税を企業が果たすべき基本的かつ重要な社会的責任の1つと考えています。
事業活動を行うそれぞれの国または地域における税法を遵守し、その精神に従った適正な納税を
行っています。
　当社グループは、租税回避を目的としたタックスヘイブンを利用しません。事業活動を行っている
国や地域において経済実態に応じた適正な納税を行い、それらの国や地域の経済に貢献し、ともに
調和と安定的発展を目指します。 
　税務リスクのある取引については、必要に応じて外部専門家に確認し、適正な処理と税務リスクの
低減を図っています。 
　さらに、移転価格リスクへの対応として、当社グループ内の取引は、各国・地域の法令およびOECD

（経済協力開発機構）ガイドラインにもとづく独立企業間価格にしたがって行っています。不安定な税
務ポジションを解消するため、取引規模や税務リスクの程度に応じてAPA（事前確認制度）を活用す
ることとしています。グローバルミニマム課税制度を含む国際税務環境の変化については継続的に
モニタリングし、適切なガバナンス体制およびコンプライアンス体制を維持します。
　税務当局による調査等に対しては、誠実かつ適切に対応し、その調査結果については、取締役会
へ報告し適宜改善を図っています。これらの取り組みを通じて、各国の税務当局とも良好な関係を維
持するように努めています。

  コンプライアンス特別強化月間
● 国内における取り組み
　当社グループでは、毎年10月を「コンプライアンス特別強化月間」と定めています。これをすべての
従業員がコンプライアンスの重要性を再確認するための機会としています。 
　2025年度は、国内を対象に、情報管理、インサイダー取引規制、の2つをテーマに、動画配信による
研修を行い、受講可能なタイミングで柔軟に受講してもらうことにより、より多くの従業員が気軽に研
修を受講できるようにしました。また、過去の研修で使用した研修動画についても、社内イントラネット
において動画を公開（2025年度は「自動車安全運転管理の実践」を追加公開）することで、いつでも
研修の見直しができるようにしました。なお、2025年度に新たに配信した上記2テーマの動画につい
ても、同じく社内イントラネットにて公開しています。

● 国内におけるコンプライアンス特別強化月間の取り組み（2025年度）
1 コンプライアンスに関するトップメッセージ（2025年10月）のグループ全社員への周知徹底 
2 各種コンプライアンス研修の実施/オープン型の法務セミナーの開催（動画配信/2テーマ）
3 Webグループ報「SWITCH」でのコンプライアンス特別強化月間の活動紹介・研修の動画受講案内・
「ハラスメント撲滅企画」に関する記事公開 

4 イントラネットを利用した国内e-ラーニングの実施（インサイダー、情報管理、セクハラを出題）
5 SuccessFactorsを利用した全世界対象e-ラーニングの実施（人権関連およびグローバル・コンプ

ライアンス・マニュアル掲載テーマで出題）

● 海外における取り組み
　2025年度も2024年度に引き続き、北米、中国、APAC、欧州エリアにおいて「コンプライアンス特別
強化月間」の活動を実施しました。各エリアで取り上げるテーマは、各エリアの地域統括会社が自社
の管轄エリアでリスクが高いと判断したものを中心に選定しています。

日本 北米 欧州 中国 アジア その他 合計

法人税等の支払額※ 33,146 1,267 1,675 1,533 1,658 415 39,693

※ 上記金額は、当社から税務当局に提出した「国別報告書」にもとづくものです。

法人税等支払額（2025年3月期）  （単位：百万円）
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● 海外における「コンプライアンス特別強化月間」取り組みテーマ（2025年度）

北米： 
1 トップメッセージの発信 
2 �SEKISUI Chemical Group Global Hotlineの説明（SEKISUI Chemical Group Global Hotlineの

ポスターコンテスト）
3 研修の実施（北米のグループ会社のそれぞれで以下の施策を実施）
　・地域統括会社からSuccessFactorsの研修提供（ハラスメント、会社情報の保護、贈収賄の防止）
4 特別強化月間中の活動に対するフィードバックを受けるためのアンケート実施

中国： 
1 トップメッセージの発信
2 �独禁法＆商業賄賂アンケート、コンプライアンスポスター掲示、コンプライアンスカード配布、接待・

贈答規則改定、総経理・幹部手帳配布、情報漏洩防止対策
3 研修の実施 
　・研修形式：対面
　・必須研修（コンプライアンスの現状と課題、職業倫理・道徳、情報管理、贈収賄防止） 
　・選択研修（利益相反・セクハラ・契約基本）

APAC： 
1 トップメッセージの発信 
2 研修の実施
　・研修形式：対面またはオンライン研修、録画配信
　・テーマ： SEKISUI Chemical Group Global Hotline

欧州： 
1 トップメッセージの発信 
2 研修の実施
　・オンライン研修
　・テーマ：NIS2規制（サイバーセキュリティ）に関する対象者への研修
３ 「Acceptable Use Guideline including AI」の展開

  コンプライアンス違反への対応
　コンプライアンスに違反する事例が発生した場合、違反を行った従業員に対して、十分な調査を行
います。調査後、違反行為の程度・態様に応じて解雇、降格、減給を含む懲戒処分、人事評価の引下
げ等の対応を行います。
　また、コンプライアンス違反を引き起こした個人の処分等に留まらず、その背景にある組織風土の
問題を是正することで、再発防止の徹底を図っています。

パフォーマンス・データ

※ 年4回実施した平均値。ただし、2025年度は第4回が受講期間中
のため、第1回・第2回・第3回の平均値。 

※ e-ラーニング受講対象者は、一部の海外現地採用者等を除く、
積水化学グループの従業員。

e-ラーニング受講者数の推移

● e-ラーニング受講者数の推移 
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  政治団体への寄付金
　当社グループは、違法な政治献金を行いません。また、社会全体の利益になる公共政策の策定を
促すべく実施している政治団体への寄付については、当社決裁基準に基づき適切に運用していま
す。当該政治団体への寄付の金額（積水化学連結）は、以下のとおりです。

年度 金額

2021年度 10,690

2022年度 12,562

2023年度 9,856

2024年度 7,970

2025年度 8,985

（単位：千円）

  通報・相談件数

2025年度通報・相談件数

● コンプライアンス研修実績一覧

2025年度コンプライアンス研修実績一覧

通報・相談 件数

パワーハラスメント 51

労働条件関連 60

セクシャルハラスメント 13

職場環境配慮 17

経費の使い方 6

営業手法関連 5

業績偽装 2

取引先との癒着 10

その他 34

通報数合計 198 

研修項目 研修内容

対象

受講数積水化学
単体

グループ会社

国内 海外

階層別研修

新入社員研修 ○ ○ 382

コンプライアンス研修 ○ 141

取締役会事務局研修 ○ ○ 48

関係会社取締役研修 ○ 34

輸出管理研修 ○ ○ 14

分野別研修

コンプライアンス研修 ○ ○ 542

ハラスメント研修 ○ ○ 858

労務研修 ○ 150

輸出管理研修 ○ ○ 1,305

下請法研修 ○ ○ 292

独占禁止法研修 ○ ○ 1,543

表示規制研修 ○ 8

情報管理研修 ○ ○ 325

契約基礎研修 ○ 16

新入社員向け研修 ○ 94

法務部員向け研修 ○ 43

グローバル

海外赴任前研修 ○ ○ 28

コンプライアンス研修 ○ 28

情報管理研修 ○ 30

コンプライアンス
特別強化月間

国内向け研修 ○ ○ 30,465

北米向け研修 ○ 4,213

中国向け研修 ○ 553

APAC向け研修 ○ 690

欧州向け研修 〇 51

全世界e-ラーニング 〇 〇 〇 20,490
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戦略（姿勢・考え方、リスク認識）
  基本的な考え方

　積水化学グループは、持続経営力の向上に影響を及ぼす情報管理にかかる重大なサイバーセ
キュリティインシデント発生を回避するため、情報システムの機密性・完全性・可用性を担保するため
のシステム、および運用体制を構築しています。同時に、e-ラーニング、インシデント対応訓練等を通
じて、社員の情報セキュリティにおけるリテラシー向上に取り組んでいます。
　情報管理にかかる以下の重大インシデント発生は、企業価値毀損を引き起こすリスクととらえ
ています。
1. サイバー攻撃によるデータ搾取・破壊 
2. 大規模・長時間の情報システム障害 
3. 個人情報・機密情報漏えい、データ保護法規則違反

　現中期経営計画では、「ビジネス環境における激しいIT変化」に対応できる堅牢で持続可能な情報
セキュリティの構築・維持に取り組んできました。その結果、重大なサイバーセキュリティインシデント
は、日本国内で2020年度から6年連続、海外では2024年度から2年連続でいずれも0件を維持してい
ます。次期中期経営計画では、グループ・グローバルでのガバナンスを強化するとともに、未然防止
型情報セキュリティの確立を図り、個人情報の保護および技術情報の漏えい防止を実現します。

  情報セキュリティ方針
　当社グループでは、グループ全社の情報セキュリティ方針を策定し、社内外に公表しています。
これにより、全社でサイバーセキュリティ対策への取り組みの強化を図っています。

情報管理

情報セキュリティ方針
https://www.sekisui.co.jp/sustainability_report/basic_policies/#anc-P06

WEB
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ガバナンス
  情報管理体制

　当社グループは、サイバーセキュリティに対応する組織として、代表取締役社長が委員長を務める
「サステナビリティ委員会」のもとにCSIRT※1を設置しています。
　CSIRTでは、DX分科会を情報セキュリティにおける方針決定機関としています。本分科会の委員
長は、CISO（最高情報セキュリティ責任者）である出口好希執行役員が務めており、全社のサイバー
セキュリティ対策や重大なセキュリティインシデントについて協議します。
　サイバーセキュリティ推進部会は、分科会での決定にもとづいた施策推進を担い、実働部隊として
サイバーセキュリティセンターを配置しています。
　サイバーセキュリティセンターでは、SOC※2と連携し、ネットワークやデバイスのセキュリティ監視を
行っています。セキュリティ監視は24時間365日体制で行われ、インシデントの早期発見・早期復旧に
努めています。
　各現場事業所には1名以上の情報システム管理者を配置し、グループを包括する情報管理体制を
構築しています。組織変更や情報システム管理者に異動があった場合でも、名簿管理システムによっ
て、各事業所の情報システム管理者の有無を把握することができます。
　今後は国内でのCSIRTの運用を高度化させるとともに、海外のグループ会社においてもCSIRTの
構築を進めていきます。
※1 CSIRT（シーサート）「Computer Security Incident Response Team」の略。 
　   �企業等の組織内でコンピュータセキュリティインシデントに関する報告の受け取り・調査・対応活動等を担う専門

チームの総称。

※2 SOC（ソック）「Security Operation Center」の略。情報システムへの脅威の監視や分析のための専門組織。いち早
く脅威を検知し、CSIRTの対応・復旧活動を支援する役割を担う。

管理体制の全体像

承認報告 情報提供参加

代表取締役社長

管理・指導

各カンパニー

※Managed
　Security Service

※Operational Technology

MSS事業者※

セキュリティベンダー

SOC

報告 指示

報告 指示

社外

IPA（J-CSIP） JPCERT/CC

業務委託

積水化学
CSIRT

部所管理者

各部場所・関連会社

部長 部長
参加

参加

グループ長 グループ長

技術統括部門
（OT※管掌）

経営管理部門
（IT管掌）

デジタル変革推進部
情報システムグループ

デジタル変革推進部
情報システムグループ長

委員長：出口好希　執行役員
デジタル変革推進部担当、生産基盤強化センター所長

センター長 担当者担当者

DX分科会

サイバーセキュリティ推進部会

サイバーセキュリティセンター

サステナビリティ委員会

取締役会

システム
オーナー

報告 任命

情報システム
責任者

情報システム管理者

情報システム
担当者

支援

報告

連携
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リスク管理
  積水化学CSIRTによる保護推進活動

　積水化学CSIRTによる機密情報・個人情報・情報システムの保護活動は以下のとおりです。

Plan：計画策定・見直し 
・サイバーセキュリティ高度化計画の立案

Do：高度化計画の実行  
・海外サイバーセキュリティ対策強化 
・e-ラーニング等を活用した従業員の啓蒙活動 
・サプライチェーンに対するサイバーセキュリティ、および情報管理の徹底

Check：点検・評価
・DX分科会へのリスク評価報告、およびサイバーセキュリティ推進部会への対策活動報告

Act：改善活動
・活動実績をふまえた改善目標の設定、および実行計画の修正

指標・目標
  目標

　積水化学グループは現中期経営計画において、「サイバーセキュリティインシデントゼロ」をKPIに
掲げ、情報管理活動を推進してきました。重大なサイバーセキュリティインシデント発生による企業価
値毀損を防ぐことを目的としています。 
　活動の結果、重大なサイバーセキュリティインシデントは、日本国内で2020年度から6年連続、海外
では2024年度から2年連続でいずれも「0件」を維持しています。主要実施策の結果は以下のとおり
です。 

主要実施策

主要実施策 管理指標 現中期最終年度（2025年度）
目標 2025年度実績

サイバーセキュリティインシデント
発生時の迅速対応（国内）

検知～復旧時間 3営業日以内 3営業日

CSIRTの海外展開 海外CSIRT展開 全リージョン展開完了 全リージョン展開完了
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主な取り組み
  情報漏えいとリスクへの対策

　当社グループでは、個人情報を含むお客様の情報および機密を含む社内情報の安全を確保するた
め、システムと人的対策の両面から対策を講じています。外部からの脅威に対しては、積水化学CSIRT
のサイバーセキュリティセンターが中心となり、適切な対策を迅速に実施しています。具体的には、新た
に感染が報告されたウイルスや標的型メール等の新しい脅威を常に把握して、セキュリティ対策製品
のポリシーをアップデートしています。また、e-ラーニングによる従業員の教育や監査を行うことで、情
報漏えいの未然防止を図っています。
　CSIRTは定期的にDX分科会/推進部会を開催しています。分科会ではリスク対策の評価を報告して
います。
　また、推進部会ではリスク対策の活動内容を報告しています。その他に毎年、分科会委員向けに情報
セキュリティ事故発生時の経営判断を問う訓練を実施しています。

  主なシステム対策
　当社グループでは、主に以下のシステム対策を実施しています。
①重要な情報はデータセンターのサーバに保管し、データセンターは要塞化 
②社内ネットワークと外部、および制御系ネットワークとをファイヤーウォールで完全に分離 
③ファイヤーウォールはインターネット直接接続（リモート環境含む）でも有効なクラウドファイヤー

ウォールを導入 
④すべてのサーバとPCには次世代のウイルス対策を導入 
⑤上記②～④の3点をSOCで24時間365日モニタリング 
⑥メールフィルタ、Webフィルタを導入し、従業員のメール、インターネットの安全な利用を確保 
⑦ユーザー認証基盤を刷新し、利便性と安全性を両立

  主な人的対策
　当社グループでは、主に以下の人的対策を実施しています。 
①重要度別情報管理の徹底
②退職者、採用者向け守秘義務徹底
③全従業員への定期的なe-ラーニングの実施   
　重要な技術開発業務従事者へは別途e-ラーニングを追加実施   
④CSIRTメンバーへの机上訓練（連絡フローの確認や経営判断を問う等）を実施

  自然災害リスクへの対策 
　当社グループは、耐震・免震等の対策が施されたデータセンターに基幹システムを設置していま
す。これにより、自然災害で社会インフラがダメージを負った場合でも、業務の継続が可能です。さら
に、データセンターを複数箇所に分散設置することで、特定のデータセンターが使用不能になっても
業務が滞ることのない体制を構築しています。 また、重要業務システムの完全二重化により、業務の
完全復旧までのリードタイム短縮を図っています。

  個人情報の保護
　当社グループは、「個人情報保護方針」にもとづきお客様の個人情報を取り扱っています。 個人情報
に関する法令や規範を遵守するとともに、社内規則である「秘密情報管理規則」にもとづき自主的な
ルール・体制を構築し、適切な保護に努めています。
　また、「Webサーバの構築と管理に関するガイドライン」を設け、関係各社・各部所にて管理している
個人情報を扱うサーバの保護にも努めています。
　同時に、取り扱い情報の重要度に応じてアクセス権等管理権限を限定することで、管理を徹底してい
ます。さらに、毎年コンプライアンス特別強化月間を中心に従業員意識の向上を図り、教育を実施する
ことにより、個人（顧客）情報の取り扱いへのガバナンスの強化を行っています。

  技術情報の漏えい防止
　IT技術による漏えい防止策だけでなく、技術的機密情報を扱う部門へのリスク管理活動の導入、技
術者に対するモラル教育・研修、採用時における守秘義務教育の徹底等を実施しています。

はじめに トップメッセージ 積水化学グループの
サステナビリティ 環境 ガバナンス 参考資料社会

174



SUSTAINABILITY REPORT 2026
積水化学グループ
サステナビリティレポート

ページ
175

コーポレート・ガバナンス リスクマネジメント CS品質 法務・倫理 情報管理 DX

HOME

知的財産マネジメントイノベーション

175

戦略（姿勢・考え方）
  基本的な考え方

　積水化学グループは、長期ビジョンのビジョンステートメントに
「Innovation for the Earth」を掲げています。また、ビジョン実現の
ための重要なドライバーとして、イノベーションを重視しています。
気候変動をはじめ、非常に難しくかつ喫緊の社会課題が山積する
中、新たな課題解決手段を創出するイノベーションの重要性はま
すます高まっています。
　次期中期経営計画では、長期ビジョン「Vision 2030」にもとづ
き、各事業ドメインにおいて既存事業のさらなる成長を目指す強
化領域と、新たな事業基盤を創出する革新領域を定めて、現中期
経営計画時に仕込んだ新しいテーマを成果につなげる活動を強
化していきます。 
　また、事業ドメインをまたいだ事業機会の発掘や、技術の掛け合
わせを定常的に検討する全社創発座談会を発足しました。これに
より、全社における新製品創出の強化に取り組んでいます。
　活動の源泉となるコア技術の強化については、全社で技術プ
ラットフォームを定義し、中長期的な技術強化を進めています。同
時に、社外との連携・オープンイノベーションに注力し、迅速に新た
な価値を創出することで社会課題解決力を高めていきます。

ガバナンス
  イノベーションの推進体制

　当社グループは、競争力のある技術や強化すべき技術を技術プ
ラットフォーム（TPF）として定義し、継続的に技術強化を進めてい
ます。TPFは中期経営計画ごとに見直しており、現中期経営計画に
おいては27のTPFを定めています。また、各TPFの技術強化を牽
引するリーダー人材をスペシャリティ職（S職）として任命する制度
を設けています。S職はS1職からS4職までの4段階のグレードで構
成されています。2025年度は全社で41名の技術者をS職として任
命しました。S職は各TPFの継続的な技術強化を牽引するととも
に、次の技術リーダーを育成する役割も担っています。

イノベーション

27の技術プラットフォーム図
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　イノベーションを生み出し、推進するための研究開発体制は、テーマの時間軸で2つに分かれてい
ます。顧客ニーズの獲得を発端とした研究開発テーマは、それぞれの事業環境に即して迅速な活動
ができるよう各セグメントの研究所で取り組みます。一方、中長期テーマはコーポレートが主管してい
ます。研究開発テーマの初期探索・企画と基礎技術の確立はR&Dセンターが、事業化推進は新事業
開発部が担い、事業として立ち上げた後は速やかにカンパニーへ移管できる仕組みにしています。
各セグメントおよびコーポレートには独立した知的財産部門を設けています。各セグメントの知的財
産部門と事業部門、研究開発部門とが常時連携することで、それぞれの事業領域の特性にもとづき、
競合他社に対する競争優位性を図り、当社グループの事業の拡大・成長へとつなげています。

　イノベーションの取り組み状況は、R&D委員会で定期的にモニタリングしています。経営トップを
交えて、さらなるイノベーション強化に向けた議論を進めています。

 

リスク管理
  不確実性に適切に対応するための情報収集・分析

　イノベーションにおいては、中長期的な将来を想定した活動となるため、今後さらに高まるであろう不
確実性に適切に対応しながら進めることが重要です。国内外の社会動向や技術動向等、積極的に社外の
情報を入手し、想定される未来のシナリオを描出することが必要となります。
　当社グループでは、内部のシンクタンク機関である積水インテグレーテッドリサーチが、幅広く国内外
の情報を収集、分析することで、当社グループの事業環境変化や事業継続リスクについての調査を進め
ています。得られた知見を社内の関係部署に展開、共有し、具体的な対策検討にも貢献しています。

R&D委員会の目的 
・次世代事業創出に関する全社

R&D基本方針の策定
・次世代事業創出に関する全社

R&Dテーマおよび実行計画
の策定

（2026年4月1日現在）

取締役会

各カンパニー研究所

カンパニー

コーポレート

委員長　：
副委員長：
委　員　：
事務局　：

清水 郁輔　代表取締役社長
柏原 久彦　R&Dセンター所長
各カンパニープレジデント、コーポレート執行役員
R&D戦略グループ

R&Dセンター

新事業開発部

経営戦略部

開
発
責
任
者
会
議

R&D委員会

高機能プラスチックスカンパニー
開発研究所、知的財産部

技術ブレークスルー 事業化（上市） マスプロダクション

各カンパニー
事業部

カンパニーへ移管

技術・人材交流

新事業開発部
R&Dセンター
先進技術研究所
知的財産グループ

顧客からの要望
市場ニーズを
研究開発部門へ
フィードバック

中
期
〜
長
期
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マ

（
事
業
化
ま
で
5
年
〜
10
年
程
度
）

短
期
〜
中
期
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ー
マ

（
事
業
化
ま
で
2
年
〜
5
年
程
度
）

住宅カンパニー
住宅技術研究所、管理・知財グループ

環境・ライフラインカンパニー
総合研究所、知的財産センター

メディカル事業
つくば研究所、知的財産グループ

研究開発・知的財産推進体制

はじめに トップメッセージ 積水化学グループの
サステナビリティ 環境 ガバナンス 参考資料社会



SUSTAINABILITY REPORT 2026
積水化学グループ
サステナビリティレポート

ページ
177

コーポレート・ガバナンス リスクマネジメント CS品質 法務・倫理 情報管理 DX

HOME

知的財産マネジメントイノベーション

177

指標・目標
  目標

　積水化学グループは前中期経営計画において、強化領域におけるイノベーションの指標として、新
製品や新プロジェクトの件数をKPIとして定めました。 
　現中期経営計画では革新領域におけるイノベーションのKPIとしてオープンイノベーションによる
社外連携数を定めています。積極的な社外との連携活動により、2025年度は目標を上回る連携数を
達成しています。引き続き長期ビジョンの実現に向け、強化領域、革新領域の両面でのイノベーション
強化を進めていきます。

主な取り組み
  社内外の技術融合

　当社グループは、イノベーションを実現するためには社内の各部署や社外との連携が重要と考えて
います。この考えにもとづき、社内外の技術連携を「融合」と表現して、積極的に取り組んでいます。
　社内融合については、当社グループのR&Dセンターが社内の関係部署と連携して、「コア技術融合」、

「企画融合」、「開発融合」の3つの観点から、各カンパニーとの融合を進めています。
　コア技術融合については、R&Dセンターに一本化した基盤技術の1つである情報科学において、マ
テリアルズインフォマティクス（MI）をはじめとするデータ活用技術を活用し、カンパニー開発テーマの
支援・連携を推進しており、着実に実績を積み上げています。また、実験自動化、生成AI技術など先端
技術の活用を積極的に進めており、東京大学、トロント大学等との連携にて活用の加速を図ってい
ます。
　企画融合については、社内の技術交流会を通じて、保有する技術を相互に理解することで、新しい
テーマの企画につなげる活動を進めています。
　開発融合については、コーポレートがカンパニー横断の開発テーマを支援する仕組みを通じて、融合
の促進を図っています。 
　重要な開発テーマにおける社外との融合も積極的に進めています。当社グループが開発を進めてい
るペロブスカイト太陽電池は、東京大学、京都大学、立命館大学、産業技術総合研究所等との連携によ
り国の開発プロジェクトに採択されています。さらに東京都、福島県、福岡県等での実証実験の推進や、

大阪・関西万博会場への設置を通じて、実用化に向けた開発を加速しています。
　また、カーボンリサイクル技術においても、世界最大級の製鉄企業であるArcelorMittal社とパート
ナーシップを締結し、製鉄時のCO2排出量削減に向けた共同評価の結果、当社技術の反応効率や耐久
性の観点で高く評価され、脱炭素市場を見極めながら本技術導入のタイミングを検討中です。さらに、
CO2有価物変換に向けたコスモエネルギーホールディングス社や東海カーボン社との共同検討をはじ
めとした鉄鋼プロセスに留まらないさまざまな分野への活用において、当社技術の可能性を評価いた
だいているパートナーとの複数の協業プロジェクトも検討しています。
　社外との融合については、2020年に設立した水無瀬イノベーションセンターを拠点にさまざまな連携
活動を実施しています。
　2025年度は複数の外部企業との技術交流会を開催し、延べ200名を超える規模での実施となりまし
た。最新技術の共有や課題解決に向けた議論を通じ、参加企業との相互理解と協力関係の深化を図り
ました。引き続き、社外とのオープンな技術交流・共創活動を積極的に推進していく予定です。 
　また、当社の技術強化の状況を指標化し、社外に発信することも検討しており、さらなる社外との融
合を加速することを図っています。
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  新事業創出に向けた仕掛け
　当社グループは、「Vision 2030」で掲げる社会課題解決に寄与するイノベーションを起こし続ける
ことをねらいとして、2021年、新事業開発部にイノベーション推進グループを設置しました。イノベー
ション推進グループでは、社内起業制度の運営やスタートアップ連携等による新規事業の企画・創
出、イノベーション文化の醸成に取り組んでいます。
　社内起業制度は、事業創造の実践を通じた新規事業人材の育成と挑戦風土の醸成を目的として
おり、制度を通して選抜されたテーマについては、社内外からの支援を受けながら事業化に向け取り
組んでいます。運用を開始した2023年度から2025年度の3年間で応募総数は500件に達しており、
事業化に挑戦したいという意欲が全社的に広がっていることに手ごたえを感じています。
　また、水無瀬イノベーションセンターを最大限に活用し、グループ内外の人材が多様な情報・知識
に触れ、交流や事業共創が生まれるきっかけとなる場の提供を進めています。

パフォーマンス・データ

2022 2023 2024

442

3.41 3.48

405 417

2021

370

3.20 3.26 3.32

研究開発費（億円）

年度

研究開発費売上高比率（%）

2025

456

研究開発費・研究開発費売上高比率
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知的財産マネジメント

戦略（姿勢・考え方）
  基本的な考え方

　研究開発活動の成果である知的財産は、企業価値の最大化に向けた積水化学グループの成長・
収益を支える重要な経営資源です。
　当社グループの知的財産部門は、「知的財産の創造、保護、活用を奨励し、事業の成長と企業価値
の向上に寄与すること」を目的に、「強い特許の獲得による事業競争力の確保」を基本方針とした、

「知的財産規則」のもとで活動しており、特に技術の際立ちを最大限に活かす知的財産戦略を重視し
ています。
　2026年度から開始する次期中期経営計画では、データやAIなどの活用を進め、さらなる知的財産
活動の強化に取り組んでいきます。

ガバナンス
  体制

　当社グループではカンパニー制を採用しており、各カンパニーでは近未来の収益につながる製品
開発・生産技術テーマを、コーポレートでは中長期的な時間軸で取り組むべきテーマを手掛けていま
す。そこで事業環境に即した迅速な活動推進ができるよう、コーポレートとカンパニーおのおのに独
立した知的財産部門を設けており、事業・研究開発部門と常時連携し、戦略的な知的財産活動を推進
しています。
　また、知的財産部門の活動状況はR&D委員会において定期的にモニタリングをしており、経営トッ
プを交えた議論を実施しています。

  知財専門人材の育成・キャリア構築
　強い特許の獲得による事業競争力の確保を実現するためには、高い専門性に加え、開発や事業と
の連携力が求められます。そこで、新入社員に対するブラザー制度やコーポレート・カンパニー間の
人材交流等のOJT施策や、外部研修への派遣や社外弁理士との勉強会の開催等のOff-JT施策を組
み合わせた取り組みにより、事業連携力と専門性の両面を担える知財専門人材を育成しています。
　また、これらの人材を維持、また新たに確保するための施策として、スペシャリティ職を設定し、人
材のキャリア構築を支える他、2024年度からはインターン制度を立ち上げ、採用力の強化にも取り組
んでいます。

 リスク管理
  リスク管理

　積水化学グループの各カンパニーでは、それぞれの事業環境に即し、他者の知的財産を侵害しな
いよう調査を実施しています。調査結果は事業部門や研究所に随時情報提供され、回避・予防策等
の適切な措置を講じるなどして、リスクの早期発見、最小化に努めています。

  グローバルでの継続監視と活用
　現在、当社グループが保有する知的財産は、グローバル規模で拡大しています。そこで、世界各国
における利用状況を継続監視し、当社権利の適切な活用・行使を進めていきます。
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指標・目標
  目標

　当社グループにおける各カンパニーでは、知的財産部門と事業部門、研究開発部門とが常時連携
しています。そして、それぞれの事業領域の特性にもとづいて競合他社に対する競争優位性を図り、
自社事業の拡大・成長へとつなげる知的財産活動を推進しています。
　コーポレートでは、全社共通の知的財産戦略の企画・推進を行い、全社の知的財産の最適化を目
指しています。

主な取り組み
  知的財産確保に向けた戦略的な活動

　当社グループでは、技術の「際立ち」を最大限に生かして事業へ貢献させる、戦略的な知的財産活
動を推進しています。 具体的には、知的財産情報、市場、競合情報等を用いて、研究開発テーマおよ
び事業を取り巻く競争環境を分析したうえで、適切な戦略の構築や知的財産ポートフォリオマネジメ
ント等を実施しています。

  従業員教育
　開発者一人ひとりが、自社の知的財産の維持・管理や、他者の知的財産侵害に対する回避・予防
等を確実に実施するために、基礎知識の習得から戦略構築まで、開発者それぞれのレベルに合わせ
た複数の教育プログラムを用意し、全社で知的財産に対する教育活動を実施しています。

  発明に対する正当な評価
　当社グループでは、職務発明に対する各種報奨金の支給に加え、研究者・技術者への評価・処遇
の一環として「発明大賞」制度を設けています。また、利益貢献の特に大きな職務発明に対しては、そ
の発明者の功績に報いる報奨金を支給しています。

特許保有件数

特許出願件数

0

1,500

500

1,000

（件数）

2021 2022 2023 2024 2025（年度）

858 869 840948925

0

8,000

2,000

4,000

6,000

（件数）

2021 2022 2023 2024

6,346 ６,５２９ 6,612６，１５７5,946

2025（年度）

特許資産価値（技術的価値※）の推移

2015 2017 2019 2021 2023 2025

0.96

8,037

0

5,000

10,000

15,000

0.00

0.50

1.00
(pt.) (pt.)

(年)

TR値
（特許1ファミリ当の価値）

ΣTR値

・ 2020年以降は出願をより厳選し、一時的にΣTRが減少しましたが、継続的な特許の質の向上が図られています。
※ LexisNexisの特許分析ツール 「PatentSight」の被引用件数にもとづくTR(Technology Relevance)指標か

ら、当社全ポートフォリオの合計値(ΣTR値)、平均値(TR値)を算出、「技術的価値」としています。

パフォーマンス・データ
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特許資産規模ランキング（2024年度）

他社牽制力ランキング（2024年度）

順位 企業名 特許資産規模（pt） 特許件数

1 富士フイルム 64,597.2 1,386

2 LG ENERGY SOLUTION 21,918.0 750

3 花王 19,773.8 613

4 DIC 19,661.1 373

5 レゾナック 19,394.9 599

6 三菱ケミカル 18,565.7 508

7 積水化学工業 18,134.8 559

8 日東電工 17,936.9 530

9 住友化学 17,383.1 519

10 ARTIENCE 14,951.0 300

出典：パテント・リザルト　「化学業界　特許資産規模ランキング2024」

順位 企業名 引用された特許数

1 富士フイルム 3,110

2 三菱ケミカル 1,591

3 花王 1,267

4 レゾナック 1,219

5 積水化学工業 1,007

6 日東電工 887

7 旭化成 832

8 住友化学 819

9 信越化学工業 677

10 カネカ 596

出典：パテント・リザルト　「化学業界　他社牽制力ランキング2024」
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戦略（姿勢・考え方）
  基本的な考え方

　積水化学グループにとってのデジタル変革（DX）のミッションは、長期ビジョン実現のための成長
戦略・構造改革を加速、下支えすることです。 
　当社グループは、外部環境の大きな変化を背景に、ガバナンスや労働力不足、経営データの分散、
市場変化に伴う収益力低下という4つの危機感を持っています。これらをふまえ、グローバル競争に
勝ち抜くための「手段」として、DXに取り組んでいます。 
　当社グループのDXは、「ビジネスプロセス変革」を軸に、ガバナンス革新、ビジネスモデル変革の3
つの変革を「見える化・標準化」、「生産性向上」、「高度化」の視点で進めています。これらの変革を下
支えするITシステムや人材といった基盤強化も、あわせて推進しています。
　次期中期経営計画では、これまでDXで蓄積したデータとAIなどのデジタル技術を積極的に活用し
てビジネスプロセスを革新する、成長加速フェーズにシフトチェンジします。また、グローバル経営基
盤の国内外への展開を通じたガバナンス向上と、データやIT資産などの情報資産を脅威から守る未
然防止型のセキュリティ強化も重点的に実施します。

ガバナンス
  DX全体像

　当社グループでは、「ビジネスプロセス変革」として徹底的な標準化とデータを活用した生産性の
向上を進めています。グループ・グローバルでの長期成長に向け、グローバル経営基盤、購買、営業・
マーケティングの各領域を中心に、デジタル展開と効果創出の取り組みを推進しています。グローバ
ル経営基盤の稼働や間接購買システムの活用によりガバナンスを強化するとともに、これまで仕込
んできたDXテーマの効果創出を加速しています。
　また、これらの実現を支えるため、グローバルでのサイバーセキュリティ対応体制の確立やAIを安
全・安心に使うためのガイドラインの整備も進めています。

DX

長期持続的な企業価値の向上
● ESG経営を中心においた革新と創造 ● 2020年代での業容倍増

全社目標

デジタル変革

ガバナンス（内部統制）革新 ビジネスプロセス変革 ビジネスモデル変革
重大インシデントゼロ 生産性2倍・高付加価値追求 全社最適の意思決定 継続的なビジネスモデル創出の下支え

見える化・標準化
業務標準化、ERP※導入、
インフラ・ネットワーク刷新

生産性向上
自動化/無人化、デジタル・ICT・AI利活用に

よる全業務効率化

● グローバルでの持続的な可用性　● 技術革新への追従力　● 多様化する法規制　● サイバーセキュリティ　
● 複数のデータソースの連携　● 多様な事業への対応と採算性

高度化
事務管理、内部統制、サプライチェーンの高度化

ITシステム（グローバル統合基盤）

● 既存事業を支える“守りの人材”　● 変革に必要な“攻めの人材”
IT/デジタル人材

データ堅牢性の確保
不正の未然防止

グローバル経営基盤導入
業務・システム標準化

インフラ・セキュリティ強化
事業リスク低減

業務プロセス革新
営業・マーケティング、

購買改革等

※ ERP：Enterprise Resources Planningの略。企業の会計や人事、生産業務や販売業務等の基幹となる業務を統合
し、一元的に管理するシステム。
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  DX推進体制

リスク管理
  リスク認識と対応体制

　当社グループにおけるDXの遅延や停滞は、ますます高度化するガバナンス等の社会要請への対応
が遅れるリスクにつながります。また、国内の少子高齢化により生産労働人口が減少する中、現在の人
手に頼った業務の進め方では事業の成長のみならず持続性すら保てなくなる恐れもあります。 
　このため、サステナビリティ委員会の下に、デジタル変革推進部担当役員を委員長とした「DX分科会」

を設置し、経営の観点からデジタル変革の進捗状況のモニタリングや対応策の判断を行っています。 
　また、DXの推進においては、データやITシステムの活用が不可欠であるため、情報管理にかかるリス
クへの対応が重要になります。当社グループでは、サイバーセキュリティ対応体制としてCSIRTを設置し
ており、あわせて従業員への啓発活動やインシデント訓練等も実施しています。 

指標・目標
  目標

取締役会

すべての部署

各カンパニー・積水メディカル　デジタル変革担当部署

すべての事業所、部署、関係会社

カンパニー・積水メディカル

コーポレート

サステナビリティ委員会

委員長：

委　員：

事務局：

出口好希　執行役員
          　　 デジタル変革推進部担当、生産基盤強化センター所長
各カンパニー執行役員、各カンパニー経営企画担当部署長、
各カンパニー経営管理担当部署長、
各カンパニーデジタル変革担当部署長、コーポレート執行役員、
積水メディカル経営企画部長、積水メディカル情報システム部長
デジタル変革推進部

デジタル変革推進部

DX分科会

ＤＸ担当役員
会議

プロセス
オーナー会議

主要実施策 管理指標
現中期最終年度

（2025年度）目標
2025年度実績

グローバル経営基盤の
革新

グローバル標準の業務・シス
テムモデル構築に向けた開
発状況と展開進捗

グローバル経営基盤の刷
新・展開開始、目指す業
務変革の具現化（導入拠
点）

会計領域の国内本稼働、これまでの経験
にもとづく中長期展開ロードマップの見
直し、グローバル展開に向けたERP全体
整合性確保のための追加開発

グローバル間接購買の
改革

間接材購買で目指す施策の
進行状況（展開・活用計画）

集中購買による有利購買
の実現、海外展開着手

間接購買システムの定着や蓄積データの
活用、取引適正化の活動などにより、本格
的に効果が浸透、海外展開はグローバル
経営基盤の枠組みに統合して現状調査に
着手

営業・マーケティング
業務の高度化・効率化

営業・マーケティング改革で
目指 す 施 策の進 行 状 況（カ
バー率・工数シフト）

データにもとづく営業活
動定着と顧客管理強化に
よるトップライン向上

データ活用による業務生産性とトップラ
インの向上を目指し、AIやRPAなどのデ
ジタルツールを活用した定型業務の自動
化・省力化や、デジタルマーケティング高
度化による営業領域拡大などを推進

DX人材の育成
デジタルツールやデータを活
用して効果を出す人材の確保
に向けた施策の進行状況

DX推進人材の継続的な
確保

全従業員向けにDX挑戦行動を促すリテ
ラシー研修実施、事業課題解決型人材の
育成スキームであるDX実践講座により
DXを牽引するコア人材を確保、DXバッジ
によるDX人材の可視化

デジタルによる
多様な働き方の実現

ニューノーマルな働き方の定
着とグローバルコミュニケー
ション強化に向けた施策の進
捗と利用状況

グローバルコミュニケー
ション基盤の提供と標準
端末の海外展開

新規クラウドサービスへの統合認証の順
次適用、グローバル対応のコミュニケー
ション基盤や標準端末の国内展開を継続
的に推進、海外各地域事情を考慮して標
準端末の海外展開ロードマップを見直し
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主な取り組み
  グローバル経営基盤

　グローバルに成長していく積水化学グループの戦略を支えるため、経営基盤となる基幹システム
（グローバルERP）の刷新を図っています。これにより、以下の実現を目指します。
・グローバル連結利益の最大化に向けた意思決定に必要なデータの可視化・分析
・業務標準化・効率化による間接業務の生産性向上
・グローバルでの業務標準化と可視化によるガバナンス（内部統制）向上とリスク極小化

　2025年度は、4月から会計領域の国内本稼働を開始しました。また、これまでの経験にもとづいて
中長期展開ロードマップの見直しを行い、グローバル展開に向けたERP全体整合性確保のための追
加開発を実施しました。今後、国内外への合流展開を順次進めていきます。

  購買
　グローバル購買改革として、ITシステムを使った購買業務の標準化と取引データの可視化に取り
組んでいます。
　グローバルな取引を可視化することで、不正行為の抑止や早期発見が可能となります。また、全体
最適購買を実現することにより、購買力の向上や調達コスト削減を実現します。さらに、システム導入
により低付加価値業務を極小化し、継続的にコスト削減できる仕組みや基盤の定着も図ります。
　2025年度は、間接購買システムの利用定着や取引適正化の活動を推進しました。また、蓄積され
たデータの活用による調達コスト削減や集約化による交渉力の強化も引き続き進めており、本格的
に全社へ効果が浸透してきています。

  営業・マーケティング
　当社グループでは、営業・マーケティングにかかわる業務の標準化・自動化による徹底的な効率化・
生産性向上と、営業データの活用によるトップラインの向上を目指しています。
　営業・マーケティングにかかわる業務には、各カンパニーで用いるシステムが異なっている、属人化し
た部分が多いなどの問題が発生していました。これらの問題に対し、業務プロセスをより効果的に行う
ことで、お客様により良い価値提供ができるよう、価値業務へのシフトを進めています。

　2025年度は、Webの活用を中心としたデジタルマーケティング高度化による営業領域の拡大に取
り組むとともに、AIやRPAなどのデジタルツールを活用した定型業務の自動化・省力化を推進しまし
た。
　また、DXの取り組みに必要不可欠な営業データの情報セキュリティ対策も継続的に行っています。

  DX人材
　業務の大幅な生産性向上のためには、デジタル技術とデータの活用により業務の標準化や自動
化、効率化を進めることが重要です。当社グループでは、DXを加速するため、デジタルを使って業務
課題を解決し、その活動を現場で広めていく、いわゆるDX人材の育成も進めています。
　2025年度は、全従業員を対象にDXへの挑戦を促すためのリテラシー研修を実施しました。また、
業務課題の解決をゴールとしたこれまでの6つの実践講座に加え、生成AIやBIなどのツール活用に
よる効果を短時間で体験できる入門セミナーを開始するとともに、DXバッジによる人材育成状況の
可視化も行いました。これらの取り組みを通して、すべての従業員が変革に向けて行動できるように
支援を強化していきます。

  多様な働き方
　当社グループでは多様な働き方を実現するため、事務所以外の場所（自宅・外出先等）から社内の業
務システムを活用して業務を行う働き方、『リモートワーク』を推進しています。また、グローバルでの長
期成長に向けてグローバルコミュニケーションの強化を図っています。
　2025年度は、新たに導入されたクラウドサービスについても安全・安心に利用できるよう『統合認証
基盤』を順次適用するとともに、国内を中心にグローバルで利用可能なコミュニケーション基盤や標準
端末への移行を進めました。また、標準端末の海外展開については各国の法規制や地域事情などを考
慮し、展開ロードマップの見直しを行いました。
　これらの取り組みを引き続き推進し、グループ・グローバルにおいて安全かつタイムリーな情報共有
を実現します。
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  デジタルサイエンスによる素材開発の高速化
　当社グループでは、新素材開発を取り巻く環境変化（製品寿命の短期化、資源の制約、素材への要
求多様化と研究開発加速の両立）に対応するため、デジタルサイエンスを中核とした素材開発の変
革を推進しています。中でも、データとAIを活用して研究開発を加速するマテリアルズインフォマティ
クス（MI）を、全社的な競争力強化の基盤技術として位置付けています。
　その推進母体である情報科学推進センター（I3C）では、計算科学、画像解析、評価分析、システム
設計、実験自動化といった多様な情報科学技術を融合し、素材開発の上流から下流までを一気通貫
で高度化しています。
　現在、MIを活用した開発テーマは100件を超え、フィルム製品の配合設計、電子材料向けの複合材
開発、AIを活用した抗体設計やセンシングアルゴリズム開発など、素材・デバイス・データ領域を横断
した多様な分野で同時並行的に進行しています。これらの取り組みの一部はすでに量産・市場投入
に至っており、研究開発の効率化に留まらず、顧客提案力の強化や新製品・改良品の創出といった事
業価値の創出に直結する成果として結実しています。また、MIの活用を一部の専門家に限定せず、
全社へ展開するため、当社グループでは独自のMIアプリケーション「RASIN」を展開・運用していま
す。ノーコードで利用可能なこのアプリと人材育成プログラムを連動させることで、開発者自らがMI
を活用し、自身のテーマで成果を創出できる環境を整備しています。こうした成功事例が現場から現
場へと波及することで、MI活用が組織全体に自律的に広がり、開発スピードと創造性の継続的な底
上げを実現しています。
　今後は、素材開発のさらなる高速化に加え、長期ビジョンにおける革新領域へのMI・AIの適用を加
速していきます。デジタルの力で、価値創造領域を拡大し、当社グループの持続的成長の原動力とし
ます。
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積水化学グループ方針一覧

社是 https://www.sekisui.co.jp/company/philosophy/creed/WEB

理念体系/グループビジョン https://www.sekisui.co.jp/company/philosophy/WEB

積水化学グループ「カスタマーハラスメントに対する基本方針」
https://www.sekisui.co.jp/sustainability_report/basic_policies/#anc-P10

WEB

積水化学グループ「社会貢献活動方針」
https://www.sekisui.co.jp/sustainability_report/basic_policies/#anc-P07

WEB

積水化学グループ「CS品質経営方針」
https://www.sekisui.co.jp/sustainability_report/basic_policies/#anc-P03

WEB

積水化学グループ「コンプライアンス方針」
https://www.sekisui.co.jp/sustainability_report/basic_policies/#anc-P09

WEB

積水化学グループ「情報セキュリティ方針」
https://www.sekisui.co.jp/sustainability_report/basic_policies/#anc-P06

WEB

積水化学グループ「人権方針」
https://www.sekisui.co.jp/sustainability_report/basic_policies/#anc-P01

WEB

積水化学グループ「安全方針」
https://www.sekisui.co.jp/sustainability_report/basic_policies/#anc-P05

WEB

企業行動指針 https://www.sekisui.co.jp/policy/WEB

積水化学グループ「環境経営方針」
「気候変動」、 「緩和・適応方針」、「資源循環方針」、「水資源方針」、「生物多様性方針」
「土地利用方針」、「生物多様性の行動指針」、「環境配慮設計指針」
https://www.sekisui.co.jp/sustainability_report/basic_policies/#anc-P02

WEB

積水化学グループ「人材理念・方針」
「人材理念」、「人材に関する基本方針」、「ハラスメントの防止に関する指針」
「ダイバーシティマネジメント方針」、「働き方改革宣言」、「健康宣言」、「健康経営基本方針」
https://www.sekisui.co.jp/sustainability_report/basic_policies/#anc-P04

WEB

コーポレート・ガバナンス
「コーポレート・ガバナンス基本方針」、「コーポレート・ガバナンス原則」
https://www.sekisui.co.jp/company/outline/governance/

WEB

積水化学グループ「調達基本方針」
「持続可能な木材調達」、「木材調達方針」、「責任ある鉱物調達」
https://www.sekisui.co.jp/sustainability_report/basic_policies/#anc-P08

WEB企業理念

環境

社会

ガバナンス

「持続可能な調達ガイドライン」（サプライヤー行動規範）
https://www.sekisui.co.jp/resource/pdf/company/guideline_4_20230303.pdf

積水化学グループ方針一覧

ガバナンスはじめに トップメッセージ 積水化学グループの
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積水化学グループの事業概要

主な製品、サービス

フィルム型リチウムイオン電池および上記4事業部門に含まれない製品の製造、販売およびサービス

主な事業内容 主な製品、サービス

新築事業、リフォーム事業、
レジデンシャル事業

（不動産、まちづくり）、
住生活事業、海外事業

鉄骨系・木質系ユニット住宅の製造、施工、販売ならびに分譲用土地の販売、リフォーム、
レジデンシャル事業、インテリア、エクステリアの販売・施工等

  Residential：住宅カンパニー

主な事業内容 主な製品、サービス

パイプ・システムズ分野、
住インフラ複合材分野、
インフラ・リニューアル分野

塩化ビニル管・継手、ポリエチレン管・継手、プラスチックバルブ、強化プラスチック複合管、
塩素化塩ビ樹脂コンパウンド、雨水貯留材、建材（雨とい、エクステリア材）、介護機器、浴
室ユニット、合成木材、防音制振材料、不燃性ポリウレタン、耐火材料、管きょ更生材料およ
び工法、パネルタンク等の製造、販売、施工

  Advanced Lifeline：環境・ライフラインカンパニー

主な事業内容 主な製品、サービス

エレクトロニクス分野、
モビリティ分野、
インダストリアル分野

液晶用微粒子、感光性材料、半導体材料、光学フィルム、工業用テープ、合わせガラス用中
間膜、発泡ポリオレフィン、車輌用樹脂・ラバー成型品、放熱材料（グリス・シート）、炭素繊
維強化プラスチック（CFRP）等複合材成型品、加飾シート、ポリビニルアルコール樹脂、ブ
ロー容器、建設用資材、接着剤、包装用テープ、プラスチックコンテナ、樹脂畳「MIGUSA」、
衛生材料等の製造、販売

  Innovative Mobility：高機能プラスチックスカンパニー

主な事業内容 主な製品、サービス

検査事業、医薬事業
臨床検査薬、自動分析装置、採血管、医薬品原薬・中間体、創薬支援、酵素原料等の製造・
販売

  Life Science：メディカル事業

  その他の事業

積水化学グループの事業概要

ガバナンスはじめに トップメッセージ 積水化学グループの
サステナビリティ 環境 参考資料社会
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  2025年度における社外からの主な評価（一部を除き、2026年3月31日現在）

● ESG指数
•FTSE4Good Index Series 選定
•FTSE JPX Blossom Japan Index 選定
•FTSE JPX Blossom Japan Sector Relative Index 選定
•Morningstar Japan ex-REIT Gender Diversity Tilt Index 選定
•MSCI ESG Leaders Indexes 選定
•MSCI 日本株 ESGセレクト・リーダーズ指数 選定
•MSCI 日本株女性活躍指数（WIN） 選定
•S&P/JPXカーボン・エフィシェント指数 選定

● ESG関連ランキング、表彰等
•東洋経済2026年版「CSR企業ランキング」　61位
•「健康経営優良法人ホワイト500 2026」に認定
•「Nextなでしこ 共働き・共育て支援企業」に選定

● 環境
•CDP2025年 「気候変動」および「水セキュリティ」分野の情報開示においてAスコア、「フォレスト」分
野でA-スコアを獲得

•CDP2025年サプライヤーエンゲージメント評価で最高評価の「サプライヤーエンゲージメント・リー
ダー」に選定

•GHG削減の「1.5℃目標」で「SBT（Science Based Targets）イニシアチブ」の認証を再取得（2023
年3月）

•日本政策投資銀行の「DBJ環境格付」で最高ランクを取得
•第７回「ESGファイナンス・アワード・ジャパン」資金調達者部門で金賞を受賞

当社は、2025年3月日本政策投資銀行（ＤＢＪ）
より環境格付融資を受け、格付結果は「環境
への配慮に対する取り組みが特に先進的」と
評価されました。

社外からの評価

https://www.lseg.com/en/ftse-russell/
indices/blossom-japan

https://www.lseg.com/en/ftse-russell/
indices/ftse4good

https://www.lseg.com/en/
ftse-russell/indices/blossom-japan

THE INCLUSION OF SEKISUI CHEMICAL CO., LTD. IN ANY 
MSCI INDEX, AND THE USE OF MSCI LOGOS, TRADEMARKS, 
SERVICE MARKS OR INDEX NAMES HEREIN, DO NOT 
CONSTITUTE A SPONSORSHIP, ENDORSEMENT OR 
PROMOTION OF SEKISUI CHEMICAL CO., LTD. BY MSCI OR 
ANY OF ITS AFFILIATES.
THE MSCI INDEXES ARE THE EXCLUSIVE PROPERTY OF MSCI. 
MSCI AND THE MSCI INDEX NAMES AND LOGOS ARE 
TRADEMARKS OR SERVICE MARKS OF MSCI OR ITS 
AFFILIATES.

社外からの評価

ガバナンスはじめに トップメッセージ 積水化学グループの
サステナビリティ 環境 参考資料社会

189

https://www.lseg.com/en/ftse-russell/indices/blossom-japan
https://www.lseg.com/en/ftse-russell/indices/ftse4good
https://www.lseg.com/en/ftse-russell/indices/blossom-japan


SUSTAINABILITY REPORT 2026
積水化学グループ
サステナビリティレポート

ページ
190

HOME

190

積水化学グループ方針一覧 積水化学グループの事業概要 第三者保証報告書社外からの評価 GRIスタンダード内容索引 SASBスタンダード内容索引第三者保証報告書積水化学グループ方針一覧

第三者保証報告書
　本レポート「サステナビリティレポート2026（PDF版）」に掲載している環境・社会情報は、信頼性確保のため第三者機関による保証を受けており、その対象となる情報については、 を記載しています。
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GRIスタンダード内容索引
GRI 1:基礎
利用に関する声明 積水化学グループは、2025年4月1日から2026年3月31日の期間について、GRIスタンダードに準拠した報告を行っています。
利用したGRI 1 GRI 1:基礎 2021
該当するGRIセクター別スタンダード 今後、該当するセクター別スタンダードが公表され次第、準拠いたします。

  共通スタンダード
番号 開示事項 要求事項 掲載箇所・省略の理由

GRI 2:一般開示事項 2021

2-1 組織の詳細

a.正式名称を報告する                                                                                                                                                                                              
b.組織の所有形態と法人格を報告する                                                                                                                                                                                  
c.本社の所在地を報告する                                                                                                                                                                                              
d.事業を展開している国を報告する

■積水化学グループ概要
・会社概要
・グローバルネットワーク

2-2 組織のサステナビリティ報告の
対象となる事業体

a.サステナビリティ報告の対象となる事業体をすべて一覧表示する
b.組織に監査済みの連結財務諸表や公的機関に提出した財務情報があるときは、財務報告の対象となる事業体のリストとサステナビリ

ティ報告の対象となる事業体のリストとの相違点を明記する                                                                                        
c.組織が複数の事業体から成るときは、情報をまとめるために用いた手法について、以下の点を含め説明する
　i.  当該手法において、少数株主持分に係る情報の調整を行っているか
　ii. 当該手法において、事業体の全部もしくは一部の合併、買収、処分についてどのように考慮しているか
　iii.本スタンダードに記載されている開示事項とマテリアルな項目の開示で、手法が異なるか、また異なる場合はその相違

■報告対象範囲
■環境全般
・指標・目標＞環境パフォーマンス・データ集計範囲
・有価証券報告書

2-3 報告期間、報告頻度、連絡先

a.サステナビリティ報告の報告期間と報告頻度を記載する
b.財務報告の報告期間を明示し、サステナビリティ報告の期間と一致しない際はその理由を説明する
c.報告書または報告される情報の公開日を記載する
d.報告書または報告される情報に関する問い合わせ窓口を明記する

■報告対象範囲
■裏表紙

2-4 情報の修正・訂正記述
a.過去の報告期間で提示した情報の修正・訂正記述について報告し、次のことを説明する
　i.  修正・訂正記述の理由
　ii. 修正・訂正記述の影響

集計範囲や定義の変更等に伴い、過去のパフォーマンス・データを一部変更しています。

2-5 外部保証

a.外部保証を得るための組織の方針と実務慣行を記載する。これには、最高ガバナンス機関および上級経営幹部の関与の有無とその内
容も含める

b.組織のサステナビリティ報告が外部保証を受けているときには、
　i.  外部保証報告書や独立保証声明書へのリンクや参照先を記載する
　ii. 外部保証により保証される事項とその根拠を記載する。これには保証基準、保証レベル、保証プロセスに存在する制約事項を含める
　iii.組織と保証提供者の関係を記載する

■編集方針
■報告対象範囲
■第三者保証報告書

はじめに トップメッセージ 積水化学グループの
サステナビリティ 環境 ガバナンス 参考資料社会
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番号 開示事項 要求事項 掲載箇所・省略の理由

2-6 活動、バリューチェーン、その他の取引関係

a事業を展開するセクターを報告する                                                                     
b.自らのバリューチェーンを次の事項を含めて記載する
　i.  組織の活動、製品、サービスおよび事業を展開する市場
　ii. 組織のサプライチェーン
　iii.組織の下流に位置する事業体とその活動                                                                          
c.その他の関連する取引関係を報告する                                                                     
d.前報告期間からの2-6-a、2-6-b、2-6-cの重大な変化を記載する

■積水化学グループ概要
・会社概要
・製品一覧・検索
・事業紹介
・有価証券報告書
・ファクトブック

2-7 従業員

a.従業員の総数と性別・地域別の内訳を報告する
b.以下の総数を報告する
　i.  終身雇用の従業員、およびその性別・地域別の内訳
　ii. 有期雇用の従業員、およびその性別・地域別の内訳
　iii.労働時間無保証の従業員、およびその性別・地域別の内訳
　iv.フルタイム従業員、およびその性別・地域別の内訳
　v. パートタイム従業員、およびその性別・地域別の内訳
c.データの編集に使用した方法と前提条件を記載する（報告された数値が次のいずれに該当するかを含む）
　i.  実数、フルタイム当量（FTE）、あるいは別の方法
　ii. 報告期間終了時、あるいは報告期間中の平均値、または別の方法
d.2-7-aおよび2-7-bで報告されたデータを理解するために必要な背景情報を報告する
e.報告期間中および他の報告期間からの従業員数の重要な変動を記載する

■積水化学グループ概要
・グローバル展開
■人的資本＞ダイバーシティの実現
・主な取り組み＞多様な人材の活躍＞パフォーマンス・データ＞人員構成（積水化学単体）、

人員構成（積水化学グループ）、従業員数内訳（積水化学グループ）

2-8 従業員以外の労働者

a.従業員以外の労働者で、当該組織によって業務が管理されている者の総数を報告し、次の事項を記載する
　i.  最も多い労働者の種類と組織との契約関係
　ii. その労働者が従事する業務の種類
b.データ集計に使用した方法と前提条件を記載する。従業員以外の労働者数が報告されているかどうかも記載する
　i.  実数、フルタイム当量（FTE）、または別の方法
　ii. 報告期間終了時、あるいは報告期間中の平均値、または別の方法
c.報告期間中および他の報告期間からの、従業員以外の労働者数の重大な変動を記載する

現時点で、従業員以外の労働者のすべてについて集約しておらず算定していません。

2-9 ガバナンス構造と構成

a.最高ガバナンス機関の委員会を含む、ガバナンス構造を説明する
b.経済、環境、人々に与える組織のインパクトのマネジメントに関する意思決定およびその監督に責任を負う最高ガバナンス機関の委員

会を一覧表示する
c.最高ガバナンス機関およびその委員会の構成について、以下の項目別に記載する
　i.  業務執行取締役および非業務執行取締役の構成
　ii. 独立性
　iii.ガバナンス機関のメンバーの任期
　iv.メンバーが担う他の重要な役職およびコミットメントの数、ならびにコミットメントの性質
　v. 性別
　vi.社会的少数派グループ
　vii.組織のインパクトと関連する能力・力量（コンピテンシー）
　viii.ステークホルダーの代表

■積水化学グループのサステナビリティ
・ガバナンス
■コーポレート・ガバナンス
・ガバナンス
・コーポレート・ガバナンス報告書

2-10 最高ガバナンス機関における指名と選出

a.最高ガバナンス機関およびその委員会のメンバーを指名・選出するプロセスを記載する
b.最高ガバナンス機関のメンバーの指名・選出に使用される基準を記載する（以下が考慮されるかどうか、どのように考慮されるかを含む）
　i.  ステークホルダー（株主を含む）の意見
　ii. 多様性
　iii.独立性
　iv.組織のインパクトに関連する能力・力量（コンピテンシー）

■積水化学グループのサステナビリティ
・ガバナンス
■コーポレート・ガバナンス
・ガバナンス＞指名・報酬等諮問委員会
・コーポレート・ガバナンス報告書

はじめに トップメッセージ 積水化学グループの
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2-11 最高ガバナンス機関の議長
a.最高ガバナンス機関の議長が組織の上級経営幹部を兼ねているかどうかを報告する
b.議長が上級経営幹部を兼任している場合は、組織の経営における機能と、そのような人事の理由、および利益相反防止とそのリスクを

軽減する方法について説明する

■コーポレート・ガバナンス
・ガバナンス＞取締役会
・コーポレート・ガバナンス報告書

2-12 インパクトのマネジメントの監督における
最高ガバナンス機関の役割

a.持続可能な発展に関わる組織のパーパス、価値観もしくはミッション・ステートメント、戦略、方針、目標の策定、承認、更新に際して、最
高ガバナンス機関と上級経営幹部が果たす役割を記載する

b.経済、環境、人々に与えるインパクトを特定し、マネジメントするために組織が行うデュー・ディリジェンスやその他のプロセスの監督に
おける最高ガバナンス機関の役割について、以下の点を含め記載する

　i.  これらのプロセスを支援するため、最高ガバナンス機関はステークホルダーとエンゲージメントを行っているか、またどのように行っ
ているか

　ii. 最高ガバナンス機関は、これらのプロセスの成果をどのように考慮しているか
c.2-12-bに記載されているプロセスの有効性のレビューにおいて、最高ガバナンス機関が果たす役割について説明し、レビューを行う

頻度を報告する

■積水化学グループのサステナビリティ
・ガバナンス
・リスク管理
■コーポレート・ガバナンス
・ガバナンス
・コーポレート・ガバナンス報告書

2-13 インパクトのマネジメントに関する責任の移譲

a.経済、環境、人々に組織が与えるインパクトをマネジメントする責任を最高ガバナンス機関がどのように移譲しているかについて、以下
の点を含め記載する

　i.  インパクトのマネジメントにおける責任者として上級経営幹部を任命しているか
　ii. インパクトのマネジメントに関する責任をその他の従業員に移譲しているか
b.経済、環境、人々に組織が与えるインパクトのマネジメントについて、上級経営幹部またはその他の従業員が最高ガバナンス機関に報

告するプロセスと頻度を記載する

■積水化学グループのサステナビリティ
・ガバナンス
・リスク管理
■コーポレート・ガバナンス
・ガバナンス
・コーポレート・ガバナンス報告書

2-14 サステナビリティ報告における
最高ガバナンス機関の役割

a.マテリアルな項目を含む報告内容の情報をレビューし承認する上で最高ガバナンス機関が責任を負っているかどうかを報告し、責任
を負っているなら、当該情報のレビューおよび承認のプロセスについて説明する

b.最高ガバナンス機関が、マテリアルな項目を含む報告内容の情報をレビューし承認する責任を負っていないなら、その理由を説明する

■積水化学グループのサステナビリティ
・ガバナンス

2-15 利益相反

a.利益相反の防止および軽減のために最高ガバナンス機関が行っているプロセスについて説明する
b.利益相反について、少なくとも以下に関するものを含め、ステークホルダーに開示しているかどうかを報告する
　i.  取締役会メンバーへの相互就任
　ii. サプライヤーおよびその他のステークホルダーとの株式の持ち合い
　iii.支配株主の存在
　iv.関連当事者、関連当事者間の関係、取引、および未納残高

■法務・倫理
・戦略（姿勢・考え方、リスク認識）＞コンプライアンス方針の策定
・主な取り組み＞利益相反取引の防止に関する状況

2-16 重大な懸念事項の伝達 a.最高ガバナンス機関に重大な懸念事項が伝達されているか、またどのように伝達されているかを説明する
b.報告期間中に最高ガバナンス機関に伝達された重大な懸念事項の総数および性質を報告する

■積水化学グループのサステナビリティ
・ガバナンス
■ステークホルダー・エンゲージメント

2-17 最高ガバナンス機関の集合的知見 a.持続可能な発展に関する最高ガバナンス機関の集合的知見、スキル、ならびに経験を向上させるために実施した施策について報告
する

■コーポレート・ガバナンス
・ガバナンス＞経済、環境、社会項目に関する社外動向の把握

2-18 最高ガバナンス機関のパフォーマンス評価

a.経済、環境、人々に組織が与えるインパクトのマネジメントを監督する最高ガバナンス機関のパフォーマンスを評価するためのプロセ
スについて説明する

b.当該評価の独立性が確保されているか、また評価の頻度について報告する
c.最高ガバナンス機関の構成や組織の実務慣行における変化など、当該評価を受けて実施された施策について説明する

■コーポレート・ガバナンス
・ガバナンス＞取締役会の実効性に関する評価
・コーポレート・ガバナンス報告書

はじめに トップメッセージ 積水化学グループの
サステナビリティ 環境 ガバナンス 参考資料社会
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2-19 報酬方針

a.最高ガバナンス機関のメンバーおよび上級経営幹部に対する報酬方針について、以下の点を含め説明する
　i.  固定報酬と変動報酬
　ii. 契約金または採用時インセンティブの支払い
　iii.契約終了手当
　iv. クローバック
　v.  退職給付
b.最高ガバナンス機関のメンバーと上級経営幹部に対する報酬方針が、経済、環境、人々に組織が与えるインパクトのマネジメントに関

する目標やパフォーマンスとどのように関連しているかについて説明する

■コーポレート・ガバナンス
・ガバナンス＞役員の報酬等
・コーポレート・ガバナンス報告書

2-20 報酬の決定プロセス

a.報酬方針の策定および報酬の決定プロセスについて、以下を含め説明する
　i.  独立した最高ガバナンス機関のメンバーまたは独立した報酬委員会が報酬の決定プロセスを監督しているか
　ii. 報酬に関して、ステークホルダー（株主を含む）の意見をどのように求め、考慮しているか
　iii.報酬コンサルタントが報酬の決定に関与しているか。関与しているなら、報酬コンサルタントは当該組織、その最高ガバナンス機関

および上級経営幹部から独立しているか
b.報酬に関する方針や提案に対するステークホルダー（株主を含む）の投票結果を報告する（該当する場合）

■コーポレート・ガバナンス
・ガバナンス＞指名・報酬等諮問委員会、役員の報酬等
・コーポレート・ガバナンス報告書
・有価証券報告書
・株主総会招集通知書

2-21 年間報酬総額の比率

a.組織の最高額の報酬受給者の年間報酬総額と、全従業員（最高額の報酬受給者を除く）の年間報酬総額の中央値を比べた比率を報
告する

b.組織の最高額の報酬受給者の年間報酬総額の増加率と、全従業員（最高額の報酬受給者を除く）の年間報酬総額の中央値の増加率
を比べた比率を報告する

c.データおよびその集計方法について理解するために必要な背景情報を報告する

連結会社従業員の報酬額を集約していないため、算定しておりません。今後の集約と開示に
ついて検討しています。

2-22 持続可能な発展に向けた戦略に関する声明 a.組織と持続可能な発展の関連性、および持続可能な発展に寄与するための組織の戦略に関する最高ガバナンス機関または最上位の
上級経営幹部の声明について報告する ■トップメッセージ

2-23 方針声明

a.責任ある企業行動のための方針声明について、以下の点を含め記載する
　i.  声明で参照した国際機関による発行文書
　ii. 声明でデュー・ディリジェンスの実施を規定しているか
　iii.声明で予防原則の適用を規定しているか
　iv.声明で人権の尊重を規定しているか                                                                              
b.人権尊重に特化した方針声明について、以下の点を含め記載する
　i.  声明が対象とした国際的に認められた人権
　ii. 危険にさらされているグループや社会的弱者など、声明の中で組織が特別な注意を払っているステークホルダーのカテゴリー                                                                                                         
c.方針声明が公開されているならリンクを記載し、公開されていないときはその理由を説明する                                 
d.各方針声明が組織内のどの経営層で承認されているかについて、それが最上位の経営層かどうかを含め報告する                                                                                 
e.方針声明が、組織の活動および取引関係にどの程度適用されているかを報告する
f .方針声明について、労働者、ビジネスパートナーおよびその他の関連当事者にどのように伝えられているかを説明する

■積水化学グループのサステナビリティ
・戦略
■環境全般
・戦略（姿勢・考え方、リスクと機会）
■人権尊重
・戦略
■リスクマネジメント
・戦略（姿勢・考え方）
■積水化学グループ方針一覧

はじめに トップメッセージ 積水化学グループの
サステナビリティ 環境 ガバナンス 参考資料社会
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2-24 方針声明の実践

a.責任ある企業行動のための各方針声明を組織の活動および取引関係全体でどのように実践しているかについて、以下の点を含め説
明する

　i.  組織内のさまざまな階層にわたり、声明を実行する責任がどのように割り当てられているか
　ii. 組織の戦略、事業方針、業務手順に声明がどのように組み込まれているか
　iii.取引関係にある事業体とともに、またそれらを通じて、声明をどのように実行しているか
　iv.声明の実行に関して行っている研修

■積水化学グループのサステナビリティ
・ガバナンス
・サステナビリティ貢献製品
■環境全般
・ガバナンス
■人的資本
・ガバナンス
■ステークホルダー・エンゲージメント
・主な取り組み＞従業員へのESG経営概念の理解と浸透の推進
■人権尊重
・主な取り組み＞人権教育
■責任ある調達
・ガバナンス
■コーポレート・ガバナンス
・ガバナンス
■イノベーション
・ガバナンス
■DX
・ガバナンス

2-25 マイナスのインパクトの是正プロセス

a.自らが引き起こした、あるいは助長したと当該組織が認識するマイナスのインパクトを是正、あるいは是正に協力するコミットメントに
ついて説明する                                                                                 

b.組織が構築、あるいは参加している苦情処理メカニズムなど、苦情を特定して、対処するための手法について説明する                                                                                                           
c.自らが引き起こした、あるいは助長したと当該組織が認識するマイナスのインパクトを是正、あるいは是正に協力するその他のプロセ

スについて説明する                                                                         
d.苦情処理メカニズムの想定利用者であるステークホルダーが、苦情処理メカニズムの設計、レビュー、運用および改善にどのように関

わっているかを説明する                                                                            
e.苦情処理メカニズムやその他の是正プロセスの有効性をどのように追跡しているかを説明する。また、ステークホルダーからのフィー

ドバックを含め、その有効性を示す事例を報告する

■人権尊重
・戦略
・ガバナンス＞苦情処理メカニズム
・リスク管理
■責任ある調達
・戦略（姿勢・考え方、リスク認識）＞リスク認識
■CS品質
・主な取り組み＞QMS強化＞製品の安全に関する法令および自主規制の遵守
■法務・倫理
・主な取り組み＞社内通報制度の周知と運用
・主な取り組み＞コンプライアンス違反への対応

2-26 助言を求める制度および懸念を提起する制度
a.個人が以下を行うための制度を記載する
　i.  責任ある企業行動のための組織の方針および慣行の実施に関する助言を求める
　ii. 組織の企業行動に関する懸念を提起する

■法務・倫理
・主な取り組み＞社内通報制度の周知と運用
・パフォーマンス・データ

はじめに トップメッセージ 積水化学グループの
サステナビリティ 環境 ガバナンス 参考資料社会
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2-27 法規制遵守

a.報告期間中に発生した重大な法規制違反の総件数を報告する。かつ総件数については以下の内訳を報告する
　i.  罰金・課徴金が発生した事案
　ii. 金銭的制裁以外の制裁措置が発生した事案
b. 報告期間中の法規制違反に対して科された罰金・課徴金の総件数および総額を報告する。かつ総件数については以下の内訳を報告

する
　i.  当該報告期間に発生した法規制違反に対する罰金・課徴金
　ii. 過去の報告期間に発生した法規制違反に対する罰金・課徴金
c.重大な違反事例を記載する
d.重大な違反に該当すること、どのように確定したかを記載する　

■環境全般
・指標・目標＞自主管理値の設定
2025年度は、廃棄物処理、排水、大気放出、土壌汚染等の環境に関する法規制への重大な
違反や行政からの指導はありませんでした。
■CS品質 
・主な取り組み＞QMS強化＞製品の安全に関する法令および自主規制の遵守
2025年度は、製品の安全に関する各種法令および自主的な規制の違反事例はありません
でした。
・主な取り組み＞QMS強化＞製品品質表示とラベリング
2025年度、製品品質表示とラベリングに関する各種法令および自主的な規制の違反事例
はありませんでした。
■法務・倫理
・主な取り組み＞腐敗および贈収賄の防止に関する状況
2025年度は、腐敗・贈収賄に関する重大な違反は確認されていません。
・主な取り組み＞独禁法および広告・表示等における法令遵守の状況
2025年度は、独禁法および広告・表示に関する重大な違反は確認されていません。

2-28 会員資格を持つ団体 a.業界団体。その他の会員制団体、国内外の提言機関のうち、当該組織が重要な役割を担うものを報告する

■ステークホルダー・エンゲージメント
・主な取り組み＞賛同・支持するイニシアチブと参画団体
・主な取り組み＞
気候変動関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）の提言に基づいた情報開示
自然関連財務情報開示タスクフォース（TNFD）ガイドに準拠した情報開示
・主な取り組み＞積水化学グループが参画する主な団体

2-29 ステークホルダー・エンゲージメントへの
アプローチ

a.ステークホルダーとのエンゲージメントへのアプローチを、以下の事項を含めて記載する
　i.  エンゲージメントを行うステークホルダーのカテゴリー、およびその特定方法
　ii. ステークホルダー・エンゲージメントの目的
　iii.ステークホルダーとの意味のあるエンゲージメントを確かなものとするためにどのように取り組んでいるか

■ステークホルダー・エンゲージメント

2-30 労働協約
a.労働協約の対象となる全従業員の割合を報告する
b.労働協約の対象ではない従業員について、その労働条件および雇用条件を設定するにあたり、組織の他の従業員を対象とする労働

協約に基づいているか、あるいは他の組織の労働協約に基づいているかを報告する

■人的資本＞ダイバーシティの実現
・�主な取り組み＞活力あふれる環境づくり＞安心して働ける環境の整備＞労働組合加入者数
積水化学（単体）には労働組合として「積水化学労働組合」があります。ユニオンシップ制を
とっており、組合員資格を有する従業員の100%が当組合に加入しています（2025年度は
2,484人）。

GRI 3:マテリアルな項目 2021

3-1 マテリアルな項目の決定プロセス

a.マテリアルな項目の決定プロセスについて、以下の項目を含め、記載する
　i.  組織の活動および取引関係全般において、経済、環境、ならびに人権を含む人々に与える顕在的・潜在的、およびプラス・マイナス

のインパクトをどのように特定したか
　ii. 報告するにあたり、著しさに基づきどのようにインパクトの優先順位付けを行ったか
b.マテリアルな項目を決定するプロセスで意見を求めたステークホルダーや専門家を明記する

■積水化学グループのサステナビリティ
・戦略＞重要課題（マテリアリティ）の特定

3-2 マテリアルな項目のリスト a.組織のマテリアルな項目を一覧表示する
b.マテリアルな項目のリストについて、前報告期間からの変更点を報告する

■積水化学グループのサステナビリティ
・戦略＞重要課題（マテリアリティ）の特定
・指標・目標
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  マテリアリティ別開示
番号 開示事項 要求事項　 掲載箇所・省略の理由

マテリアルな項目
環境

3-3 マテリアルな項目のマネジメント

a.経済、環境、ならびに人権を含む人々に与える顕在化した、あるいは潜在的なプラス・マイナスのインパクトを記載する
b.組織が自らの活動を通じて、あるいは取引関係の結果としてマイナスのインパクトに関係しているかどうかを報告し、その活動または取

引関係を記載する
c.マテリアルな項目に関する組織の方針またはコミットメントを記載する
d.当該項目および関連するインパクトのマネジメントを行うために講じた措置を、次の事項を含めて記載する
　i.  潜在的なマイナスのインパクトを防止あるいは軽減するための措置
　ii. 顕在化したマイナスのインパクトに対処するための措置。それらのインパクトの是正措置の提供、または是正に協力する措置を含む
　iii.顕在化した、あるいは潜在的なプラスのインパクトのマネジメントを行うための措置
e.講じた措置の有効性の追跡について、次の情報を報告する
　i.  措置の有効性を追跡するプロセス
　ii. 進捗状況を評価するための目標、ターゲット、および指標
　iii.目標およびターゲットの進捗状況を含む、措置の有効性
　iv. 得た教訓、ならびにそれらの教訓をどのように組織の事業方針および手順に組み込んだか
f .講じた措置の決定（3-3-d）または措置の有効性の評価（3-3-e）で、ステークホルダーとのエンゲージメントがどのように反映されたか

を記載する

■積水化学グループのサステナビリティ
・指標・目標＞ESG経営の重要課題（マテリアリティ）とKPIおよび管理指標
■環境全般
■気候変動への対応
■資源循環の実現に向けた対応
■水リスクの低減
■生物多様性への対応
■化学物質管理
■ステークホルダー・エンゲージメント

101:生物多様性　2024

101-1 生物多様性の損失を止め、
反転させるための方針

a.�生物多様性の損失を止め、反転させるための方針やコミットメント、ならびにそれらに「昆明・モントリオール生物多様性枠組」の2050
年ゴールおよび2030年ターゲットがどのように反映されているかについて記載する

b.これらの方針やコミットメントが組織の活動内容および取引関係のどの範囲まで適用されているかを報告する
c.�生物多様性の損失を止め、反転させるための目標およびターゲット、それらに科学的合意が反映されているかどうか、基準年、ならび

に進捗状況の評価に用いる指標を報告する

■環境全般
・環境課題に対する2050年に向けた方向性
・長期ビジョンに基づく環境中期計画＞生物多様性課題
・環境中長期計画と2025年度実績（環境中期計画「SEKISUI環境サステナブルプラン
EXTEND」は2023年度～2025年度）
・次期環境中期計画 「環境サステナブルプラン MATERIALIZE」目標値（2026年度 ～ 
2028年度）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
■生物多様性への対応
・戦略（姿勢・考え方、リスクと機会）
・リスク管理
・指標・目標
・外部との協働　                   　　　　　　　　　　　　　　　　　　
TCFD/TNFD提言に基づく情報開示 
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番号 開示事項 要求事項　 掲載箇所・省略の理由

101-2 生物多様性へのインパクトの管理

a.以下を説明して、ミティゲーション・ヒエラルキーをどのように適用しているかについて報告する
　i.  生物多様性へのマイナスのインパクトを回避するための措置
　ii. 回避できなかった生物多様性へのマイナスのインパクトを最小化するための措置
　iii.�影響を受けた生態系の復元と回復のための措置（復元・回復の目標、ならびに復元・回復措置全体を通してステークホルダーがど

のように関与しているかを含む）
　iv. 他の措置を実施した後も残る生物多様性へのマイナスのインパクト（残存インパクト）をオフセットするための措置
　v.  実施された変革に向けた措置および追加的な保全措置
b.101-2-a-iiiを参照して、生物多様性に最も著しいインパクトを与える各拠点について次の事項を報告する
　i.  復元または回復の途中にある区域の面積（ヘクタール）
　ii. 復元または回復が完了した区域の面積（ヘクタール）
c.101-2-a-ivを参照して、各オフセット措置について次の事項を報告する
　i.  目標
　ii. 所在地
　iii.�オフセット措置の優良慣行の原則を適用しているかどうか、ならびにその方法
　iv.オフセットが第三者による認証または検証を受けているかどうか、ならびにその方法
d.�生物多様性に最も著しいインパクトを与える拠点のうち、生物多様性管理計画がある拠点を列挙し、その他の拠点に管理計画がない

理由を説明する
e.�生物多様性および気候変動のインパクトを管理するために実施しているそれぞれの措置による相乗効果を高め、トレードオフを軽減す

る方法を記載する
f.�生物多様性へのインパクトを管理するための措置により、ステークホルダーに対するマイナスのインパクトが確実に回避・最小化され、

プラスのインパクトが確実に最大化されるように採用している方法について記載する

■生物多様性への対応
・戦略（姿勢・考え方、リスクと機会）
・リスク管理
・主な取り組み＞緑地の質向上の取り組み
・主な取り組み＞植物調査と駆除活動　
・主な取り組み＞環境省から地域生物多様性増進法に基づく「自然共生サイト」に認定
TCFD/TNFD提言に基づく情報開示

101-3 アクセスと利益配分 a.アクセスと利益配分（ABS）に関する規制と対策を確実に遵守するためのプロセスを記載する
b.法的義務に加えて、あるいは規制や対策がない場合に、アクセスと利益配分を推進するための自発的措置について記載する                                                                                                                                   

－
■生物多様性への対応
・持続可能な原料の利用について

101-4 生物多様性へのインパクトの特定 a.�生物多様性に対し最も著しいインパクト（顕在化しているもの、潜在的なもの）を与える拠点やサプライチェーン上の製品・サービスを特
定する方法を説明する TCFD/TNFD提言に基づく情報開示

101-5 生物多様性へのインパクトを伴う場所

a.生物多様性に最も著しいインパクトを与える拠点の所在地と面積（ヘクタール）を報告する
b.�101-5-aで報告された各拠点について、生態学的に影響を受けやすい地域やその近くにあるかどうか、これらの地域までの距離、およ

びそれらが以下に該当するかどうかを報告する
　i.  生物多様性にとって重要な地域
　ii. 生態系の十全性が高い地域
　iii.�生態系の十全性が急速に低下している地域
　iv. 物理的水リスクが高い地域
　v.  先住民族や地域コミュニティ、その他のステークホルダーに生態系サービスによる便益をもたらすうえで重要な地域
c.101-5-aで報告された各拠点で実施する活動を報告する
d.�生物多様性に最も著しいインパクトを与えるサプライチェーンの製品やサービス、およびこれらの製品やサービスに関連する活動が行

われる国や管轄区域を報告する

TCFD/TNFD提言に基づく情報開示
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番号 開示事項 要求事項　 掲載箇所・省略の理由

101-6 生物多様性の損失の直接的な要因

a.�組織の活動が土地や海域の利用変化につながる、あるいはつながる可能性があると101-5-aで報告された各拠点について、以下を報
告する

　i.  �カットオフ日または基準日以降に転換された自然生態系の面積（ヘクタール）、カットオフ日または基準日、および転換前後の生態
系の種類

　ii. �報告期間中に、集約的に利用されている生態系または改変された生態系が別の生態系に転換された土地と海域の面積（ヘクター
ル）、および転換前後の生態系の種類

b.組織の活動が自然資源の搾取につながる、あるいはつながる可能性があると101-5-aで報告された各拠点について、以下を報告する
　i.  採捕された各野生種の量、種類、絶滅リスク
　ii. 取水量および水消費量（単位：千k L）
c.�組織の活動が汚染につながる、あるいはつながる可能性があると101-5-aで報告された各拠点について、発生した各汚染物質の量と

種類を報告する
d.�101-5-aで報告された組織の活動が侵略的外来種の導入につながる、またはつながる可能性のある各拠点について、侵略的外来種が

どのように導入されているか、あるいは導入される可能性があるかを記載する
e.�101-5-dで報告されたサプライチェーン内の各製品・サービスについて、101-6-a、101-6-b、101-6-c、101-6-dで要求される情報を、国

または管轄区域ごとに内訳を付して報告する
f.どのようにデータが作成されたかを理解するのに必要な背景情報を報告する（例：適用した基準、方法論、前提条件）

TCFD/TNFD提言に基づく情報開示

101-7 生物多様性の状態の変化

a.101-5-aで報告された各拠点について、影響を受けた、またはその可能性がある生態系に関する以下の情報を報告する
　i.  �基準年における生態系の種類
　ii. �基準年における生態系の面積（単位：ヘクタール）
　iii.基準年および当該報告期間における生態系の状態
b.どのようにデータが収集されたかを理解するのに必要な背景情報（適用した基準、方法論、前提条件を含む）を報告する

TCFD/TNFD提言に基づく情報開示

101-8 生態系サービス
a.�101-5-aで報告された各拠点について、組織の活動によって影響を受ける、あるいは受ける可能性のある生態系サービスおよび受益

者を記載する
b.生態系サービスおよび受益者が、組織の活動によって受けている、あるいは受ける可能性のある影響を説明する

TCFD/TNFD提言に基づく情報開示

201:経済パフォーマンス 2016

201-2 気候変動による財務上の影響、
その他のリスクと機会

a.気候変動に起因してもたらされるリスクや機会で、事業、収益、費用に実質的な変動が生じる可能性のあるもの。次の事項を含む
　i.  リスクと機会の記述。リスクと機会を物理的、規制関連、その他に分類
　ii. リスクと機会に関連するインパクトの記述
　iii.措置を行う前から想定されるリスクと機会の財務上の影響
　iv.リスクと機会をマネジメントするために用いた手法
　v. リスクと機会をマネジメントするために行った措置のコスト

■気候変動への対応
・戦略（姿勢・考え方、リスクと機会）
TCFD/TNFD提言に基づく情報開示

301:原材料 2016

301-1 使用原材料の重量または体積
a.組織が報告期間中に主要製品やサービスの生産、梱包に使用した原材料の重量または体積の総計。次の分類による
　i.  使用した再生可能でない原材料
　ii. 使用した再生可能原材料

■環境全般
・指標・目標＞マテリアルバランス
再生可能と再生不能別のデータは、集計範囲が広く困難なため、開示していません。
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番号 開示事項 要求事項　 掲載箇所・省略の理由

301-2 使用したリサイクル材料 a.組織の主要製品やサービスの生産に使用したリサイクル材料の割合

■資源循環の実現に向けた対応
・�戦略（姿勢・考え方、リスクと機会）＞廃プラスチックのマテリアルへの再資源化を加速する

計画
・戦略（姿勢・考え方、リスクと機会）＞プラスチック廃棄物問題への対応
・主な取り組み＞廃プラスチックへの取り組み
・主な取り組み＞建築資材リサイクルの促進
・パフォーマンス・データ割合について、集計範囲が広く困難なため、開示していません。

301-3 再生利用された製品と梱包材 a.再生利用された製品と梱包材の割合（製品区分別に）
b.本開示事項のデータ収集方法

■資源循環の実現に向けた対応
・�戦略（姿勢・考え方、リスクと機会）＞廃プラスチックのマテリアルへの再資源化を加速する

計画
・戦略（姿勢・考え方、リスクと機会）＞プラスチック廃棄物問題への対応
・主な取り組み＞廃プラスチックへの取り組み
・主な取り組み＞建築資材リサイクルの促進
・パフォーマンス・データ割合について、集計範囲が広く困難なため、開示していません。

302:エネルギー 2016

302-1 組織内のエネルギー消費量

a.組織内における再生可能でないエネルギー源に由来する総燃料消費量（ジュールまたはその倍数単位（メガ、ギガなど）による）。使用
した燃料の種類も記載する

b.組織内における再生可能エネルギー源に由来する総燃料消費量（ジュールまたはその倍数単位（メガ、ギガなど）による）。使用した燃
料の種類も記載する

c.次の総量（ジュール、ワット時、またはその倍数単位による）
　i.  電力消費量
　ii. 暖房消費量
　iii.冷房消費量
　iv. 蒸気消費量
d.次の総量（ジュール、ワット時、またはその倍数単位による）
　i.  販売した電力
　ii. 販売した暖房
　iii.販売した冷房
　iv. 販売した蒸気
e.組織内のエネルギー総消費量（ジュールまたはその倍数単位による）
f .使用した基準、方法、前提条件、計算ツール
g.使用した変換係数の情報源

■環境全般
・指標・目標＞マテリアルバランス
■気候変動への対応
・指標・目標＞GHG＞指標2 購⼊電⼒の再生可能エネルギー⽐率（自家消費型太陽光発電

を含む）
・主な取り組み＞再生可能エネルギーの活用推進
・パフォーマンス・データ

302-2 組織外のエネルギー消費量
a.組織外のエネルギー消費量（ジュールまたはその倍数単位による）
b.使用した基準、方法、前提条件、計算ツール
c.使用した変換係数の情報源

■気候変動への対応
・パフォーマンス・データ
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302-3 エネルギー原単位

a.組織のエネルギー原単位
b.原単位計算のため組織が分母として選択した指標
c.原単位に含まれるエネルギーの種類（燃料、電力、暖房、冷房、蒸気、またはこのすべて）
d.原単位計算に使用したのは、組織内のエネルギー消費量、組織外のエネルギー消費量、もしくはこの両方か

■気候変動への対応
・パフォーマンス・データ

302-4 エネルギー消費量の削減

a.エネルギーの節約および効率化の取り組みによる直接的な結果として削減されたエネルギー消費量（ジュールまたはその倍数単位
（メガ、ギガなど）による）                                                

b.削減されたエネルギーの種類（燃料、電力、暖房、冷房、蒸気、またはこのすべて）                      
c.削減されたエネルギー消費量の計算に使用した基準（基準年、基準値など）と、その基準選定の理論的根拠
d.使用した基準、方法、前提条件、計算ツール

■気候変動への対応
・戦略（姿勢・考え方、リスクと機会）＞気候変動対策
・指標・目標＞エネルギー使用量の削減
・主な取り組み＞本社ビルの更新と新しい創エネルギー製品の実装
・主な取り組み＞事業を通じた低炭素、脱炭素への貢献
・パフォーマンス・データ

302-5 製品およびサービスの
エネルギー必要量の削減

a.販売する製品およびサービスが必要とするエネルギーの報告期間中におけるエネルギー削減量（ジュールまたはその倍数単位（メガ、
ギガなど）による）                                             

b.削減されたエネルギー消費量の計算に使用した基準（基準年、基準値等）と、その基準選定の理論的根拠                                                                                              
c.使用した基準、方法、前提条件、計算ツール

■積水化学グループのサステナビリティ
・サステナビリティ貢献製品
■気候変動への対応
・主な取り組み＞サプライチェーンにおける環境マネジメント
・主な取り組み＞気候変動課題への対応
・主な取り組み＞事業を通じた低炭素、脱炭素への貢献

303:水と廃水 2018

303-1 共有資源としての水との相互作用

a.取水、消費、排出の方法と場所を含む、組織と水との相互作用の記述、および組織が引き起こしたあるいは助長した、あるいは取引関
係によって事業、製品、サービスに直接結びつく水関連のインパクト                                                                                   

b.評価の範囲、期間、使用したツールや方法を含む、水関連のインパクトを特定するために用いた手法の記述                                                                                                                     
c.水関連のインパクトがどのように対処されているかについて、以下を含めた記述。組織が水を共有資源として取り扱うためにどのように

ステークホルダーと協力しているか、また、著しい水関連のインパクトのあるサプライヤーや顧客とどのように関わっているか                                                  
d.組織の水と廃水に関するマネジメント方法の一部である水関連の目標およびターゲットを設定するプロセス、および水ストレスを伴う

各地域の公共政策と地域の状況との関係に対する説明

■水リスクの低減
・戦略（姿勢・考え方、リスクと機会）

303-2 排水に関連するインパクトのマネジメント

a.排出される廃水の水質について設定した最低限の基準と、これらの最低限の基準をどのように決定したかについての記述
　i.  排出基準のない地域での施設からの排水基準をどのように決定したか
　ii. 組織内で作成された水質基準またはガイドライン
　iii.考慮した業種特有の基準
　iv.排水を受け入れる水域の特性を考慮したか

■水リスクの低減
・リスク管理
・リスク管理＞水リスクによる事業影響評価
・主な取り組み＞サプライチェーンに対する水リスクの影響
・主な取り組み＞取水量、排水負荷の高い事業所の水リスク軽減
・主な取り組み＞取水量、排水のCOD負荷の削減
・主な取り組み＞水リスク最小化に向けた具体的な取り組み事例

はじめに トップメッセージ 積水化学グループの
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303-3 取水

a.すべての地域からの総取水量（単位:千kL）、および該当する場合は次の取水源ごとの総取水量の内訳
　i.  地表水
　ii. 地下水
　iii.海水
　iv. 生産随伴水
　v. 第三者の水
b.水ストレスを伴うすべての地域からの総取水量（単位:千kL）、および該当する場合は、次の取水源ごとの総取水量の内訳
　i.  地表水
　ii. 地下水
　iii.海水
　iv. 生産随伴水
　v. 第三者の水、およびiからivに記載された取水源ごとの総取水量の内訳
c.開示事項303-3-aおよび開示事項303-3-bに記載された各取水源からの、次のカテゴリーごとの総取水量の内訳
　i.  淡水（総溶解固形分　≤1,000mg/L）
　ii. その他の水（総溶解固形分　>1,000mg/L）
d.適用した基準、方法論、前提条件など、どのようにデータが編集されたかを理解するのに必要な何らかの文脈上の情報

■環境全般
・指標・目標＞マテリアルバランス
■水リスクの低減
・パフォーマンス・データ

303-4 排水

a.すべての地域の総排水量（単位:千kL）、および該当する場合は次の排水先タイプ別の総排水量内訳
　i.  地表水
　ii. 地下水
　iii.海水
　iv.第三者の水、および該当する場合は、他の組織の使用のために送った合計量
b.すべての地域への総排水量（単位:千kL）についての次のカテゴリー別内訳
　i.  淡水（総溶解固形分　≤1,000mg/L）
　ii. その他の水（総溶解固形分　>1,00mg/L）                                                              
c.水ストレスを伴うすべての地域への総排水量（単位:千kL）、および次のカテゴリー別の総排水量内訳
　i.  淡水（総溶解固形分　≤1,000mg/L）
　ii. その他の水（総溶解固形分　>1,000mg/L）
d.排水処理を行う、優先的に懸念される物質。次を含む
　i.  優先的に懸念される物質の定義の方法、および利用している国際規格、信頼できるリスト、あるいは規準
　ii. 優先的に懸念される物質の排出限度を設定する方法
　iii.排出限度に違反した事案数
e.適用した基準、方法論、前提条件など、どのようにデータが編集されたかを理解するのに必要な何らかの文脈上の情報

■環境全般・指標・目標＞マテリアルバランス
■環境＞水リスクの低減
・主な取り組み＞取水量、排水のCOD負荷の削減
・主な取り組み＞水リスク最小化に向けた具体的な取り組み事例
・主な取り組み＞水のリサイクル
・パフォーマンス・データ

303-5 水消費

a.すべての地域での総水消費量（単位:千kL）
b.水ストレスを伴うすべての地域での総水消費量（単位:千kL）
c.水の保管が水関連の著しいインパクトを及ぼすことが特定された場合の水保管量の変化（単位:千kL）
d.どのようにデータが編集されたかを理解するのに必要な何らかの文脈上の情報、適用した基準、方法論、前提条件など。ここには、情報

を計算・推定・モデル化したか、直接的な測定から得たかどうかや、またセクター特有の因子を使用することなど、このために用いた方
法を含む

■水リスクの低減
・パフォーマンス・データ
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305:大気への排出 2016

305-1 直接的なGHG排出（スコープ1）

a.直接的なGHG排出量（スコープ1）の総計（CO₂換算値（t-CO₂）による）
b.計算に用いたガス（CO₂、CH₄、N₂O、HFC、PFC、SF₆、NF₃、またはそのすべて）
c.生物由来のCO₂排出量（CO₂換算値（t-CO₂）による
d.基準年 計算の基準年（該当する場合、次の事項を含む）
　i.  その基準年を選択した理論的根拠
　ii. 基準年における排出量
　iii.排出量に著しい変化があったため基準年の排出量を再計算することになった場合は、その経緯
e.使用した排出係数の情報源、使用した地球温暖化係数（GWP）、GWP情報源の出典
f .排出量に関して選択した連結アプローチ（株式持分、財務管理、もしくは経営管理）
g.使用した基準、方法、前提条件、計算ツール

■環境全般・指標・目標＞マテリアルバランス
■気候変動への対応
・パフォーマンス・データ

305-2 間接的なGHG排出（スコープ2）

a.ロケーション基準の間接的なGHG排出量（スコープ2）の総計（CO₂換算値（t-CO₂）による）                  
b.該当する場合、マーケット基準の間接的なGHG排出量（スコープ2）の総計（CO₂換算値（t-CO₂）による）                                                                                 
c.データがある場合、総計計算に用いたガス（CO₂、CH₄、N₂O、HFC、PFC、SF₆、NF₃、またはそのすべて）                                                                                   
d.計算の基準年（該当する場合、次の事項を含む）
　i.  その基準年を選択した理論的根拠
　ii. 基準年における排出量
　iii.排出量に著しい変化があったため基準年の排出量を再計算することになった場合は、その経緯                
e.使用した排出係数および地球温暖化係数（GWP）の情報源、GWP情報源の参照先                             
f .排出量に関して選択した連結アプローチ（株式持分、財務管理、もしくは経営管理）                          
g.使用した基準、方法、前提条件、計算ツール

■気候変動への対応
・パフォーマンス・データ

305-3 その他の間接的なGHG排出（スコープ3）

a.その他の間接的なGHG排出量（スコープ3）の総計（CO₂換算値（t-CO₂）による）
b.データがある場合、総計計算に用いたガス（CO₂、CH₄、N₂O、HFC、PFC、SF₆、NF₃、またはそのすべて）
c.生物由来のCO₂排出量（CO₂換算値（t-CO₂）による）
d.計算に用いたその他の間接的なGHG排出量（スコープ3）の区分と活動
e.計算の基準年（該当する場合、次の事項を含む）
　i.  その基準年を選択した理論的根拠
　ii. 基準年における排出量
　iii.排出量に著しい変化があったため基準年の排出量を再計算することになった場合は、その経緯
f .使用した排出係数の情報源、使用した地球温暖化係数（GWP）、GWP情報源の出典
g.使用した基準、方法、前提条件、計算ツール

■気候変動への対応
・主な取り組み＞サプライチェーンにおける環境マネジメント
・主な取り組み＞気候変動課題への対応
・パフォーマンス・データ

305-4 温室効果ガス（GHG）排出原単位

a.組織のGHG排出原単位
b.原単位計算のため組織が分母として選択した指標
c.原単位に含まれるGHG排出の種類。直接的（スコープ1）、間接的（スコープ2）、その他の間接的（スコープ3）のいずれか
d.計算に用いたガス（CO₂、CH₄、N₂O、HFC、PFC、SF₆、NF₃、またはそのすべて）

■気候変動への対応
・パフォーマンス・データ

305-5 温室効果ガス（GHG）排出量の削減

a.排出量削減の取り組みによる直接的な結果として削減されたGHG排出量（CO₂換算値（t-CO₂）による）
b.計算に用いたガス（CO₂、CH₄、N₂O、HFC、PFC、SF₆、NF₃、またはそのすべて）
c.基準年または基準値、およびそれを選択した理論的根拠
d.GHG排出量が削減されたスコープ。直接的（スコープ1）、間接的（スコープ2）、その他の間接的（スコープ3）のいずれか
e.使用した基準、方法、前提条件、計算ツール

■気候変動への対応
・主な取り組み＞SBTイニシアチブでの認証取得
・パフォーマンス・データ
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305-6 オゾン層破壊物質（ODS）の排出量

a.ODSの生産量、輸入量、輸出量（CFC-11（トリクロロフルオロメタン）換算値による）
b.計算に用いた物質
c.使用した排出係数の情報源
d.使用した基準、方法、前提条件、計算ツール

■化学物質管理
・主な取り組み＞VOC排出の抑制
・主な取り組み＞PCB含有機器の処理・保管およびフロン類使用機器の管理

305-7 窒素酸化物（NOx）、硫黄酸化物（SOx）、
およびその他の重大な大気排出物

a.次の重大な大気排出物の量（キログラムまたはその倍数単位（トンなど）による）
　i.  NOx
　ii. SOx
　iii.残留性有機汚染物質（POP）
　iv.揮発性有機化合物（VOC）
　v. 有害大気汚染物質（HAP）
　vi.粒子状物質（PM）
　vii.その他、関連規制で定めている標準的大気排出区分                                                       
b.使用した排出係数の情報源                                                                                                                                                               
c.使用した基準、方法、前提条件、計算ツール

■環境全般
・指標・目標＞マテリアルバランス
■化学物質管理
・パフォーマンス・データ

306: 廃棄物 2020

306-1 廃棄物の発生と廃棄物関連の
著しいインパクト

a.組織の実際および潜在的な廃棄物関連の著しいインパクトについて、その内容を説明する
　i.  これらのインパクトにつながる、またはつながる可能性のあるインプット、活動、およびアウトプット
　ii. これらのインパクトが、組織自身の活動で発生した廃棄物に関連しているか、またはバリューチェーンの上流または下流で発生した

廃棄物に関連しているか

■資源循環の実現に向けた対応
・戦略（姿勢・考え方、リスクと機会）

306-2 廃棄物関連の著しいインパクトの管理

a.組織自身の活動およびバリューチェーンの上流と下流における廃棄物の発生を防止し、発生した廃棄物からの著しいインパクトを管理
するために取られた循環型対策を含む行動

b.組織が自らの活動で発生した廃棄物が第三者によって管理されている場合、その第三者が契約上または法的な義務に沿って廃棄物を
管理しているかどうかを判断するために使用されたプロセスの説明

c.廃棄物に関連するデータを収集し、監視するために使用されたプロセス

■資源循環の実現に向けた対応
・戦略（姿勢・考え方、リスクと機会）
・ガバナンス
・リスク管理
・指標・目標
・主な取り組み

306-3 発生した廃棄物 a.発生した廃棄物の総重量（トン）と、その総重量の内訳を廃棄物の組成別に示す
b.データを理解するために必要な文脈情報と、そのデータがどのように集計されたか

■環境全般
・指標・目標＞マテリアルバランス
■資源循環の実現に向けた対応
・パフォーマンス・データ
■化学物質管理
・パフォーマンス・データ
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306-4 処分されなかった廃棄物

a.処分されなかった廃棄物の総重量（トン）と、その総重量の内訳を廃棄物の組成別に示す
b.処分されなかった有害廃棄物の総重量（トン）と、その総重量の内訳を次の回収作業別に示す
　i.  再利用のための準備
　ii. リサイクル
　iii.その他の回収作業
c.処分されなかった非有害廃棄物の総重量（トン）と、その総重量の内訳を次の回収作業別に示す
　i.  再利用のための準備
　ii. リサイクル
　iii.その他の回収作業
d.開示事項306-4-bおよび306-4-cに記載されている各回収作業について、処分されなかった有害廃棄物および非有害廃棄物の総重量
（トン）の内訳を示す

　i.  オンサイト
　ii. オフサイト
e.データを理解するために必要な文脈情報と、そのデータがどのように集計されたか

■資源循環の実現に向けた対応
・パフォーマンス・データ

306-5 処分された廃棄物

a.処分された廃棄物の総重量（トン）と、その総重量の内訳を廃棄物の組成別に示す
b.処分された有害廃棄物の総重量（トン）と、その総重量の内訳を次の処分作業別に示す
　i.  焼却（エネルギー回収あり）
　ii. 焼却（エネルギー回収なし）
　iii.埋立て
　iv.その他の処分
c.処分された非有害廃棄物の総重量（トン）と、その総重量の内訳を次の処分作業別に示す
　i.  焼却（エネルギー回収あり）
　ii. 焼却（エネルギー回収なし）
　iii.埋立て
　iv.その他の処分
d.開示事項306-5-bおよび306-5-cに記載されている各処分作業について、処分された有害廃棄物および非有害廃棄物の総重量（トン）

の内訳を示す
　i.  オンサイト
　ii. オフサイト
e.データを理解するために必要な背景情報と、そのデータがどのように集計されたか

■資源循環の実現に向けた対応
・パフォーマンス・データ

308:サプライヤーの環境面のアセスメント 2016

308-1 環境基準により選定した新規サプライヤー a.環境基準により選定した新規サプライヤーの割合

■責任ある調達
・戦略＞調達基本方針
・戦略＞持続可能な調達ガイドライン（サプライヤー行動規範）
・ガバナンス＞「持続可能な調達」調査に基づくサプライチェーン構築
新規のお取引先への適用については、今後の運用拡充に向けて検討を進めてまいります。
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308-2 サプライチェーンにおけるマイナスの
環境インパクトと実施した措置

a.環境インパクト評価の対象としたサプライヤーの数
b.著しいマイナスの環境インパクト（顕在化しているもの、潜在的なもの）があると特定されたサプライヤーの数
c.サプライチェーンで特定した著しいマイナスの環境インパクト（顕在化しているもの、潜在的なもの）
d.著しいマイナスの環境インパクト（顕在化しているもの、潜在的なもの）があると特定されたサプライヤーのうち、評価の結果、改善の実

施に同意したサプライヤーの割合
e.著しいマイナスの環境インパクト（顕在化しているもの、潜在的なもの）があると特定されたサプライヤーのうち、評価の結果、関係を解

消したサプライヤーの割合およびその理由

■責任ある調達
・ガバナンス＞「持続可能な調達」調査に基づくサプライチェーン構築
・リスク管理＞「持続可能な調達」調査プロセス
・主な取り組み＞2025年度「持続可能な調達」調査 
・主な取り組み＞パートナーシップ構築宣言
・主な取り組み＞2025年度「責任ある鉱物調達」調査
・主な取り組み＞持続可能な木材調達

人的資本

3-3 マテリアルな項目のマネジメント

a.経済、環境、ならびに人権を含む人々に与える顕在化した、あるいは潜在的なプラス・マイナスのインパクトを記載する
b.組織が自らの活動を通じて、あるいは取引関係の結果としてマイナスのインパクトに関係しているかどうかを報告し、その活動または取

引関係を記載する
c.マテリアルな項目に関する組織の方針またはコミットメントを記載する
d.当該項目および関連するインパクトのマネジメントを行うために講じた措置を、次の事項を含めて記載する
　i.  潜在的なマイナスのインパクトを防止あるいは軽減するための措置
　ii. 顕在化したマイナスのインパクトに対処するための措置。それらのインパクトの是正措置の提供、または是正に協力する措置を含む
　iii.顕在化した、あるいは潜在的なプラスのインパクトのマネジメントを行うための措置
e.講じた措置の有効性の追跡について、次の情報を報告する
　i.  措置の有効性を追跡するプロセス
　ii. 進捗状況を評価するための目標、ターゲット、および指標
　iii.目標およびターゲットの進捗状況を含む、措置の有効性
　iv. 得た教訓、ならびにそれらの教訓をどのように組織の事業方針および手順に組み込んだか
f .講じた措置の決定（3-3-d）または措置の有効性の評価（3-3-e）で、ステークホルダーとのエンゲージメントがどのように反映されたかを記載する

■積水化学グループのサステナビリティ
・指標・目標＞ESG経営の重要課題（マテリアリティ）とKPIおよび管理指標
■人的資本
■人的資本＞挑戦する風土の醸成
■人的資本＞適所適材の実現
■人的資本＞ダイバーシティの実現
■ステークホルダー・エンゲージメント

401:雇用 2016

401-1 従業員の新規雇用と離職 a.報告期間中における従業員の新規雇用の総数と比率（年齢層、性別、地域による内訳）
b.報告期間中における従業員の離職の総数と比率（年齢層、性別、地域による内訳）

■人的資本＞ダイバーシティの実現
・パフォーマンス・データ

401-2
フルタイム従業員には支給され、有期雇用の
従業員やパートタイム従業員には支給されな
い手当

a.組織のフルタイム従業員には標準支給されるが、有期雇用の従業員やパートタイム従業員には支給されない手当（重要事業拠点別）。
これらの手当には、少なくとも次のものを含める

　i.  生命保険
　ii. 医療
　iii.身体障がいおよび病気補償
　iv. 育児休暇
　v. 定年退職金
　vi. 持ち株制度
　vii.その他
b.「重要事業拠点」の定義

機密保持上の制約があり開示していません。
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401-3 育児休暇

a.育児休暇を取得する権利を有していた従業員の総数（男女別）
b.育児休暇を取得した従業員の総数（男女別）
c.報告期間中に育児休暇から復職した従業員の総数（男女別）
d.育児休暇から復職した後、12ヶ月経過時点で在籍している従業員の総数（男女別）
e.育児休暇後の従業員の復職率および定着率（男女別）

■人的資本＞ダイバーシティの実現
・主な取り組み＞多様な人材の活躍＞2-5両立支援

404:研修と教育 2016

404-1 従業員一人あたりの年間平均研修時間
a.報告期間中に、組織の従業員が受講した研修の平均時間（次の内訳による）
　i.  性別
　ii. 従業員区分

■人的資本＞適所適材の実現
・パフォーマンス・データ

404-2 従業員スキル向上プログラムおよび
移行支援プログラム

a.従業員のスキル向上のために実施したプログラムの種類、対象と、提供した支援
b.雇用適性の維持を促進するために提供した移行支援プログラムと、定年退職や雇用終了に伴うキャリア終了マネジメント

■人的資本＞挑戦する風土の醸成
・主な取り組み
■人的資本＞適所適材の実現
・主な取り組み
■人的資本＞ダイバーシティの実現
・主な取り組み＞多様な人材の活躍＞2-1ジェンダーダイバーシティの推進
・主な取り組み＞多様な人材の活躍＞2-3シニアの活躍推進
・主な取り組み＞活力あふれる環境づくり＞安心して働ける環境の整備

404-3 業績とキャリア開発に関して定期的なレビュー
を受けている従業員の割合 a.報告期間中に、業績とキャリア開発に関して定期的なレビューを受けている従業員の割合（男女別、従業員区分別に） ■人的資本＞挑戦する風土の醸成

・主な取り組み＞挑戦の“後押し”＞キャリア自律に向けた風土醸成

405:ダイバーシティと機会均等 2016

405-1 ガバナンス機関および従業員の
ダイバーシティ

a.組織のガバナンス機関に属する個人で、次のダイバーシティ区分に該当する者の割合
　i.  性別
　ii. 年齢層:30歳未満、30歳〜50歳、50歳超
　iii.該当する場合には、その他のダイバーシティ指標（例えばマイノリティ、社会的弱者など）                     
b.次のダイバーシティ区分の従業員区分別の従業員の割合
　i.  性別
　ii. 年齢層:30歳未満、30歳〜50歳、50歳超
　iii.該当する場合には、その他のダイバーシティ指標（例えばマイノリティ、社会的弱者など）

■人的資本＞ダイバーシティの実現
・主な取り組み＞多様な人材の活躍
■コーポレート・ガバナンス
・ガバナンス＞取締役会の構成＞役員の年齢構成について

405-2 基本給と報酬の男女比 a.女性の基本給と報酬の、男女の基本給と報酬に対する比率（従業員区分別、重要事業拠点別に）
b.「重要事業拠点」の定義

■人的資本＞ダイバーシティの実現
・主な取り組み＞多様な人材の活躍＞2-1ジェンダーダイバーシティの推進
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内部統制

3-3 マテリアルな項目のマネジメント

a.経済、環境、ならびに人権を含む人々に与える顕在化した、あるいは潜在的なプラス・マイナスのインパクトを記載する
b.組織が自らの活動を通じて、あるいは取引関係の結果としてマイナスのインパクトに関係しているかどうかを報告し、その活動または取

引関係を記載する
c.マテリアルな項目に関する組織の方針またはコミットメントを記載する
d.当該項目および関連するインパクトのマネジメントを行うために講じた措置を、次の事項を含めて記載する
　i.  潜在的なマイナスのインパクトを防止あるいは軽減するための措置
　ii. 顕在化したマイナスのインパクトに対処するための措置。それらのインパクトの是正措置の提供、または是正に協力する措置を含む
　iii.顕在化した、あるいは潜在的なプラスのインパクトのマネジメントを行うための措置
e.講じた措置の有効性の追跡について、次の情報を報告する
　i.  措置の有効性を追跡するプロセス
　ii. 進捗状況を評価するための目標、ターゲット、および指標
　iii.目標およびターゲットの進捗状況を含む、措置の有効性
　iv. 得た教訓、ならびにそれらの教訓をどのように組織の事業方針および手順に組み込んだか
f .講じた措置の決定（3-3-d）または措置の有効性の評価（3-3-e）で、ステークホルダーとのエンゲージメントがどのように反映されたか

を記載する

■積水化学グループのサステナビリティ
・指標・目標＞ESG経営の重要課題（マテリアリティ）とKPIおよび管理指標
■安全
■ステークホルダー・エンゲージメント
■人権尊重
■責任ある調達
■コーポレート・ガバナンス
■リスクマネジメント
■CS品質
■法務・倫理
■情報管理

205:腐敗防止 2016

205-1 腐敗に関するリスク評価を行っている事業所 a.腐敗に関するリスク評価の対象とした事業所の総数と割合
b.リスク評価により特定した腐敗関連の著しいリスク

■法務・倫理
・取り組み＞腐敗および贈収賄の防止に関する状況

205-2 腐敗防止の方針や手順に関する
コミュニケーションと研修

a.ガバナンス機関メンバーのうち、腐敗防止に関する組織の方針や手順の伝達対象となった者の総数と割合（地域別に）
b.従業員のうち、腐敗防止に関する組織の方針や手順の伝達対象となった者の総数と割合（従業員区分別、地域別に）
c.ビジネスパートナーのうち、腐敗防止に関する組織の方針や手順について伝達対象となった者の総数と割合（ビジネスパートナー種類

別、地域別に）。腐敗防止に関する組織の方針や手順が、その他の個人または組織に伝達されているかどうかを記述する
d.ガバナンス機関メンバーのうち、腐敗防止に関する研修を受講した者の総数と割合（地域別に）
e.従業員のうち、腐敗防止に関する研修を受講した者の総数と割合（従業員区分別、地域別に）

■法務・倫理
・主な取り組み＞コンプライアンス意識の醸成
・主な取り組み＞コンプライアンス教育
・主な取り組み＞腐敗および贈収賄の防止に関する状況
・主な取り組み＞会計コンプライアンスの強化
・主な取り組み＞コンプライアンス特別強化月間
・パフォーマンス・データ

205-3 確定した腐敗事例と実施した措置

a.確定した腐敗事例の総数と性質
b.確定した腐敗事例のうち、腐敗を理由に従業員を解雇または懲戒処分したものの総数
c.確定した腐敗事例のうち、腐敗関連の契約違反を理由にビジネスパートナーと契約破棄または更新拒否を行ったものの総数
d.報告期間中に組織または組織の従業員に対して腐敗に関連した訴訟が提起されている場合、その事例と結果

■法務・倫理
・主な取り組み＞腐敗および贈収賄の防止に関する状況
2025年度は、腐敗・贈収賄に関する重大な違反は確認されていません。

206:反競争的行為 2016

206-1 反競争的行為、反トラスト、独占的慣行により
受けた法的措置

a.組織の関与が明らかとなった反競争的行為、反トラスト法違反、独占禁止法違反により、報告期間中に法的措置を受けた事例（終結し
ているもの、していないもの）の件数

b.法的措置が終結したものについては、結果（決定や判決を含む）の主要点

■法務・倫理
・主な取り組み＞独禁法および広告・表示等における法令遵守の状況
2025年度は、独禁法および広告・表示に関する重大な違反は確認されていません。
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207:税金 2019

207-1 税務へのアプローチ

a.税務へのアプローチについての説明。次の事項を含む
　i.  組織に税務戦略があるかないか。ある場合、公開していれば、その戦略へのリンク
　ii. 組織内で税務戦略を正式にレビューおよび承認するガバナンス機関または業務執行取締役レベルの地位にある者、およびレビュー

の頻度
　iii.法令遵守へのアプローチ
　iv.税務へのアプローチが組織のビジネス戦略および持続可能な発展戦略にどのように結び付いているか

■法務・倫理
・主な取り組み＞税務コンプライアンス

207-2 税務ガバナンス、管理、
およびリスクマネジメント

a.税務ガバナンスおよび管理フレームワークの説明。次の事項を含む
　i.  組織内で税務戦略の遵守に責任を負うガバナンス機関、または業務執行取締役レベルの地位にある者
　ii. 税務へのアプローチがどのように組織に組み込まれているか
　iii.リスクを特定、管理、監視する方法を含む、税務リスクへのアプローチ
　iv. 税務ガバナンスおよび管理フレームワークの遵守状況をどのように評価しているか
b.税務に関連する組織の企業行動や誠実性に関する懸念を提起するためのメカニズムの説明
c.税務に関する情報開示を保証するプロセスの説明。該当する場合、外部保証の報告書へのリンクまたは参照先

■法務・倫理
・主な取り組み＞税務コンプライアンス

207-3 税務に関連するステークホルダー・エンゲージ
メントおよび懸念への対処

a.税務に関連するステークホルダー・エンゲージメントおよびステークホルダーの懸念に対処するためのアプローチの説明。次の事項を
含む

　i.  税務当局とのエンゲージメントに対するアプローチ
　ii. 税務政策（税制）に関する提言活動へのアプローチ
　iii.ステークホルダー（外部のステークホルダーを含む）の意見や懸念事項を収集・検討するためのプロセス

■法務・倫理
・主な取り組み＞税務コンプライアンス

207-4 国別の報告

a.組織の監査済み連結財務諸表に含まれる、または公式に提出される財務情報に記載されている事業体が、税務上所在するすべての税
務管轄区域

b.開示事項207‑4‑aで報告した税務管轄区域のそれぞれについて
　i.  所在する事業体の名称
　ii. 組織の主たる活動
　iii.従業員数、およびこの数字の算定基準
　iv. 外部売上による収益
　v. 他の税務管轄区域とのグループ内取引による収益
　vi.税引前損益
　vii.現金または現金同等物を除く有形資産
　viii.実際に支払った法人所得税
　ix.損益に基づいて発生する法人所得税
　x. 税引前損益に法定税率が適用される場合に、損益に基づき発生する法人所得税と実際の納税額に差がある理由
c.開示事項207‑4で報告する情報の対象期間

■ステークホルダー・エンゲージメント
・主な取り組み＞ステークホルダーへの価値配分
■法務・倫理
・主な取り組み＞税務コンプライアンス

403:労働安全衛生 2018

403-1 労働安全衛生マネジメントシステム

a.労働安全衛生マネジメントシステムが導入されているかどうかの声明
　i.  法的要件によりシステムが導入されていることと、その場合は法的要件のリスト
　ii. リスクマネジメントあるいはマネジメントシステムの公式な標準・手引きに基づいてシステムが導入されていることと、その場合は標

準・手引きのリスト
b.労働安全衛生マネジメントシステムが対象とする労働者、事業活動および職場の範囲の説明。もし対象でないならば、範囲に含まれて

いない労働者、事業活動、職場についての理由説明

■安全
・ガバナンス
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403-2 危険性（ハザード）の特定、リスク評価、
事故調査

a.労働関連の危険性（ハザード）を特定し、日常的かつ臨時的にリスクを評価し、危険性（ハザード）を排除しリスクを最小限に抑えるため
の管理体系を適用するために使用されるプロセスの説明

　i.  組織がこれらのプロセスの質を保証する方法（それらを実行する人の能力・力量（コンピテンシー）を含む）
　ii. これらのプロセスの結果を使用して労働安全衛生マネジメントシステムを評価し、継続的に改善する方法
b.労働関連の危険性（ハザード）や危険な状況を労働者が報告するプロセスの説明、および労働者が報復措置からどのように保護され

ているかの説明
c.傷害や疾病・体調不良を引き起こす可能性があると思われる労働状況において労働者が自ら回避できるようにする方針とプロセスの

説明、労働者が報復措置からどのように保護されているかの説明
d.労働関連の事故調査のために使用されるプロセスの説明。プロセスとは、危険性（ハザード）を特定し事故に関連するリスクを評価する

こと、管理体系を使用して是正措置を決定すること、労働安全衛生マネジメントシステムに必要な改善を決定すること、を含む

■安全
・リスク管理
・主な取り組み＞新設備安全設計基準
・主な取り組み＞相互巡視によるリスク発掘機会の増加・好事例の展開
・主な取り組み＞火災・爆発防止対策
・主な取り組み＞海外事業場安全監査

403-3 労働衛生サービス a.危険性（ハザード）の特定と排除、リスクの最小化に寄与する労働衛生サービスの機能の説明、どのように組織がこれらのサービスの
質を保証し、労働者のアクセスを促進するかについての説明

■安全
・ガバナンス＞各部門トップによる「私の安全行動宣言」の発表
・主な取り組み＞新設備安全設計基準
・主な取り組み＞相互巡視によるリスク発掘機会の増加・好事例の展開
・主な取り組み＞火災・爆発防止対策
・主な取り組み＞安全表彰

403-4 労働安全衛生における労働者の参加、協議、
コミュニケーション

a.労働安全衛生マネジメントシステムの開発、実施、評価における労働者の参加と協議のプロセスと、労働者が労働安全衛生に関する情
報を入手し、関連情報を伝達するためのプロセスに関する説明

b.制度上の労使合同安全衛生委員会が存在する場合は、その委員会の責任、会議の頻度、意思決定機関に関する説明。また、これらの
委員会に代表されていない労働者がいる場合、その理由

■安全
・ガバナンス＞安全衛生委員会の開催

403-5 労働安全衛生に関する労働者研修 a.労働者に提供される労働安全衛生における研修に関する説明。すなわち、一般的な訓練に加えて、特定の労働関連の危険性（ハザー
ド）、危険な活動、または危険な状況に関わる研修が想定できる

■安全
・主な取り組み＞安全活動を率先する人材の育成
・主な取り組み＞緊急事態対応スキルの向上
・主な取り組み＞「安全基本原則」の浸透
・主な取り組み＞施工現場のサプライチェーンにおける安全管理
・主な取り組み＞緊急時に備えた訓練

403-6 労働者の健康増進

a.組織は、業務に起因しない場合の医療およびヘルスケア・サービスへの労働者のアクセスをどのように促進するかの説明、および提供
されるアクセスの範囲の説明

b.対象となる特定の健康リスクを含む、労働関連でない主要な健康リスクに対処するために労働者に提供される任意の健康増進サービス
およびプログラムの説明、および組織がこれらのサービスやプログラムへの労働者のアクセスをどのように促進するかについての説明

■人的資本
・主な取り組み＞活力あふれる環境づくり＞健康で働きやすい環境の確保
・主な取り組み＞「健康経営」で解決したい経営課題
■安全
・リスク管理＞健康診断の実施

403-7 ビジネス上の関係で直接結びついた
労働安全衛生の影響の防止と軽減

a.ビジネス上の関係により、運営、製品またはサービスに直接関連する労働衛生上の重大なマイナスの影響を防止、軽減するための組織
のアプローチ、および関連する危険性（ハザード）やリスクの説明

■安全
・ガバナンス＞安全衛生委員会の開催
・主な取り組み＞「安全基本原則」の浸透
・主な取り組み＞海外事業場安全監査
・主な取り組み＞施工現場のサプライチェーンにおける安全管理

はじめに トップメッセージ 積水化学グループの
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403-8 労働安全衛生マネジメントシステムの
対象となる労働者

a.組織は、法的要件または公式の標準・手引きに基づく労働安全衛生システムを導入しているか
　i.  システムの対象となっている、従業員数および、従業員ではないが労働または職場が組織の管理下にある労働者数と割合
　ii. 内部監査を受けたシステムの対象となっている、従業員数および、従業員ではないが労働または職場が組織の管理下にある労働

者数と割合
　iii.外部監査または認証を受けたシステムの対象となっている、従業員数および、従業員ではないが労働または職場が組織の管理下に

ある労働者数と割合
b.本開示事項から除外されている労働者がいる場合には、なぜ、およびどのような労働者が除外されているのかの説明
c.どのようにデータが収集されたかを理解するのに必要な何らかの文脈上の情報、適用した基準、方法論、前提条件など

■安全
・ガバナンス
除外されている労働者はいません。ただし、海外グループ会社は情報が不完全なため開示
対象外としています。

403-9 労働関連の傷害

a.すべての従業員について
　i.  労働関連の傷害による死亡者数と割合
　ii. 重大結果に繋がる労働関連の傷害者数と割合（死亡者を除く）
　iii.記録対象となる労働関連の傷害者数と割合
　iv.労働関連の傷害の主な種類
　v. 労働時間
b.従業員ではないが労働または職場が組織の管理下にある労働者について
　i.  労働関連の傷害による死亡者数と割合
　ii. 重大結果に繋がる労働関連の傷害者数と割合（死亡者を除く）
　iii.記録対象となる労働関連の傷害者数と割合
　iv.労働関連の傷害の主な種類
　v. 労働時間
c.重大結果に繋がる傷害のリスクを引き起こす危険性（ハザード）。次を含む
　i.  どのようにこれらの危険性（ハザード）が決定されたのか
　ii. これらの危険性（ハザード）のどれが、報告期間中、重大結果に繋がる傷害を引き起こしたのか、もしくは助長したのか
　iii.管理体系を使用して、これらの危険性（ハザード）を排除し、リスクを最小化するためにとられた、もしくは進行中の措置
d.管理体系を使用して、その他の労働関連の危険性（ハザード）を排除し、リスクを最小化するためにとられた、もしくは進行中の措置
e.上記の労働関連の傷害の割合は、労働時間200,000時間もしくは1,000,000時間あたりに基づき計算された割合かどうか
f .本開示事項から除外されている労働者がいる場合には、なぜ、およびどのような労働者が除外されているのかの説明
g.どのようにデータが収集されたかを理解するのに必要な何らかの文脈上の情報、適用した基準、方法論、前提条件など

■安全
・パフォーマンス・データ
除外されている労働者はいません。ただし、海外グループ会社は情報が不完全なため開示
対象外としています。
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番号 開示事項 要求事項　 掲載箇所・省略の理由

403-10 労働関連の疾病・体調不良

a.すべての従業員について
　i.  労働関連の疾病・体調不良による死亡者数
　ii. 記録対象となる労働関連の疾病・体調不良の発症数
　iii.労働関連の疾病・体調不良の主な種類                                                                 
b.従業員ではないが労働または職場が組織の管理下にある労働者について
　i.  労働関連の疾病・体調不良による死亡者数
　ii. 記録対象となる労働関連の疾病・体調不良の発症数
　iii.労働関連の疾病・体調不良の主な種類
c.疾病・体調不良のリスクを引き起こす危険性（ハザード）、次を含む
　i.  どのようにこれらの危険性（ハザード）が決定されたか
　ii. これらの危険性（ハザード）のどれが、報告期間中、疾病・体調不良を引き起こしたのか、もしくは助長したのか
　iii.管理体系を使用して、これらの危険性（ハザード）を排除し、リスクを最小化するためにとられた、もしくは進行中の措置                                                                                             
d.本開示事項から除外されている労働者がいる場合には、なぜ、およびどのような労働者が除外されているのかの説明                                                                                                     
e.どのようにデータが収集されたかを理解するのに必要な何らかの文脈上の情報、適用した基準、方法論、前提条件など

■安全
・パフォーマンス・データ
除外されている労働者はいません。ただし、海外グループ会社は情報が不完全なため開示
対象外としています。
■人的資本
・主な取り組み＞「健康経営」で解決したい経営課題＞パフォーマンス・データ

406:非差別 2016

406-1 差別事例と実施した是正措置

a.報告期間中に生じた差別事例の総件数
b.事例の状況と実施した措置。次の事項を含む
　i.  組織により確認された事例
　ii. 実施中の是正計画
　iii.実施済みの是正計画と、定期的な内部マネジメント・レビュー・プロセスにより確認された結果
　iv. 措置が不要となった事例

当年度は該当事例はありませんでした。

407:結社の自由と団体交渉 2016

407-1
結社の自由や団体交渉の権利が
リスクにさらされる可能性のある事業所および
サプライヤー

a.労働者の結社の自由や団体交渉の権利行使が、侵害されたり著しいリスクにさらされる可能性のある事業所およびサプライヤー。次
の事項に関して報告する

　i. 事業所（製造工場など）およびサプライヤーの種類
　ii.リスクが生じると考えられる事業所およびサプライヤーが存在する国または地域
b.結社の自由や団体交渉の権利行使を支援するため、組織が報告期間中に実施した対策

■人権尊重
・リスク管理

408:児童労働 2016

408-1 児童労働事例に関して著しいリスクがある
事業所およびサプライヤー

a.次の事例に関して著しいリスクがあると考えられる事業所およびサプライヤー
　i. 児童労働
　ii.年少労働者による危険有害労働への従事
b.児童労働に関して著しいリスクがあると考えられる事業所およびサプライヤー（次の観点による）
　i. 事業所（製造工場など）およびサプライヤーの種類
　ii.リスクが生じると考えられる事業所およびサプライヤーが存在する国または地域
c.児童労働の効果的な根絶のために報告期間中に組織が実施した対策

■人権尊重
・リスク管理
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番号 開示事項 要求事項　 掲載箇所・省略の理由
409:強制労働 2016

409-1 強制労働事例に関して著しいリスクがある
事業所およびサプライヤー

a.強制労働に関して著しいリスクがあると考えられる事業所およびサプライヤー。次の事項に関して報告する
　i.  事業所（製造工場など）およびサプライヤーの種類
　ii. リスクが生じると考えられる事業所およびサプライヤーが存在する国または地域
b.あらゆる形態の強制労働を撲滅するために報告期間中に組織が実施した対策

■人権尊重
・リスク管理

414:サプライヤーの社会面のアセスメント 2016

414-1 社会的基準により選定した新規サプライヤー a.社会的基準により選定した新規サプライヤーの割合

■責任ある調達
・戦略＞調達基本方針
・戦略＞持続可能な調達ガイドライン（サプライヤー行動規範）
・ガバナンス＞「持続可能な調達」調査に基づくサプライチェーン構築
新規のお取引先への適用については、今後の運用拡充に向けて検討を進めてまいります。

414-2 サプライチェーンにおけるマイナスの
社会的インパクトと実施した措置

a.社会的インパクト評価の対象としたサプライヤーの数
b.著しいマイナスの社会的インパクト（顕在化しているもの、潜在的なもの）があると特定されたサプライヤーの数                                                                                   
c.サプライチェーンで特定した著しいマイナスの社会的インパクト（顕在化しているもの、潜在的なもの）                                                                                      
d.著しいマイナスの社会的インパクト（顕在化しているもの、潜在的なもの）があると特定されたサプライヤーのうち、評価の結果、改善の

実施に同意したサプライヤーの割合                                                  
e.著しいマイナスの社会的インパクト（顕在化しているもの、潜在的なもの）があると特定されたサプライヤーのうち、評価の結果、関係を

解消したサプライヤーの割合およびその理由

■責任ある調達
・ガバナンス＞「持続可能な調達」調査に基づくサプライチェーン構築
・リスク管理＞「持続可能な調達」調査プロセス
・主な取り組み＞2025年度「持続可能な調達」調査
・主な取り組み＞パートナーシップ構築宣言
・主な取り組み＞2025年度「責任ある鉱物調達」調査
・主な取り組み＞持続可能な木材調達

416:顧客の安全衛生 2016

416-1 製品・サービスのカテゴリーに対する
安全衛生インパクトの評価 a.重要な製品・サービスのカテゴリーのうち、安全衛生インパクトの評価を改善のために行っているものの割合

■CS品質
・戦略＞リスク認識
・戦略＞品質に関するガイドラインの制定
・パフォーマンス・データ
省略理由
4.情報が入手不可/不完全なため開示しない

416-2 製品・サービスの安全衛生インパクトに関する
違反事例

a.報告期間中に、製品やサービスについて発生した安全衛生インパクトに関する規制および自主的規範の違反事例の総件数。次の分類
による

　i.  罰金または処罰の対象となった規制違反の事例
　ii. 警告の対象となった規制違反の事例
　iii.自主的規範の違反事例
b.規制および自主的規範への違反が無い場合は、その旨を簡潔に述べる

■CS品質
・主な取り組み＞QMS強化＞製品の安全に関する法令および自主規制の遵守
・主な取り組み＞QMS強化＞製品品質表示とラベリング
・パフォーマンス・データ

417:マーケティングとラベリング 2016

417-1 製品・サービスの情報とラベリングに関する
要求事項

a.製品・サービスの情報とラベリングに関して、組織が定める手順において、次の各事項の情報が求められているか否か
　i.  製品またはサービスの構成要素の調達
　ii. 内容物（特に環境的、社会的インパクトを生じさせる可能性のあるもの）
　iii.製品またはサービスの利用上の安全性
　iv. 製品の廃棄と、環境的、あるいは社会的インパクト
　v. その他（詳しく説明のこと）
b.重要な製品・サービスのカテゴリーのうち、組織が定める手順の対象であり、手順の遵守評価を行っているものの割合

省略理由
4.情報が入手不可/不完全なため開示しない

はじめに トップメッセージ 積水化学グループの
サステナビリティ 環境 ガバナンス 参考資料社会
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番号 開示事項 要求事項　 掲載箇所・省略の理由

417-2 製品・サービスの情報とラベリングに関する
違反事例

a.製品・サービスの情報とラベリングに関する規制および自主的規範の違反事例の総件数。次の分類による
　i.  罰金または処罰の対象となった規制違反の事例
　ii. 警告の対象となった規制違反の事例
　iii.自主的規範の違反事例
b.規制および自主的規範への違反が無い場合は、その旨を簡潔に述べる

■CS品質
・主な取り組み＞QMS強化＞製品品質表示とラベリング
2025年度、製品品質表示とラベリングに関する各種法令および自主的な規制の違反事例
はありませんでした。
■法務・倫理
・主な取り組み＞独禁法および広告・表示等における法令遵守の状況
2025年度は、独禁法および広告・表示に関する重大な違反は確認されていません。

417-3 マーケティング・コミュニケーションに関する
違反事例

a.マーケティング・コミュニケーション（広告、宣伝、スポンサー業務など）に関する規制および自主的規範の違反事例の総件数。次の分類
による

　i.  罰金または処罰の対象となった規制違反の事例
　ii. 警告の対象となった規制違反の事例
　iii.自主的規範の違反事例
b.規制および自主的規範への違反が無い場合は、その旨を簡潔に述べる

■法務・倫理
・主な取り組み＞独禁法および広告・表示等における法令遵守の状況
2025年度は、独禁法および広告・表示に関する重大な違反は確認されていません。

418:顧客プライバシー 2016

418-1 顧客プライバシーの侵害および顧客データの
紛失に関して具体化した不服申立

a.顧客プライバシーの侵害に関して具体化した不服申立の総件数。次の分類による
　i. 外部の当事者から申立を受け、組織が認めたもの
　ii.規制当局による申立
b.顧客データの漏えい、窃盗、紛失の総件数
c.具体化した不服申立が無い場合は、その旨を簡潔に述べる

当年度は該当事例はありませんでした。

イノベーション

3-3 マテリアルな項目のマネジメント

a.経済、環境、ならびに人権を含む人々に与える顕在化した、あるいは潜在的なプラス・マイナスのインパクトを記載する
b.組織が自らの活動を通じて、あるいは取引関係の結果としてマイナスのインパクトに関係しているかどうかを報告し、その活動または取

引関係を記載する
c.マテリアルな項目に関する組織の方針またはコミットメントを記載する
d.当該項目および関連するインパクトのマネジメントを行うために講じた措置を、次の事項を含めて記載する
　i.  潜在的なマイナスのインパクトを防止あるいは軽減するための措置
　ii. 顕在化したマイナスのインパクトに対処するための措置。それらのインパクトの是正措置の提供、または是正に協力する措置を含む
　iii.顕在化した、あるいは潜在的なプラスのインパクトのマネジメントを行うための措置
e.講じた措置の有効性の追跡について、次の情報を報告する
　i.  措置の有効性を追跡するプロセス
　ii. 進捗状況を評価するための目標、ターゲット、および指標
　iii.目標およびターゲットの進捗状況を含む、措置の有効性
　iv.得た教訓、ならびにそれらの教訓をどのように組織の事業方針および手順に組み込んだか
f .講じた措置の決定（3-3-d）または措置の有効性の評価（3-3-e）で、ステークホルダーとのエンゲージメントがどのように反映されたか

を記載する

■積水化学グループのサステナビリティ
・指標・目標＞ESG経営の重要課題（マテリアリティ）とKPIおよび管理指標
■ステークホルダー・エンゲージメント
■イノベーション

はじめに トップメッセージ 積水化学グループの
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DX

3-3 マテリアルな項目のマネジメント

a.経済、環境、ならびに人権を含む人々に与える顕在化した、あるいは潜在的なプラス・マイナスのインパクトを記載する
b.組織が自らの活動を通じて、あるいは取引関係の結果としてマイナスのインパクトに関係しているかどうかを報告し、その活動または取

引関係を記載する
c.マテリアルな項目に関する組織の方針またはコミットメントを記載する
d.当該項目および関連するインパクトのマネジメントを行うために講じた措置を、次の事項を含めて記載する
　i.  潜在的なマイナスのインパクトを防止あるいは軽減するための措置
　ii. 顕在化したマイナスのインパクトに対処するための措置。それらのインパクトの是正措置の提供、または是正に協力する措置を含む
　iii.顕在化した、あるいは潜在的なプラスのインパクトのマネジメントを行うための措置
e.講じた措置の有効性の追跡について、次の情報を報告する
　i.  措置の有効性を追跡するプロセス
　ii. 進捗状況を評価するための目標、ターゲット、および指標
　iii.目標およびターゲットの進捗状況を含む、措置の有効性
　iv. 得た教訓、ならびにそれらの教訓をどのように組織の事業方針および手順に組み込んだか
f .講じた措置の決定（3-3-d）または措置の有効性の評価（3-3-e）で、ステークホルダーとのエンゲージメントがどのように反映されたか

を記載する

■積水化学グループのサステナビリティ
・指標・目標＞ESG経営の重要課題（マテリアリティ）とKPIおよび管理指標
■ステークホルダー・エンゲージメント
■DX
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SASBスタンダード内容索引

 表1.サステナビリティ開示トピック及び指標
トピック 指標 カテゴリー 測定単位 コード 掲載箇所

土地利用及び
生態系へのインパクト

再開発地で引き渡された（1）区画数及び（2）住宅の数 定量 数 IF-HB-160a.1 ー

「ベースライン水ストレス」が「高い」又は「極めて高い」地域における
（1）区画数及び（2）そこで引き渡された住宅の数 定量 数 IF-HB-160a.2 ー

環境規制に関連する法的手続の結果としての金銭的損失の総額 定量 表示通貨 IF-HB-160a.3

■環境全般
・指標・目標＞
自主管理値の設定
2025年度は廃棄物処理、排水、大気放出、土壌汚染等の環境に関する法規制への重大な違反や行政からの指導はあり
ませんでした。

環境上の考慮事項を、用地選定、用地設計並びに用地開発及び建設
に統合するためのプロセスについての説明 説明及び分析 該当なし IF-HB-160a.4

■環境全般
・指標・目標＞
統合指標「SEKISUI 環境サステナブルインデックス」
■生物多様性への対応
・戦略（姿勢・考え方、リスクと機会）
・TCFD/TNFD提言に基づく情報開示

労働力（workforce）の健康及び
安全

（a）直接従業員及び（b）契約社員についての（1）総記録災害度数率
（TRIR）及び（2）死亡率 定量 比率 IF-HB-320a.1

■安全
・パフォーマンス・データ＞
度数率の推移
休業をともなう災害発生率（LTIFR）
労働災害による死亡者の発生状況

セクター：インフラ　　住宅建築業
https://www.sasb.org/standards-overview/download-current-standards/

WEB
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トピック 指標 カテゴリー 測定単位 コード 掲載箇所

資源効率的な設計

（1）認証された住宅エネルギー効率格付を取得した住宅の数及び
（2）平均格付 定量 数、格付 IF-HB-410a.1

■気候変動への対応
・主な取り組み＞
事業を通じた低炭素、脱炭素への貢献＞

［コミットに対する進捗］ZEH 仕様住宅の普及率拡大
2025年度は、新築戸建て住宅におけるネット・ゼロ・エネルギーハウス（ZEH）の比率（ZEHビルダーの報告方法に基づ
いて集計した実績）は95%となりました。

水効率基準の認証を受けた水道設備の設置割合 定量 パーセンテージ
（%） IF-HB-410a.2 ー

第三者の多属性（multi-attribute）グリーン・ビルディング基準の認証
を受けた、引き渡された住宅の数 定量 数 IF-HB-410a.3

■気候変動への対応
・主な取り組み＞事業を通じた低炭素、脱炭素への貢献＞
［コミットに対する進捗］ZEH 仕様住宅の普及率拡大
2025年度は、新築戸建て住宅におけるネット・ゼロ・エネルギーハウス（ZEH）の比率（ZEHビルダーの報告方法に基づ
いて集計した実績）は95%となりました。
■生物多様性への対応
・戦略（姿勢・考え方、リスクと機会）＞リスクと機会
当社グループにおけるまちづくり事業のモデルである“あさかリードタウン”において、ABINC ADVANCE認証を取得し
ました。これによりまちづくり事業の生態系への配慮がまちの魅力につながり、リスクを機会に転換できました。

住宅の設計に資源効率を組み込むことに関連するリスク及び機会、並
びに便益を顧客にどのように伝えるかの記述 説明及び分析 該当なし IF-HB-410a.4

■積水化学グループのサステナビリティ
・サステナビリティ貢献製品
■気候変動への対応
・主な取り組み＞事業を通じた低炭素、脱炭素への貢献

新規開発のコミュニティへの
インパクト

インフラ、サービス及び経済の中心地への近接性及びアクセスが用地
の選定及び開発の意思決定にどのように影響を与える（affect）かの
記述

説明及び分析 該当なし IF-HB-410b.1 ー

インフィル用地で引き渡された（1）区画及び（2）住宅の数 定量 数 IF-HB-410b.2 ー

（1）コンパクト開発で引き渡した住宅数及び（2）平均密度 定量 数、ヘクタール
当たりのユニット IF-HB-410b.3 ー

気候変動への適応

100年確率洪水地帯にある区画数 定量 数 IF-HB-420a.1 ー

気候変動リスク・エクスポージャー分析、システマティックな
ポートフォリオ・エクスポージャーの程度、及びリスクを緩和するため
の戦略の記述

説明及び分析 該当なし IF-HB-420a.2
■気候変動への対応
・戦略（姿勢・考え方、リスクと機会）
・TCFD/TNFD提言に基づく情報開示
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 表2.活動指標
活動指標 カテゴリー 測定単位 コード 掲載箇所

管理区画数 定量 数 IF-HB-000.A ー

引き渡された住宅の数 定量 数 IF-HB-000.B ー

稼働している販売地域の数 定量 数 IF-HB-000.C ー

 表1.サステナビリティ開示トピックおよび指標

トピック 指標 カテゴリー 測定単位 コード 掲載箇所

温室効果ガス排出

グローバルでの「スコープ1」の総排出、排出制限規制の対象割合 定量
CO2相当メートル・
トン（t）、パーセン
テージ（％）

RT-CH-110a.1
■気候変動への対応
・パフォーマンス・データ＞
サプライチェーン全体での温室効果ガス排出量

「スコープ1」の排出を管理するための長期的及び短期的な戦略又は
計画、排出削減目標並びにそれらの目標に対するパフォーマンスの分
析についての説明

説明及び分析 該当なし RT-CH-110a.2

■環境全般
・戦略（姿勢・考え方、リスクと機会）＞
環境課題に対する2050年に向けた方向性
長期ビジョンに基づく環境中期計画
■気候変動への対応
・戦略（姿勢・考え方、リスクと機会）＞
指標・目標

大気質 次の汚染物質の大気排出：（1）NOx（N₂Oを除く。）、（2）SOx、
（3）揮発性有機化合物（VOC）、及び（4）有害大気汚染物質（HAP） 定量 メートル・トン（t） RT-CH-120a.1

■化学物質管理
・パフォーマンス・データ＞
揮発性有機化合物（VOC）の大気排出量の推移
NOx 排出量の推移/国内
SOx 排出量の推移/国内
ばいじん排出量の推移/国内

セクター：資源加工　 化学製品
https://www.sasb.org/standards-overview/download-current-standards/

WEB
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トピック 指標 カテゴリー 測定単位 コード 掲載箇所

エネルギー管理 （1）エネルギー総消費量、（2）電力系統からの電気の割合、
（3）再生可能エネルギーの割合及び（4）自己生成エネルギーの総量 定量

ギガジュール
（GJ）、
パーセンテージ

（%）

RT-CH-130a.1

■環境全般
・指標・目標＞
マテリアルバランス＞
エネルギー
■気候変動への対応
・指標・目標＞GHG＞指標2 購⼊電⼒の再生可能エネルギー⽐率（自家消費型太陽光発電を含む）
・パフォーマンス・データ＞
生産時のエネルギー使用量と原単位（指数）の推移/ 国内
生産時のエネルギー使用量と原単位（指数）の推移/ 海外
生産時のエネルギー使用量の内訳/ 国内
生産時のエネルギー使用量の内訳/ 海外
国内外の電力使用量の推移/国内・海外
総エネルギー量に占める再エネ比率の推移/電力、バイオマスボイラー
自家消費発電量、購入再エネ電力量/国内・海外※コージェネを除く
電力の再エネ比率の推移/国内・海外※コージェネを除く

水管理

（1）総取水量、（2）総消費水量、及びそれらの「ベースライン水ストレ
ス」が「高い」又は「極めて高い」地域の場合 定量

千立方メートル  
（m³）、
パーセンテージ

（%）

RT-CH-140a.1

■環境全般
・指標・目標＞
マテリアルバランス＞
用水
■水リスクの低減
・パフォーマンス・データ＞
生産事業所の取水量推移/国内
生産事業所の取水量推移/海外
⽣産事業所の⽔消費量推移/国内
⽣産事業所の⽔消費量推移/海外
生産事業所の水源別取水量の推移
生産事業所の水消費量の推移

水質の許認可、基準及び規制に関連する違反事案（incidents of 
non-compliance）の件数 定量 数 RT-CH-140a.2

■環境全般
・指標・目標＞
自主管理値の設定
2025年度は廃棄物処理、排水、大気放出、土壌汚染等の環境に関する法規制への重大な違反や行政からの指導はあり
ませんでした。

水管理リスクの記述並びに当該リスクを緩和するための戦略及び
実務の説明 説明及び分析 該当なし RT-CH-140a.3

■水リスクの低減
・戦略（姿勢・考え方、リスクと機会）
・ガバナンス
・リスク管理
・指標・目標
・主な取り組み
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トピック 指標 カテゴリー 測定単位 コード 掲載箇所

有害廃棄物管理 （1）発生した有害廃棄物の量、（2）リサイクルした割合 定量
メートル・トン（t）、
パーセンテージ

（%）
RT-CH-150a.1

■資源循環の実現に向けた対応
・パフォーマンス・データ＞
有害廃棄物発生量/リサイクル率（国内・海外）

コミュニティとの関係 コミュニティの利益に関連するリスク及び機会を管理するための対話
プロセスについての説明 説明及び分析 該当なし RT-CH-210a.1

■環境全般
・戦略（姿勢・考え方、リスクと機会）
環境課題に対する2050年に向けた方向性
■ステークホルダー・エンゲージメント
・主な取り組み

労働力（workforce）の健康
及び安全

（a）直接従業員及び（b）契約社員についての（1）総記録災害度数率
（TRIR）及び（2）死亡率 定量 比率 RT-CH-320a.1

■安全
・パフォーマンス・データ＞
度数率の推移
休業をともなう災害発生率（LTIFR）
労働災害による死亡者の発生状況

従業員及び契約労働者の長期的な（慢性の）健康リスクに対するエク
スポージャーを評価し、モニタリングし、軽減するための取組み

（efforts）の記述
説明及び分析 該当なし RT-CH-320a.2

■人的資本＞ダイバーシティの実現
・主な取り組み＞活力あふれる環境づくり＞健康で働きやすい環境の確保
・主な取り組み＞「健康経営」で解決したい経営課題
■安全
・戦略（姿勢・考え方、リスク認識）
・ガバナンス
・リスク管理
・主な取り組み

使用段階の効率を考慮した
製品設計 使用段階での資源効率を考慮して設計された製品から生じる売上高 定量 表示通貨 RT-CH-410a.1

■積水化学グループのサステナビリティ
・サステナビリティ貢献製品＞
指標・目標＞
サステナビリティ貢献製品の売上高・比率の推移

化学製品の安全性及び
環境上のスチュワードシップ

（1）「化学品の分類及び表示に関する世界調和システム」（GHS）の
「カテゴリー1及び2健康上及び環境上の有害物質」を含む製品の割合、
（2）有害性評価を受けたそのような製品の割合

定量
売上高のパーセン
テージ（%）、パーセ
ンテージ（％）

RT-CH-410b.1 ー

（1）懸念化学物質を管理し、（2）人間又は環境へのインパクトを低減す
る代替物を開発するための戦略についての説明 説明及び分析 該当なし RT-CH-410b.2 ■化学物質管理

・戦略（姿勢・考え方）

遺伝子組換生物 遺伝子組換生物（GMO）を含む製品から生じた売上高の割合 定量 売上高のパーセン
テージ（%） RT-CH-410c.1 ー
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HOME
はじめに トップメッセージ 積水化学グループの

サステナビリティ 環境 ガバナンス 参考資料社会

トピック 指標 カテゴリー 測定単位 コード 掲載箇所

法規制環境の管理 産業に影響を与える（affecting）環境的及び社会的要因に対処する
政府規制又は政策提言に関連する企業のポジションについての説明 説明及び分析 該当なし RT-CH-530a.1

■環境全般
・指標・目標＞
自主管理値の設定
■ステークホルダー・エンゲージメント
・主な取り組み＞
賛同・支持するイニシアチブと参画団体
■人権尊重
・主な取り組み＞
英国現代奴隷法への対応
■法務・倫理
・主な取り組み＞
独禁法および広告・表示等における法令遵守の状況
・主な取り組み＞税務コンプライアンス
・パフォーマンス・データ＞
政治団体への寄付金

事業上の安全、緊急事態への
準備及び対応

「Process Safety Incidents Count」（PSIC）、「Process Safety Total 
Incident Rate」（PSTIR）及び「Process Safety Incident Severity 
Rate」（PSISR）

定量 数、比率 RT-CH-540a.1 ー

輸送事案の数 定量 数 RT-CH-540a.2

■環境全般
・指標・目標＞
自主管理値の設定
2025年度は廃棄物処理、排水、大気放出、土壌汚染等の環境に関する法規制への重大な違反や行政からの指導はあり
ませんでした。
■安全
・輸送工程での安全
・パフォーマンス・データ＞
労働災害発生件数
重大設備事故発生件数
度数率の推移

 表2.活動指標
活動指標 カテゴリー 測定単位 コード 掲載箇所

報告セグメント別生産量 定量
立方メートル（m³）
又はメートル・トン

（t）
RT-CH-000.A ー
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